
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足説明資料 3－1 

二酸化炭素消火設備について 
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1. 目的 

本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.2(1)b.(c)項に示す二酸

化炭素消火設備についての詳細を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  二酸化炭素消火設備の詳細を次頁以降に示す。 
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3. 設備概要及び系統構成 

  火災発生時に煙の充満により消火が困難となる                     

には，二酸化炭素消火設備を設置する。 

  二酸化炭素消火設備の仕様の概要を表 1に，系統概要図を図 1に示す。 

 

表 1 二酸化炭素消火設備の仕様の概要 

項目 仕様 

消火剤 

消火薬剤 二酸化炭素 

消火原理 窒息消火 

消火剤の特徴 設備に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法施行規則第 19条 

火災感知 
自動消火設備用の火災感知器 
（煙感知器 1系統，熱感知器 1系統の AND信号＊） 

放出方式 自動起動又は現地の制御盤からの手動起動 

消火方式 全域放出方式(選択弁) 

電源 非常用電源として，蓄電池を設置 

破損，誤作動，誤操
作による影響 

不活性である二酸化炭素は，電気設備及び機械設備に影響
を与えない。 

＊ ハロゲン化物消火設備・機器の使用抑制等について（通知）[消防危第 88号，消防予第 161号]

により，二酸化炭素は人体に有害であり，誤作動防止を図る観点から，異なる種類の火災感知

器（煙感知器，熱感知器）の AND回路の構成とする。 
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図 1 二酸化炭素消火設備 系統概要図 

 

 

4. 二酸化炭素消火設備の作動回路 

 4.1 作動回路の概要 

   火災発生時における二酸化炭素消火設備作動時までの信号の流れを図 2に示す。 

   通常時は自動待機状態としており，複数の感知器が作動した場合は自動起動する。起動条件

としては，「煙感知器」及び「熱感知器」が火災感知した場合に，二酸化炭素消火設備が自動起

動する設計とし，誤動作防止を図っている。（図 3） 

   また，二酸化炭素消火設備の作動は，消防法に基づき，音響警報後の放出までに 20秒以上の

遅延装置を設置することが要求されており，二酸化炭素消火設備が自動の場合，火災感知器が

火災検出後，23秒後に二酸化炭素が放出される。 

   万一，二酸化炭素消火設備が起動した状態で，室内の中に閉じ込められた場合は，内側から

入口扉の鍵を解錠することが可能な設計により退出が可能となっている。 

   また，現地（室外）での手動操作による消火設備の起動（ガス噴射）も可能な設計としてお

り，運転員が火災の発生を確認した場合には，早期消火が対応可能な設計とする。 
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図 2 火災発生時の二酸化炭素消火設備信号の流れ 

 

 

 

          【煙感知】       【熱感知】   
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図 3 二酸化炭素消火設備 起動ロジック 
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 4.2 二酸化炭素消火設備の系統構成 

   防護エリアに設置する火災感知器からの信号をそれぞれの制御回路部が受信した後，制御回

路部から起動ガス容器ユニットに対して放出電気信号を発信する。 

   起動ガス容器ユニットでは，放出電気信号を機械的なガス圧信号に変換し，ガス圧信号で機

械的に作動する容器弁及び選択弁に放出信号を発信して，二酸化炭素が放出される。 

   二酸化炭素消火設備の系統構成を図 4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 二酸化炭素消火設備の系統構成 
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補足説明資料 3－2 

小空間固定式消火設備について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.2(1)b.(a)項に示す小空

間固定式消火設備についての詳細を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  小空間固定式消火設備の詳細を次頁以降に示す。 
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3. 設備構成及び系統構成 

  火災発生時に煙の充満により消火活動が困難となる可能性のある火災区域又は火災区画に必

要となる固定式消火設備として，人体，設備への影響を考慮し，小空間固定式消火設備を設置

する。 

  小空間固定式消火設備の仕様の概要を表 1に，単一の部屋に対して使用する専用型の小空間

固定式消火設備の作動概要図を図 1に，複数の部屋の火災発生時に当該火災エリアを選択する

選択型の小空間固定式消火設備の作動概要図を図 2に示す。 

 

表 1 小空間固定式消火設備の仕様の概要 

  

項 目 仕 様 

小空間固定式消火設備 
（専用型） 

消火剤 

消火薬剤 ハロン1301，HFC-227ea 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法施行規則第20条 

火災感知 
自動消火設備用の火災感知器
（煙感知器2系統，熱感知器2系
統のOR信号） 

放出方式 
自動起動又は中央制御室からの
手動起動 

消火方式 全域放出方式 

電 源 
非常用電源及び蓄電池を盤内に
設置 

破損，誤作動，
誤操作による影
響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高
いハロン1301及び消火剤（HFC-
227ea）は，電気設備及び機械設
備に影響を与えない。 

小空間固定式消火設備 
（選択型） 

消火剤 

消火薬剤 HFC-227ea 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法施行規則第20条 

火災感知 
自動消火設備用の火災感知器
（煙感知器2系統，熱感知器2系
統のOR信号） 

放出方式 
自動起動又は中央制御室からの
手動起動が可能 

消火方式 全域放出方式（選択弁） 

電 源 
非常用電源及び蓄電池を盤内に
設置 

破損，誤作動，
誤操作による影
響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高
い消火剤（HFC-227ea）は，電気
設備及び機械設備に影響を与え
ない。 
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図 1 単一の部屋に対して使用する専用型の小空間固定式消火設備の作動概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 火災発生時に当該火災エリアを選択する選択型の小空間固定式消火設備作動概要図 

（選択型） 
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4. 小空間固定式消火設備の作動回路 

 4.1 作動回路の概要 

   消火活動が困難な火災区域又は火災区画の火災発生時における小空間固定式消火設備作動ま

での信号の流れを図 3に示す。 

   自動待機状態においては，複数の感知器が作動した場合に自動起動する。起動条件として

は，複数の「煙感知器」のうち 2系統又は複数の「熱感知器」のうち 2系統が火災を感知した

場合に自動起動する設計とし，誤作動防止を図っている。（図 4） 

   中央制御室における遠隔起動，現地（火災エリア外）での手動操作による消火設備の起動

（ガス噴出）も可能な設計としており，人による火災発見時においても，早期消火が対応可能

な設計とする。また，煙感知器又は熱感知器のうち一方の誤作動，不作動により消火設備が自

動起動しない場合であっても，もう一方の感知器の作動によって中央制御室に警報が発報する

ため，運転員が火災の発生を確認した場合には，中央制御室又は現場での手動起動により早期

消火が対応可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 火災発生時の信号の流れ 
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図 4 小空間固定式消火設備 起動ロジック 
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 4.2 小空間固定式消火設備の系統構成 

 (1) 小空間固定式消火設備（専用型） 

   専用型は，火災感知器からの信号を制御回路部が受信した後，一定時間後に制御回路部から

起動ガス容器ユニットに対して放出電気信号を発信する。 

   起動ガス容器ユニットでは，放出電気信号を機械的なガス圧信号に変換し，ガス圧信号で機

械的に作動する容器弁に対して放出信号を発信して，消火ガスが放出される。 

   小空間固定式消火設備（専用型）の系統構成を図 5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 小空間固定式消火設備（専用型）の系統構成 

 

 (2) 小空間固定式消火設備（選択型） 

   選択型は，複数の部屋に設置する火災感知器からの信号をそれぞれの制御回路部が受信した

後，制御回路部から起動ガス容器ユニットに対して放出電気信号を発信する。 

   起動ガス容器ユニットでは，放出電気信号を機械的なガス圧信号に変換し，ガス圧信号で機

械的に作動する容器弁及び選択弁に放出信号を発信して，消火ガスが放出される。 

   小空間固定式消火設備（選択型）の系統構成を図 6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 小空間固定式消火設備（選択型）の系統構成 
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補足説明資料 3－3 

SLCポンプ・CRDポンプ局所消火設備について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.2(1)b.(b)項に示す SLC

ポンプ・CRDポンプ局所消火設備についての詳細を示すために，補足説明資料として添付するも

のである。 

 

2. 内容 

  SLCポンプ・CRDポンプ局所消火設備の詳細を次頁以降に示す。 
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3. 設備構成及び系統構成 

  通路部において火災発生時に煙の充満により消火活動が困難となる可能性のある油内包機器に

対する固定式消火設備として，人体，設備への影響を考慮した，SLCポンプ・CRDポンプ局所消

火設備を設置する。 

  SLCポンプ・CRDポンプ局所消火設備の仕様の概要を表 1に，系統構成を図 1に，設備概要図

を図 2に示す。  

 

表 1 SLCポンプ・CRDポンプ局所消火設備の仕様の概要 

 

  

項 目 仕 様 

SLCポンプ・CRDポンプ
局所消火設備 

消火剤 

消火薬剤 ハロン1301 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法施行規則第20条 

火災感知 
自動消火設備用の火災感知器 
（煙感知器2系統，熱感知器2系 
統のOR信号） 

放出方式 
自動起動及び中央制御室からの
手動起動 

消火方式 局所放出方式 

電 源 
非常用電源及び蓄電池を盤内に
設置 

破損，誤作動，誤操作
による影響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高
いハロン1301は，電気設備及び
機械設備に影響を与えない。 



補-3-3-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 SLCポンプ・CRDポンプ局所消火設備の系統構成 

 

 

 

図 2 SLCポンプ・CRDポンプ局所消火設備概要図 
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 3.1 作動回路の概要 

   通路部において消火活動が困難となるおそれがある油内包機器に対して設置する SLCポン

プ・CRDポンプ局所消火設備は，火災感知器からの信号を制御回路部が受信した後，一定時間

後に制御回路部から起動ガス容器ユニットに対して放出電気信号を発信する。 

   起動ガス容器ユニットでは，放出電気信号を機械的なガス圧信号に変換し，ガス圧信号で機

械的に作動する容器弁に対して放出信号を発信して，消火ガスが放出される。 

   SLCポンプ・CRDポンプ局所消火設備の火災発生時の信号の流れを図 3に示す。 

   自動待機状態においては，複数の感知器が作動した場合に自動起動する。起動条件として

は，複数の「煙感知器」のうち 2系統又は複数の「熱感知器」のうち 2系統が火災を感知した

場合に自動起動する設計とし，誤作動防止を図っている。（図 4） 

   中央制御室における遠隔起動，現地（火災エリア外）での手動操作による消火設備の起動

（ガス噴出）も可能な設計としており，人による火災発見時においても，早期消火が対応可能

な設計とする。また，煙感知器又は熱感知器のうち一方の誤作動，不作動により消火設備が自

動起動しない場合であっても，もう一方の感知器の作動によって中央制御室に警報が発報する

ため，運転員が火災の発生を確認した場合には，中央制御室又は現場での手動起動により早期

消火が対応可能な設計とする。 
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図 3 火災発生時の信号の流れ 
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図 4 SLCポンプ・CRDポンプ局所消火設備起動ロジック 
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補足説明資料 3－4 

電源盤・制御盤消火設備について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.2(1)b.(b)項に示す電源

盤・制御盤消火設備についての詳細を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  電源盤・制御盤消火設備の詳細を次頁以降に示す。 
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3. 設備構成及び系統構成 

  原子炉建屋通路部にある，火災防護上重要な機器等及び重大事故対処施設が設置されている火

災区域又は火災区画は，火災時に煙が多く発生し，消火活動が困難となる火災区域又は火災区画

として，煙の充満を発生させるおそれのある電源盤・制御盤内火災を早期感知及び消火ができる

よう，電源盤・制御盤消火設備を設置する設計とする。また、遠隔から手動起動が可能となるよ

う中央制御室から起動ができる設計とする。 

  電源盤・制御盤消火設備は，火災の火炎，熱による直接的な影響のみならず，煙，流出流体，

断線，爆発等による二次的影響が安全機能を有する構築物，系統及び機器に悪影響を及ぼさない

ように，消火薬剤ボンベ・消火設備制御盤は，電源盤・制御盤内の火災発生時，該当電源盤・制

御盤内からの熱放出が小さいことから，電源盤・制御盤の外側に設置する設計とする。 

  また，想定される火災の性質に応じた十分な容量の消火剤を備え，起動を知らせる回転灯を消

火設備制御盤に設置する設計とする。 

  電源盤・制御盤消火設備の仕様の概要を表 1に，設備概要図を図 1に示す。 

 

表 1  電源盤・制御盤消火設備の仕様の概要 

＊ 電源盤・制御盤消火設備が設置している電源盤・制御盤の火災区域又は火災区画は，高感度煙
感知器とは別に，複数の火災感知器を設置している。盤内火災発生時，当該盤内からの熱放出
及び煙流出が期待されないことから，盤内に高感度煙感知器を設置し，早期に感知する目的の
ため設置する。 

  

項 目 仕 様 

電源盤・制御盤消火設備 

消火剤 

消火薬剤 FK-5-1-12 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 
―（メーカによる実証試験によ

り算出） 

火災感知 高感度煙感知器＊ 

放出方式 
中央制御室より手動起動又は現

場制御盤にて起動 

消火方式 局所放出方式 

電 源 
非常用電源及び蓄電池を盤内に

設置 

破損，誤作動，
誤操作による影
響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高
い消火剤（FK-5-1-12）は，電気
設備及び機械設備に影響を与え
ない。 
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図 1 電源盤・制御盤消火設備概要図 

 

 

 

4. 電源盤・制御盤消火設備の作動回路 

 4.1 作動回路の概要 

   中央制御室における遠隔起動，現地（火災エリア外）での手動操作による起動（ガス噴出）

も可能な設計としており，人による火災発見時においても，早期消火が対応可能な設計とす

る。また，高感度煙感知器は微量な煙であっても，中央制御室に警報が発報するため，運転員

が火災の発生を確認した場合には，中央制御室又は現場での手動起動により早期消火が対応可

能な設計とする。電源盤・制御盤消火設備の信号の流れを図 2に示す。 
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図 2  火災発生時の信号の流れ 

 

 4.2 電源盤・制御盤消火設備の系統構成 

   電源盤・制御盤消火設備は，火災感知器からの信号を制御回路部が受信した後，一定時間後

に制御回路部から容器弁に対して放出信号を発信して，消火ガスが放出される。 

   電源盤・制御盤消火設備の系統構成を図 3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3  電源盤・制御盤消火設備の系統構成 
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ケーブルトレイ消火設備について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.2(1)b.(d)項に示すケー

ブルトレイ消火設備についての詳細を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  ケーブルトレイ消火設備の詳細を次頁以降に示す。 
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3. 設備構成及び系統構成 

  火災発生時に煙の充満により消火活動が困難となる可能性のある火災区域又は火災区画に必要

となる固定式消火設備として，人体，設備への影響を考慮し，ケーブルトレイ消火設備を設置す

る。 

  ケーブルトレイ消火設備の仕様の概要を表 1に，ケーブルトレイ消火設備の概要図を図 1に示

す。 

表 1 ケーブルトレイ消火設備の仕様の概要 

＊1 ケーブルトレイ消火設備が設置しているケーブルトレイの火災区域又は火災区画は，感知チ
ューブの感知器とは別に火災感知器（複数の感知器のうち2系統の作動信号）を設置してい
る。ケーブルトレイでケーブル火災発生すると，感知チューブが溶損し消火設備が起動。消
火ガスが放出される。感知と消火設備を起動する目的のため設置する。 

 
＊2 消火設備作動電源不要。ただし，中央制御室へ発報するため制御回路が必要となり，非常用

電源から受電する。 

  

項 目 仕 様 

ケーブルトレイ消火設備 

消火剤 

消火薬剤 FK-5-1-12 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 
―（メーカによる実証試験によ
り算出） 

火災感知 感知チューブ方式*1 

放出方式 自動起動又は現場手動起動 

消火方式 局所放出方式 

電 源 電源不要*2 

破損，誤作動，
誤操作による 
影響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高
い消火剤（FK-5-1-12）は，電気
設備及び機械設備に影響を与え
ない。 
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図 1 ケーブルトレイ消火設備概要図 

 

4. ケーブルトレイ消火設備の作動回路 

 4.1 作動回路の概要 

   ケーブルトレイ消火設備は，火災区域又は火災区画に設置する感知器とは別に，狭隘なケー

ブルトレイでも設置可能な感知チューブ式の火災感知器を設置し，ケーブルトレイ消火設備が

作動する設計とする。起動条件としては，火災周辺の感知チューブが溶損することで圧力信号

による火災感知信号を発信し，消火ガスの放出を行う。簡略化された単純な構造であることか

ら誤動作の可能性は小さく，万一，誤動作が発生した場合であっても機器・人体に影響を及ぼ

さない。感知チューブ式のケーブルトレイ消火設備のケーブルトレイへの適用について，消火

性能が確保されていることを次項以降にて示す。 

中央制御室では消火ガスの放出信号を検知する設計としており，人による火災発見時におい

ても，現場での手動起動が可能な設計とする。また，誤作動，不作動により消火設備が自動

起動しない場合であっても，火災区域又は火災区画の感知器の作動によって中央制御室に警

PS2

PS1

消火剤放出用噴射ヘッド
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配管固定用ステンレスバンド
プロテコシート固定用バンド
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消火剤放出用鋼管
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ケーブルトレイ消火設備用

ハロゲン化物ボンベ

架台

貯蔵容器用
圧力スイッチ

感知チューブ用
圧力スイッチ
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報が発報するため，運転員が火災の発生を確認した場合には，現場での手動起動により消火

対応可能な設計とする。 

 

 4.2 ケーブルトレイ消火設備の系統構成 

   ケーブルトレイに設置する火災感知器（感知チューブ）が火災により溶損するとチューブ内

部のガス圧が低下し，容器弁へ圧力信号が伝達される。圧力制御された容器弁が圧力信号によ

り開動作し，消火ガスが放出される。なお，圧力信号を電気信号に変換し，消火ガスが放出さ

れたことを中央制御室に警報として発報する。 

   ケーブルトレイ消火設備の系統構成を図 2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 ケーブルトレイ消火設備の系統構成 
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5. ケーブルトレイ消火設備の消火性能について 

 5.1 はじめに 

   柏崎刈羽原子力発電所 7号機の原子炉建屋通路においては，ケーブル火災が発生した場合に

煙の充満により消火活動が困難となる可能性があることから，ケーブルトレイにチューブ式の

ケーブルトレイ消火設備を設置する設計とする。以下では，実証試験に基づき，チューブ式の

ケーブルトレイ消火設備がケーブルトレイ火災に対して有効であることを示す。 

 

 5.2 チューブ式ケーブルトレイ消火設備の仕様 

   チューブ式ケーブルトレイ消火設備の概要を図 3に示す。チューブ式ケーブルトレイ消火設

備は，ケーブルトレイ内の火災を探知し自動的に消火剤を放射し有効に消火すること等を目的

とし，いくつかの国内防災メーカにおいて製造されている。一部製品については，表 2に示す

仕様において，ケーブルトレイ火災を有効に消火するものであると日本消防設備安全センター

から性能評定＊1を受けている。 

   柏崎刈羽原子力発電所 7号機の原子炉建屋通路のケーブルトレイに適用するチューブ式ケー

ブルトレイ消火設備についても，上記仕様と同等以上の設計とし，消火性能を確保する。 

 

   ＊1  出典「消火設備（電気設備用自動消火装置）性能評定書，型式記号  IHP-14.5」, 

15-046号，（一財）日本消防設備安全センター，平成 23年 9 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 チューブ式ケーブルトレイ消火設備の概要図 
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表 2 チューブ式ケーブルトレイ消火設備の仕様 

構成部品 仕様 

消火剤 FK5-1-12 

感
知
チ
ュ
ー
ブ 

材質 ポリアミド系樹脂 

使用環境温度 -20～50℃ 

感知温度 約 180℃ 

内圧 1.8MPa 

消火配管 軟銅管 

消火ノズル個数 最大 8個／セット 

消火剤ボンベ本数 1本／セット 

 

 

 5.3 電力中央研究所におけるケーブルトレイ消火実証試験 

   電力中央研究所の研究報告＊2において，原子力発電所への適用を目的として表 3に示す仕

様のチューブ式ケーブルトレイ消火設備を用いたケーブルトレイ消火実証試験を実施し，その

結果有効であったことが示されている。 

  ＊2  出典「チューブ式自動消火設備のケーブルトレイ火災への適用性評価」，N14008，電力中

央研究所，平成 26年 11月 

 

   以下では，電力中央研究所にて実施された実証試験の概要を示し，柏崎刈羽原子力発電所 7

号機の原子炉建屋通路部のケーブルトレイ消火に有効となることを示す。 

 

 5.4 消火実証試験装置の仕様 

   消火実証試験装置の概要と試験条件を図 4及び表 3に示す。実機状態を模擬するため，消火

対象のケーブルトレイは水平と垂直の 2種類としている。垂直の場合には，火災による熱が垂

直上方に伝わることを考慮し，ケーブル敷設方向（鉛直方向）に対して，感知チューブが直交

するように一定間隔で X字に感知チューブを配置している。実機状態では，ケーブルトレイ内

に敷設されるケーブルが少ない個所と複数ある個所が存在するため，試験 H1，V1ではケーブ

ルトレイ内のケーブルを 1本のみとし，試験 H2，V2では複数としている。着火方法は，過電

流であり，電流の大きさはケーブルの許容電流の約 6倍の 2000Aとしている。 

   なお，電力中央研究所における消火実証試験では，チューブ式ケーブルトレイ消火設備を火

災防護対策における影響軽減に適用することが考慮されていたため，ケーブルトレイは金属蓋

付とし，更にその周囲に耐火シートが巻かれた状態であった（図 5）。柏崎刈羽原子力発電所 7

号機においては，チューブ式ケーブルトレイ消火設備を影響軽減対策には適用しないことか

ら，実機施工においてケーブルトレイは必ずしも金属蓋付とはせず，消火設備作動時に消火剤
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がケーブルトレイ外部に漏えいしないよう，延焼防止シートで覆う設計とする。延焼防止シー

トの耐火性を 7. にて，延焼防止シートを施工することによるケーブルの許容電流低減率へ

の影響を 8. にて，延焼防止シートのケーブルトレイへの取付方法を 9. にて，それぞれ示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 消火実証試験装置の概要 

 

 

表 3 消火実証試験の試験条件 

試験名 電流 
トレイ
姿勢 

着火管理位
置＊1 

可燃物 
ケーブルトレイ 

寸法 

H1 

2000A 

水平 
ケーブルト
レイ端部か
ら 4m 

6600V CV 3C 150sq 1本 

幅 1.8m＊2×長さ
9.6m×高さ 0.15m H2 

6600V CV 3C 150sq 3本， 

6600V CVT 3C 150sq 27本 

V1 

垂直 
ケーブルト
レイ上端部
から 4m 

6600V CV 3C 150sq 1本 
幅 1.8m＊2×長さ
6.0m×高さ 0.25m V2 

6600V CV 3C 150sq 3本， 

6600V CVT 3C 150sq 14本 

 ＊1 過電流による着火位置を管理するため，ケーブルに切り込みを入れている。 

 ＊2 柏崎刈羽原子力発電所 7号機の原子炉建屋通路部に設置するケーブルトレイは最大幅が

0.6mであるため，実機設計よりも試験条件の方がケーブルトレイ内の空間が広くなってい

る。このため，実機設計よりも火災感知及び消火されにくい条件であり，保守的な試験で

あると考える。 
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図 5 消火実証試験用のケーブルトレイ外観 

 

 

  

消火実証試験用のケーブルトレイ 

（金属蓋付で周囲に耐火シートが巻かれている） 
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 5.5 消火実証試験の結果 

  5.5.1. 試験 H1の結果 

     図 6に示すような配置において，ケーブルに過電流を通電したところ，通電開始後 30

分 35秒で着火した。着火から 16秒後（通電開始後 30分 51秒後）にチューブ式ケーブル

トレイ消火設備（報告書では FEと呼称）が動作し，消火することが確認された（図

7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6  試験 H1における感知チューブ等の配置概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7  試験 H1における発火・消火時の状態 
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 5.5.2. 試験 H2の結果 

     図 8に示すような配置において，ケーブルに過電流を通電したところ，通電開始後 32

分 29秒で着火した。着火から 15秒後（通電開始から 32分 44秒後）にチューブ式ケーブ

ルトレイ消火設備が動作し，消火することが確認された（図 9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8  試験 H2における感知チューブ等の配置概要 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9  試験 H2における発火・消火時の状態 
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 5.5.3. 試験 V1の結果 

     図 10に示すような配置において，ケーブルに過電流を通電したところ，通電開始後 17

分 6秒で着火した。着火から 1分 39 秒後（通電開始から 18分 45秒後）にチューブ式ケ

ーブルトレイ消火設備が動作し，消火することが確認された（図 11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10  試験 V1における感知チューブ等の配置概要 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11  試験 V1における発火・消火時の状態 
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 5.5.4. 試験 V2の結果 

     図 12に示すような配置において，ケーブルに過電流を通電したところ，通電開始後 18

分 14秒で着火した。着火から 3分 26 秒後（通電開始から 21分 40秒後）にチューブ式ケ

ーブルトレイ消火設備が動作し，消火することが確認された（図 13）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12  試験 V2における感知チューブ等の配置概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13  試験 V2における発火・消火時の状態 
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     以上から，実機を模擬したケーブルトレイの火災について，チューブ式ケーブルトレイ

消火設備が有効に機能することを確認した。 

     なお，柏崎刈羽原子力発電所 7号機へのチューブ式ケーブルトレイ消火設備の適用にお

いては，実機での標準施工方法を踏まえ，金属蓋を設置しないケーブルトレイに延焼防止

シートを巻いた状態で消火性能の実証試験を行い，消火性能が確保されることを確認し

た。その結果を以下に示す。 

 

6. 金属蓋を設置しないケーブルトレイ消火実証試験 

 6.1 消火実証試験装置の仕様 

   消火実証試験装置の概要と試験条件を図 14及び表 3に示す。金属蓋を設置しないケーブル

トレイ消火実証試験では，ケーブルトレイに延焼防止シートを巻き付けた状態で行う。実機状

態を模擬するため，消火対象のケーブルトレイは水平と垂直の 2種類としている。垂直の場合

には，火災による熱が垂直上方に伝わることを考慮し，ケーブル敷設方向（鉛直方向）に対し

て，感知チューブが直交するように一定間隔で X字に感知チューブを配置している。実機状態

では，ケーブルトレイ内に敷設されるケーブル種類が複数あることを踏まえ，試験①-1，②-

1，③-1，④-1では比較的外径の大きい低圧ケーブル（600V CV 3c 14sq）を用いて，試験①-

2，②-2，③-2，④-2では比較的外径の小さい制御ケーブル（600V CV 3c 5.5sq）を用いてい

る。また，着火方法はケーブルトレイ底部からのバーナ加熱とし，ケーブルトレイ内に敷設さ

れるケーブルが多いほど火災感知及び消火が困難になると考えられることから，ケーブルトレ

イ内に敷設するケーブル本数は実機最大条件（占積率 40%）に合わせている。消火実証試験装

置の外観を図 15 に示す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14  消火実証試験装置（金属蓋なし）の概要 

ボンベ

消火ノズル

ケーブルトレイ全体を
延焼防止シートで覆っている



補-3-5-14 

 

表 3  消火実証試験（金属蓋無し）の試験条件 

試験
名 

着火 
方法 

トレイ 
姿勢 

着火管理位置
＊1 

可燃物 
ケーブルトレイ 

寸法 

①-1 

バーナ 

水平 

消火ノズルか
ら 3m離れた
ケーブルトレ
イ底一部 

低圧ケーブル 
600V CV 3C 14sq 95本 
（占積率 40%） 

幅 0.6m ＊ 2 ×長さ
6.0m×高さ 0.12m 

①-2 
制御ケーブル 
600V CV 3C 5.5sq 328本 
（占積率 40%） 

幅 0.6m ＊ 2 ×長さ
6.0m×高さ 0.25m 

②-1 消火ノズルか
ら 3m離れた
ケーブルトレ
イ底全体 

低圧ケーブル 
600V CV 3C 14sq 95本 
（占積率 40%） 

幅 0.6m ＊ 2 ×長さ
6.0m×高さ 0.12m 

②-2 
制御ケーブル 
600V CV 3C 5.5sq 328本 
（占積率 40%） 

幅 0.6m ＊ 2 ×長さ
6.0m×高さ 0.25m 

③-1 

垂直 

消火ノズルか
ら 1.5m離れ
たケーブルト
レイ底一部 

低圧ケーブル 
600V CV 3C 14sq 95本 
（占積率 40%） 

幅 0.6m ＊ 2 ×長さ
6.0m×高さ 0.12m 

③-2 
制御ケーブル 
600V CV 3C 5.5sq 328本 
（占積率 40%） 

幅 0.6m ＊ 2 ×長さ
6.0m×高さ 0.25m 

④-1 消火ノズルか
ら 1.5m離れ
たケーブルト
レイ底全体 

低圧ケーブル 
600V CV 3C 14sq 95本 
（占積率 40%） 

幅 0.6m ＊ 2 ×長さ
6.0m×高さ 0.12m 

④-2 
制御ケーブル 
600V CV 3C 5.5sq 328本 
（占積率 40%） 

幅 0.6m ＊ 2 ×長さ
6.0m×高さ 0.25m 

＊1  バーナによる着火位置を管理するため，ケーブルトレイ底の延焼防止シートに切り込みを入

れている。切り込みの大きさによる実証試験結果への影響を考慮し，切り込みはケーブルト

レイ底の一部（0.1m×0.3m）あるいは全体（0.1m×0.6m）とした。 

＊2  柏崎刈羽原子力発電所 7号機の原子炉建屋通路部に設置するケーブルトレイは最大幅が 0.6m

であるため，実機設計と同等の試験であると考える。 
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図 15  消火実証試験用（金属蓋なし）のケーブルトレイ外観 

 

 6.2 消火実証試験の結果  

   金属蓋を設置しないケーブルトレイを用いたチューブ式局所消火設備の実証試験時の状況を

図 16に示し，試験結果を表 4に示す。同表に示す通り，試験①-1～④-2まで全てのケースで

チューブ式ケーブルトレイ消火設備は有効に機能しており，金属蓋を設置しないケーブルトレ

イに対しても有効であることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16  加熱時及び消火後の状態 

 

 

（バーナ加熱時の状況）

ケーブルの燃焼痕

（消火完了後のケーブルトレイ内部状況）

感知チューブ

消火配管
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表 4  消火実証試験（金属蓋無し）の試験結果 

試験
名 

トレイ 
姿勢 

着火管理位置 可燃物 
バーナ着火から
感知までの時間 

消火状況＊ 

①-1 

水平 

消火ノズルから 3m
離れたケーブルト
レイ底一部 

低圧ケーブル 5 分 43 秒 良 

①-2 制御ケーブル 11 分 56 秒 良 

②-1 
消火ノズルから 3m
離れたケーブルト
レイ底全体 

低圧ケーブル 8 分 11 秒 良 

②-2 制御ケーブル 16 分 57 秒 良 

③-1 

垂直 

消火ノズルから
1.5m離れたケーブ
ルトレイ底一部 

低圧ケーブル 53 秒 良 

③-2 制御ケーブル 5 分 56 秒 良 

④-1 
消火ノズルから
1.5m離れたケーブ
ルトレイ底全体 

低圧ケーブル 32 秒 良 

④-2 制御ケーブル 21 秒 良 

＊  消火剤噴出後，再着火が無いことを確認し「良」とした。 
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7. ケーブルトレイ消火設備に使用するケーブルトレイカバーについて 

  柏崎刈羽原子力発電所 7号機のケーブルトレイ消火設備では，消火設備作動時に消火剤がケー

ブルトレイ外部に漏えいしないように,ケーブルトレイを延焼防止シート（プロテコシート P2・

eco）で覆う設計とする（図 17）。ケーブルトレイを覆う延焼防止シートは酸素指数 60以上であ

り，消防法上，難燃性又は不燃性を有する材料（酸素指数 26以上）に指定される＊3。 

＊3  出典「消防法施行令の一部改正に伴う運用について（合成樹脂類の範囲）（指定数量）」，消

防予第 184号，消防庁予防救急課，昭和 54年 10月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17  延焼防止シート（プロテコシート P2・eco）の概要 
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  また，延焼防止シートは，ケーブルトレイに巻き付けた状態で IEEE383 Std1974に基づくに垂

直トレイ燃焼試験（20分間のバーナ加熱）を実施しても，図 18に示すとおり，接炎による燃焼

や破れ等は発生しないことを確認している＊4。よって，ケーブル火災等によって延焼防止シート

が接炎する状態になっても，燃焼や破れ等が生じるおそれがなく，ケーブルトレイ消火設備作動

後に消火剤が外部に漏えいすることがないため，ケーブルトレイ消火設備の消火性能は維持され

る。 

 ＊4  出典「延焼防止シート「プロテコシート-P2・eco」電力ケーブルによる延焼防止性確認試

験報告書」，FT-技-第 71338号，古河電気工業（株）・（株）古河テクノマテリアル，平成

18年 10月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18  延焼防止シートの IEEE383 垂直トレイ燃焼試験実施後の状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

延焼防止シートは燃焼や破れ等が発生してい

ない 
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8. 延焼防止シート施工に伴うケーブルの許容電流低減率の評価について 

  柏崎刈羽原子力発電所 7号機のケーブルトレイ消火設備では，消火設備作動時に消火剤がケー

ブルトレイ外部に漏えいしないように,ケーブルトレイを延焼防止シート（プロテコシート P2・

eco）で覆う設計とする。延焼防止シートを施工することにより，ケーブルの許容電流が低下す

る可能性が考えられることから，以下の通り許容電流低減率の評価を実施した。 

 

 8.1 ケーブル許容電流の評価式 

   ケーブルの許容電流は，ケーブルの導体抵抗，誘電体損失，熱的定数及び周囲条件に影響を

受ける。ケーブルの許容電流を Iとすると，日本電線工業会規格（JCS 0168-1）に定められる

ように式（1）で表すことができる。 

 

I = √
T1−T2−Td

nrRth
（A）          （1） 

Rth：全熱抵抗（℃･cm/W） 

T1：常時許容温度（℃） 

T2：基底温度（℃） 

Td：誘電体損失による温度上昇＊（℃） 

n：ケーブル線心数 

r：交流導体抵抗（Ω） 

＊ 11kV以下のケーブルでは無視できる。 

 

   柏崎刈羽原子力発電所 7号機においてケーブルトレイ消火設備の消火対象となるケーブルは

全て 11kV以下の仕様であることから，誘電体損失による温度上昇 Tdは無視することができる

ため，許容電流 Iは式（2）で表される。 

 

 

I = √
T1−T2

nrRth
（A）          （2） 
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 8.2 延焼防止シート施工に伴う許容電流低減率の評価 

   柏崎刈羽原子力発電所 7号機で使用する代表的なケーブル（600V，CV，3C，250mm2）につい

て，延焼防止シート施工に伴う許容電流低減率を評価する。 

   図 19（a）（b）に示すように，ケーブルに延焼防止シートを施工する前及び施工した後の許

容電流 I1，I2は式（3）（4）で表される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）延焼防止シート施工前                  （b）延焼防止シート施工後 

 

図 19  延焼防止シート施工に伴う許容電流低減率の評価モデル 
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I1 = √
T1−T2

nrRth1
（A）          （3） 

Rth1：延焼防止シート施工前の全熱抵抗（℃･cm/W）  

ここで，Rth1=R1+R2+R3=16.7+9.9+48.6=75.2      

R1：絶縁体の熱抵抗（℃･cm/W）          

R2：シースの熱抵抗（℃･cm/W）          

R3：シースの表面放散熱抵抗（℃･cm/W）      

 

I2 = √
T1−T2

nrRth2
（A）          （4） 

Rth2：延焼防止シート施工後の全熱抵抗（℃･cm/W）  

ここで，Rth2=R1+R2+R4+R5=16.7+9.9+0.6＋47.9=75.1  

R4：シートの熱抵抗（℃･cm/W）          

R5：シートの表面放散熱抵抗（℃･cm/W）      

 

   延焼防止シート施工に伴う許容電流低減率をηとすると式（5）で表される。 

η = (1 −
I2

I1
) × 100(1 − √

Rth1

Rth2
) × 100（％）     （5） 

 

   ここで，Rth1と Rth2がそれぞれ 75.2（℃･cm/W），75.1（℃･cm/W）であり，式（6）に示すよ

うに，延焼防止シート施工に伴う許容電流低減率はほぼゼロである。 

η = (1 − √
75.2

75.1
) × 100 ≅ 0（％）        （6） 

 

   上記の許容電流低減率の評価は，ケーブルに延焼防止シートを直接巻いた場合を想定したも

のであるが，ケーブルトレイに延焼防止シートを巻いた場合においても，延焼防止シートの熱

抵抗は変わらないことから，許容電流低減率に大きな差異は生じないと考えられる。 

   以上から，延焼防止シートを施工してもケーブルの許容電流に影響が生じないことを確認し

た。 
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9. ケーブルトレイへのケーブルトレイカバー取付方法について 

  柏崎刈羽原子力発電所 7号機のケーブルトレイ消火設備では，消火設備作動時に消火剤がケー

ブルトレイ外部に漏えいしないように,ケーブルトレイに延焼防止シート（プロテコシート P2・

eco）で覆う設計とする。この延焼防止シートは，遮炎性を保つために，シート端部に重ね代を

取る等，製造メーカによって標準的な取付方法が定められている＊5。ケーブルトレイ消火設備へ

の適用においては，上記の製造メーカの標準施工を施した試験体を用いて消火性能の実証試験を

行い，取付方法の妥当性確認を行うこととする。延焼防止シートについて，製造メーカの標準的

なケーブルトレイへの取付方法を以下に示す。 

 

 ＊5  出典「延焼防止シート「プロテコシート-P2・eco」｢プロテコシート-P2DX・eco｣シート固

定用｢結束用ベルト｣技術資料・施工要領書」，FT-資料-第 0843 号，古河電気工業（株）・

（株）古河テクノマテリアル 
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 9.1 材料の仕様 

    ケーブルトレイへの延焼防止シート取り付けで使用する材料の仕様を表 5に示す。 

表 5  材料の仕様（＊5から抜粋） 

名称 仕様 外観 

プロテコシート-P2・eco 

基材のガラスクロス両面

に難燃化ゴムがコーティ

ングされた構造（厚さ：

0.4mm） 

 

 

プロテコシート-P2DX・eco 

プロテコシート-P2・ecoの

片端に，熱に反応して膨張

する幅 50mm，厚さ 3mmの熱

膨張剤＊を取り付けた構造 

 

結束用ベルト 

シリコンコートガラスクロ

ス製ベルトの片端に鋼製バ

ックルを取り付けた構造 

幅 35mmタイプ 

 

幅 19mmタイプ 

（熱膨張材部分固定用） 

 

＊  250℃，60分加熱時の体積膨張率 12倍 
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 9.2 標準的な延焼防止シート（プロテコシート）の取付方法 

   図 20に示すように，延焼防止処理開始部のケーブルトレイには，熱膨張材を取り付けたプ

ロテコシート P-2DX・ecoを X-X’断面図のように，シートを 100mm 以上重ね合わせて巻き付

ける。延焼防止処置の中間部においては，プロテコシート P2・eco を延焼防止処置開始部に対

して，シートを 100mm以上重ね合わせて巻き付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20  延焼防止シートの標準的な巻き付け方法（＊5 から抜粋） 

 

   また，プロテコシートを巻き付け後に，図 21に示すように結束用ベルトを用いて 300mm間

隔で取り付ける。結束用ベルトは，シートの重ね部にも取り付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21  結束用ベルトの標準的な取付方法（＊5から抜粋） 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

補足説明資料 3－6 

中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.2(1)b.(d)項に示す中央

制御室床下フリーアクセスフロア消火設備についての詳細を示すために，補足説明資料として添

付するものである。 

 

2. 内容 

  中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の詳細を次頁以降に示す。 
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3. 設備構成及び系統構成 

  中操天井に設置した火災感知器では中操床下の火災を速やかに感知すること，火災源の位置を

特定することが困難であり，また中操床板を外すことなく床下の消火ができることを考慮し，中

央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備を設置する。 

  中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の仕様の概要を表 1に，複数あるエリアの火災

発生時に当該火災エリアを選択する選択型の中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備を図

1に示す。 

 

表 1 中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の仕様の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備概要図 

項 目 仕 様 

中央制御室床下フリー
アクセスフロア消火設
備 

消火剤 

消火薬剤 ハロン1301 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 
―（メーカによる実証試験によ
り算出） 

火災感知 
高感度煙検出設備，光ファイバ
ケーブル熱感知器 

放出方式 中央制御室より手動起動 

消火方式 全域放出方式（選択弁） 

電 源 
非常用電源及び蓄電池を盤内に
設置 

破損，誤作動，誤操作
による影響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高
いハロン1301は，電気設備及び
機械設備に影響を与えない。 

床下防護 
エリア 

ボンベラック 

選択弁 

制御回路， 
受信盤 

手動起動 

装置 

スピーカ，充満表示灯 

（中操内へ） 

下部中操 

下部中操 
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4. 中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の作動回路 

 4.1 作動回路の概要 

   中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備作動までの信号の流れを図 2に示す。 

   中央制御室における遠隔起動，下部中操（ボンベ・制御装置）での手動操作による消火設備

の起動（ガス噴出）が可能な設計としており，感知器の作動によって中央制御室に警報が発報

するため，運転員が火災の発生を確認した場合には，中央制御室又は下部中操（ボンベ・制御

装置）での手動起動により早期消火が対応可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 火災発生時の信号の流れ 
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 4.2 中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の系統構成 

   中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備は，複数あるエリアに設置されている火災感

知器からの信号を制御回路部が受信した後，中央制御室へ発報するとともに，中央制御室から

の遠隔起動または現場操作箱の操作により起動信号を制御回路部から起動ガス容器ユニットに

対して放出電気信号を発信する。 

   起動ガス容器ユニットでは，放出電気信号を機械的なガス圧信号に変換し，ガス圧信号で機

械的に作動する容器弁及び選択弁に放出信号を発信して，消火ガスが放出される。中央制御室

床下フリーアクセスフロア消火設備の系統構成を図 3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の系統構成 
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補足説明資料 3－7 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備について 
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1. 目的 

本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.2(1)b.(a)項に示す 5

号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備についての詳細を示すために，補足説明資料として添

付するものである。 

 

2. 内容 

  5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の詳細を次頁以降に示す。 
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3. 設備構成及び系統構成 

火災発生時に煙の充満により消火活動が困難となる可能性のある火災区域又は火災区画に必

要となる固定式消火設備として，人体，設備への影響を考慮し，5号機原子炉建屋内緊急時対策

所消火設備を設置する。 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の仕様の概要を表 1に，作動概要図を図 1に示す。 

 

表 1 5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の仕様の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の作動概要図 

 

項 目 仕 様 

5号機原子
炉建屋内緊
急時対策所
消火設備 
（専用型） 

消火剤 

消火薬剤 ハロン1301 

消火原理 連鎖反応抑制（負触媒効果） 

消火剤の特徴 設備及び人体に対して無害 

消火設備 

適用規格 消防法施行規則第20条 

火災感知 
自動消火設備用の火災感知器（煙感知器2系
統，熱感知器2系統のOR信号） 

放出方式 
自動起動又は中央制御室より遠隔手動起動及び
現場制御盤より手動起動が可能 

消火方式 全域放出方式 

電 源 非常用電源及び蓄電池を盤内に設置 

破損，誤作動，誤操
作による影響 

電気絶縁性が高く，揮発性の高いハロン1301
は，電気設備及び機械設備に影響を与えない。 
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4. 5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の作動回路 

 4.1 作動回路の概要 

   消火活動が困難な火災区域又は火災区画の火災発生時における 5号機原子炉建屋内緊急時対

策所消火設備作動までの信号の流れを図 3に示す。 

   自動待機状態においては，複数の感知器が作動した場合に自動起動する。起動条件として

は，複数の「煙感知器」のうち 2系統又は複数の「熱感知器」のうち 2系統が火災を感知した

場合に自動起動する設計とし，誤作動防止を図っている。4図 4） 

   中央制御室における遠隔起動，現地（火災エリア外）での手動操作による消火設備の起動

（ガス噴出）も可能な設計としており，人による火災発見時においても，早期消火が対応可能

な設計とする。また，煙感知器又は熱感知器のうち一方の誤作動，不作動により消火設備が自

動起動しない場合であっても，もう一方の感知器の作動によって中央制御室に警報が発報する

ため，運転員が火災の発生を確認した場合には，中央制御室又は現場での手動起動により早期

消火が対応可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 火災発生時の信号の流れ 
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図 4 5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備 起動ロジック 
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 4.2 5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の系統構成 

   火災感知器からの信号を制御回路部が受信した後，一定時間後に制御回路部から起動ガス容

器ユニットに対して放出電気信号を発信する。 

   起動ガス容器ユニットでは，放出電気信号を機械的なガス圧信号に変換し，ガス圧信号で機

械的に作動する容器弁に対して放出信号を発信して，消火ガスが放出される。 

   5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の系統構成を図 5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の系統構成 
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消火用の照明器具の配置図 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.2(5)g.(b)に示す建屋内

の消火栓の設置場所及び設置場所への経路に設置する照明器具の位置を示すため，補足説明資料

として添付するものである。 

 

2. 内容 

  建屋内の消火栓の設置場所及び設置場所への経路に設置する照明器具の位置を次頁以降に示す。 
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補足説明資料 3－9 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機関の発電用火力設備に関する 

技術基準を定める省令への適合性について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.4に示すディーゼル駆動

消火ポンプの内燃機関が，「発電用原子炉及びその付属施設の技術基準に関する規則」第 48条第

3項で要求した設計を満足していることを示すため，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  「発電用原子炉及びその付属施設の技術基準に関する規則」第 48条第 3項は，設計基準対象施

設に施設する内燃機関に対して，「発電用火力に関する技術基準を定める省令」第 25条から第 29

条を準拠することを要求していることから，ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機関が，「発電用火

力に関する技術基準を定める省令」第 25条から第 29条に適合する設計であることを次頁以降に

示す。 
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工事計画 
認可 

申請機器 

発電用火力設備の技術基準に 
関する技術基準を定める省令 

適  合  性 備考 

ディーゼル 
駆動 
消火ポンプ 

第 25条 (内燃機関等の構造等) 

内燃機関は，非常調速装置が作動

したときに達する回転速度に対し

て構造上十分な機械的強度を有す

るものでなければならない。 

 

 

 
 
 
 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関は，非常調速装置が作動する定格回

転数の 115%まで上昇する試験を納入

時に実施し，過速度試験によって機関

の各部に異常がなく，構造上十分な機

械的強度を有する設計であることを

確認している。 

 

第 25条 2  

内燃機関の軸受は，運転中の荷重

を安定に支持できるものであっ

て，かつ，異常な摩耗，変形及び

過熱が生じないものでなければな

らない。 

 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関の軸受けは，運転中の荷重を安定に

支持できるものであり，「発電用火力

設備に関する技術基準の解釈」第 38

条第 1項に示される，異常な摩耗，変

形及び過熱が生じないよう以下の装

置を設けている。 

① 通常運転時に内燃機関に給油を

行うための主油ポンプ（潤滑油ポ

ンプ） 

② 内燃機関の停止中において通常

運転時に必要な潤滑油をためる

ための油タンク（油タンク） 

③ 潤滑油を清浄に保つための装置

（潤滑油ろ過器） 

④ 潤滑油の温度を調整するための

装置（潤滑油冷却器） 
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工事計画 
認可 

申請機器 

発電用火力設備の技術基準に 
関する技術基準を定める省令 

適  合  性 備考 

ディーゼル 
駆動 
消火ポンプ 

第 25条 3  

内燃機関及びその附属設備(液化

ガス設備を除く。第二十八条にお

いて同じ。)の耐圧部分の構造は，

最高使用圧力又は最高使用温度に

おいて発生する最大の応力に対し

安全なものでなければならない。

この場合において，耐圧部分に生

ずる応力は当該部分に使用する材

料の許容応力を超えてはならな

い。 

 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関は，冷却水系統の設計圧力の 1.5

倍の水圧を内燃機関の冷却水系統へ

加圧、10 分間保持する試験を行い、

圧力の降下や，各部に異常な変形が無

いことを確認したことから，「発電用

火力設備の技術基準に関する技術基

準の解釈」第 5条第 1項に示す「水圧

試験」の要求に適合している。 

 

 

第 25条 4  

内燃機関が「一般用電気工作物」

である場合であって，屋内その他

酸素欠乏の発生のおそれのある場

所に設置するときは，給排気部を

適切に施設しなければならない。 

 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関は，事業用電気工作物のうち『自家

用電気工作物』であり，本条文は適用

外であるが，酸素欠乏の発生のおそれ

がないよう排気口を屋外へ適切に施

設している。 

 なお，ディーゼル駆動消火ポンプは

出力が 91KWであることから，電気事

業法上「自家用電気工作物」と定義す

る。 
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工事計画 
認可 

申請機器 

発電用火力設備の技術基準に 
関する技術基準を定める省令 

適  合  性 備考 

ディーゼル 
駆動 
消火ポンプ 

第 26条 (調速装置) 

誘導発電機と結合する内燃機関以

外の内燃機関には，その回転速度

及び出力が負荷の変動の際にも持

続的に動揺することを防止するた

め，内燃機関に流入する燃料を自

動的に調整する調速装置を設けな

ければならない。この場合におい

て，調速装置は，定格負荷を遮断

した場合に達する回転速度を非常

調速装置が作動する回転速度未満

にする能力を有するものでなけれ

ばならない。 

 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関に流入する燃料を自動的に調整す

る調速装置（ガバナ）を設けている。

また，本調速装置は，定格負荷を遮断

した場合でも非常調速装置が作動す

る定格回転数 115%未満に抑える能力

を有することを確認している。 

 

 

 

第 27条 (非常停止装置) 

内燃機関には，運転中に生じた過

回転その他の異常による危害の発

生を防止するため，その異常が発

生した場合に内燃機関に流入する

燃料を自動的かつ速やかに遮断す

る非常調速装置その他の非常停止

装置を設けなければならない。 

 

 

「発電用火力設備に関する技術基準

の解釈」第 40 条第 1 項には，第 27

条の規定に適合すべき内燃機関とし

て，「一般用電気工作物」である内燃

機関及び，事業用電気工作物のうち

「500kwを超える内燃機関」に適用さ

れると示されている。 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関は，事業用電気工作物のうち『自家

用電気工作物』であることから，本条

文の適用外であるが，非常調速装置を

施設している。 
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工事計画 
認可 

申請機器 

発電用火力設備の技術基準に 
関する技術基準を定める省令 

適  合  性 備考 

ディーゼル 
駆動 
消火ポンプ 

第 28条 (過圧防止装置) 

内燃機関及びその附属設備であっ

て過圧が生ずるおそれのあるもの

にあっては，その圧力を逃がすた

めに適当な過圧防止装置を設けな

ければならない。 

 

 

「発電用火力設備の技術基準の解釈」

第 41条第 2項には，「過圧が生じるお

それのあるもの」として，シリンダー

直径が 230mm を超えるもの等と示さ

れている。 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関のシリンダー直径は 102mm である

ことから，本条文は適用外である。 

 

 

第 29条 (計測装置) 

内燃機関には，設備の損傷を防止

するため運転状態を計測する装置

を設けなければならない。 

 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関には，設備の損傷を防止するため運

転状態を計測する装置として，「発電

用火力設備の技術基準の解釈」第 42

条第 1 項に示される以下の事項を計

測するために必要な計器を設けてい

る。 

① 内燃機関の回転速度 

  （機関回転計） 

② 内燃機関の冷却水の温度 

  （機関水温度計） 

③ 内燃機関の潤滑油圧力 

  （機関潤滑油圧力計） 

④ 内燃機関の潤滑油温度 

  （機関潤滑油温度計） 
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工事計画 
認可 

申請機器 

発電用火力設備の技術基準に 
関する技術基準を定める省令 

適  合  性 備考 

ディーゼル 
駆動 
消火ポンプ 

第 29条 2 (計測装置) 

内燃機関が「一般用電気工作物」

である場合には，前項の規定は適

用しない。 

 

ディーゼル駆動消火ポンプの内燃機

関は，事業用電気工作物のうち『自家

用電気工作物』であり，一般用電気工

作物ではないため，本条文は適用外で

ある。 
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消火栓及びガス系消火設備の必要容量について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.2(5)a.項に示す消火栓

及びガス系消火設備の消火剤必要量についての詳細を示すために，補足説明資料として添付する

ものである。 

 

2. 内容 

  消火栓及びガス系消火設備の消火剤必要量の詳細を次頁以降に示す。 
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3. 消火栓の消火剤必要量について 

  消火栓のうち，ろ過水タンク（「5号機設備，6,7号機共用」（以下同じ。））の消火剤必要量

は，消防法施行令第11条（屋内消火栓設備に関する基準）及び消防法施行令第19条（屋外消火栓

設備に関する基準）に基づき，屋内消火栓及び屋外消火栓を同時に使用した場合を想定した量を

最大放水量とし，発電用原子炉及びその付属施設の火災防護に係る審査基準の2時間の最大放水

量を確保する。（表3-1 消火栓の消火剤必要量の算出を参照） 

 

表 3-1 消火栓の消火剤必要量の算出 

   

水源 
タンク 

個数 
消火剤 
容量 

消火栓 消火剤必要量の算出 

ろ過水 
タンク 

2 120㎥ 

屋内 
消火栓 
及び 
屋外 
消火栓 

【屋内消火栓】 
・消防法施行令第11条第3項第一号で定める屋内消火栓の

放水量 15.6㎥/h 
 （屋内消火栓：放水量 130L/min（＝7.8㎥/h）以上の2

個分） 

【屋外消火栓】 
・消防法施行令第19条第3項第二号で定める屋外消火栓の

放水量 
 42㎥/h 
 （屋外消火栓：放水量 350L/min（＝21㎥/h）以上の2

個分） 

【最大放水量】 
 屋内消火栓①：15.6㎥/h×2時間＝31.2㎥ 
 屋外消火栓②：42㎥/h×2時間＝84㎥ 
 ①＋②＝115.2㎥=120㎥ 

・これより，ろ過水タンクの容量は最大放水量を上回る
1000㎥とする。 

 なお，ろ過水タンクを2個設置していることから十分な
容量を確保している。 
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4. ガス系消火剤必要量について 

  ガス系消火設備のうち，二酸化炭素消火設備の消火剤必要量は，消防法施行規則第 19条に基

づき算出し，小空間固定式消火設備， SLCポンプ・CRDポンプ局所消火設備及び 5号機原子炉建

屋内緊急時対策所消火設備の消火剤必要量は，消防法施行規則第 20条に基づき算出する。 

  電源盤・制御盤消火設備については，消防法に基づく設備ではないことから，試験結果により

消火剤必要量を算出する。 

  ケーブルトレイ消火設備及び中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の消火剤必要量

は，消防法施行規則第 20条に基づき，試験結果により消火剤必要量を算出する。 

  表 4-1-1に二酸化炭素消火設備，表 4-1-2に小空間固定式消火設備，表 4-1-3に SLCポンプ・

CRDポンプ局所消火設備，表 4-1-4に電源盤・制御盤消火設備，表 4-1-5にケーブルトレイ消火

設備，表 4-1-6に中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備，表 4-1-7に，5号機原子炉建

屋内緊急時対策所消火設備の消火剤必要量の算出式を示す。 

  また，表 4-2-1に二酸化炭素消火設備，表 4-2-2に小空間固定式消火設備，表 4-2-3に SLC ポ

ンプ・CRDポンプ局所消火設備，表 4-2-4に電源盤・制御盤消火設備，表 4-2-5にケーブルトレ

イ消火設備，表 4-2-6に中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備，表 4-2-7に 5号機原子

炉建屋内緊急時対策所消火設備の崎刈羽原子力発電所 7号機における固定式消火設備の消火剤必

要量についての詳細を示す。 
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表 4-1-1 二酸化炭素消火設備の消火剤必要量の算出式 

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

二酸化炭素 
消火設備 

【二酸化炭素】 
 防護区画体積(㎥)×0.75 ～ 0.9(kg/㎥)＊1                 (kg) 

 注記 ＊ 1 防火区画体積が1500㎥以上では0.75(kg/㎥)，150～1500㎥では0.80(kg/㎥)，50～

150㎥では0.90(kg/㎥)となる。 

 

表 4-1-2 小空間固定式消火設備の消火剤必要量の算出式 

 注記 ＊ 1 ハロン1301の消防法（消防法施行規則第20条）による消火剤係数から算出する。 

    ＊ 2 対象防護区画に開口部がある場合，開口部1m2当たりの追加消火剤の量(kg) 

    ＊ 3 HFC-227eaの消防法（消防法施行規則第20条）による消火剤係数から算出する。 

 

表 4-1-3 SLCポンプ・CRD ポンプ局所消火設備の算出式 

 注記 ＊1 防護対象物のすべての部分から0.6m離れた部分によって囲まれた空間部分 

    ＊2 a：防護対象物の周囲に実際に設けられた壁の面積の合計(m2) 

       A：防護空間の壁の面積（壁のない部分にあっては，壁があると仮定した場合の当該

部分の面積）の合計(m2) 

    ＊3 局所消火設備ハロン1301の消防法（消防法施行規則第20条）による消火剤係数から

算出する。 

 

表 4-1-4 電源盤・制御盤消火設備の算出式 

 注記 ＊ メーカーによる実証値の必要消火剤量を示す。 

     

 

  

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

小空間固定式 
消火設備 

【ハロン 1301】  
 防護区画体積(㎥)×0.32(kg/㎥)＊1＋開口面積(m2)×2.4(kg/m2)＊2     (kg) 
【HFC-227ea】  
 防護区画体積(㎥)×0.55(kg/㎥)＊3                                (kg) 

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

SLCポンプ・ 
CRDポンプ 
局所消火設備 

【ハロン 1301】  

防護区画体積＊1(㎥)×（4.0－3.0×(
a

A
)
∗2

）×1.25＊3(kg/㎥)           (kg) 

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

電源盤・制御盤
消火設備 
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表 4-1-5 ケーブルトレイ消火設備の算出式 

 注記 ＊ メーカーによる実証値の必要消火剤量を示す。 

 

表 4-1-6 中央制御室床下フリーアクセスフロア消火設備の消火剤必要量の算出式 

 注記 ＊ メーカーによる実証値の必要消火剤量を示す。 

     

表 4-1-7 5号機原子炉建屋内緊急時対策所消火設備の消火剤必要量の算出式 

 注記 ＊1 ハロン1301の消防法（消防法施行規則第20条）による消火剤係数から算出する。 

    ＊2 対象防護区画に開口部がある場合，開口部1m2当たりの追加消火剤の量(kg) 

 

 

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

ケーブルトレイ
消火設備 

 

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

中央制御室床下
フリーアクセス
フロア消火設備 

 

ガス系消火設備 消火剤必要量の算出式 

5 号機原子炉 
建屋内緊急時 
対策所消火設備 

【ハロン1301】  
 防護区画体積(㎥)×0.32(kg/㎥)＊1＋開口面積(m2)×2.4(kg/m2)＊2     (kg) 
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間
固
定

式

消
火

設
備
 

5
37
.
27
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

2
96
 

7
4k
g
/8
2
.5
L 

4
個

 

(
29
6
) 

4
個

 

(
29
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
3
F-
2
3 

H
CW
(
D)
サ
ン
プ
，

LC
W(
A
)サ

ン

プ
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
18
.
04
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
20
 

6
0k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
12
0
) 

2
個

 

(
12
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 



 

補
-
3-

8
-8
 

補-3-10-8 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

R
-B
2
F-
0
1B
 

 
ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

4
33
.
43
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

1
38
.
70
 

5
0k
g
/6
8
L 

3
個

 

(
15
0
) 

3
個

 

(
15
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
2
F-
0
2 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
70
.
87
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

9
4 

5
2k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
10
4
) 

2
個

 

(
10
4
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
2
F-
0
5 

R
IP
・
CR
D
補
修
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
85
7
.5
7 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
02
2 

1
17
k
g/
1
15
.
4L
 

9
個

 

(
10
5
3)
 

9
個

 

(
10
5
3)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
2
F-
0
7 

C
RD

交
換
装
置
制
御
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
33
.
82
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

7
4 

7
4k
g
/8
2
.5
L 

1
個

 

(
74
) 

1
個

 

(
74
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
2
F-
1
4 

H
PA
C
ポ
ン
プ
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
41
.
59
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

4
5.
3
1 

5
0k
g
/6
8
L 

1
個

 

(
50
) 

1
個

 

(
50
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
2
F-
2
0 

T
IP

駆
動
装
置
電
気
盤
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
38
.
88
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

4
4.
4
5 

5
0k
g
/6
8
L 

1
個

 

(
50
) 

1
個

 

(
50
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
2
F-
2
2 

連
絡

ト
レ
ン
チ
（

R/
B 

B2
F）

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
91
.
9 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
61
 

8
1k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
16
2
) 

2
個

 

(
16
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
1
F-
1
1 

R
IP
-
AS
D
(A
)
(B
)
(C
)
(D
)
(E
)室

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
70
7
.1
4 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

9
39
 

1
21
k
g/
1
15
.
4L
 

8
個

 

(
96
8
) 

8
個

 

(
96
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
1
F-
1
0 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
46
6
.0
8 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

8
07
 

1
05
k
g/
1
15
.
4L
 

8
個

 

(
84
0
) 

9
個

＊
3
 

(
94
5
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

9個
の
う
ち

9個
(9
45
kg
) 

起
動

＊
3  

注
記

＊
3 
：
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

は
，

10
5k
g
/1
1
5.
4
L×

9
個

の
ボ
ン
ベ
を
兼
用

す
る
。
制
御
盤

に
よ
り

6
個
若
し
く
は

9
個
の
ボ
ン
ベ
を
起
動
す
る
。
 



 

補
-
3-

8
-9
 

補-3-10-9 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

R
-B
1
F-
1
4 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

9
21
.
02
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

5
07
 

1
05
k
g/
1
15
.
4L
 

5
個

 

(
52
5
) 

9
個

＊
3  

(
94
5
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

9個
の
う
ち

6個
(6
30
kg
) 

起
動

＊
3  

R
-B
1
F-
1
5 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
39
6
.2
6 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

7
68
 

1
05
k
g/
1
15
.
4L
 

8
個

 

(
84
0
) 

9
個

＊
3  

(
94
5
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

9個
の
う
ち

9個
(9
45
kg
) 

起
動

＊
3  

R
-B
1
F-
1
7 

R
IP
-
AS
D
(F
)
(G
)
(H
)
(J
)
(K
)室

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
67
7
.0
7 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

9
23
 

1
19
k
g/
1
15
.
4L
 

8
個

 

(
95
2
) 

8
個

 

(
95
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
1
F-
1
9 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
75
.
17
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

9
7 

5
2k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
10
4
) 

2
個

 

(
10
4
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
1
F-
2
0 

多
重

伝
送
盤
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

5
0.
5
3 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

2
8 

2
8k
g
/4
0
L 

1
個

 

(
28
) 

1
個

 

(
28
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
1
F-
2
1 

ク
リ

ー
ン
ア
ク
セ
ス
通
路
（

R-

B
1F
-
21
）
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
78
6
.6
9 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

5
71
.
75
 

5
0k
g
/6
8
L 

12
個

 

(
60
0
) 

12
個
 

(
60
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
1
F-
2
6 

連
絡

ト
レ
ン
チ
（

R/
B 

B1
F）

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
98
.
85
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
65
 

8
3k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
16
6
) 

2
個

 

(
16
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-1
F
-0
1
A 

R
/B

地
上

1
階
通
路

(A
) 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

5
31
.
51
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

1
70
.
09
 

5
0k
g
/6
8
L 

4
個

 

(
20
0
) 

4
個

 

(
20
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-1
F
-0
2 

 
 

 
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
02
.
04
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
12
 

5
6k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
11
2
) 

2
個

 

(
11
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

 注
記

＊
3 
：

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
は
，

10
5k
g
/1
1
5.
4
L×

9
個

の
ボ
ン
ベ
を
兼
用
す
る
。
制
御
盤

に
よ
り

6
個
若
し
く
は

9
個
の
ボ
ン
ベ
を
起
動
す
る
。
 



 

補
-
3-
8
-1

0 

補-3-10-10 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

R
-1
F
-0
7 

  
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

3
36
.
92
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
86
 

6
2k
g
/8
2
.5
L 

3
個

 

(
18
6
) 

3
個

 

(
18
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-1
F
-1
0 

電
気

ペ
ネ
室

(R
/
B 

1F
 
東

) 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
92
.
14
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
06
 

5
3k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
10
6
) 

2
個

 

(
10
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-1
F
-1
1 

除
染

パ
ン
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

8
3.
0
1 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

4
6 

5
2k
g
/8
2
.5
L 

1
個

 

(
52
) 

1
個

 

(
52
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-1
F
-1
3 

F
CS

再
結
合
装
置
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

6
63
.
62
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

3
65
 

7
3k
g
/8
2
.5
L 

5
個

 

(
36
5
) 

5
個

 

(
36
5
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-1
F
-1
5 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
91
.
53
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
61
 

8
1k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
16
2
) 

2
個

 

(
16
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-1
F
-1
7 

S
LC

ペ
ネ
，
電
気
ペ
ネ
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
06
.
40
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

6
6.
0
5 

5
0k
g
/6
8
L 

2
個

 

(
10
0
) 

2
個

 

(
10
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-1
F
-2
0 

C
UW

プ
リ
コ
ー
ト
ポ
ン
プ
・
タ
ン

ク
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
21
.
81
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
22
 

6
1k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
12
2
) 

2
個

 

(
12
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-1
F
-2
3 

事
故

後
サ
ン
プ
リ
ン
グ
操
作
盤

室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

8
1.
8
4 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

4
6 

5
2k
g
/8
2
.5
L 

1
個

 

(
52
) 

1
個

 

(
52
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-2
F
-0
5 

A
系

北
側
連
絡
通
路
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

4
09
.
26
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

2
26
 

5
7k
g
/8
2
.5
L 

4
個

 

(
22
8
) 

4
個

 

(
22
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-2
F
-0
6 

電
気

ペ
ネ
室

(R
/
B 

2F
 
北

) 
ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
17
.
83
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

3
7.
7
1 

5
0k
g
/6
8
L 

1
個

 

(
50
) 

1
個

 

(
50
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 



 

補
-
3-
8
-1

1 

補-3-10-11 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

R
-2
F
-0
7 

C
系

北
側
連
絡
通
路
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

5
49
.
56
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

3
03
 

7
6k
g
/8
2
.5
L 

4
個

 

(
30
4
) 

4
個

 

(
30
4
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-2
F
-1
1 

格
納

容
器
所
員
用
エ
ア
ロ
ッ
ク

室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
23
.
16
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

6
8 

6
8k
g
/8
2
.5
L 

1
個

 

(
68
) 

1
個

 

(
68
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-2
F
-1
4 

B
系

南
側
連
絡
通
路
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

8
63
.
59
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

4
75
 

1
22
k
g/
1
15
.
4L
 

4
個

 

(
48
8
) 

4
個

 

(
48
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-2
F
-1
5 

電
気

ペ
ネ
室
（

R/
B 

2F
 
南
）
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
29
.
55
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
27
 

6
4k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
12
8
) 

2
個

 

(
12
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-3
F
-0
4 

M
SI
V・

S
RV

ラ
ッ
ピ
ン
グ
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
40
9
.5
7 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

7
76
 

8
7k
g
/8
2
.5
L 

9
個

 

(
78
3
) 

9
個

 

(
78
3
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-3
F
-0
5 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

7
86
.
97
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

4
33
 

7
3k
g
/8
2
.5
L 

6
個

 

(
43
8
) 

6
個

 

(
43
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-3
F
-0
9 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
64
.
01
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
46
 

7
3k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
14
6
) 

2
個

 

(
14
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-3
F
-1
7 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
53
4
.1
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

8
44
 

1
24
k
g/
1
15
.
4L
 

7
個

 

(
86
8
) 

7
個

 

(
86
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-3
F
-1
8 

S
GT
S
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

7
94
.
67
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

4
38
 

9
1k
g
/1
1
5.
4
L 

5
個

 

(
45
5
) 

5
個

 

(
45
5
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 



 

補
-
3-
8
-1

2 

補-3-10-12 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

R
-3
F
-2
0 

MS
ト

ン
ネ
ル
室
空
調
機
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

3
40
.
54
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

1
08
.
98
 

5
0k
g
/6
8
L 

3
個

 

(
15
0
) 

3
個

 

(
15
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-M
4
F-
0
3 

北
側

FM
CR
D
制
御
盤
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

7
86
.
16
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

4
33
 

7
3k
g
/8
2
.5
L 

6
個

 

(
43
8
) 

6
個

 

(
43
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-M
4
F-
0
9 

D
G(
C
)/
Z
送
風
機
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
37
.
08
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
31
 

6
6k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
13
2
) 

2
個

 

(
13
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-M
4
F-
1
2 

D
G(
B
)/
Z
送
風
機
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
70
.
03
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
49
 

7
5k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
15
0
) 

2
個

 

(
15
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-M
4
F-
1
3 

南
側

FM
CR
D
制
御
盤

室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

9
19
.
97
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

2
94
.
40
 

5
0k
g
/6
8
L 

6
個

 

(
30
0
) 

6
個

 

(
30
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-4
F
-0
2
A 

R
-4
F
-0
2
B 

A
SD
(
A)
/Z

送
風
機
室
，
 

AM
バ

ッ
テ
リ
ー
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
01
1
.2
5 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

 
1
10
7 

1
26
k
g/
1
15
.
4L
 

9
個

 

(
11
3
4)
 

9
個

 

(
11
3
4)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-4
F
-0
3 

D
G(
C
)/
Z
排
風
機
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

4
09
.
08
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

2
25
 

7
5k
g
/8
2
.5
L 

3
個

 

(
22
5
) 

3
個

 

(
22
5
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-4
F
-0
9
A 

A
SD
(
B)
/Z

送
風
機
室
 

H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
21
3
.0
4 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

6
68
 

1
15
k
g/
1
15
.
4L
 

6
個

 

(
69
0
) 

6
個

 

(
69
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

T
-B
2
F-
0
2 

T
-B
M
2F
-
02
 

  R
FP
T
主
油
タ
ン
ク

(A
)室

前
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
91
8
.6
2 

（
開

口
面
積

0
.1
3
75

㎡
）
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

6
14
.
29
 

5
0k
g
/6
8
L 

13
個

 

(
65
0
) 

13
個
 

(
65
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 



 

補
-
3-
8
-1

3 

補-3-10-13 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

T
-B
2
F-
2
0 

  
ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
88
4
.5
4 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

6
03
.
06
 

5
0k
g
/6
8
L 

13
個

 

(
65
0
) 

13
個
 

(
65
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

T
-B
2
F-
2
6 

I
A・

SA
空
調
機
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
89
.
35
 

（
開
口

面
積

0
.0
4
㎡

）
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

6
0.
6
96
 

5
0k
g
/6
8
L 

2
個

 

(
10
0
) 

2
個

 

(
10
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

H
-B
2
F-
0
3 

T
CW

ポ
ン
プ
・
熱
交
換
器
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

4
72
7
.6
5 

（
開

口
面
積

0
.3
2
㎡

）
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

1
51
3
.6
1
8 

5
0k
g
/6
8
L 

31
個

 

(
15
5
0)
 

31
個
 

(
15
5
0)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

H
-B
2
F-
0
9A
 

 
ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

3
06
1
.1
1 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

9
79
.
56
 

5
0k
g
/6
8
L 

20
個

 

(
10
0
0)
 

20
個
 

(
10
0
0)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

H
-B
2
F-
0
9B
 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

4
00
.
69
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

2
21
 

7
7k
g
/1
1
5.
4
L 

3
個

 

(
23
1
) 

3
個

 

(
23
1
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

H
-B
2
F-
1
0 

配
管

室
（

H/
A 

B2
F 

北
西
）
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

6
2.
5
2 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

2
0.
0
1 

2
5k
g
/2
4
L 

1
個

 

(
25
) 

1
個

 

(
25
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

H
-B
1
F-
0
1 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

6
95
.
2 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

3
83
 

9
9k
g
/1
1
5.
4
L 

4
個

 

(
39
6
) 

4
個

 

(
39
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

H
-B
1
F-
0
4 

 
ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

4
99
5
.9
8 

（
開

口
面
積

4
.1
4
㎡

）
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

1
60
8
.6
5
6 

5
0k
g
/6
8
L 

33
個

 

(
16
5
0)
 

33
個
 

(
16
5
0)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 



 

補
-
3-
8
-1

4 

補-3-10-14 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

H
-B
1
F-
0
9 

 
ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

3
78
1
.9
 

（
開

口
面
積

3
.0
3
㎡

）
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

1
21
7
.4
8
2 

5
0k
g
/6
8
L 

25
個

 

(
12
5
0)
 

25
個
 

(
12
5
0)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

H
-B
1
F-
1
0 

 
ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

5
50
.
67
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

1
76
.
22
 

5
0k
g
/6
8
L 

4
個

 

(
20
0
) 

4
個

 

(
20
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

H
-1
F
-0
2 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

7
46
.
52
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

4
11
 

1
07
k
g/
1
15
.
4L
 

4
個

 

(
42
8
) 

4
個

 

(
42
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

C
-B
2
F-
0
1 

7
号

機
HE
CW

冷
凍
機

(B
)(
D)
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

6
26
.
96
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

2
00
.
63
 

5
0k
g
/6
8
L 

5
個

 

(
25
0
) 

5
個

 

(
25
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

C
-B
2
F-
0
2 

7
号

機
HE
CW

冷
凍
機

(A
)(
C)
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

6
12
.
75
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

1
96
.
08
 

5
0k
g
/6
8
L 

4
個

 

(
20
0
) 

4
個

 

(
20
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

C
-B
2
F-
0
3 

7
号

機
常
用
電
気
品
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

6
60
9
.9
4 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

2
11
5
.1
9 

5
0k
g
/6
8
L 

43
個

 

(
21
5
0)
 

43
個
 

(
21
5
0)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

C
-B
2
F-
1
1 

7
号

機
DC
25
0V

バ
ッ
テ
リ
ー
室

（
C/
B 

MB
2
F）

 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
69
.
00
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

5
4.
0
8 

5
0k
g
/6
8
L 

2
個

 

(
10
0
) 

2
個

 

(
10
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

C
-B
1
F-
0
1 

7
号

機
C/
B
計
測
制
御
電
源
盤
区

域
(C
)送

風
機
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
45
8
.9
2 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

4
66
.
86
 

5
0k
g
/6
8
L 

10
個

 

(
50
0
) 

10
個
 

(
50
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

  



 

補
-
3-
8
-1

5 

補-3-10-15 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

C
-B
1
F-
0
2 

C
-B
1
F-
0
6 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

8
17
.
97
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

4
50
 

9
6k
g
/1
1
5.
4
L 

5
個

 

(
48
0
) 

8
個

＊
4 

(
76
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

8個
の
う
ち

6個
(5
76
kg
) 

起
動

＊
4  

C
-B
1
F-
0
3 

C
-B
1
F-
0
7 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

6
52
.
81
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

3
60
 

9
6k
g
/1
1
5.
4
L 

4
個

 

(
38
4
) 

8
個

＊
4 

(
76
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

8個
の
う
ち

5個
(4
80
kg
) 

起
動

＊
4  

C
-B
1
F-
0
4 

C
-B
1
F-
0
8 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

9
32
.
03
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

5
13
 

9
6k
g
/1
1
5.
4
L 

6
個

 

(
57
6
) 

8
個

＊
4 

(
76
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

8個
の
う
ち

7個
(6
72
kg
) 

起
動

＊
4  

C
-B
1
F-
0
5 

C
-B
1
F-
0
9 

 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
17
1
.9
5 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

6
45
 

9
6k
g
/1
1
5.
4
L 

7
個

 

(
67
2
) 

8
個

＊
4 

(
76
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

8個
の
う
ち

8個
(7
68
kg
) 

起
動

＊
4  

C
-B
1
F-
1
1A
 

7
号

機
ケ
ー
ブ
ル
処
理
室

A 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
29
.
04
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

1
26
 

6
3k
g
/8
2
.5
L 

2
個

 

(
12
6
) 

2
個

 

(
12
6
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

C
-B
1
F-
1
1B
 

7
号

機
ケ
ー
ブ
ル
処
理
室

B 
H
FC
-

2
27
e
a 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

3
73
.
05
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
55
 

2
06
 

6
9k
g
/8
2
.5
L 

3
個

 

(
20
7
) 

3
個

 

(
20
7
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

C
-1
F
-0
1 

7
号

機
C/
B
計
測
制
御
電
源
盤
区

域
(B
)送

風
機
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

7
36
.
61
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

2
35
.
73
 

5
0k
g
/6
8
L 

5
個

 

(
25
0
) 

5
個

 

(
25
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

C
-1
F
-0
2 

7
号

機
MC
R
再
循
環
フ
ィ
ル
タ
装

置
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

5
27
.
78
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

1
68
.
89
 

5
0k
g
/6
8
L 

4
個

 

(
20
0
) 

4
個

 

(
20
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

   注
記

＊
4 
：

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 は

，
96
k
g/
1
15
.
4L
×

8
個

の
ボ
ン
ベ
を
兼
用
す
る
。
 

 
 
 
 
 

制
御
盤
に

よ
り

5
個
若
し
く
は

，
6
個
，
7
個
，

8
個
の

ボ
ン

ベ
を
起

動
す

る
。
 



 

補
-
3-
8
-1

6 

補-3-10-16 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

C
-1
F
-0
3 

ト
レ

イ
室
，
ダ
ク
ト
室
（
南

側
）
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

4
76
.
7 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

1
52
.
58
 

5
0k
g
/6
8
L 

4
個

 

(
20
0
) 

4
個

 

(
20
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

C
-1
F
-0
6 

ト
レ

イ
室
，
ダ
ク
ト
室
（
北

側
）
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
49
.
38
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

7
9.
8
3 

5
0k
g
/6
8
L 

2
個

 

(
10
0
) 

2
個

 

(
10
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

C
-2
F
-0
1 

7
号

機
MC
R
送
風
機
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
90
7
.7
5 

（
開

口
面
積

0
.1
8
㎡

）
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

6
10
.
49
 

5
0k
g
/6
8
L 

13
個

 

(
65
0
) 

13
個
 

(
65
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
W-
B
3F
-
16
 

使
用

済
樹
脂
デ
カ
ン
ト
ポ
ン
プ

室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
07
.
36
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

3
4.
3
6 

5
0k
g
/6
8
L 

1
個

 

(
50
) 

1
個

 

(
50
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
W-
B
3F
-

2
2A
 

7
号

機
，
6
号
機
復
水
移
送
ポ
ン

プ
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

9
27
.
68
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

2
96
.
86
 

5
0k
g
/6
8
L 

6
個

 

(
30
0
) 

6
個

 

(
30
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
W-
B
3F
-
25
 

R
W/
B
地
下

3
階
通
路
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
74
5
.8
5 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

5
58
.
68
 

5
0k
g
/6
8
L 

12
個

 

(
60
0
) 

12
個
 

(
60
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
W-
B
2F
-
04
 

R
W-
B
1F
-
08
 

配
管

室
(R
W/
B 

B2
F 

北
東

)，
 

配
管

室
(R
W/
B 

B1
F 

北
西

) 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
60
2
.7
8 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

8
32
.
9 

5
0k
g
/6
8
L 

17
個

 

(
85
0
) 

17
個
 

(
85
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
W-
B
1F
-
09
 

R
W/
B
地
下

1
階
通
路

(B
) 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
05
5
.9
1 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

3
37
.
9 

5
0k
g
/6
8
L 

7
個

 

(
35
0
) 

7
個

 

(
35
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
W-
B
1F
-
13
 

RW
電

気
品
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
57
7
.7
1 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

5
04
.
87
 

5
0k
g
/6
8
L 

11
個

 

(
55
0
) 

11
個
 

(
55
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 



 

補
-
3-
8
-1

7 

補-3-10-17 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

R
-B
3
F-
2
6 

配
管

室
（

R/
B 

B3
F 

北
西
）
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
58
7
.1
1 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

5
07
.
88
 

5
0k
g
/6
8
L 

11
個

 

(
55
0
) 

11
個
 

(
55
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
2
F-
2
1 

配
管

室
・
連
絡
ト
レ
ン
チ
（

R-

B
2F
-
21
）
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
16
7
.6
3 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

3
73
.
65
 

5
0k
g
/6
8
L 

8
個

 

(
40
0
) 

8
個

 

(
40
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
W-
1
F-
1
3 

6
号

機
，
7
号
機

MG
電
気
品
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
30
5
.1
7 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

4
17
.
66
 

5
0k
g
/6
8
L 

9
個

 

(
45
0
) 

9
個

 

(
45
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
W-
B
1F
-
15
 

R
W/
B～

C
/B

間
ク
リ
ー
ン
ア
ク
セ

ス
通

路
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
53
0
.5
3 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

4
89
.
77
 

5
0k
g
/6
8
L 

10
個

 

(
50
0
) 

10
個
 

(
50
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

C
-1
F
-1
1 

6
号

機
C/
B
計
測
制
御
電
源
盤
区

域
(B
)送

・
排
風
機
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

4
91
.
16
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

1
57
.
18
 

5
0k
g
/6
8
L 

4
個

 

(
20
0
) 

4
個

 

(
20
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
W-
B
2F
-
07
 

6
号

機
HN
CW

冷
凍
機
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

2
99
6
.0
6 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

9
58
.
74
 

5
0k
g
/6
8
L 

20
個

 

(
10
0
0)
 

20
個
 

(
10
0
0)
 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 



 

補
-
3-
8
-1

8 

補-3-10-18 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

C
-1
F
-0
4 

7
号

機
下
部
中
央
制
御
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

5
97
.
76
 

（
開

口
面
積

1
.6
85

㎡
）

 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

1
95
.
33
 

5
0k
g
/6
8
L 

4
個

 

(
20
0
) 

4
個

 

(
20
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

C
-1
F
-0
5 

7
号

機
プ
ロ
セ
ス
計
算
機
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

1
32
5
.3
2 

（
開

口
面
積

1
.7
15

㎡
）

 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

4
28
.
23
 

5
0k
g
/6
8
L 

9
個

 

(
45
0
) 

9
個

 

(
45
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

C
-1
F
-0
7 

7
号

機
計
算
機
用
無
停
電
電
源
装

置
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

小
空

間
固
定

式

消
火

設
備
 

4
20
.
42
 

（
開

口
面
積

0
.1
5
㎡

）
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

1
34
.
90
 

5
0k
g
/6
8
L 

3
個

 

(
15
0
) 

3
個

 

(
15
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

  
 



 

補
-
3-
8
-1

9 

補-3-10-19 

表
4-

2-
3 

SL
C
ポ
ン
プ
・
CR
D
ポ
ン
プ
局
所
消
火
設
備
の
消
火
剤
必
要
量
 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤

必
要

量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火
剤
設

置
量

(k
g
))
 

適
用
法
令
等
 

R
-3
F
-0
1 

S
LC

ポ
ン
プ

(A
) 
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

S
LC

ポ
ン

プ
・

C
RD

ポ
ン

プ
 

局
所

消
火
設

備
 

2
5.
6
5 

・
体

積
法
 

防
護
区

画
体

積
×
（

X－

Y×
（

a/
A）

）
×

1.
25
 

単
位
体
積

当
り
の

消
火
係

数

（
ハ
ロ
ン

13
0
1
）
：
X
値

4.
0,

Y
値

3.
0
 

a/
A：

防
護
対
象
物

0.
6m

以

内
に
壁
が

な
い
た
め

0
 

ハ
ロ
ン

13
01

の
係
数
：

1.
25

 

 

1
29
 

7
0k
g
/7
0
L 

2
個

 

(
14
0
) 

2
個
 

(
14
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-3
F
-0
1 

S
LC

ポ
ン
プ

(B
) 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

S
LC

ポ
ン

プ
・

C
RD

ポ
ン

プ
 

局
所

消
火
設

備
 

2
5.
6
5 

・
体

積
法
 

防
護
区

画
体

積
×
（

X－

Y×
（

a/
A）

）
×

1.
25
 

単
位
体
積

当
り
の

消
火
係

数

（
ハ
ロ
ン

13
0
1
）
：
X
値

4.
0,

Y
値

3.
0
 

a/
A：

防
護
対
象
物

0.
6m

以

内
に
壁
が

な
い
た
め

0
 

ハ
ロ
ン

13
01

の
係
数
：

1.
25

 

 

1
29
 

7
1k
g
/7
0
L 

2
個

 

(
14
2
) 

2
個
 

(
14
2
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 



 

補
-
3-
8
-2

0 

補-3-10-20 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤

必
要

量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火
剤
設

置
量

(k
g
))
 

適
用
法
令
等
 

R
-B
3
F-
2
5 

C
RD

ポ
ン
プ

(A
) 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

S
LC

ポ
ン

プ
・

C
RD

ポ
ン

プ
 

局
所

消
火
設

備
 

4
8.
3
6 

・
体

積
法
 

防
護
区

画
体

積
×
（

X－

Y×
（

a/
A）

）
×

1.
25
 

単
位
体
積

当
り
の

消
火
係

数

（
ハ
ロ
ン

13
01
）

：
X値

4.
0,

Y値
3
.0

 

a/
A：

防
護
対
象

物
0.

6m
以

内
に
壁
が

な
い
た

め
0
 

ハ
ロ
ン

13
01

の
係

数
：

1.
25

 

 

2
42
 

6
7k
g
/7
0
L 

4
個

 

(
26
8
) 

4
個
 

(
26
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

R
-B
3
F-
2
5 

C
RD

ポ
ン
プ

(B
) 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

S
LC

ポ
ン

プ
・

C
RD

ポ
ン

プ
 

局
所

消
火
設

備
 

4
8.
3
6 

・
体

積
法
 

防
護
区

画
体

積
×
（

X－

Y×
（

a/
A）

）
×

1.
25
 

単
位
体
積

当
り
の

消
火
係

数

（
ハ
ロ
ン

13
01
）

：
X値

4.
0,

Y値
3
.0

 

a/
A：

防
護
対
象

物
0.

6m
以

内
に
壁
が

な
い
た

め
0
 

ハ
ロ
ン

13
01

の
係

数
：

1.
25

 

 

2
42
 

6
7k
g
/7
0
L 

4
個

 

(
26
8
) 

4
個
 

(
26
8
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条
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表
4-
2-
4 

電
源
盤
・
制
御
盤
消
火
設
備
の
消
火
剤
必
要
量

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤

必
要

量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火
剤
設

置
量

(k
g
))
 

適
用
法
令
等
 

R
-3
F
-0
1 

M
CC
 7

A
-2
-
1 

F
K-
5
-

1
-1
2 

電
源

盤
・
制

御

盤
消

火
設
備
 

7
.2
 

 
 

 
―

 
 

メ
ー
カ
に
よ
る

実
証
試
験

結
果
 

R
-3
F
-0
1 

M
CC
 7

B
-2
-
1 

F
K-
5
-

1
-1
2 

電
源

盤
・
制

御

盤
消

火
設
備
 

7
.2
 

 
 

 
―

 
 

メ
ー
カ
に
よ
る

実
証
試
験

結
果
 

R
-2
F
-0
1 

M
CC
 7

S
A-
1 

F
K-
5
-

1
-1
2 

電
源

盤
・
制

御

盤
消

火
設
備
 

8
.1
 

 
 

 
―

 
 

メ
ー
カ
に
よ
る

実
証
試
験

結
果
 

R
-2
F
-0
1 

M
CC
 7

S
B-
1 

F
K-
5
-

1
-1
2 

電
源

盤
・
制

御

盤
消

火
設
備
 

8
.1
 

 
 

  
―

 
 

メ
ー
カ
に
よ
る

実
証
試
験

結
果
 

R
-1
F
-0
1
B 

C
UW
/
FP
C
制
御
盤
 

F
K-
5
-

1
-1
2 

電
源

盤
・
制

御

盤
消

火
設
備
 

1
6.
5
6 

 
 

 
―

 
 

メ
ー
カ
に
よ
る

実
証
試
験

結
果
 

         
 

注
記

＊
5 
：

電
源
盤
・
制
御
盤
消
火
設
備

の
消
火
剤

必
要
量

に
つ
い

て
は
実

証
試

験
結

果
に

よ
り
設

定
し
て

い
る
。
 



 

補
-
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表
4-
2-
5 

ケ
ー
ブ
ル
ト
レ
イ
消
火
設
備
の
消
火
剤
必
要
量
 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護
区

画
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-4
F
-①

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.3
0
2 

0
.2
1
6 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-4
F
-①

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.4
1
8 

0
.3
6
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-4
F
-①

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ

ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.2
0
2 

0
.2
1
6 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-M
4
F-
①
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.7
2
9 

0
.5
0
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-M
4
F-
②
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.6
8
9 

0
.5
0
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-①

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.2
4
3 

0
.1
0
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-②

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.1
4
5 

0
.4
3
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-③

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.3
0
7 

0
.5
0
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-④

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.4
6
0 

0
.3
8
7 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑤

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.4
1
3 

0
.7
2
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
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火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護
区

画
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-3
F
-⑥

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.7
8
5 

0
.2
1
6 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑦

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.2
2
3 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑧

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.5
9
9 

0
.3
6
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑨

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.2
2
5 

0
.2
5
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑩

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.1
6
5 

0
.5
4
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑪

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.7
6
4 

0
.2
1
6 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑫

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.2
4
5 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑬

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.5
5
6 

0
.3
6
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑭

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.4
6
2 

0
.2
4
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑭

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.4
6
2 

0
.2
4
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 



 

補
-
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8
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火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護
区

画
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-3
F
-⑮

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.3
3
2 

0
.1
2
6 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-3
F
-⑮

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.2
1
1 

0
.1
0
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-M
4
F-
③
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.8
8
3 

0
.1
0
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-M
4
F-
③
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.8
8
3 

0
.1
0
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-M
4
F-
③
-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.8
8
3 

0
.1
0
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-①

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.1
2
0 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-②

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.0
0
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-③

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.5
2
5 

0
.2
1
5 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-④

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.0
2
4 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑤

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.3
7
3 

0
.4
3
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 



 

補
-
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火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護
区

画
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-2
F
-⑥

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.9
5
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑦

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.3
7
1 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑧

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.4
5
6 

0
.0
0
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑧

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.4
5
6 

0
.0
0
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑧

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.4
5
6 

0
.0
0
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑨

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.3
6
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑨

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.3
6
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑨

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.3
6
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑩

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.3
8
3 

0
.4
3
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑩

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.3
8
3 

0
.4
3
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 



 

補
-
3-
8
-2

6 

補-3-10-26 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護
区

画
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-2
F
-⑩

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.3
8
3 

0
.4
3
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑪

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.9
4
4 

0
.0
0
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑪

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.9
4
4 

0
.0
0
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結

果
 

―
 

R
-2
F
-⑪

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.9
4
4 

0
.0
0
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑫

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.9
0
0 

0
.1
2
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑫

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.2
5
2 

0
.1
2
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-2
F
-⑫

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.2
5
2 

0
.1
2
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-①

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.4
5
4 

0
.1
3
5 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-②

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.6
2
6 

0
.1
0
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-④

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.9
2
1 

0
.1
0
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 



 

補
-
3-
8
-2

7 

補-3-10-27 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火
設
備
 

防
護
区

画
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-1
F
-⑤

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.3
6
1 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑥

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.9
6
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑦

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.9
1
7 

0
.2
8
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑧

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.3
0
3 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑨

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.7
8
8 

0
.4
3
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑩

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.2
3
7 

0
.1
0
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑪

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー

ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.4
7
8 

0
.1
0
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑫

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.1
4
3 

0
.1
3
5 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑬

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.9
2
5 

0
.0
7
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑭

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.9
0
9 

0
.0
7
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 



 

補
-
3-
8
-2

8 

補-3-10-28 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護
区

画
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-1
F
-⑮

 
F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.1
5
8 

0
.5
7
6 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑯

-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.4
1
8 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑯

-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ

イ
消

火
設
備
 

0
.4
1
8 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-1
F
-⑯

-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.4
1
8 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
①
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.1
6
0 

0
.4
3
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
②
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.5
2
6 

0
.2
8
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
③
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.8
2
0 

0
.2
8
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
④
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.4
2
5 

0
.2
8
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
⑤
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.6
3
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
⑤
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.6
3
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 



 

補
-
3-
8
-2

9 

補-3-10-29 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護
区

画
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-B
1
F-
⑤
-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.6
3
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
⑤
-4
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.6
3
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
⑥
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.9
7
9 

0
.2
8
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
1
F-
⑦
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.0
4
4 

0
.2
8
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
①
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.4
1
6 

0
.7
2
0 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
②
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.6
2
0 

0
.1
0
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
③
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.2
8
5 

0
.0
7
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
③
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.2
8
5 

0
.0
7
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
④
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.2
0
3 

0
.1
0
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑤
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.4
2
9 

0
.0
7
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 



 

補
-
3-
8
-3

0 

補-3-10-30 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護
区

画
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-B
2
F-
⑥
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.1
5
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑦
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.1
8
1 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑧
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

0
.2
5
6 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑨
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.0
7
2 

0
.0
7
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑩
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.1
5
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑪
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.6
8
1 

0
.2
8
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑪
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.6
8
1 

0
.2
8
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑪
-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.6
8
1 

0
.2
8
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑫
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.6
1
4 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
2
F-
⑬
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.7
0
7 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 



 

補
-
3-
8
-3

1 

補-3-10-31 

 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護
区

画
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-B
2
F-
⑭
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.1
5
2 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
①
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.0
6
6 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ

る
実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
①
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.0
6
6 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
①
-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.2
9
1 

0
.3
2
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
②
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ

ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.1
0
1 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
②
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.1
0
1 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
②
-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.1
0
1 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
③
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.2
3
5 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
③
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.2
3
5 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
③
-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.2
3
5 

0
.2
8
8 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
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火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤
種
類
 

消
火
設
備
 

防
護
区

画
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

R
-B
3
F-
④
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

2
.2
7
6 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
④
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.2
3
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
④
-3
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.2
3
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
④
-4
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

3
.2
3
9 

0
.1
4
4 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
⑤
-1
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.0
0
9 

0
.0
7
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

R
-B
3
F-
⑤
-2
 

F
K-
5
-1
-
12
 

ケ
ー
ブ
ル

ト
レ
イ
消

火
設
備
 

1
.0
0
9 

0
.0
7
2 

 
 

 
―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

        注
記

＊
6 
：
ケ

ー
ブ

ル
ト
レ
イ
消
火
設
備
の

消
火
剤

必
要
量

に
つ
い

て
は
実

証
試

験
結

果
に

よ
り
設

定
し
て

い
る
。
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表
4
-2
-6
 
中
央
制
御
室
床
下
フ
リ
ー
ア
ク
セ
ス
フ
ロ
ア
消
火
設
備
の
消
火
剤
必
要
量
 

火
災

区
画

番
号
 

消
火
対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設

備
 

防
護
区

画
体

積

（
㎥

）
 

開
口

部

面
積

（
㎡

）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン

ベ
容
量
 

(1
個

あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個
数

(消
火

剤
設
置
量

(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

―
 

中
央
制
御

室
床

下
 

フ
リ
ー
ア

ク
セ

ス
フ

ロ
ア

 
（

D
IV

-Ⅰ
+
 常

用
系

）
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

中
央
制

御
室
床

下
フ
リ

ー
ア
ク

セ
ス
フ

ロ
ア
消

火
設
備

 

2
03
.
0 

0 
 

 
 

―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

中
央
制
御

室
床

下
 

フ
リ
ー
ア

ク
セ

ス
フ

ロ
ア

 
（

D
IV

-Ⅲ
+
 常

用
系

）
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

中
央
制

御
室
床

下
フ
リ

ー
ア
ク

セ
ス
フ

ロ
ア
消

火
設
備

 

2
62
.
2 

0 
 

 
 

―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

―
 

中
央
制
御

室
床

下
 

フ
リ
ー
ア

ク
セ

ス
フ

ロ
ア

 
（

常
用
系

）
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

中
央
制

御
室
床

下
フ
リ

ー
ア
ク

セ
ス
フ

ロ
ア
消

火
設
備

 

3
39
.
1 

0 
 

 
 

―
 

 
メ
ー
カ
に
よ
る

実
証

試
験
結
果
 

 

       

注
記

＊
7 
：

中
央
制

御
室
床
下
フ
リ
ー
ア
ク
セ
ス
フ
ロ
ア
消
火
設
備

の
消
火

剤
必

要
量
に
つ

い
て
は

実
証
試

験
結
果

に
よ

り
設

定
し

て
い
る

。
 

 
 

＊
8 
：

中
央
制

御
室
床
下
フ
リ
ー
ア
ク
セ
ス
フ
ロ
ア
（
DI
V
-Ⅰ

+ 
常

用
系
）

，
中

央
制

御
室
床

下
フ
リ

ー
ア
ク

セ
ス

フ
ロ

ア
（

DI
V
-Ⅲ

+ 
常

用
系
）
，
中
央
制
御
室
床
下
 

 
 
 
 
 

フ
リ
ー

ア
ク
セ
ス
フ
ロ
ア
（
常
用
系
）

は
  

 
 

 
 
 

 の
ボ
ン

ベ
を

兼
用

す
る
。

ま
た
，

動
的
機

器
で

あ
る

容
器

弁
の
単

一
故
障

を
想
定
し
，
消
火
濃
度
を
満
足
 

 
 
 
 
 

す
る
た

め
に
必
要
な
本
数
以
上
の
ボ
ン
ベ
を
設
置
す
る

設
計
と

す
る

。
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表
4-
2-
7 

5
号
機
原
子
炉
建
屋
内
緊
急
時
対
策
所
消
火
設
備
の
消
火
剤
必
要
量
 

火
災

区
画

番
号
 

消
火

対
象
 

消
火
剤

種
類
 

消
火

設
備
 

防
護

区
画
体

積
（

㎥
）
 

消
火

剤
必
要

量
算
出

式
 

消
火

剤
必

要
量

（
㎏

）
 

ボ
ン
ベ
容
量
 

(1
個
あ
た
り

) 

消
防
法
上
 

必
要

ボ
ン
ベ

個
数

(k
g
) 

設
置
個

数
(消

火

剤
設
置

量
(k
g)
) 

適
用
法
令
等
 

K
5T
S
C-
3
F-

0
3 

A
系

計
装
用
電
源
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

5
号

機
原

子
炉

建
屋

内
緊
急

時

対
策

所
消
火

設

備
 

1
49
8
.0
 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32
 

4
79
.
36
 

5
0k
g
/6
8
L 

10
個

 

(
50
0
) 

10
個
 

(
50
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

K
5T
S
C-
3
F-

0
7 

階
段

室
（

An
/A
 
3F
 
北
西
）

前
室
 

ハ
ロ
ン

1
30
1 

5
号

機
原

子
炉

建
屋

内
緊
急

時

対
策

所
消
火

設

備
 

6
41
.
0 

防
護
区

画
体

積
×

0.
32

＋
開

口
面
積

×
2.
4 

2
06
.
56
 

5
0k
g
/6
8
L 

5
個

 

(
25
0
) 

5
個

 

(
25
0
) 

消
防
法
施
行
規
則
第

20
条

 

    



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

補足説明資料 3－11 

煙の発生が抑制される火災区域又は火災区画についての可燃物管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

補-3-11-1 

1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.2(2)a.(b)項に示す消火

活動の妨げとならないよう可燃物管理を行うことにより，煙の発生が抑制される火災区域又は火

災区画について，現場状況と管理方法を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  煙の発生が抑制される火災区域又は火災区画についての現場状況と管理方法の詳細を次項以降

に示す。 
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3. 煙の発生が抑制される火災区域又は火災区画の可燃物管理 

 3.1 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画 

  (1) 可燃物管理の考え方 

    可燃物が少なく，火災が発生しても煙が充満しない火災区域又は火災区画は，発火源とな

る高温の熱源がないこと，火災源となる可燃物がほとんどないことに加え，持込み可燃物管

理により火災荷重及び等価時間を低く抑えることから，煙の充満により消火活動が困難とな

らない場所として選定する。 

    これらの火災区域又は火災区画の消火については，消火器により消火活動を行う設計とす

る。なお，消火器については，消火器の技術上の規格を定める省令により，各火災源に対す

る消火試験にて消火能力が定められる。 

    可燃物が少なく，火災が発生しても煙が充満しない火災区域又は火災区画は，火災発生時

には，消火器による消火活動を実施するため，消火器の消火能力が，可燃物の発熱量に対し

て十分であることの観点から，発熱量を基準に可燃物管理する。 

    また，可燃物の等価時間は，消火活動開始までの時間と火災源の燃焼の継続時間が関係す

るため，消火活動開始までの時間の観点から，等価時間を基準に可燃物管理する。 

 

  (2) 可燃物管理の管理基準 

   a. 発熱量の基準値 

     消火器の消火能力は，消火器の技術上の規格を定める省令により，各火災源に対する消

火試験にて定められる一般的な 10型粉末消火器（油火災の消火能力単位：7）について，

消火能力単位の測定試験時に用いられるガソリン火源（油火災の消火能力単位が 7の場

合，燃焼表面積 1.4m2，体積 42L）を使用している。（図 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 10型粉末消火器（油火災の消火能力単位：7）の試験体 

消火器の技術上の規格を定める省令 
第 4条 消火器の B火災に対する能力単位の数値は、第二消火試験及び第三消火試験により 

    測定するものとする。 

 第 2項 前項の第二消火試験は第一号から第四号までに定めるところにより、その判定は 

     第五号の規定により、行わなければならない。 

  第 1号 模型は、イに掲げる形状を有するものでロに掲げる種類のうち模型の番号の数 

      値が一以上のものを 1個用いること。 

   イ 模型の形状 

試験体のガソリンの容量は以下である。 

118.3 × 118.3 × 3 ＝ 41984.67[㎝ 3] ≑ 42[ℓ] 
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     このとき，試験体のガソリン火源の発熱量は，原子力発電所の内部火災影響評価ガイド

(表 1)より，約 1300MJである。 

・ガソリン発熱量＝燃焼熱［kJ/kg］×密度［kg/m3］×体積［m3］ 

＝43700×740×0.042 

＝1358196［kJ］＝1358.196［MJ］ 

≒1300［MJ］ 

 

表 1 原子力発電所の内部火災影響評価ガイド（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     したがって，10型粉末消火器は，ガソリン火源の発熱量約 1300MJを消火することがで

きる。 

     以上より，可燃物管理により火災荷重を低く抑える火災区域又は火災区画について，発

熱量の基準値としては，保守的に 1000MJ 未満として設定する。 

 

   b. 等価時間の基準値 

火災が発生してから消火活動を開始するまでに必要な時間は，現場での消火器による消

火活動を想定すると，中央制御室での火災感知器が発報してから，作業員が火災現場に直

行するまで，最低でも 5分～6分程度は要すると考えられる。これより，火災源の火災等
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価時間が，5分～6分程度（＝0.1時間）以下であれば，消火活動を開始する前に，火災

源が自ら鎮火することになる。 

したがって，等価時間の基準値としては，0.1時間未満として設定する。 

 

  (3) 可燃物管理の管理方法 

    可燃物が少なく，火災が発生しても煙が充満しない火災区域又は火災区画，消火活動の妨

げとならないよう可燃物管理の管理基準値として，発熱量 1000MJ 未満，かつ，等価時間

0.1時間未満を設定し，可燃物となる設備（油内包設備，電源盤，ケーブル等）を追加設置

する場合は，本管理基準値のいずれも超えないよう管理する。 

    また，点検に係わる可燃物となる資機材の一時的な仮置きによって，本管理基準値を超え

るおそれがある場合には，以下のとおり管理する。 

   a. 金属容器への収納又は不燃性シートによる養生を実施する。 

   b. 原子炉の安全停止に必要な機器等の近傍又はケーブルトレイ直下への仮置きを原則禁止

する。 

    以上の運用については，火災防護計画にて定めて，管理する。 

 

  (4) 対象エリア 

・炉心流量（DIV-Ⅲ）計装ラック，感震器(C)室，CRDマスターコントロール室 

・炉心流量（DIV-Ⅱ）計装ラック，感震器(B)室 

・SPCUポンプ室 

・炉心流量（DIV-Ⅰ）計装ラック，感震器(A)室 

・ 

・ 

・SPCUペネ室 

・TIP駆動装置室 

・TIP遮へい容器・バルブアッセンブリ室 

・サプレッションチェンバ室 

・原子炉系（DIV-Ⅰ）計装ラック室 

・原子炉系（DIV-Ⅲ）計装ラック室 

・原子炉系（DIV-Ⅱ）計装ラック室 

・原子炉系（DIV-Ⅳ）計装ラック室 

・ 

・ 

・階段室（R/B B1F 北） 

・階段室（R/B B1F 南） 

・階段室（R/B B3F 南東） 
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・階段室（R/B B3F 北西） 

・ 

・ 

・ 

・CUW/FPCろ過脱塩器ハッチ室 

・管理区域連絡通路 

・SGTSモニタ室 

・MSトンネル室(A) 

・DG(A)非常用送風機室 

・IA・HPIN ペネ室 

・DG(C)非常用送風機室 

・DG(B)非常用送風機室 

・FPCポンプ室 

・FPC熱交換器室 

・FPC弁室 

・DG(A)/Z送風機室 

・CAMS(A)室 

・南北連絡通路 

・CAMS(B)室 

・SGTS配管室 

・R4Fクリーン通路 

・Hx/A(A)非常用送風機室 

・階段室（T/B BM2F 南） 

・7号機 C/B計測制御電源盤区域(A)送風機室 

・階段室（C/B B2F 西側） 
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 3.2 火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画以外のエ

リア 

  (1) 気体廃棄物処理設備を設置する火災区域又は火災区画 

    気体廃棄物処理設備は，配管，手動弁，排ガス予熱器，排ガス再結合器，排ガス復水器，

除熱冷却器，活性炭式希ガスホールドアップ塔，希ガスフィルタは金属等の不燃性材料で構

成されている。また，空気作動弁，電動弁については，弁本体が金属等の不燃性材料で構成

されている。 

    加えて，気体廃棄物処理設備を設置する火災区域又は火災区画については，持込み可燃物

を金属容器等に収納することで，煙の充満により消火活動が困難とならないよう可燃物管理

を行う。 

 

  (2) 液体廃棄物処理設備を設置する火災区域又は火災区画 

    液体廃棄物処理設備は，液体廃棄物処理系（LCW，HCW），廃スラッジ系，濃縮廃液系のう

ち，配管，手動弁，収集槽，ろ過器，脱塩塔，サンプル槽，樹脂沈降分離槽，使用済樹脂

槽，タンクは金属等の不燃性材料で構成する機械品である。 

    また，各空気作動弁については，弁本体が金属等の不燃性材料で構成されている。 

    加えて，液体廃棄物処理設備を設置する火災区域又は火災区画は，持込み可燃物を金属容

器等に収納することで，煙の充満により消火活動が困難とならないよう可燃物管理を行う。 

 

  (3) 圧力抑制室プール水排水設備を設置する火災区域又は火災区画 

    圧力抑制室プール水排水設備は，配管，手動弁，圧力抑制室プール水サージタンクは金属

等の不燃性材料で構成されている。 

    加えて，圧力抑制室プール水排水設備を設置する火災区域又は火災区画は，持込み可燃物

を金属容器等に収納することで，煙の充満により消火活動が困難とならないよう可燃物管理

を行う。 

 

  (4) 新燃料貯蔵設備 

    新燃料貯蔵設備は，コンクリート又は金属等の不燃性材料で構成する構造物（ピット構

造）である。また，ピット内の可燃物としては新燃料を保護（異物混入防止）するための可

燃性又は難燃性のシート等があるが，発火源として高温の熱源はなく，ピット上部は通常

時，コンクリート蓋で閉鎖されている。 

    一方，新燃料の移送，点検等によって，コンクリート蓋を開放する期間があるが，火災発

生時に煙は原子炉建屋オペレーティングフロアに拡散され，火災感知器によって検知するこ

とが可能である。 

    加えて，新燃料貯蔵設備は，持込み可燃物の仮置きを禁止することで，煙の充満により消

火活動が困難とならないよう可燃物管理を行う。 
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  (5) 使用済燃料輸送容器保管建屋 

    使用済燃料輸送容器保管建屋は，コンクリートで構築された建屋であり，輸送船が到着す

るまでの期間，一時的に使用済燃料が入った使用済燃料輸送容器（キャスク）を保管する

が，キャスクは金属等の不燃性材料で構成されている。 

    加えて，使用済燃料輸送容器保管建屋は，持込み可燃物を金属容器等に収納することで，

煙の充満により消火活動が困難とならないよう可燃物管理を行う。 

 

  (6) 固体廃棄物貯蔵庫 

    固体廃棄物貯蔵庫（ドラム缶）は，金属等の不燃性材料で構成される。ドラム缶に収め貯

蔵するもののうち雑固体廃棄物については，貯蔵のフローチャートに従い分別し，ドラム缶

に収納する。 

    加えて，固体廃棄物貯蔵庫は，持込み可燃物を金属容器等に収納することで，煙の充満に

より消火活動が困難とならないよう可燃物管理を行う。 

 

  (7) 焼却炉建屋 

    焼却炉建屋は，コンクリートで構築された建屋で構成されている。 

    加えて，焼却炉建屋は，持込み可燃物を柏崎市の火災予防条例に基づき貯蔵・取り扱いを

行うことで，煙の充満により消火活動が困難とならないよう可燃物管理を行う。 

    なお，消火器又は消火栓の他に，散水設備によって消火活動が可能である。 

 

  (8) 格納容器機器搬出入用ハッチ室 

    格納容器機器搬出入用ハッチ室は，発火源となるようなものが設置されておらず，通常コ

ンクリートハッチにて閉鎖されている。 

    加えて，格納容器機器搬出入用ハッチ室は，持込み可燃物の仮置きを禁止することで，煙

の充満により消火活動が困難とならないよう可燃物管理を行う。 

 

  (9) 給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気ルーバ室 

    給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気ルーバ室は，発火源となるようなものが設置さ

れておらず，通常コンクリートの壁で囲われている。 

    加えて，給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気ルーバ室は，持込み可燃物の仮置きを

禁止することで，煙の充満により消火活動が困難とならないよう可燃物管理を行う。 

 

  (10) 排気管室 

    排気管室は，排気を屋外に通すための部屋であり，発火源となるようなものが設置されて

おらず，通常コンクリートの壁で囲われている。 



 

補-3-11-8 

    加えて，排気管室は，持込み可燃物の仮置きを禁止することで，煙の充満により消火活動

が困難とならないよう可燃物管理を行う。 

 

  (11) フィルタ室 

    フィルタ室に設置されているフィルタは難燃性であり，発火源となるようなものが設置さ

れておらず，通常コンクリートの壁で囲われている。 

    加えて，フィルタ室は，持込み可燃物の仮置きを禁止することで，煙の充満により消火活

動が困難とならないよう可燃物管理を行う。 
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新燃料貯蔵庫未臨界性評価について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8 発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.2(2)a.(b)リ項に

示す新燃料貯蔵庫の未臨界性評価についての詳細を示すために，補足説明資料として添付

するものである。 

 

2. 内容 

  詳細を次頁以降に示す。 
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3. 燃料貯蔵上の基準 

  新燃料貯蔵ラックに燃料を貯蔵する場合，燃料貯蔵上の未臨界性は貯蔵燃料間の距離を

確保すること及びステンレス鋼の中性子吸収効果によって保たれる。 

  燃料貯蔵施設は臨界未満であることが基準である。ここでは設計上の基準として，想定

される厳しい状態において実効増倍率（ｋｅｆｆ）は，0.95 以下とする。 

  なお，新燃料貯蔵ラックにおいて想定される厳しい状態は以下とする。 

 

 想定される厳しい状態 

新燃料貯蔵ラック 
・冠水（水温 65℃） 

・燃料要素がラック内で接近した状態 

 

  また，燃料貯蔵ラックの製造公差を考慮し，最も結果が厳しくなる状態で評価する。 

 

 

4. 解析方法 

  新燃料貯蔵庫に対する未臨界性の評価方法は，燃料要素及び貯蔵ラックを図 1 に示す二

次元計算セルで代表させ，二次元３群拡散コード（ＰＤＱ相当）を用いて無限増倍率ｋ∞

及び中性子移動面積Ｍ２を求める。解析では，貯蔵燃料間の距離とステンレス鋼の中性子

吸収の効果が考慮されている。 

  次に，新燃料貯蔵庫全体の実効増倍率ｋｅｆｆは，貯蔵庫の形状から幾何学的バックリン

グＢｑ２を求め，次式により計算する。 

 

ｋｅｆｆ＝ 
ｋ∞ 

１＋Ｍ２ Ｂｑ２ 
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  なお，二次元３群拡散コードに使用する燃料要素，冷却材，構造材等の核定数は，核定

数計算コード（GAM，THERMOS 相当）より求まる高速，中速，熱群の中性子スペクトラムを

基に計算する。 

  また，計算に用いる燃料集合体の炉心内装荷状態での無限増倍率は，取替え燃料を含む

現設計燃料集合体の新燃料を貯蔵しても十分安全側の評価を得るように  を仮定する。 

 

 

5. 評価結果 

  計算結果は次のとおりである。 

 

 
想定される厳しい状態 

7 号機 新燃料貯蔵ラック ｋｅｆｆ＝0.89 

 

  以上の計算は実際より厳しい条件で行ったものである。 

  すなわち，新燃料集合体の中性子無限増倍率は   と仮定しているが，実際の燃料は

以下である。 

  なお，新燃料貯蔵庫には，ドレン抜きが設けられており，実際に水がたまることはない。 

 

 

6. 結論 

  新燃料貯蔵ラックは上記の結果を維持できる頑丈な構造となっており，安全側の仮定で

行った計算結果と合わせて考えると，未臨界性に対して十分な余裕があると考えられる。 
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図 1  7 号機新燃料貯蔵ラック寸法図（単位：mm） 
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火災感知器の種類及び配置を明示した図面 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.1.2(1)b.項に示す火災感

知器の種類及び配置を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  火災感知器の選定においては，設置場所に対応する適切な火災感知器の種類を火災防護に関す

る説明書 5.1.2(1)b.項に示す通り，消防法に準じて選定する設計とする。 

  火災感知器の取付方法や設置個数については，消防法施行規則第 23条第 4項に基づき設置す

る設計とする。 

  火災感知器の種類や設置に関する技術的な部分については消防法施行規則に則り設置する設計

とする。 

  また，火災感知器の設置にあたっては消防設備士によって確認を行う。 

  なお，施工にあたっては消防法施行規則に則り設置する。 

  また，消防法認定品でない火災感知器を採用する場合，消防法（火災報知設備の感知器および

発信器に係る技術上の規格を定める省令（昭和 56年 6月 20日自治省令第 17号））に定められる

火災感知器の感知性能を有していることを確認している。 

  以下 3.項においては，火災感知器のうち，基本的な組み合わせとなるアナログ式の煙感知器

及びアナログ式の熱感知器以外の火災感知器についての種類，仕様及び感知原理等を示す。 

  以下 4.項においては，各火災感知器の具体的な設置条件及び，消防法に準じて火災感知器を

設置した具体例を示す。 

  以下 5.項においては，火災感知器の配置図を示す。 
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3. 基本的な組み合わせとなるアナログ式の煙感知器及びアナログ式の熱感知器以外の火災感知器

について 

  (1) 防爆型火災感知器  

    蓄電池室及び燃料タンクに設置する防爆型火災感知器は，熱感知器と煙感知器であり，こ

れらの感知器の防爆性能について以下に示す。 

   a. 防爆型煙感知器の概要  

     防爆型煙感知器の概要を図 3-1に示す。動作原理は，発光回路で一定時間ごとに LED

（発光素子）に対して電流を流し発光させ，発光した光は，レンズを通して防爆容器外部

へ照射される。その光を，煙がチャンバー内に流入すると，煙に反射して散乱光を生じ

る。この散乱光を，レンズを通して受光素子が検知し，電気信号に変換し，受光回路でこ

れを検出する。受光回路で検出した信号は，マイコンで測定され，一定のレベルを越える

と火災信号を受信機へ送信する。 

 

   b. 消防法の認定について  

     防爆型煙感知器は，消防法認定品であり，消防法（火災報知設備の感知器および発信器

に係る技術上の規格を定める省令（昭和 56年 6月 20日自治省令第 17号）第 17条（光電

式スポット型感知器の公称蓄積時間の区分及び濃度））に定められる感知性能を満足してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 防爆型煙感知器の外形           図 煙感知器の原理 

図 3-1 防爆型煙感知器の概要 
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   c. 防爆型熱感知器の概要  

     防爆型熱感知器の概要を図 3-2に示す。防爆型熱感知器は，感熱素子サーミスタを用い

て熱を検出し，周囲温度が一定値以上になったときに受信機に火災信号を発する。サーミ

スタは温度変化により抵抗値が変化する素子で，一定周期で電流を流してサーミスタの両

端にかかる電圧を測定し，温度検出回路にて変換した電圧値を内部制御回路に送り，制御

回路にて一定時間内での温度上昇値を測定し，温度上昇率が設定値を超えた場合に火災と

判断し，受信機に火災信号を発する。 

     防爆型熱感知器は，内部の電気回路に可燃性ガスなどが侵入し，爆発が生じても，爆発

による可燃が外部の可燃性ガス等に点火しないよう，全閉の構造となっていることから，

防爆性能（耐圧防爆構造＊）を有する。 

 

   ＊：耐圧防爆構造（「電気機器器具防爆構造規格」労働省告示第 16条）全閉構造であって，

可燃性ガス（以下「ガス」という。）又は引火性の蒸気（以下「蒸気」という。）が容器

内部に侵入して爆発を生じた場合に，当該容器が爆発圧力に耐え，かつ，爆発による火

災が当該容器の外部のガス又は蒸気に点火しないようにしたものをいう。 

 

   d. 消防法の認定について  

     防爆型熱感知器は，消防法認定品であり，消防法（火災報知設備の感知器および発信器

に係る技術上の規格を定める省令（昭和 56年 6月 20日自治省令第 17号）第 14条（定温

式感知器の公称作動温度の区分および感度））に定められる感知性能を満足している。 
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図 熱感知器（接点式）の原理 

 

  

 

 

 

 

 

 

保護カバーを設置した耐圧防爆構造となっている 

 

図 防爆型熱感知器の外形 

 

 

 

図 3-2 防爆型熱感知器の概要 
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  (2) 光電分離型煙感知器 

   a. 光電分離型煙感知器の概要 

     原子炉建屋オペレーティングフロアに設置する光電分離型煙感知器の概要を図 3-3に示

す。光電分離型煙感知器は，光を発する送光部とそれを受ける受光部を 5m～100mの距離に

対向設置し,この光路上を煙が遮ったときの受光量の変化で火災を検出する。そのため，大

空間での広く拡散した煙を検知することができる。光電分離型煙感知器の取付概要を図 3-

4に示す。消防法施行規則第 23条（自動火災報知設備の感知等）より,感知器の光軸の高

さが 80パーセント以上となるように設置する。 

 

   b. 消防法の認定について 

     光電分離型煙感知器は，消防法認定品であり，消防法（火災報知設備の感知器および発

信器に係る技術上の規格を定める省令（昭和 56年 6月 20日自治省令第 17号）第 17条の

2（光電式分離型感知器の公称蓄積時間の区分，公称監視距離の区分及び感度））に定めら

れる感知性能を満足している。 

 

図 3-3 光電分離型煙感知器の概要 

 

図 3-4 光電分離型煙感知器の取付概要 
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  (3) 煙吸引式検出設備 

   a. 煙吸引式検出設備の概要 

     高線量区域である主蒸気管トンネル室に設置する煙吸引式検出設備の概要を図 3-5-1に

示す。煙吸引式検出設備の感知原理は，一般的なアナログ式煙感知器と同様に，光による

散乱光方式を用いて火災感知する。高線量区域にて発生する火災の煙を,ファンユニットに

て煙吸引式検出設備に取り込む。感知器内部の発光素子の光が，火災の煙流入により散乱

することで煙を感知する。 

     煙吸引式検出設備は，アナログ式煙感知器と吸引装置を組み合わせた構成となっている

ため，平常時の状況(温度，煙の濃度)を監視し，火災現象(急激な温度や煙の濃度上昇)を

把握することが可能であり，設定した煙の濃度にて警報を発する設計とする。 

     煙吸引式検出設備の故障時は，中央制御室に異常の警報を発する設計としており，万

一，片方のセンサが故障しても 1ラインに 2個の煙センサを並列に設置することで検知が

可能な設計とする。さらに，ファンユニット内にファンを 2個設置することで，片方のフ

ァンが故障しても検知が可能な設計とする 

     また，煙吸引配管については，損傷等していないことを定期的に保守管理することを定

め，煙吸引式検出装置を監視エリアの近傍に設置することで，監視エリア外における煙吸

引配管の損傷リスクを可能な限り低減する設計とする。 

     高線量区域で使用する煙吸引式検出設備の仕様を表 3-1-1に示す。 

     高湿度環境である非常用ディーゼル発電設備燃料移送系ケーブルトレンチに設置する煙

吸引式検出設備の概要を図 3-5-2に示す。煙吸引式検出設備の感知原理は，高湿度環境に

て発生する火災の煙を,煙吸引式感知ユニットに内蔵したファンにより煙吸引式感知ユニッ

トに取り込む。煙吸引式感知ユニット内部の発光素子の光が，火災の煙流入により散乱す

ることで煙を感知する。 

     煙吸引式検出設備は，煙吸引式感知ユニットを 5個，煙吸引式感知ユニットに電源を供

給し，煙吸引式感知ユニットからの信号を受けて中央制御室へ異常の警報を発する現地制

御盤が 1個を組み合わせた構成となっている。 

     高湿度環境で使用する煙吸引式検出設備の仕様を表 3-1-2に示す。 

 

   b. 消防法の認定について 

     高線量区域で使用する煙吸引式検出設備及び高湿度環境で使用する煙吸引式検出設備

は，消防法認定品ではないが，消防法（火災報知設備の感知器および発信器に係る技術上

の規格を定める省令（昭和 56年 6月 20日自治省令第 17号）第 17条（光電式スポット型

感知器の公称蓄積時間の区分及び濃度））に定められる作動式分布型感知器の 2種相当の感

知性能を有していることを確認している。 
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図 3-5-1 高線量区域で使用する煙吸引式検出設備の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5-2 高湿度環境で使用する煙吸引式検出設備の概要 

 

※ファンは２台設置している。 

吸煙口 

ファンユニット※ 排気 

高線量区域 

煙吸引配管×3ライン 

煙吸引式検出装置 

(アナログ式煙感知器内臓) 
中央制御室 

火災受信盤 

火災信号 

警戒区域① 警戒区域② 警戒区域③ 警戒区域④ 警戒区域⑤ 

30m以内 

15m以下 15m以下 

30m以内 

15m以下 15m以下 

30m以内 

15m以下 15m以下 

30m以内 

15m以下 15m以下 

30m以内 

15m以下 15m以下 

現地制御盤 

煙吸引式 
感知ユニット 

（光電式煙感知器 2種相当） 

1ライン最大 40m以下 

吸気口 

排気口 
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表 3-1-1 高線量区域で使用する煙吸引式検出設備の仕様 

項目 仕様 

検知可能ライン数 3ライン（二重化のため，3（検知ライン）×2） 
火災警報設定値 5%/m （検知部濃度） 
煙濃度表示 0～25%/m 吸引中の煙濃度を盤面に表示 

煙検知濃度 
10%/ライン  
吸煙口 2個の場合は各吸煙口の濃度が 10%で検知 
(光電式スポット型感知器 2種相当) 

検知時間 
吸煙口から煙吸引式検出装置までの煙の検知時間に遅れがないよ
う，1分以内に早期に火災を検知する設計 

フィルター 多孔質金属（材質：Ni-Cr，孔径：1.3mm以下） 
吸煙配管サイズ 20A（鋼管），最大 40m/ライン 
吸煙配管長さ 最大 1ライン 40m以下 

吸煙口 
設置可能数 6箇所（1ライン 2箇所以下） 
設置高さ 原則として天井面より 0.3m以下 

煙検知原理 近赤外線による散乱光方式 
ファンユニット ファン 2台による交互運転 
吐出配管サイズ 65A（鋼管） 

警報 排気ファン異常，センサ異常，スイッチ位置異常 

電源盤 無停電電源装置内蔵 

安全対策 

・1ラインに 2個の煙センサを並列に設置することで片方のセンサが
故障しても検知可能な設計とする。 
・ファンユニット内にファンを 2個設置することで，片方のファン
が故障しても検知可能な設計とする。 

 

 

表 3-1-2 高湿度環境で使用する煙吸引式検出設備の仕様 

項目 仕様 
検知器ユニット接続数 1台の現地制御盤で，5台 

火災警報設定値 
火災警報   10%/m，5%/m濃度 10秒間平均値以上 
プレアラーム 5%/m 

煙濃度表示 赤色 LED点滅･･･プレアラーム，赤色 LED点灯･･･火災警報 

煙検知濃度 
煙吸引式感知ユニット 5%/m ，10%/m/台 
(光電式スポット型感知器 2種相当) 

検知時間 
吸煙口から煙吸引式検出装置まで距離が短いため，煙の検知時間に
遅れが生じない設計 

フィルター 吸気口・排気口にそれぞれ設置 
吸煙配管サイズ 配管無し 
感知器範囲 煙吸引式感知ユニット片側 15m以内，両側最大 30m以内 
吸煙口 煙吸引式感知ユニットの下部に 1箇所 
煙検知原理 近赤外線による散乱光方式 
ファンユニット 煙吸引式感知ユニット内に防水ファンを内蔵 
吐出配管サイズ 配管無し 
警報 異常，火災警報，プレアラーム 
電源盤 現地制御盤内に 3.5AH蓄電池を内蔵 

安全対策 
環境試験（温度 55℃，湿度 95％），加振試験を行い，正常な監視状
態を継続出来る設計とする。 
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  (4) 炎感知器 

   a. 炎感知器の概要 

     原子炉建屋オペレーティングフロア及び屋外に設置する炎感知器の概要を図 3-6に示

す。炎感知器は感知原理に「赤外線 3波長式」（物質の燃焼時に発生する特有な放射エネル

ギーの波長帯を 3つ検出した場合にのみ発報する）を採用し，誤作動防止を図る。さら

に，外光が当たらず，高温物体が近傍にない箇所に設置することで誤作動を防止する設計

とする。 

     検知素子から出力される信号は連続的ではあるが，炎感知器においては，この信号を連

続的に処理することが可能なシステムが開発されていないため，非アナログ式である。 

     しかし，平常時から炎の波長の有無を連続監視し，火災現象（急激な環境変化）を把握

できることから，アナログ式と同等の機能を有する。 

 

   b. 消防法の認定について 

     炎感知器は，消防法認定品ではないが，消防法（火災報知設備の感知器および発信器に

係る技術上の規格を定める省令（昭和 56年 6月 20日自治省令第 17号）第 17条の 8（炎

感知器の公称監視距離の区分，感度及び視野角））に定められる炎感知器の感度及び視野角

の感知性能が同等以上を有していることを確認している。 

 

  

 

 

 

 

 

図 火災感知器の原理 

 

           写真 炎感知器の外観 

図 3-6 炎感知器の概要 

 

 

 

 

 

 

  

赤外線

受光素子

偏光フィルタ

屋外仕様炎感知器 

（遮光カバー付） 
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  (5) 熱感知カメラ 

   a. 熱感知カメラの概要 

     屋外に設置する熱感知カメラの画像と外観をそれぞれ図 3-7，図 3-8に示す。熱感知カ

メラは，物体から発する赤外線の波長を温度信号として捕え，赤外線は温度が高くなるほ

ど強くなる特徴を利用し，強さを色別して温度マップとして画像に映すことにより，一定

の温度に達すると警報を発する火災感知設備である。 

 

   b. 消防法の認定について 

     熱感知カメラは，消防法認定品ではないが，赤外線感知機能により死角となる場所がな

いように熱感知カメラを適切に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 熱感知カメラの画像         図 3-8 熱感知カメラの外観 

 

       

  

屋外仕様熱感知カメラ 

遮光カバー 
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  (6) 光ファイバケーブル式熱感知器 

   a. 光ファイバケーブル式熱感知器の概要 

     非常用ディーゼル発電設備燃料移送系ケーブルトレンチに設置する光ファイバケーブル

式熱感知器の概要を図 3-9に示す。光ファイバケーブル式熱感知器の光ファイバセンサに

パルス光を入射すると，その光は光ファイバセンサ中で散乱を生じながら進行する。その

散乱光の一つであるラマン散乱光には温度依存性があり，これを検知することにより温度

を監視する。 

     光ファイバセンサにパルス光を入射してから，発生した後方ラマン散乱光が入射端に戻

ってくるまでの往復時間を測定することで，散乱光が発生した位置（火災源）を検知可能

である。 

     アナログ式の光ファイバケーブル式の熱感知器は一般的な火災感知器と比べ，湿気の影

響を受けないことから，高湿度環境に設置する火災感知器は，湿気の影響を受けにくい，

アナログ式の光ファイバケーブル式の熱感知器を設置する。 

 

   b. 消防法の認定について 

     光ファイバケーブル式熱感知器は，消防法認定品ではないが，消防法（火災報知設備の

感知器および発信器に係る技術上の規格を定める省令（昭和 56年 6月 20日自治省令第 17

号）第 13条（差動式分布型感知器の感度））に定められる作動式分布型感知器の 1種相当

の感知性能を有していることを確認している。 

 

 

図 3-9 光ファイバケーブル式熱感知器の概要 
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  (7) 高感度煙検出設備 

   a. 高感度煙検出設備の概要 

     中央制御室制御盤内に設置する高感度煙検出設備の概要を図 3-10に示す。高感度煙検出

設備は，盤内のケーブル延焼火災の初期段階を検知するため，制御装置や電源盤用に開発

された小型の高感度煙検出設備である。 

     煙の動線構造を垂直にし，電子部品の発熱による気流の煙突効果を促すことにより，異

常時に生じた煙をより早く確実に捉える。 

     動作感度を一般エリアの煙濃度 10%に対し，高感度煙検出設備は煙濃度 0.1～5%と設定す

ることが可能である。 

 

   b. 消防法の認定について 

     高感度煙検出設備は，消防法認定品ではないが，消防法（火災報知設備の感知器および

発信器に係る技術上の規格を定める省令（昭和 56年 6月 20日自治省令第 17号）第 17条

（光電式スポット型感知器の公称蓄積時間の区分及び濃度））に定められる光電式スポット

型感知器の 1種相当の感知性能を有していることを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-10 高感度煙検出設備の概要 

 

 

  

高感度 
煙検出設備 

従来品  
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4. 各火災感知器の設置条件及び具体例 

 4.1 各火災感知器の設置条件 

 4.1.1. 火災感知器の種類と設置個数の考え方 

     各火災感知器の設置条件を表 4-1-1に示す。 

表 4-1-1 火災感知器の種類と設置個数の考え方 

火災感知器の種類 

火災感知器の設置個数の考え方 
消防法 

施行規則 取付面高さ 
設置個数当たり

の床面積 

 

 

 

煙感知器 

 

 

 

 

 

光電アナログ式スポット型 
1種及び 2種 

4m未満 150㎡ 

第 23条 

第 4項 

7 

4m以上 20m未満 75㎡ 

3種 4m未満 50㎡ 

光電式スポット型 

(防爆型を含む) 

1種及び 2種 
4m未満 150㎡ 

4m以上 20m未満 75㎡ 

3種 4m未満 50㎡ 

光電アナログ式 

分離型 
― 20m未満 

― 

(光軸の水平距離

が 14m以下) 

第 23条 

第 4項 

7の 3 

高感度煙感知器 1種相当 ― ― 
消防法には規定さ

れない 

高線量区域で使用する 

煙吸引式検出設備 
2種相当 

吸煙口 1個の検知エリアを 40m2とす

る。＊2 

消防法には規定さ

れない 

高湿度環境で使用する 

煙吸引式検出設備 
2種相当 

煙吸引式感知ユニットの周囲 30m以

内とする。＊3 

消防法には規定さ

れない 

 

熱感知器 

熱アナログ式スポット型 ― 
4m未満 70㎡*1 

第 23条 

第 4項 

3 

4m以上 8m未満 35㎡*1 

定温式スポット型 

(防爆型を含む) 

特種 
4m未満 70㎡*1 

4m以上 8m未満 35㎡*1 

1種 
4m未満 60㎡*1 

4m以上 8m未満 30㎡*1 

2種 
4m未満 20㎡*1 

4m以上 8m未満 ― 

光ファイバケーブル式 

熱感知器 
1種相当 20m未満 

光ファイバケー

ブルの相互間隔

は 6m以下＊3 

消防法には規定さ

れない 

炎感知器 赤外線 3波長式 
公称監視距離最大 

60m以内 
監視範囲に死角がないように設置 

消防法には規定さ

れない 

熱感知 

カメラ 
サーモグラフィカメラ 30m以内 監視範囲に死角がないように設置 

消防法には規定さ

れない 

注 :上記に記載のない火災感知器の取付方法については，消防法施行規則等に基づく，設定方法
に従う。 

 
注記 ＊1 ：主要構造部を耐火構造とした防火対象物又はその部分における施設個数当たりの床面

積を示す。 
注記 ＊2 ：日本火災報知器工業会 自動火災報知設備工事基準 煙感知器の特殊な場所の設計よ

り。 
注記 ＊3 ： 消防法による基準がない火災感知器については実証試験に基づき取付方法を設定す

る。  
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 4.1.2. 煙感知器の設置条件 

     消防法施行規則第 23条第 4項 3 ロの規定により，梁等が天井より 0.6m以上突出し

ている場合は個別の区画とし，それぞれの床面積から煙感知器の必要個数を求める。（図

4-1-2-1 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-2-1 

 

 

     消防法施行規則第 23条第 4項 7 ホの規定により，天井高さから，それぞれの床面積

に必要な煙感知器の設置個数を算出し設置する設計とする。（表 4-1-2-1 参照） 

表 4-1-2-1 

 

 

 

 

 

 

     消防法施行規則第 23条第 4項 7 への規定により，煙感知器を廊下及び通路に設ける

場合は，歩行距離 30mにつき 1個以上の個数を，階段及び傾斜路にあっては垂直距離 15m

につき 1個以上の個数を設置する設計とする。 
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     予防事務審査・検査基準により，梁等の深さが 0.6m以上 1m未満で火災区画が連続する

場合，下記図及び表で定める範囲の隣接する感知区域を当該部分を含めて 1つの感知区域

と見なすことができる。（表 4-1-2-2，図 4-1-2-2 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-2-2 

 

表 4-1-2-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

     予防事務審査・検査基準により，小区画が隣接している場合，梁等の深さが 0.6m以上

1m未満で区画された 10m2以下の小区画が 1つ隣接している場合は，当該部分を含めて 1

つの感知区域とすることができる。（図 4-1-2-3 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-2-3 

表 4-1-2-2で定める面積 
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 4.1.3. 熱感知器の設置条件 

     消防法施行規則第 23条第 4項 3 ロの規定により，梁等が天井より 0.4m以上突出し

ている場合は個別の区画とし，それぞれの床面積から熱感知器の必要個数を求める。（図

4-1-3-1 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-3-1 

 

 

     消防法施行規則第 23条第 4項 3 ロの規定により，天井高さから，それぞれの床面積

に必要な熱感知器の設置個数を算出する設計とする。（表 4-1-3-1 参照） 

表 4-1-3-1 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

     日本火災報知機工業会 自動火災報知設備工事基準書により，定温式スポット型熱感知

器（特殊）は，短辺が 3m未満の細長い居室等に熱感知器を設置する場合は，歩行距離が

13mにつき 1個以上の個数を設置する設計とする。 

  



 

補-3-13-17 

     予防事務審査・検査基準により，梁等の深さが 0.4m以上 1m未満で火災区画が連続する

場合，下記図及び表で定める範囲の隣接する感知区域を当該部分を含めて 1つの感知区域

と見なすことができる。（表 4-1-3-2，図 4-1-3-2 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-3-2 

 

表 4-1-3-2 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

     予防事務審査・検査基準により，小区画が隣接している場合，梁等の深さが 0.4m以上

1m未満で区画された 5m2以下の小区画が 1つ隣接している場合は，当該部分を含めて 1つ

の感知区域とすることができる。（図 4-1-3-3 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-3-3 

表 4-1-3-2で定める面積 
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 4.2 火災感知器を設置した具体例 

 4.2.1. 消防法に準じて煙感知器及び熱感知器を設置した具体例 

     消防法施行規則第 23条第 4項に基づき，建屋内に設置する熱感知器と煙感知器につい

て，火災区画毎に整理した一覧表と配置図を別紙 1に示す。なお，別紙 1は原子炉建屋を

代表として示しており，他建屋も同様に整理する方針とする。  

     なお，柏崎刈羽原子力発電所７号機の建屋内に設置する換気口等の空気吹き出し口は，

天井から 1.5m以上離れた位置にダクトを設置しているため，消防法施行規則第 23条第 4

項 8の規定による火災感知器と換気口等の空気吹出し口との離隔距離を満足する設計と

する。 
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 4.2.2. 炎感知器及び熱感知カメラを設置した具体例 

     表 4-2-1は柏崎刈羽原子力発電所 7号機の屋外に設置した炎感知器及び熱感知カメラの

具体例である。炎感知器及び熱感知カメラは，消防法認定品ではないが消防法認定品の炎

感知器と同等以上の機能を有することから，消防法の炎感知器の技術基準を満たしている

事を確認する。 

     炎感知器及び熱感知カメラについては死角となる場所がないように炎感知器及び熱感知

カメラを設置し，具体例として図 4-2-1に表す。 

 

表 4-2-1 

火災区域，火災区画 MPG-03 

名  称 モニタリングポスト用発電機設置エリア 

炎感知器 赤外線 3波長式 

炎感知器防護範囲 60m以内 

熱感知カメラ サーモグラフィカメラ 

熱感知カメラ防護範囲 30m以内 

感知器支柱高さ 4300mm 

防護対象距離 8500mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-1  
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5. 各火災感知器の配置図 

  各火災感知器の配置図を次のページより示す。 
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別紙 1 

消防法施行規則第 23条第 4項に従い設置された 

火災感知器の設置状況について（原子炉建屋） 
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  火災感知器の配置図と火災感知器の配置を示した一覧表について以下に示す。 

  

 



消防法に準拠した火災感知器の配置を示した一覧表　（対象：消防法施行規則　第23条第4項に該当する火災感知器）

（～4m） （4～8m） （8～15m）（15～20m） (0.6m>)
（0.6m<x
<1m）

（～4m） （4～8m） (0.4m>)
（0.4m<x
<1m）

① ― ○ ― ― ○ ― 5 ― ― ― ① ― ○ ― ○ 5 ― ― 1
② ― ○ ― ― ○ ― 5 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 5 ― ― 1
③ ― ○ ― ― ○ ― 8 ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ○ ― 12 ― ― ― ④ ― ○ ― ○ 12 12 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ― ○ 16 ― ― 1 ⑤ ― ○ ― ○ 16 16 ― ― 1 ― 1
⑥ ― ― ○ ― ― ○ 37 ― ― 1 ⑥ ― ● ― ○ 37 37 ― ― 2 ― 2
⑦ ○ ― ― ― ○ ― 10 ― ― ― ⑦ ○ ― ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1
⑧ ― ○ ― ― ○ ― 21 ― ― ― ⑧ ― ○ ― ○ 21 21 ― ― 1 ― 1
⑨ ― ○ ― ― ○ ― 12 ― ― ― ⑨ ― ○ ― ○ 12 12 ― ― 1 ― 1
⑩ ― ― ○ ― ― ○ 37 37 ― ― 1 ― 1 ⑩ ― ● ― ○ 37 37 ― ― 2 ― 2
① ― ○ ― ― ― ― 26 26 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ― 26 26 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ― 24 24 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 24 24 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ― 43 43 ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― ― 43 43 ― ― 2 ― 2

④ ― ○ ― ― ― ― 16 16 ― ― 1 ― 1 ④ ― ○ ― ― 16 16 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ― ― 14 14 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ― 14 14 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ○ ― 4 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 4 ― ― 1
③ ― ○ ― ― ― ― 13 ― ― ― ③ ― ○ ― ― 13 ― ― 1
④ ― ○ ― ― ― ― 15 ― ― ― ④ ― ○ ― ― 15 15 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 12 ― ― ― ⑤ ― ○ ― ○ 12 12 ― ― 1 ― 1

⑥ ― ― ○ ― ― ― 26 26 ― ― 1 ― 1 ⑥ ― ● ― ― 26 26 ― ― 1 ― 1

① ― ― ○ ― ― ― 58 58 ― ― 1 ― 1 ① ― ● ― ― 58 58 ― ― 2 ― 2

② ― ○ ― ― ― ― 29 29 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 29 29 ― ― 1 ― 1

③ ― ― ○ ― ― ― 42 42 ― ― 1 ― 1 ③ ― ● ― ― 42 42 ― ― 2 ― 2

① ― ○ ― ― ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ― 45 45 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 45 45 ― ― 2 ― 2

③ ― ○ ― ― ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1
R-B3F-06 ① ― ○ ― ― ― ― 29 29 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ○ ― ― 29 29 ― ― 1 ― 2 2
R-B3F-08 ① ― ○ ― ― ― ― 9 9 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ○ ― ― 9 9 ― ― 1 ― 2 2
R-B3F-09 階段 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 4 ― ― 4 階段 ― ― ― ― ― ― ― ― 7 ― ― 7

① ― ○ ― ― ○ ― 14 ― ― ― ① ― 〇 ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1

② ― ○ ― ― ○ ― 6 ― ― ― ② ― 〇 ― ○ 6 6 ― ― 1 ― 1

③ ― ○ ― ― ○ ― 13 ― ― ― ③ ― 〇 ― ○ 13 13 ― ― 1 ― 1

④ ― ○ ― ― ○ ― 13 ― ― ― ④ ― 〇 ― ○ 13 13 ― ― 1 ― 1

⑤ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ⑤ ― 〇 ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1

⑥ ― ― ○ ― ○ ― 19 ― ― ― ⑥ ― ● ― ○ 19 19 ― ― 1 ― 1

⑦ ― ○ ― ― ― ― 28 28 ― ― 1 ― 1 ⑦ ― ○ ― ― 28 28 ― ― 1 ― 1

⑧ ― ― ○ ― ― ― 42 42 ― ― 1 ― 1 ⑧ ― ● ― ― 42 42 ― ― 2 ― 2

上部ハッチ部分が高さ9.5m
床面が彫り込んでいるが、天
井高さは同小区画と同等な高
さ。
ハッチ近傍に感知器を設置

R-B3F-10

74 1 1

3 9

R-B3F-04 3 5

上部ハッチ部分が高さ9.5m
床面が彫り込んでいるが、天
井高さは同小区画と同等な高
さ。
ハッチ近傍に感知器を設置

R-B3F-05 3 4

1 17 1 1

27 1 1

R-B3F-02 4 5

R-B3F-03 4 5

17 1

1 1

11

上部ハッチ部分が高さ9.5m
床面が彫り込んでいるが、天
井高さは同小区画と同等な高
さ
ハッチ近傍に感知器を設置

53 1 1

1 1

R-B3F-01

30 1 1

4

10

43

総面積(1+n)
<15m2

消防法
設置数

減数設置
適用

設置数 合計 備考区画
高さ 梁高さ 小区画

面積
総面積
<35m2

総面積
(1+1)
+5m2

総面積
(1+1)

+10m2

総面積
(1+n)

<60m2

消防法
設置数

減数設置
適用

設置数 合計火災区画 区画
高さ 梁高さ

小区画
面積

総面積
<75m2

煙感知器 熱感知器

消防法施行規則 消防法施行規則
□第23条第4項　三　ロ
　壁又は取付け面から0.6m以上突出した梁等によって区画された部分ごとに、感知器の種別及び取付け面の高さに応じて感知器床面積につき１個以上の個数を、火災に有
効感知するよう設ける。

□第23条第4項　七　ホ
　感知器は、廊下、通路、階段及び傾斜路を除く感知区域ごとに、感知器の種別及び取付け面の高さに応じて次の表で定める床面積につき一個以上の個数を、火災を有効
に感知するように設ける。
　　　　　取付面高さ　　　　　　　　　　　床面積
　　　　　　4m未満　　　　　　　　　　　　150m2
　　　　　　4m以上～20m未満　　  　  75m2
　　＊複数区画の梁高さに○のないものは，梁高さ1m以上とする。

◆予防事務審査・検査基準
　　梁等の深さが0.6m以上1m未満で火災区画が連続する場合，取付面高さに応じた範囲の隣接する感知区域を当該部分を含めて1つの感知区域と見なすことができる。
　　　　　取付面高さ　　　　　　　　　　床面積
　　　　　　4m以上～8m未満　　　　　60m2
　　小区画が隣接している場合，梁等の深さが0.6m以上1m未満で区画された10m2以下の小区画が1つ隣接している場合は，当該部分を含めて1つの感知区域とすることがで
きる。

□第23条第4項　七　ヘ　（通路，階段及び傾斜路）
　　　感知器は、廊下及び通路にあつては歩行距離30mにつき1個以上の個数を、階段及び傾斜路にあつては垂直距離15mにつき1個以上
　　　の個数を設ける。

□第23条第4項　三　ロ
　壁又は取付け面から0.4m以上突出した梁等によって区画された部分ごとに、感知器の種別及び取付け面の高さに応じて次の表で定める床面積につき１個以上の個数を、火災に有効感知する
よう設ける。
　　　　　　　　取付面高さ　　　　　　　　　　　床面積
　 　　　　　　　　4m未満　　　　　　　　　　　70m2（特種）
　　　　　　 4m以上～8m未満　 　　　　　　 35m2（特種）
＊複数区画の梁高さに○のないものは，梁高さ1m以上とする。

◆予防事務審査・検査基準
　　梁等の深さが0.4m以上1m未満で火災区画が連続する場合，隣接する感知区域を当該部分を含め15m2以内であれば1つの感知区域と見なすことができる。

　　小区画が隣接している場合，梁等の深さが0.4m以上1m未満で区画された5m2以下の小区画が1つ隣接している場合は，当該部分を含めて1つの感知区域とすることができる。

   ●の箇所
    取付面の高さが8mを超え,かつ,差動式分布型及び煙感知器の設置が不適当と認められる場所で,定温式スポット型の感知器により有効に火災を感知できる部分には,定温式スポット型の感知
器を設けることが出来る。（社内試験により定温式スポット型感知器の作動を確認済）

◆日本火災報知機工業会　自動火災報知設備工事基準書
　　細長い居室等の場合
　　　　　　短辺が3m未満の細長い居室等に定温式スポット型熱感知器（特殊）を設ける場合は、歩行距離13mにつき1個以上設ける。
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消防法に準拠した火災感知器の配置を示した一覧表　（対象：消防法施行規則　第23条第4項に該当する火災感知器）

（～4m） （4～8m） （8～15m）（15～20m） (0.6m>)
（0.6m<x
<1m）

（～4m） （4～8m） (0.4m>)
（0.4m<x
<1m）

① ― ― ○ ― ― ― 20 20 ― ― 1 ― 1 ① ― ● ― ― 20 20 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ○ ― 12 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 12 12 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ― 15 ― ― ― ③ ― ○ ― ― 15 15 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ― ― 14 ― ― ― ④ ― ○ ― ― 14 14 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ⑤ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1

⑥ ― ○ ― ― ― ― 9 9 ― ― 1 ― 1 ⑥ ― ○ ― ― 9 9 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ○ ― 12 12 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ○ ― 12 12 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ― 30 30 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 30 30 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ― 45 45 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 45 45 ― ― 2 ― 2

③ ― ○ ― ― ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1
① ○ ― ― ― ― ― 8 8 ― ― 1 ― 1 ① ○ ― ― ― 8 8 ― ― 1 ― 1
② ○ ― ― ― ― ― 8 8 ― ― 1 ― 1 ② ○ ― ― ― 8 8 ― ― 1 ― 1

R-B3F-23 ① ― ― ○ ― ― ― 26 26 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ● ― ― 26 26 ― ― 1 ― 2 2

R-B3F-24 階段 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 4 ― ― 4 階段 ― ― ― ― ― ― ― ― 7 ― ― 7
通路 ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 12 ― 12 通路 ― ○ ― ― ― ― ― ― 24 ― 24
① ― ○ ― ― ― ― 47 47 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ― 47 47 ― ― 2 ― 2
② ― ○ ― ― ― ― 45 45 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 45 45 ― ― 2 ― 2
③ ― ○ ― ― ― ○ 19 19 ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― ○ 19 19 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ― ― 11 11 ― ― 1 ― 1 ④ ― ○ ― ― 11 11 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ― ― 37 37 ― ― 1 ― 1 ⑤ ― ○ ― ― 37 37 ― ― 2 ― 2

⑥ ― ○ ― ― ― ― 7 7 ― ― 1 ― 1 ⑥ ― ○ ― ― 7 7 ― ― 1 ― 1
R-B3F-26 通路 ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 7 ― 7 通路 ― ○ ― ― ― ― ― ― 16 ― 16 16

通路 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 5 ― 5 ― ― ― ― ― ― ― ― 8 ― 8
① ― ○ ― ― ○ ― 33 33 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ○ 33 33 ― ― 2 ― 2
② ― ○ ― ― ○ ― 44 44 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ○ 44 44 ― ― 2 ― 2
③ ― ○ ― ― ― ○ 18 ― ― 1 ③ ― ○ ― ○ 18 18 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ― ○ 21 ― ― 1 ④ ― ○ ― ○ 21 21 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ― ○ 19 ― ― 1 ⑤ ― ○ ― ○ 19 19 ― ― 1 ― 1
⑥ ― ○ ― ― ― ○ 20 ― ― 1 ⑥ ― ○ ― ○ 20 20 ― ― 1 ― 1
⑦ ― ○ ― ― ― ― 32 32 ― ― 1 ― 1 ⑦ ― ○ ― ○ 32 32 ― ― 1 ― 1
⑧ ― ○ ― ― ― ― 28 28 ― ― 1 ― 1 ⑧ ― ○ ― ○ 28 28 ― ― 1 ― 1
⑨ ― ○ ― ― ― ― 34 34 ― ― 1 ― 1 ⑨ ― ○ ― ― 34 34 ― ― 1 ― 1
⑩ ― ○ ― ― ― ― 27 27 ― ― 1 ― 1 ⑩ ― ○ ― ― 27 27 ― ― 1 ― 1
⑪ ― ○ ― ― ― ― 31 31 ― ― 1 ― 1 ⑪ ― ○ ― ― 31 31 ― ― 1 ― 1
⑫ ― ○ ― ― ― ― 51 51 ― ― 1 ― 1 ⑫ ― ○ ― ― 51 51 ― ― 2 ― 2
⑬ ― ○ ― ― ― ― 90 90 ― ― 2 ― 2 ⑬ ― ○ ― ― 90 90 ― ― 4 ― 4
⑭ ― ○ ― ― ― ― 44 44 ― ― 1 ― 1 ⑭ ― ○ ― ― 44 44 ― ― 2 ― 2
⑮ ― ○ ― ― ― ― 54 54 ― ― 1 ― 1 ⑮ ― ○ ― ― 54 54 ― ― 2 ― 2
⑯ ― ○ ― ― ― ― 6 6 ― ― 1 ― 1 ⑯ ― ○ ― ― 6 6 ― ― 1 ― 1
⑰ ― ○ ― ― ○ ― 13 ― ― ― ⑰ ― ○ ― ○ 13 13 ― ― 1 ― 1
⑱ ― ○ ― ― ○ ― 14 ― ― ― ⑱ ― ○ ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1
⑲ ― ○ ― ― ○ ― 20 ― ― ― ⑲ ― ○ ― ○ 20 20 ― ― 1 ― 1
⑳ ― ○ ― ― ― ― 33 33 ― ― 1 ― 1 ⑳ ― ○ ― ― 33 33 ― ― 1 ― 1
㉑ ― ○ ― ― ― ― 52 52 ― ― 1 ― 1 ㉑ ― ○ ― ― 52 52 ― ― 2 ― 2
㉒ ― ○ ― ― ― ― 28 28 ― ― 1 ― 1 ㉒ ― ○ ― ― 28 28 ― ― 1 ― 1
㉓ ― ○ ― ― ― ― 31 31 ― ― 1 ― 1 ㉓ ― ○ ― ― 31 31 ― ― 1 ― 1
㉔ ― ○ ― ― ― ― 35 35 ― ― 1 ― 1 ㉔ ― ○ ― ― 35 35 ― ― 1 ― 1
㉕ ― ○ ― ― ― ― 24 24 ― ― 1 ― 1 ㉕ ― ○ ― ― 24 24 ― ― 1 ― 1
㉖ ― ○ ― ― ○ ― 62 62 ― ― 1 ― 1 ㉖ ― ○ ○ ― 62 62 ― ― 2 ― 2
㉗ ○ ― ― ― ― ― 84 84 ― ― 1 ― 1 ㉗ ○ ― ― ― 84 84 ― ― 2 ― 2
㉘ ― ○ ― ― ― ○ 7 ― ― 1 ㉘ ― ○ ― ○ 7 7 ― ― 1 ― 1
㉙ ― ○ ― ― ― ○ 15 ― ― 1 ㉙ ― ○ ― ○ 15 15 ― ― 1 ― 1
㉚ ― ○ ― ― ― ― 15 15 ― ― 1 ― 1 ㉚ ― ○ ― ― 15 15 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ― ○ 45 45 ― ― 1 ― ― ① ― ○ ― ○ 45 45 ― ― 2 ― 2
② ― ○ ― ― ― ○ 13 ― ― ― ― ② ― ○ ― ○ 13 13 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ○ ― 10 ― ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ○ ― 4 ― ― ― ① ― ○ ― ○ 4 ― ― 1
② ― ○ ― ― ○ ― 8 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 8 ― ― 1

③ ― ○ ― ― ○ ― 17 ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1
R-B2F-03 ① ― ○ ― ― ― ― 22 22 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ○ ― ― 22 22 ― ― 1 ― 2 2

1 1
2R-B2F-02 29 1 2 2

12

R-B2F-01B 2 4
23 1

47 1 1

22 1 1

R-B2F-01A 32 49

39 1 1

39 1 1

R-B3F-11

R-B3F-22 2 2

R-B3F-25 18 33

R-B3F-13 2 2

R-B3F-19 3 4

27 1 1

23 1 1
4 6

上部ハッチ部分が高さ10.2m
床面が彫り込んでいるが、天
井高さは同小区画と同等な高
さ。
ハッチ近傍に感知器を設置

梁高さ 小区画
面積

総面積
<35m2

区画
高さ

減数設置
適用

設置数 合計 備考
総面積
<75m2

総面積
(1+1)

+10m2

総面積
(1+n)

<60m2

総面積
(1+1)
+5m2

総面積(1+n)
<15m2

消防法
設置数

消防法
設置数

減数設置
適用

設置数 合計

煙感知器 熱感知器

火災区画 区画
高さ 梁高さ

小区画
面積
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消防法に準拠した火災感知器の配置を示した一覧表　（対象：消防法施行規則　第23条第4項に該当する火災感知器）

（～4m） （4～8m） （8～15m）（15～20m） (0.6m>)
（0.6m<x
<1m）

（～4m） （4～8m） (0.4m>)
（0.4m<x
<1m）

梁高さ 小区画
面積

総面積
<35m2

区画
高さ

減数設置
適用

設置数 合計 備考
総面積
<75m2

総面積
(1+1)

+10m2

総面積
(1+n)

<60m2

総面積
(1+1)
+5m2

総面積(1+n)
<15m2

消防法
設置数

消防法
設置数

減数設置
適用

設置数 合計

煙感知器 熱感知器

火災区画 区画
高さ 梁高さ

小区画
面積

① ― ○ ― ― ― ― 37 37 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ― 37 37 ― ― 2 ― 2
② ― ○ ― ― ― ― 27 27 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 27 27 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ― 42 42 ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― ― 42 42 ― ― 2 ― 2
④ ― ○ ― ― ― ― 35 35 ― ― 1 ― 1 ④ ― ○ ― ― 35 35 ― ― 2 ― 2
⑤ ― ○ ― ― ― ― 43 43 ― ― 1 ― 1 ⑤ ― ○ ― ― 43 43 ― ― 2 ― 2
⑥ ― ○ ― ― ― ― 34 34 ― ― 1 ― 1 ⑥ ― ○ ― ― 34 34 ― ― 2 ― 2
⑦ ― ○ ― ― ― ― 32 32 ― ― 1 ― 1 ⑦ ― ○ ― ― 32 32 ― ― 2 ― 2

⑧ ― ○ ― ― ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1 ⑧ ― ○ ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1
R-B2F-07 ① ― ○ ― ― ― ― 23 23 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ○ ― ― 23 23 ― ― 1 ― 2 2
R-B2F-08 ① ― ○ ― ― ― ― 21 21 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ○ ― ― 21 21 ― ― 1 ― 2 2

① ― ○ ― ― ― ― 5 ― ― ― ① ― ○ ― ― 5 5 ― 1
② ○ ― ― ― ○ ― 4 ― ― ― ② ○ ― ― ○ 4 4 ― 1

③ ○ ― ― ― ― ― 33 33 ― ― 1 ― 1 ③ ○ ― ― ― 33 33 ― ― 1 ― 1
① ○ ― ― ― ― ○ 29 ― ― 1 ① ○ ― ― ○ 29 29 ― ― 1 ― 1
② ○ ― ― ― ― ○ 9 ― ― 1 ② ○ ― ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1

R-B2F-18 ① ○ ― ― ― ― ― 22 22 ― ― 1 ― 1 1 ① ○ ― ― ― 22 22 ― ― 1 ― 1 1
R-B2F-19 ① ○ ― ― ― ― ― 10 10 ― ― 1 ― 1 1 ① ○ ― ― ― 10 10 ― ― 1 ― 1 1

① ○ ― ― ― ― ○ 27 ― ― ― ① ○ ― ― ○ 27 27 ― ― 1 ― 1
② ○ ― ― ― ― ○ 19 ― ― ― ② ○ ― ― ○ 19 ― 19 ― 1

③ ○ ― ― ― ― ○ 4 ― ― ― ③ ○ ― ― ○ 4 ― 4 ― 1
通路 ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 4 ― ― 通路 ― ○ ― ― ― ― ― ― 25 ― 25
① ― ○ ― ― ― ○ 33 ― ― ― ① ― ○ ― ○ 33 33 ― ― 2 ― 2
② ― ○ ― ― ― ○ 9 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ○ 8 ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ― ○ 8 ― ― ― ④ ― ○ ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 18 ― ― ― ⑤ ― ○ ― ○ 18 18 ― ― 2 ― 2
⑥ ― ○ ― ― ○ ― 17 ― ― ― ⑥ ― ○ ― ○ 17 17 ― ― 2 ― 2
⑦ ― ○ ― ― ○ ― 17 ― ― ― ⑦ ― ○ ― ○ 17 17 ― ― 2 ― 2
⑧ ― ○ ― ― ― ○ 7 7 ― 1 1 ― ⑧ ― ○ ― ○ 7 7 ― ― 1 ― 1

R-B2F-22 ① ― ○ ― ― ― ― 70 70 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ○ ― ― 70 70 ― ― 2 ― 2 2
通路 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 12 ― 12 通路 ― ― ― ― ― ― ― ― 25 ― 25
① ― ○ ― ― ― ― 4 4 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ― 4 4 ― ― 1 ― 1
② ○ ― ― ― ― ― 6 6 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 6 6 ― ― 1 ― 1
③ ○ ― ― ― ― ― 24 24 ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― ― 24 24 ― ― 1 ― 1
④ ○ ― ― ― ○ ― 21 21 ― ― 1 ― 1 ④ ― ○ ○ ― 21 21 ― ― 1 ― 1
⑤ ○ ― ― ― ― ― 14 14 ― ― 1 ― 1 ⑤ ○ ― ― ― 14 14 ― ― 1 ― 1

R-B1F-02 ① ○ ― ― ― ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1 1 ① ○ ― ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1 1
R-B1F-03 ① ○ ― ― ― ― ― 18 18 ― ― 1 ― 2 2 ① ○ ― ― ― 18 18 ― ― 1 ― 2 2
R-B1F-04 ① ○ ― ― ― ― ― 16 16 ― ― 1 ― 2 2 ① ○ ― ― ― 16 16 ― ― 1 ― 2 2
R-B1F-05 ① ○ ― ― ― ○ ― 16 16 ― ― 1 ― 2 2 ① ○ ― ○ ― 16 16 ― ― 1 ― 2 2
R-B1F-06 ① ― ○ ― ― ○ ― 25 25 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ○ ○ ― 25 25 ― ― 1 ― 2 2

― ○ ― ― ― ― 4 ― ― ― ― ① ― ○ ― ― 4 ― ― ― 1 ― 1
― ○ ― ― ― ― 4 ― ― ― ― ② ― ○ ― ― 4 ― ― ― 1 ― 1
― ○ ― ― ― ― 4.5 ― ― ― ― ③ ― ○ ― ― 4.5 ― ― ― 1 ― 1
― ○ ― ― ― ― 3.4 ― ― ― ― ④ ― ○ ― ― 3.4 ― ― ― 1 ― 1
― ○ ― ― ― ― 3.4 ― ― ― ― ⑤ ― ○ ― ― 3.4 ― ― ― 1 ― 1
― ○ ― ― ― ― 5.5 ― ― ― ― ⑥ ― ○ ― ― 5.5 ― ― ― 1 ― 1

⑦ ― ○ ― ― ― ― 17 ― ― ― 1 ― 1 ⑦ ― ○ ― ― 17 ― ― ― 1 ― 1
⑧ ― ○ ― ― ― ― 27 ― ― ― 1 ― 1 ⑧ ― ○ ― ― 27 ― ― ― 1 ― 1
⑨ ― ○ ― ― ― ― 119 ― ― ― 2 ― 2 ⑨ ― ○ ― ― 119 ― ― ― 4 ― 5
⑩ ― ○ ― ― ― ― 21.2 ― ― ― 1 ― 1 ⑩ ― ○ ― ― 21.2 ― ― ― 1 ― 2
⑪ ― ○ ― ― ― ― 2.9 ― ― ― 1 ― 1 ⑪ ― ○ ― ― 2.9 ― ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ― ― 110 110 ― ― 2 ― 2 ① ― ○ ― ― 110 110 ― ― 4 ― 4
② ― ○ ― ― ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ― ― 9 ― ― ― ④ ― ○ ― ― 9 9 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 12 ― ― ― ⑤ ― ○ ― ○ 12 12 ― ― 1 ― 1
⑥ ― ○ ― ― ― ― 115 115 2 ― 2 ⑥ ― ○ ― ― 115 115 ― ― 4 ― 4

R-B1F-12 階段 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3 ― ― 3 階段 ― ― ― ― ― ― ― ― 6 ― ― 6

R-B1F-11 7 12
21 1 1

R-B1F-01 17 30

R-B1F-10

①
～

⑥
を
１
区

画
と
す
る

1 1

7 16

R-B2F-21 6 23110
117

2

R-B2F-20 50 1 2 2 2
1 1

1 1
2

R-B2F-17 38 1 1 1 2

R-B2F-14
9 1 1

2
9

R-B2F-5 8 14
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消防法に準拠した火災感知器の配置を示した一覧表　（対象：消防法施行規則　第23条第4項に該当する火災感知器）

（～4m） （4～8m） （8～15m）（15～20m） (0.6m>)
（0.6m<x
<1m）

（～4m） （4～8m） (0.4m>)
（0.4m<x
<1m）

梁高さ 小区画
面積

総面積
<35m2

区画
高さ

減数設置
適用

設置数 合計 備考
総面積
<75m2

総面積
(1+1)

+10m2

総面積
(1+n)

<60m2

総面積
(1+1)
+5m2

総面積(1+n)
<15m2

消防法
設置数

消防法
設置数

減数設置
適用

設置数 合計

煙感知器 熱感知器

火災区画 区画
高さ 梁高さ

小区画
面積

― ○ ― ― 〇 ― 1.4 ― ― ― ― ① ― ○ ― 〇 1.4 ― ― ― 1 ― 1

― ○ ― ― ○ ― 1.4 ― ― ― ― ② ― ○ ― ○ 1.4 ― ― ― 1 ― 1

― ○ ― ― ○ ― 2 ― ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 2 ― ― ― 1 ― 1

― ○ ― ― ○ ― 1.6 ― ― ― ― ④ ― ○ ― ○ 1.6 ― ― ― 1 ― 1

― ○ ― ― ○ ― 2.1 ― ― ― ― ⑤ ― ○ ― ○ 2.1 ― ― ― 1 ― 1

― ○ ― ― ○ ― 1.6 ― ― ― ― ⑥ ― ○ ― ○ 1.6 ― ― ― 1 ― 1

― ○ ― ― ○ ― 2.1 ― ― ― ― ⑦ ― ○ ― ○ 2.1 ― ― ― 1 ― 1

⑧ ― ○ ― ― ― 〇 20 ― ― ― 1 ― 1 ⑧ ― ○ ― 〇 20 ― ― ― 1 ― 1

⑨ ― ○ ― ― ― 〇 20.5 ― ― ― 1 ― 1 ⑨ ― ○ ― 〇 20.5 ― ― ― 1 ― 1

⑩ ― ○ ― ― ― 〇 18.6 ― ― ― 1 ― 1 ⑩ ― ○ ― 〇 18.6 ― ― ― 1 ― 1

① ― ○ ― ― ― 〇 18.6 ― ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― 〇 18.6 ― ― ― 1 ― 1

② ― ○ ― ― ― 〇 15.5 ― ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― 〇 15.5 ― ― ― 1 ― 1

③ ― ○ ― ― ― 〇 7.5 ― ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― 〇 7.5 ― ― ― 1 ― 1

④ ― ○ ― ― ― 〇 32 ― ― ― 1 ― 1 ④ ― ○ ― 〇 32 ― ― ― 1 ― 1

⑤ ― ○ ― ― ― 〇 25.2 ― ― ― 1 ― 1 ⑤ ― ○ ― 〇 25.2 ― ― ― 1 ― 1

⑥ ― ○ ― ― ― 〇 22 ― ― ― 1 ― 1 ⑥ ― ○ ― 〇 22 ― ― ― 1 ― 1

⑦ ― ○ ― ― ― 〇 5.6 ― ― ― 1 ― 1 ⑦ ― ○ ― 〇 5.6 ― ― ― 1 ― 1

⑧ ― ○ ― ― ― 〇 20 ― ― ― 1 ― 1 ⑧ ― ○ ― 〇 20 ― ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ― ― 145 145 ― ― 2 ― 2 ① ― ○ ― ― 145 145 ― ― 5 ― 5
② ― ○ ― ― ― ― 23 23 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 23 23 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ― 22 22 ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― ― 22 22 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ○ ― 10 ― ― 1 ― 1 ④ ― ○ ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ― ― 10 ― ― 0 ― 0 ⑤ ― ○ ― ― 10 10 ― ― 1 ― 1
⑥ ― ○ ― ― ― ― 74 74 ― ― 2 ― 2 ⑥ ― ○ ― ― 74 74 ― ― 3 ― 3

R-B1F-18 階段 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3 ― ― 3 階段 ― ― ― ― ― ― ― ― 6 ― ― 6
R-B1F-19 ① ― ○ ― ― ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1 2 ① ― ○ ― ― 25 25 ― ― 1 ― 1 2

R-B1F-20 ① ― ○ ― ― ― ― 9 9 ― ― 1 ― ― 2 ① ― ○ ― ― 9 9 ― ― 1 ― 1 2

通路 ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― 6 ― ― 通路 ― ○ ― ― ― ― ― ― 12 ― 12

① ― ○ ― ― ○ ― 35 ― ― ― ― ① ― ○ ― ○ 35 35 ― ― 2 ― 2

② ― ○ ― ― ○ ― 26 ― ― ― ― ② ― ○ ― ○ 26 26 ― ― 1 ― 1

③ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ― ④ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ― ⑤ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
⑥ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ― ⑥ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
⑦ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ― ⑦ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
⑧ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ― ⑧ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
⑨ ― ○ ― ― ○ ― 7 ― ― ― ― ⑨ ― ○ ― ○ 7 7 ― ― 1 ― 1

R-B1F-21 8 22
124 2

R-B1F-15 8 8

R-B1F-17 7 12
20

R-B1F-14

①
～

⑦
を
１
区
画
と

す
る

1 1

4 10
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消防法に準拠した火災感知器の配置を示した一覧表　（対象：消防法施行規則　第23条第4項に該当する火災感知器）

（～4m） （4～8m） （8～15m）（15～20m） (0.6m>)
（0.6m<x
<1m）

（～4m） （4～8m） (0.4m>)
（0.4m<x
<1m）

梁高さ 小区画
面積

総面積
<35m2

区画
高さ

減数設置
適用

設置数 合計 備考
総面積
<75m2

総面積
(1+1)

+10m2

総面積
(1+n)

<60m2

総面積
(1+1)
+5m2

総面積(1+n)
<15m2

消防法
設置数

消防法
設置数

減数設置
適用

設置数 合計

煙感知器 熱感知器

火災区画 区画
高さ 梁高さ

小区画
面積

① ○ ― ― ― ○ ― 2 ― ― ― ① ○ ― ― ○ 2 ― ― 1
② ○ ― ― ― ○ ― 2 ― ― ― ② ○ ― ― ○ 2 ― ― 1
③ ○ ― ― ― ○ ― 6 ― ― ― ③ ○ ― ― ○ 6 ― ― 1
④ ○ ― ― ― ○ ― 5 ― ― ― ④ ○ ― ― ○ 5 ― ― 1
⑤ ○ ― ― ― ○ ― 7 ― ― ― ⑤ ○ ― ― ○ 7 ― ― 1
⑥ ○ ― ― ― ○ ― 2 ― ― ― ⑥ ○ ― ― ○ 2 ― ― 1
⑦ ○ ― ― ― ○ ― 2 ― ― ― ⑦ ○ ― ― ○ 2 ― ― 1
⑧ ○ ― ― ― ○ ― 6 ― ― ― ⑧ ○ ― ― ○ 6 6 ― ― 1 ― 1
⑨ ○ ― ― ― ○ ― 5 ― ― ― ⑨ ○ ― ― ○ 5 ― ― 1
⑩ ○ ― ― ― ○ ― 4 ― ― ― ⑩ ○ ― ― ○ 4 ― ― 1
⑪ ○ ― ― ― ○ ― 5 ― ― ― ⑪ ○ ― ― ○ 5 ― ― 1
⑫ ○ ― ― ― ○ ― 4 ― ― ― ⑫ ○ ― ― ○ 4 ― ― 1
⑬ ○ ― ― ― ○ ― 3 ― ― ― ⑬ ○ ― ― ○ 3 ― ― 1
⑭ ○ ― ― ― ○ ― 2 ― ― ― ⑭ ○ ― ― ○ 2 ― ― 1
⑮ ○ ― ― ― ○ ― 1 ― ― ― ⑮ ○ ― ― ○ 1 ― ― 1
⑯ ○ ― ― ― ― ○ 16 ― ― ― ⑯ ○ ― ― ○ 16 16 ― ― 1 ― 1
⑰ ○ ― ― ― ― ― 13 13 ― ― 1 ― 1 ⑰ ○ ― ― ― 13 13 ― ― 1 ― 1
⑱ ○ ― ― ― ― ― 30 30 ― ― 1 ― 1 ⑱ ○ ― ― ― 30 30 ― ― 1 ― 1
⑲ ○ ― ― ― ― ○ 22 22 ― ― 1 ― 1 ⑲ ○ ― ― ○ 22 22 ― ― 1 ― 1
⑳ ○ ― ― ― ― ― 65 65 ― ― 1 ― 2 ⑳ ○ ― ― ― 65 65 ― ― 3 ― 3
㉑ ○ ― ― ― ○ ― 8 ㉑ ○ ― ― ○ 8 ― ― ― 1 ― 1
㉒ ○ ― ― ― ○ ― 6 ㉒ ○ ― ― ○ 6 ― ― ― 1 ― 1
㉓ ○ ― ― ― ○ ― 6 ㉓ ○ ― ― ○ 6 ― ― ― 1 ― 1
㉔ ○ ― ― ― ○ ― 4 ㉔ ○ ― ― ○ 4 ― ― 1
㉕ ○ ― ― ― ○ ― 1 ㉕ ○ ― ― ○ 1 ― ― 1
㉖ ○ ― ― ― ○ ― 3 ㉖ ○ ― ― ○ 3 ― ― 1
㉗ ○ ― ― ― ○ ― 7 ㉗ ○ ― ― ○ 7 ― ― 1
㉘ ○ ― ― ― ○ ― 15 ㉘ ○ ― ― ○ 15 15 ― ― 1 ― 1
㉙ ○ ― ― ― ○ ― 15 ㉙ ○ ― ― ○ 15 15 ― ― 1 ― 1
㉚ ○ ― ― ― ○ ― 14 ㉚ ○ ― ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1
㉛ ○ ― ― ― ○ ― 7 ㉛ ○ ― ― ○ 7 ― ― ― 1 1 1
㉜ ○ ― ― ― ○ ― 6 ㉜ ○ ― ― ○ 6 ― ― ― 1 1 1
㉝ ○ ― ― ― ○ ― 13 ㉝ ○ ― ― ○ 13 13 ― ― 1 ― 1
㉞ ○ ― ― ― ― ― 32 32 ― ― 1 ― 1 ㉞ ○ ― ― ― 32 32 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ○ ― 8 ― ― ― ① ― ○ ― ○ 8 ― ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ○ ― 6 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 6 ― ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ○ ― 5 ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 5 ― ― 1
④ ○ ― ― ― ○ ― 6 ― ― ― ④ ○ ― ― ○ 6 ― ― 1
⑤ ○ ― ― ― ○ ― 5 ― ― ― ⑤ ○ ― ― ○ 5 ― ― 1
⑥ ○ ― ― ― ○ ― 3 ― ― ― ⑥ ○ ― ― ○ 3 ― ― 1
⑦ ○ ― ― ― ○ ― 1 ― ― ― ⑦ ○ ― ― ○ 1 ― ― 1
⑧ ○ ― ― ― ― ○ 16 16 ― ― 1 ― 1 ⑧ ○ ― ― ○ 16 16 ― ― 1 ― 1

R-B1F-26 ① ― ○ ― ― ― ― 70 70 ― ― 1 ― 2 ① ― ○ ― 70 70 ― ― 3 ― 3 3
① ○ ― ― ― ○ ― 8 ― ― ― ① ○ ― ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ○ ― 7 ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 7 7 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ○ ― 8 ― ― ― ④ ― ○ ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 11 ― ― ― ⑤ ― ○ ― ○ 11 11 ― ― 1 ― 1
⑥ ― ○ ― ― ○ ― 8 ― ― ― ⑥ ― ○ ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 1
⑦ ― ○ ― ― ― ○ 3 ― ― ― ⑦ ― ○ ― ○ 3 ― ― 1
⑧ ― ○ ― ― ○ ― 5 ― ― ― ⑧ ― ○ ― ○ 5 ― ― 1
⑨ ― ○ ― ― ○ ― 7 ― ― ― ⑨ ― ○ ― ○ 7 7 ― ― 1 ― 1
⑩ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ⑩ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
⑪ ― ○ ― ― ○ ― 6 ― ― ― ⑪ ― ○ ― ○ 6 ― ― 1
⑫ ― ○ ― ― ○ ― 5 ― ― ― ⑫ ― ○ ― ○ 5 ― ― 1
⑬ ― ○ ― ― ○ ― 4 ― ― ― ⑬ ― ○ ― ○ 4 ― ― 1
⑭ ― ○ ― ― ― ― 6 ― ― ― ⑭ ― ○ ― ○ 6 ― ― 1
⑮ ― ○ ― ― ○ ― 4 ― ― ― ⑮ ― ○ ― ○ 4 ― ― 1
⑯ ― ○ ― ― ― ― 12 12 ― ― 1 ― 1 ⑯ ― ○ ― ○ 12 12 ― ― 1 ― 1

通路 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 10 ― 10 通路 ― ― ― ― ― ― ― ― 13 ― 13
① ― ○ ― ― ― ― 21 21 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ― 21 21 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ○ 33 ― ― 1 ② ― ○ ― ― 33 33 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ○ 9 ― ― 1 ③ ― ○ ― ― 9 9 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ― ― 15 15 ― ― 1 ― 1 ④ ― ○ ― ― 15 15 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 13 13 ― ― 1 ― 1 ⑤ ― ○ ― ― 13 13 ― ― 1 ― 1

2 1

R-1F-01B 14 1842 1 1

35 1 1

8 1 1

11 1 1

R-1F-01A

51 1 1

4 12

14 1 1 14

11 1 1

9 2 1

R-B1F-23
34 1 1

2 5

1

5 1 1

10 1 1

1 1

6 2 1

105 ― ― 1 ―

3 1

25

11 2 1

9 1 1

R-B1F-22

26 1 1

9

15

46 1 1
9
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消防法に準拠した火災感知器の配置を示した一覧表　（対象：消防法施行規則　第23条第4項に該当する火災感知器）

（～4m） （4～8m） （8～15m）（15～20m） (0.6m>)
（0.6m<x
<1m）

（～4m） （4～8m） (0.4m>)
（0.4m<x
<1m）

梁高さ 小区画
面積

総面積
<35m2

区画
高さ

減数設置
適用

設置数 合計 備考
総面積
<75m2

総面積
(1+1)

+10m2

総面積
(1+n)

<60m2

総面積
(1+1)
+5m2

総面積(1+n)
<15m2

消防法
設置数

消防法
設置数

減数設置
適用

設置数 合計

煙感知器 熱感知器

火災区画 区画
高さ 梁高さ

小区画
面積

① ― ○ ― ― ○ ― 7 ― ― ― ① ― ○ ― ○ 7 ― ― 1 1
② ― ○ ― ― ― ○ 8 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 8 ― ― 1 1
③ ― ○ ― ― ○ ― 2 ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 2 ― ― 1
④ ― ○ ― ― ○ ― 4 ― ― ― ④ ― ○ ― ○ 4 ― ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 6 ― ― ― ⑤ ― ○ ― ○ 6 ― ― 1
⑥ ― ○ ― ― ○ ― 7 ― ― ― ⑥ ― ○ ― ○ 7 7 ― ― 1 ― 1
⑦ ― ○ ― ― ○ ― 7 ― ― ― ⑦ ― ○ ― ○ 7 7 ― ― 1 ― 1
⑧ ― ○ ― ― ○ ― 6 ― ― ― ⑧ ― ○ ― ○ 6 6 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ― ― 39 39 ― ― 1 ― 2 ① ― ○ ― ― 39 39 ― ― 2 ― 4
② ― ○ ― ― ― ― 38 38 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 38 38 ― ― 2 ― 5
③ ― ○ ― ― ― ― 34 34 ― ― 1 ― 2 ③ ― ○ ― ― 34 34 ― ― 1 ― 4
④ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ④ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ⑤ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 2
⑥ ― ○ ― ― ○ ― 8 ― ― ― ⑥ ― ○ ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 2
⑦ ― ○ ― ― ○ ― 18 ― ― ― ⑦ ― ○ ― ○ 18 18 ― ― 1 ― 2
① ― ○ ― ― ○ ― 3 ― ― ― ① ― ○ ― ○ 3 ― ― ―
② ― ○ ― ― ○ ― 4 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 4 ― ― ―
③ ― ○ ― ― ○ ― 4 ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 4 ― ― ―
④ ― ○ ― ― ○ ― 13 ― ― ― ④ ― ○ ― ○ 13 13 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ○ ― 2 ― ① ― ○ ― ○ 2 ― ― 1
② ― ○ ― ― ○ ― 4 ― ② ― ○ ― ○ 4 ― ― 1
③ ― ○ ― ― ○ ― 5 ― ③ ― ○ ― ○ 5 ― ― 1
④ ― ○ ― ― ○ ― 7 ― ④ ― ○ ― ○ 7 ― ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 6 ― ⑤ ― ○ ― ○ 6 6 ― ― 1 ― 1
⑥ ― ○ ― ― ― ○ 17 17 ― 1 ⑥ ― ○ ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ― ― 8 8 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ― 8 8 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ― 9 9 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 9 9 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ― 17 17 ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― ― 17 17 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ― ― 17 17 ― ― 1 ― 1 ④ ― ○ ― ― 17 17 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ― ― 13 13 ― ― 1 ― 1 ⑤ ― ○ ― ― 13 13 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ― ― 38 38 ― ― 1 ― 2 ① ― ○ ― ― 38 38 ― ― 2 ― 4
② ― ○ ― ― ― ― 36 36 ― ― 1 ― 2 ② ― ○ ― ― 36 36 ― ― 2 ― 4
③ ― ○ ― ― ― ― 40 ― ― ― ③ ― ○ ― ― 40 40 ― ― 2 ― 5
④ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ④ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 2
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 11 ― ― ― ⑤ ― ○ ― ○ 11 11 ― ― 1 ― 2
⑥ ― ○ ― ― ○ ― 12 ― ― ⑥ ― ○ ― ○ 12 ―

⑦ ― ○ ― ― ○ ― 3 ― ― ⑦ ― ○ ― ○ 3 ―
① ― ○ ― ― ― ○ 13 ― ― ― ① ― ○ ― ○ 13 13 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ○ 14 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ○ 10 ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1

R-1F-11 ① ― ○ ― ― ― ― 16 16 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ○ ― ― 16 16 ― ― 1 ― 2 2
① ― ○ ― ― ― ― 108 108 ― ― 2 ― 2 ① ― ○ ― ― 108 108 ― ― 4 ― 4
② ― ○ ― ― ― ― 15 15 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 15 15 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ― ― 44 44 ― ― 1 ― 2 ① ― ○ ― ― 44 44 ― ― 1 ― 4
② ― ○ ― ― ― ― 32 32 ― ― 1 ― 2 ② ― ○ ― ― 32 32 ― ― 1 ― 4
③ ― ○ ― ― ― ― 39 ― ― ③ ― ○ ― ― 39 39 ― ― 1 ― 4
④ ― ○ ― ― ○ ― 8 ― ― ④ ― ○ ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 2
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 11 ― ― ⑤ ― ○ ― ○ 11 11 ― ― 1 ― 2
⑥ ― ○ ― ― ○ ― 12 ― ⑥ ― ○ ― ○ 12 ― ―

⑦ ― ○ ― ― ○ ― 3 ― ⑦ ― ○ ― ○ 3 ― ―
① ― ○ ― ― ― ― 14 14 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ― 14 14 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ― 20 20 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 20 20 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ― 13 13 ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― ― 13 13 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ― ― 12 12 ― ― 1 ― 1 ④ ― ○ ― ― 12 12 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ○ ― 2 ― ― ― ① ― ○ ― ○ 2 ― ― 1
② ― ○ ― ― ○ ― 4 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 4 ― ― 1
③ ― ○ ― ― ○ ― 5 ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 5 ― ― 1
④ ― ○ ― ― ○ ― 7 ― ― ― ④ ― ○ ― ○ 7 ― ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 17 ― ― ― ⑤ ― ○ ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1
⑥ ― ○ ― ― ○ ― 5 ― ― ― ⑥ ― ○ ― ○ 5 5 ― ― 1 ― 1

5

2

R-1F-04

― 3

15 15 41 ―

15― 1

5

1

R-1F-03 6

R-1F-14

20

20

R-1F-08 6

15

206

1 1

412 1 1

R-1F-15 4 4

R-1F-16 40 1 2 2

6

2 3

R-1F-13 3 5

R-1F-07

1 1

412 1 1

R-1F-10

2

R-1F-05
24

41
1

1 2

6

24 1 2 2
11

―15

1

6
12 2 1

R-1F-02 47 1 2 2

44 1 1

73 1 ― 2

75 1 2

37 1 2
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消防法に準拠した火災感知器の配置を示した一覧表　（対象：消防法施行規則　第23条第4項に該当する火災感知器）

（～4m） （4～8m） （8～15m）（15～20m） (0.6m>)
（0.6m<x
<1m）

（～4m） （4～8m） (0.4m>)
（0.4m<x
<1m）

梁高さ 小区画
面積

総面積
<35m2

区画
高さ

減数設置
適用

設置数 合計 備考
総面積
<75m2

総面積
(1+1)

+10m2

総面積
(1+n)

<60m2

総面積
(1+1)
+5m2

総面積(1+n)
<15m2

消防法
設置数

消防法
設置数

減数設置
適用

設置数 合計

煙感知器 熱感知器

火災区画 区画
高さ 梁高さ

小区画
面積

① ― ○ ― ― ○ ― 3 ― ① ― ○ ― ○ 3 ― ― 1
② ― ○ ― ― ○ ― 8 ― ② ― ○ ― ○ 8 ― ― 1
③ ― ○ ― ― ○ ― 7 ― ③ ― ○ ― ○ 7 7 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ○ ― 6 ― ④ ― ○ ― ○ 6 ― ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 5 ― ⑤ ― ○ ― ○ 5 ― ― 1
⑥ ― ○ ― ― ○ ― 11 ― ⑥ ― ○ ― ○ 11 ― ― 1
⑦ ― ○ ― ― ― ○ 4 ― ⑦ ― ○ ― ○ 4 ― ― 1
① ― ○ ― ― ― ― 14 14 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ○ ― 14 14 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ― 14 14 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ○ ― 14 14 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ― 28 28 ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ○ ― 28 28 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ― ― 27 27 ― ― 1 ― 1 ④ ― ○ ○ ― 27 27 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ○ ― 13 ― ① ― ○ ― ○ 13 ― ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ○ ― 16 ― ② ― ○ ― ○ 16 ― ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ○ 14 14 ― 1 ③ ― ○ ― ○ 14 ― ― ― 1 ― 1

R-1F-22 ① ― ― ○ ― ― ― 28 28 ― ― 1 ― 1 1 ① ― ● ― ― 28 28 ― ― 2 ― 2 2
R-1F-23 ① ― ○ ― ― ― ― 16 16 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ○ ― ― 16 16 ― ― 1 ― 2 2
R-1F-24 ① ― ○ ― ― ― ― 22 22 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ○ ― ― 22 22 ― ― 1 ― 2 2

通路 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 8 ― 8 通路 ― ― ― ― ― ― ― ― 12 ― 12
① ― ○ ― ― ― ○ 9 ― ― 1 ① ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ○ 15 ― ― 1 ② ― ○ ― ○ 15 15 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 1 ④ ― ○ ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ― ― 9 9 ― ― 1 ― 1 ⑤ ― ○ ― ― 9 9 ― ― 1 ― 1
⑥ ― ○ ― ― ― ― 13 13 ― ― 1 ― 1 ⑥ ― ○ ― ― 13 13 ― ― 1 ― 1
⑦ ― ○ ― ― ― ― 8 8 ― ― 1 ― 1 ⑦ ― ○ ― ― 8 8 ― ― 1 ― 1
⑧ ― ○ ― ― ― ○ 46 46 ― ― 1 ― 1 ⑧ ― ○ ― ○ 46 46 ― ― 2 ― 2
⑨ ― ○ ― ― ― ― 16 16 ― ― 1 ― 1 ⑨ ― ○ ― ― 16 16 ― ― 1 ― 1
⑩ ― ○ ― ― ○ ― 22 22 ― ― 1 ― 1 ⑩ ― ○ ○ ― 22 22 ― ― 1 ― 1
⑪ ― ○ ― ― ○ ― 23 23 ― ― 1 ― 1 ⑪ ― ○ ○ ― 23 23 ― ― 1 ― 1

⑫ ― ○ ― ― ○ ― 22 22 ― ― 1 ― 1 ⑫ ― ○ ○ ― 22 22 ― ― 1 ― 1
⑬ ○ ― ― ― ― ― 17 17 ― ― 1 ― 1 ⑬ ○ ― ― ― 17 17 ― ― 1 ― 1
① ○ ― ― ― ― 〇 22 ― ― 1 ① ○ ― ― 〇 22 22 ― ― 1 ― 1
② ○ ― ― ― ― 〇 14 ― ― 1 ② ○ ― ― 〇 14 14 ― ― 1 ― 1

③ ○ ― ― ― ― ○ 23 23 ― ― 1 ― 1 ③ ○ ― ― ○ 23 23 ― ― 1 ― 1
R-2F-04 ① ― ○ ― ― ― ― 14 14 ― ― 1 ― 2 2 ① ○ ― ― 14 14 ― ― 1 ― 2 2

① ○ ― ― ― ― ○ 44 ― ― ― 1 ― 1 ① ○ ― ― ○ 44 ― ― ― 2 ― 2
② ○ ― ― ― ― ― 48 ― ― ― 1 ― 1 ② ○ ― ― ― 48 ― ― ― 2 ― 2
③ ― ○ ― ― ― ― 18 ― ― ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― ― 18 ― ― ― 1 ― 1

R-2F-06 ① ― ○ ― ― ― ― 25 ― ― ― 1 ― 2 2 ① ― ○ ― ― 25 ― ― ― 1 ― 2 2
① ― ○ ― ― ― ― 24 24 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ― 24 24 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ― 22 22 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ― 22 22 ― ― 1 ― 1
③ ○ ― ― ― ― ― 42 42 ― ― 1 ― 1 ③ ○ ― ― ― 42 42 ― ― 2 ― 2
④ ○ ― ― ― ― ― 50 50 ― ― 1 ― 1 ④ ○ ― ― ― 50 50 ― ― 2 ― 2
① ○ ― ― ― ― ○ 22 ― ― 1 ① ○ ― ― ○ 22 22 ― ― 1 ― 1
② ○ ― ― ― ― ― 15 ― ― 1 ② ○ ― ― ― 15 15 ― ― 1 ― 1
③ ○ ― ― ― ― ― 19 19 ― ― 1 1 1 ③ ○ ― ― ― 19 19 ― ― 1 ― 1

R-2F-11 ① ○ ― ― ― ― ― 33 33 ― ― 1 2 2 ① ○ ― ― ― 33 33 ― ― 1 ― 2 2
① ○ ― ― ― ― ○ 38 38 ― 1 ① ○ ― ― ○ 38 38 ― ― 2 ― 2
② ○ ― ― ― ― ○ 22 22 ― 1 ② ○ ― ― ○ 22 22 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ○ ― 13 ― ― ― ① ― ○ ― ○ 13 13 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ○ ― 13 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 13 13 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ○ ― 11 ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 11 11 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ○ ― 12 ― ― ― ④ ― ○ ― ○ 12 12 ― ― 1 ― 1

⑤ ― ○ ― ― ― ― 21 21 ― ― 1 ― 1 ⑤ ― ○ ― ― 21 21 ― ― 1 ― 1
⑥ ― ○ ― ― ― ― 23 23 ― ― 1 ― 1 ⑥ ― ○ ― ― 23 23 ― ― 1 ― 1
⑦ ― ○ ― ― ― ― 22 22 ― ― 1 ― 1 ⑦ ― ○ ― ― 22 22 ― ― 1 ― 1
⑧ ― ○ ― ― ― ― 45 45 ― ― 1 ― 1 ⑧ ― ○ ― ― 45 45 ― ― 2 ― 2
⑨ ○ ― ― ― ― ○ 45 45 ― ― 1 ― 1 ⑨ ○ ― ― ○ 45 45 ― ― 2 ― 2
① ― ○ ― ― ○ ― 11 ― ― ― ① ― ○ ― ○ 11 ― ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ○ ― 7 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 7 ― ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ○ ― 32 ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 32 ― ― ― 2 ― 2
① ― ○ ― ― ○ ― 73 73 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ○ 73 73 ― ― 3 ― 3
② ― ○ ― ― ○ ― 10 10 ― ― 1 ― 1 ② ― ○ ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1

R-2F-17 ① ― ○ ― ― ○ ― 48 48 ― ― 1 ― 1 1 ① ― ○ ○ ― 48 48 ― ― 2 ― 2 2

① ― ○ ― ― ― ○ 11 ― ― 1 ① ― ○ ― ○ 11 11 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ○ 11 ― ― 1 ② ― ○ ― ○ 11 11 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ○ 9 ― ― 1 ③ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ― ○ 14 ― ― 1 ④ ― ○ ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1

4

R-2F-16 2 4

R-2F-18 45 3 1 1

23 1 1

R-2F-15 50 1 2 2 4

R-2F-14

26 1 1

7 11

R-2F-12 60 1 2 2 3

R-2F-08
37 1 1

2 3

R-2F-05 3 5

R-2F-07 4 6

R-2F-02
36 1 1

2 3

2 3

R-2F-01 20 26

24 1 1

R-1F-20
29

43
1

1 2

R-1F-19 4 4

2

11 1 1

4
11 1 1

15 1 1

R-1F-17
29

44
1

1 2

15 1
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消防法に準拠した火災感知器の配置を示した一覧表　（対象：消防法施行規則　第23条第4項に該当する火災感知器）

（～4m） （4～8m） （8～15m）（15～20m） (0.6m>)
（0.6m<x
<1m）

（～4m） （4～8m） (0.4m>)
（0.4m<x
<1m）

梁高さ 小区画
面積

総面積
<35m2

区画
高さ

減数設置
適用

設置数 合計 備考
総面積
<75m2

総面積
(1+1)

+10m2

総面積
(1+n)

<60m2

総面積
(1+1)
+5m2

総面積(1+n)
<15m2

消防法
設置数

消防法
設置数

減数設置
適用

設置数 合計

煙感知器 熱感知器

火災区画 区画
高さ 梁高さ

小区画
面積

通路 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3 ― 3 通路 ― ― ― ― ― ― ― ― 9 ― 9
① ◯ ― ― ― ◯ ― 10 ― ― ― ① ◯ ― ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
② ◯ ― ― ― ◯ ― 10 ― ― ― ② ◯ ― ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
③ ◯ ― ― ― ◯ ― 12 ― ― ― ③ ◯ ― ― ◯ 12 12 ― ― 1 ― 1
④ ◯ ― ― ― ◯ ― 8 ― ― ― ④ ◯ ― ― ◯ 8 8 ― ― 1 ― 1
⑤ ◯ ― ― ― ◯ ― 12 ― ― ― ⑤ ◯ ― ― ◯ 12 12 ― ― 1 ― 1
⑥ ◯ ― ― ― ◯ ― 10 ― ― ― ⑥ ◯ ― ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
⑦ ◯ ― ― ― ◯ ― 4 ― ― ― ⑦ ◯ ― ― ◯ 4 ― ― 1
⑧ ◯ ― ― ― ◯ ― 4 ― ― ― ⑧ ◯ ― ― ◯ 4 ― ― 1
⑨ ◯ ― ― ― ◯ ― 4 ― ― ― ⑨ ◯ ― ― ◯ 4 ― ― 1
⑩ ◯ ― ― ― ◯ ― 10 ― ― ― ⑩ ◯ ― ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
⑪ ◯ ― ― ― ◯ ― 34 34 ― ― 1 ― 1 ⑪ ◯ ― ◯ ― 34 34 ― ― 1 ― 1
⑫ ― ◯ ― ― ― ◯ 10 ― ― 1 ⑫ ― ◯ ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
⑬ ― ◯ ― ― ― ◯ 9 ― ― 1 ⑬ ― ◯ ― ◯ 9 9 ― ― 1 ― 1
⑭ ― ◯ ― ― ― ◯ 7 ― ― 1 ⑭ ― ◯ ― ◯ 7 ― ― 1
⑮ ― ◯ ― ― ― ◯ 4 ― ― 1 ⑮ ― ◯ ― ◯ 4 ― ― 1
⑯ ― ◯ ― ― ― ◯ 20 ― ― 1 ⑯ ― ◯ ― ◯ 20 20 ― ― 1 ― 1
⑰ ― ◯ ― ― ― ― 15 15 ― ― 1 ― 1 ⑰ ― ◯ ― ― 15 15 ― ― 1 ― 1
⑱ ― ◯ ― ― ― ― 7 7 ― ― 1 ― 1 ⑱ ― ◯ ― ― 7 7 ― ― 1 ― 1
⑲ ― ◯ ― ― ― ― 14 14 ― ― 1 ― 1 ⑲ ― ◯ ― ― 14 14 ― ― 1 ― 1
⑳ ― ◯ ― ― ― ◯ 7 ― ― 1 ⑳ ― ◯ ― ◯ 7 7 ― ― 1 ― 1
㉑ ― ◯ ― ― ― ◯ 8 ― ― 1 ㉑ ― ◯ ― ◯ 8 8 ― ― 1 ― 1
㉒ ― ◯ ― ― ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1 ㉒ ― ◯ ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
㉓ ― ◯ ― ― ― ◯ 10 ― ― 1 ㉓ ― ◯ ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
㉔ ― ◯ ― ― ― ◯ 19 ― ― 1 ㉔ ― ◯ ― ◯ 19 19 ― ― 1 ― 1
㉕ ― ◯ ― ― ― ◯ 10 ― ― 1 ㉕ ― ◯ ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
㉖ ― ◯ ― ― ― ◯ 8 8 ― ― 1 ― 1 ㉖ ― ◯ ― ◯ 8 8 ― ― 1 ― 1
㉗ ― ◯ ― ― ― ◯ 17 ― ― 1 ㉗ ― ◯ ― ◯ 17 17 ― ― 1 ― 1
㉘ ― ◯ ― ― ― ◯ 16 ― ― 1 ㉘ ― ◯ ― ◯ 16 16 ― ― 1 ― 1
㉙ ― ◯ ― ― ― ◯ 16 ― ― 1 ㉙ ― ◯ ― ◯ 16 16 ― ― 1 ― 1
㉚ ― ◯ ― ― ― ◯ 17 ― ― 1 ㉚ ― ◯ ― ◯ 17 17 ― ― 1 ― 1
㉛ ― ◯ ― ― ◯ ― 9 ― ― ― ㉛ ― ◯ ― ◯ 9 9 ― ― 1 ― 1
㉜ ― ◯ ― ― ◯ ― 8 ― ― ― ㉜ ― ◯ ― ◯ 8 8 ― ― 1 ― 1
㉝ ― ◯ ― ― ◯ ― 9 1 ― ― 1 ― 1 ㉝ ― ◯ ― ◯ 9 9 ― ― 1 ― 1
㉞ ― ◯ ― ― ◯ ― 16 ― ― ― ㉞ ― ◯ ― ◯ 16 16 ― ― 1 ― 1
㉟ ― ◯ ― ― ◯ ― 18 ― ― ― ㉟ ― ◯ ― ◯ 18 18 ― ― 1 ― 1
㊱ ― ◯ ― ― ◯ ― 16 ― ― ― ㊱ ― ◯ ― ◯ 16 16 ― ― 1 ― 1
㊲ ― ◯ ― ― ― ◯ 10 ― ― 1 ㊲ ― ◯ ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
㊳ ― ◯ ― ― ― ◯ 9 ― ― 1 ㊳ ― ◯ ― ◯ 9 9 ― ― 1 ― 1
㊴ ― ◯ ― ― ― ◯ 10 ― ― 1 ㊴ ― ◯ ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
㊵ ― ◯ ― ― ― ◯ 10 ― ― 1 ㊵ ― ◯ ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
㊶ ― ◯ ― ― ― ◯ 11 ― ― 1 ㊶ ― ◯ ― ◯ 11 11 ― ― 1 ― 1
㊷ ― ◯ ― ― ― ◯ 10 ― ― 1 ㊷ ― ◯ ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
㊸ ― ◯ ― ― ― ◯ 10 ― ― 1 ㊸ ― ◯ ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
㊹ ― ◯ ― ― ― ◯ 10 ― ― 1 ㊹ ― ◯ ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
㊺ ― ◯ ― ― ― ◯ 10 ― ― 1 ㊺ ― ◯ ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
㊻ ― ◯ ― ― ― ◯ 8 ― ― 1 ㊻ ― ◯ ― ◯ 8 ― ― 1

㊼ ― ◯ ― ― ― ◯ 6 ― ― 1 ㊼ ― ◯ ― ◯ 6 ― ― 1
㊽ ― ◯ ― ― ― ◯ 11 ― ― 1 ㊽ ― ◯ ― ◯ 11 11 ― ― 1 ― 1
㊾ ― ◯ ― ― ― ◯ 20 ― ― 1 ㊾ ― ◯ ― ◯ 20 20 ― ― 1 ― 1
㊿ ― ◯ ― ― ― ◯ 10 ― ― 1 ㊿ ― ◯ ― ◯ 10 10 ― ― 1 ― 1
51 ― ◯ ― ― ― ◯ 7 ― ― 1 51 ― ◯ ― ◯ 7 7 ― ― 1 ― 1

R-3F-02 ① ― ◯ ― ― ◯ ― 26 26 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ◯ 〇 ― 26 26 ― ― 1 ― 2 2

17 1 1

45 3 1
14 1 1

21 1 1

30 2 1

19 1 1

20 1 1

17 1 1

50 1 1

33 1 1

33 1 1

15 1 1

39 2 1

31 2 1
11 1 1

1 1
12 2 1

19 1 1

R-3F-01 26 56

62 1 1

22
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消防法に準拠した火災感知器の配置を示した一覧表　（対象：消防法施行規則　第23条第4項に該当する火災感知器）

（～4m） （4～8m） （8～15m）（15～20m） (0.6m>)
（0.6m<x
<1m）

（～4m） （4～8m） (0.4m>)
（0.4m<x
<1m）

梁高さ 小区画
面積

総面積
<35m2

区画
高さ

減数設置
適用

設置数 合計 備考
総面積
<75m2

総面積
(1+1)

+10m2

総面積
(1+n)

<60m2

総面積
(1+1)
+5m2

総面積(1+n)
<15m2

消防法
設置数

消防法
設置数

減数設置
適用

設置数 合計

煙感知器 熱感知器

火災区画 区画
高さ 梁高さ

小区画
面積

① ○ ― ― ― ― ○ 10 ― ― 1 ① ○ ― ― ○ 10 10 ― 1 ― 1
② ○ ― ― ― ― ○ 13 ― ― 1 ② ○ ― ― ○ 13 ― ― 1
③ ○ ― ― ― ― ○ 3 ― ― 1 ③ ○ ― ― ○ 3 ― ― 1
④ ○ ― ― ― ― ○ 23 ― ― 1 ④ ○ ― ― ○ 23 23 ― ― 1 ― 1
⑤ ○ ― ― ― ― ○ 14 ― ― 1 ⑤ ○ ― ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1
⑥ ○ ― ― ― ― ○ 3 ― ― 1 ⑥ ○ ― ― ○ 3 ― ― 1
⑦ ○ ― ― ― ○ ― 3 ― ― ― ⑦ ○ ― ― ○ 3 ― ― 1
⑧ ○ ― ― ― ○ ― 8 ― ― ― ⑧ ○ ― ― ○ 8 ― ― 1
⑨ ○ ― ― ― ○ ― 19 ― ― ― ⑨ ○ ― ― ○ 19 19 ― ― 1 ― 1
⑩ ○ ― ― ― ○ ― 3 ― ― ― ⑩ ○ ― ― ○ 3 ― ― 1
⑪ ○ ― ― ― ○ ― 3 ― ― ― ⑪ ○ ― ― ○ 3 ― ― 1
⑫ ○ ― ― ― ○ ― 8 ― ― ― ⑫ ○ ― ― ○ 8 ― ― 1
⑬ ○ ― ― ― ○ ― 19 ― ― ― ⑬ ○ ― ― ○ 19 19 ― ― 1 ― 1
⑭ ○ ― ― ― ○ ― 3 ― ― ― ⑭ ○ ― ― ○ 3 ― ― 1
⑮ ○ ― ― ― ― ○ 11 ― ― 1 ⑮ ○ ― ― ○ 11 ― ― 1
⑯ ○ ― ― ― ― ○ 12 ― ― 1 ⑯ ○ ― ― ○ 12 12 ― ― 1 ― 1
⑰ ○ ― ― ― ○ ― 15 ― ― ― ⑰ ○ ― ― ○ 15 15 ― ― 1 ― 1
⑱ ○ ― ― ― ○ ― 8 ― ― ― ⑱ ○ ― ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 1
⑲ ○ ― ― ― ○ ― 8 ― ― ― ⑲ ○ ― ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 1
① ○ ― ― ― ○ ― 24 ― ― ― ① ○ ― ― ○ 24 24 ― ― 1 ― 1
② ○ ― ― ― ○ ― 11 ― ― ― ② ○ ― ― ○ 11 11 ― ― 1 ― 1
③ ○ ― ― ― ○ ― 14 ― ― ― ③ ○ ― ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1
④ ○ ― ― ― ○ ― 10 ― ― ― ④ ○ ― ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1
⑤ ○ ― ― ― ○ ― 10 ― ― ― ⑤ ○ ― ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1
⑥ ○ ― ― ― ○ ― 11 ― ― ― ⑥ ○ ― ― ○ 11 11 ― ― 1 ― 1
⑦ ○ ― ― ― ○ ― 11 ― ― ― ⑦ ○ ― ― ○ 11 11 ― ― 1 ― 1
⑧ ○ ― ― ― ○ ― 10 ― ― ― ⑧ ○ ― ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1
⑨ ○ ― ― ― ○ ― 11 ― ― ― ⑨ ○ ― ― ○ 11 11 ― ― 1 ― 1
⑩ ○ ― ― ― ○ ― 12 ― ― ― ⑩ ○ ― ― ○ 12 12 ― ― 1 ― 1
⑪ ○ ― ― ― ○ ― 13 ― ― ― ⑪ ○ ― ― ○ 13 13 ― ― 1 ― 1
⑫ ○ ― ― ― ○ ― 12 ― ― ― ⑫ ○ ― ― ○ 12 12 ― ― 1 ― 1
⑬ ○ ― ― ― ○ ― 2 ― ― ― ⑬ ○ ― ― ○ 2 ― ― 1
⑭ ○ ― ― ― ○ ― 8 ― ― ― ⑭ ○ ― ― ○ 8 ― ― 1

⑮ ○ ― ― ― ○ ― 16 ― ― ― ⑮ ○ ― ― ○ 16 16 ― ― 1 ― 1
⑯ ○ ― ― ― ○ ― 15 ― ― ― ⑯ ○ ― ― ○ 15 15 ― ― 1 ― 1
⑰ ○ ― ― ― ○ ― 2 ― ― ― ⑰ ○ ― ― ○ 2 ― ― 1
⑱ ○ ― ― ― ○ ― 3 ― ― ― ⑱ ○ ― ― ○ 3 ― ― 1

通路 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3 ― 3 通路 ― ― ― ― ― ― ― ― 5 ― 5
① ○ ― ― ― ○ ― 4 ― ― ― ① ○ ― ― ○ 4 ― ― 1
② ○ ― ― ― ○ ― 19 ― ― ― ② ○ ― ― ○ 19 ― ― 1
③ ○ ― ― ― ○ ― 14 ― ― ― ③ ○ ― ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1
④ ○ ― ― ― ○ ― 3 ― ― ― ④ ○ ― ― ○ 3 ― ― 1
⑤ ○ ― ― ― ○ ― 7 ― ― ― ⑤ ○ ― ― ○ 7 ― ― 1
⑥ ○ ― ― ― ○ ― 15 ― ― ― ⑥ ○ ― ― ○ 15 15 ― ― 1 ― 1
⑦ ○ ― ― ― ○ ― 16 ― ― ― ⑦ ○ ― ― ○ 16 16 ― ― 1 ― 1
⑧ ○ ― ― ― ○ ― 2 ― ― ― ⑧ ○ ― ― ○ 2 ― ― 1
⑨ ○ ― ― ― ○ ― 5 ― ― ― ⑨ ○ ― ― ○ 5 ― ― 1

R-3F-11 ① ― ◯ ― ― ◯ ― 26 26 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ◯ 〇 ― 26 26 ― ― 1 ― 2 2

R-3F-14 ① ― ◯ ― ― ◯ ― 29 29 ― ― 1 ― 2 2 ① ― ◯ 〇 ― 29 29 ― ― 1 ― 2 2

1 1
1 1

1 1

6
10 1 1

7

10 1 1

R-3F-09

62 1 1

2

4

23

21

5 1 1

68 1 1

58 1

R-3F-05

69 1 1

6

1

1

33 1 1

23 1 1

14 2 1

33 1 1

14

6

31 1

13

16 1 1

14 2 1

1 1

R-3F-04

23 1 1

43 3 1
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消防法に準拠した火災感知器の配置を示した一覧表　（対象：消防法施行規則　第23条第4項に該当する火災感知器）

（～4m） （4～8m） （8～15m）（15～20m） (0.6m>)
（0.6m<x
<1m）

（～4m） （4～8m） (0.4m>)
（0.4m<x
<1m）

梁高さ 小区画
面積

総面積
<35m2

区画
高さ

減数設置
適用

設置数 合計 備考
総面積
<75m2

総面積
(1+1)

+10m2

総面積
(1+n)

<60m2

総面積
(1+1)
+5m2

総面積(1+n)
<15m2

消防法
設置数

消防法
設置数

減数設置
適用

設置数 合計

煙感知器 熱感知器

火災区画 区画
高さ 梁高さ

小区画
面積

① ○ ― ― ― ○ ― 17 ― ― ― ① ○ ― ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1
② ○ ― ― ― ○ ― 17 ― ― ― ② ○ ― ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1
③ ○ ― ― ― ○ ― 17 ― ― ― ③ ○ ― ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1
④ ○ ― ― ― ○ ― 18 ― ― ― ④ ○ ― ― ○ 18 18 ― ― 1 ― 1
⑤ ○ ― ― ― ○ ― 15 ― ― ― ⑤ ○ ― ― ○ 15 15 ― ― 1 ― 1
⑥ ○ ― ― ― ○ ― 20 ― ― ― ⑥ ○ ― ― ○ 20 20 ― ― 1 ― 1
⑦ ○ ― ― ― ○ ― 16 ― ― ― ⑦ ○ ― ― ○ 16 16 ― ― 1 ― 1
⑧ ○ ― ― ― ○ ― 14 ― ― ― ⑧ ○ ― ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1
⑨ ○ ― ― ― ○ ― 9 ― ― ― ⑨ ○ ― ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
⑩ ○ ― ― ― ○ ― 7 ― ― ― ⑩ ○ ― ― ○ 7 7 ― ― 1 ― 1
⑪ ○ ― ― ― ○ ― 12 ― ― ― ⑪ ○ ― ― ○ 12 12 ― ― 1 ― 1
⑫ ○ ― ― ― ○ ― 10 ― ― ― ⑫ ○ ― ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1
⑬ ○ ― ― ― ○ ― 10 ― ― ― ⑬ ○ ― ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1
⑭ ○ ― ― ― ○ ― 11 ― ― ― ⑭ ○ ― ― ○ 11 11 ― ― 1 ― 1
⑮ ○ ― ― ― ○ ― 14 ― ― ― ⑮ ○ ― ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1
⑯ ○ ― ― ― ○ ― 14 ― ― ― ⑯ ○ ― ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1
⑰ ○ ― ― ― ○ ― 14 ― ― ― ⑰ ○ ― ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1
⑱ ○ ― ― ― ○ ― 2 ― ― ― ⑱ ○ ― ― ○ 2 ― ― 1

⑲ ○ ― ― ― ○ ― 7 ― ― ― ⑲ ○ ― ― ○ 7 ― ― 1

⑳ ○ ― ― ― ○ ― 14 ― ― ― ⑳ ○ ― ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1
㉑ ○ ― ― ― ○ ― 14 ― ― ― ㉑ ○ ― ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1
㉒ ○ ― ― ― ○ ― 2 ― ― ― ㉒ ○ ― ― ○ 2 ― ― 1

㉓ ○ ― ― ― ○ ― 3 ― ― ― ㉓ ○ ― ― ○ 3 ― ― 1

㉔ ― ○ ― ― ― ○ 15 15 ― 1 ㉔ ― ○ ― ○ 15 15 ― ― 1 ― 1

㉕ ― ○ ― ― ― ○ 21 21 ― 1 ㉕ ― ○ ― ○ 21 21 ― ― 1 ― 1

㉖ ― ○ ― ― ― ○ 21 21 ― 1 ㉖ ― ○ ― ○ 21 21 ― ― 1 ― 1

㉗ ― ○ ― ― ― ○ 20 20 20 ― 1 ― 1 ㉗ ― ○ ― ○ 20 20 ― ― 1 ― 1

① ― ○ ― ― ― ― 23 ― ― ― ― 1 1 ① ― ○ ― ― 23 ― ― ― 1 ― 1

② ― ○ ― ― ― ― 7 ― ― ― ― 1 1 ② ― ○ ― ― 7 ― ― ― 1 ― 1

③ ― ○ ― ― ― ― 8 ― ― ― ― 1 1 ③ ― ○ ― ― 8 ― ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ― ― 7.2 ― ― ― ― 1 1 ④ ― ○ ― ― 7.2 ― ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ― ― 8.5 ― ― ― ― 1 1 ⑤ ― ○ ― ― 8.5 ― ― ― 1 ― 1
⑥ ― ○ ― ― ― ― 12 ― ― ― ― 1 1 ⑥ ― ○ ― ― 12 ― ― ― 1 ― 1
⑦ ― ○ ― ― ― ― 45 ― ― ― ― 1 1 ⑦ ― ○ ― ― 45 ― ― ― 2 ― 2
① ― ○ ― ― ○ ― 5 ― ― ― ① ― ○ ― ○ 5 ― ― 1
② ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ② ― ○ ― ○ 9 ― ― 1
③ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ③ ― ○ ― ○ 9 ― ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ○ ― 6 ― ― ― ④ ― ○ ― ○ 6 ― ― ― 1 ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ⑤ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
⑥ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― ― ⑥ ― ○ ― ○ 9 ― ― 1
⑦ ― ○ ― ― ○ ― 5 ― ― ― ⑦ ― ○ ― ○ 5 ― ― 1
⑧ ○ ― ― ― ― ― 30 30 ― ― 1 ― 1 ⑧ ○ ― ― ― 30 30 ― ― 1 ― 1
① ○ ― ― ― ― ○ 28 ― ― ― ① ○ ― ― ○ 28 28 ― ― 1 ― 1
② ○ ― ― ― ― ○ 35 ― ― ― ② ○ ― ― ○ 35 35 ― ― 2 ― 2
① ○ ― ― ― ― ○ 16 ― ― 1 ① ○ ― ― ○ 16 16 ― ― 1 ― 1
② ○ ― ― ― ― ○ 15 ― ― 1 ② ○ ― ― ○ 15 15 ― ― 1 ― 1
③ ○ ― ― ― ― ○ 18 ― ― 1 ③ ○ ― ― ○ 18 18 ― ― 1 ― 1
④ ○ ― ― ― ― ○ 21 ― ― 1 ④ ○ ― ― ○ 21 21 ― ― 1 ― 1
⑤ ○ ― ― ― ― ○ 21 ― ― 1 ⑤ ○ ― ― ○ 21 21 ― ― 1 ― 1
⑥ ○ ― ― ― ― ○ 21 ― ― 1 ⑥ ○ ― ― ○ 21 21 ― ― 1 ― 1
⑦ ○ ― ― ― ― ○ 17 ― ― 1 ⑦ ○ ― ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1
⑧ ○ ― ― ― ― ○ 27 27 ― ― 1 ― 1 ⑧ ○ ― ― ○ 27 27 ― ― 1 ― 1

⑨ ○ ― ― ― ― ○ 14 ― ― 1 ⑨ ○ ― ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1
⑩ ○ ― ― ― ― ○ 13 ― ― 1 ⑩ ○ ― ― ○ 13 13 ― ― 1 ― 1
⑪ ○ ― ― ― ― ○ 8 ― ― 1 ⑪ ○ ― ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 1
⑫ ○ ― ― ― ― ○ 9 ― ― 1 ⑫ ○ ― ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
⑬ ○ ― ― ― ○ ― 200 ― ― ― 2 ― 2 ⑬ ○ ― ○ ― 200 ― ― ― 4 ― 4

1 1

38 1 1

44 3 1

3

R-M4F-03

49 2 1

7 16

42

6

14 1 1

R-M4F-02 63 1 2 2

8

R-3F-20
52 1 1

2

14 1 1

1

57 2 1

R-3F-18 7

R-3F-17

69 1

74 1 1

64 1 1

70 1 1

1

6 25

9 1 1

5 1

補-3-13-66



消防法に準拠した火災感知器の配置を示した一覧表　（対象：消防法施行規則　第23条第4項に該当する火災感知器）

（～4m） （4～8m） （8～15m）（15～20m） (0.6m>)
（0.6m<x
<1m）

（～4m） （4～8m） (0.4m>)
（0.4m<x
<1m）

梁高さ 小区画
面積

総面積
<35m2

区画
高さ

減数設置
適用

設置数 合計 備考
総面積
<75m2

総面積
(1+1)

+10m2

総面積
(1+n)

<60m2

総面積
(1+1)
+5m2

総面積(1+n)
<15m2

消防法
設置数

消防法
設置数

減数設置
適用

設置数 合計

煙感知器 熱感知器

火災区画 区画
高さ 梁高さ

小区画
面積

① ― ○ ― ― ― ○ 7 ― ― 1 ① ― ○ ― ○ 7 ― ― 1 1 1
② ― ○ ― ― ― ○ 6 ― ― 1 ② ― ○ ― ○ 6 ― ― 1 1 1
③ ― ○ ― ― ― ○ 7 ― ― 1 ③ ― ○ ― ○ 7 7 ― ― 1 ― 1
① ○ ― ― ― ― ○ 6 ― ― 1 ① ○ ― ― ○ 6 ― ― 1
② ○ ― ― ― ― ○ 5 ― ― 1 ② ○ ― ― ○ 5 ― ― 1
③ ○ ― ― ― ― ○ 3 ― ― 1 ③ ○ ― ― ○ 3 ― ― 1
④ ○ ― ― ― ― ○ 4 ― ― 1 ④ ○ ― ― ○ 4 ― ― 1
⑤ ○ ― ― ― ― ○ 12 ― ⑤ ○ ― ― ○ 12 12 ― ― 1 ― 1
⑥ ○ ― ― ― ○ ― 18 ― ⑥ ○ ― ― ○ 18 18 ― ― 1 ― 1
⑦ ○ ― ― ― ― ○ 12 ― ― 1 ⑦ ○ ― ― ○ 12 12 ― ― 1 ― 1
⑧ ○ ― ― ― ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1 ⑧ ○ ― ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1
① ○ ― ― ― ― ○ 41 41 ― ― 1 ― 1 ① ○ ― ― ○ 41 41 ― ― 2 ― 2
② ○ ― ― ― ― ○ 35 35 ― ― 1 ― 1 ② ○ ― ― ○ 35 35 ― ― 1 ― 1
① ○ ― ― ― ― ○ 9 ― ― 1 ① ○ ― ― ○ 9 ― ― ― 1 ― 1
② ○ ― ― ― ― ○ 10 ― ― 1 ② ○ ― ― ○ 10 ― ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ― ○ 30 30 ― ― 1 ― 1 ① ― ○ ― ○ 30 30 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ○ 39 ― ― 1 ② ― ○ ― ○ 39 39 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ○ 11 ― ― 1 ③ ― ○ ― ○ 11 11 ― ― 1 ― 1
④ ― ○ ― ― ○ ― 9 ― ― 1 ④ ― ○ ― ○ 9 ― ― 1
⑤ ― ○ ― ― ○ ― 5 ― ― 1 ⑤ ― ○ ― ○ 5 ― ― 1
⑥ ― ○ ― ― ― ○ 21 ― ― 1 ⑥ ― ○ ― ○ 21 21 ― ― 1 ― 1
⑦ ― ○ ― ― ― ○ 22 ― ― 1 ⑦ ― ○ ― ○ 22 22 ― ― 1 ― 1
⑧ ― ○ ― ― ― ○ 28 ― ― 1 ⑧ ― ○ ― ○ 28 28 ― ― 1 ― 1
⑨ ― ○ ― ― ― ○ 10 ― ― 1 ⑨ ― ○ ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1
⑩ ― ○ ― ― ― ○ 8 ― ― 1 ⑩ ― ○ ― ○ 8 8 ― ― 1 ― 1
⑪ ― ○ ― ― ○ ― 8 ― ― 1 ⑪ ― ○ ― ○ 8 ― ― 1
⑫ ― ○ ― ― ○ ― 5 ― ― 1 ⑫ ― ○ ― ○ 5 ― ― 1
⑬ ― ○ ― ― ― ○ 20 ― ― 1 ⑬ ― ○ ― ○ 20 20 ― ― 1 ― 1
⑭ ― ○ ― ― ― ○ 24 ― ― 1 ⑭ ― ○ ― ○ 24 24 ― ― 1 ― 1
⑮ ― ○ ― ― ― ○ 21 ― ― 1 ⑮ ― ○ ― ○ 21 21 ― ― 1 ― 1
⑯ ― ○ ― ― ― ○ 27 ― ― 1 ⑯ ― ○ ― ○ 27 27 ― ― 1 ― 1
⑰ ― ○ ― ― ― ○ 30 ― ― 1 ⑰ ― ○ ― ○ 30 30 ― ― 1 ― 1
⑱ ― ○ ― ― ― ○ 27 27 ― ― 1 ― 1 ⑱ ― ○ ― ○ 27 27 ― ― 1 ― 1
⑲ ○ ― ― ― ○ ○ 36 36 ― ― 1 ― 2 ⑲ ○ ― ○ ― 36 36 ― ― 2 ― 2
① ― ○ ― ― ― ○ 25 ― ― 1 ① ― ○ ― ○ 25 25 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ○ 27 ― ― 1 ② ― ○ ― ○ 27 27 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ○ 9 ― ― 1 ③ ― ○ ― ○ 9 9 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ― ○ 5 ― ― 1 ① ― ○ ― ○ 5 ― ― 1
② ― ○ ― ― ― ○ 6 ― ― 1 ② ― ○ ― ○ 6 ― ― 1
③ ― ○ ― ― ― ○ 5 ― ― 1 ③ ― ○ ― ○ 5 5 ― ― 1 ― 1
① ― ○ ― ― ― ○ 31 ― ― 1 ① ― ○ ― ○ 31 31 ― ― 1 ― 1
② ― ○ ― ― ― ○ 29 ― ― 1 ② ― ○ ― ○ 29 29 ― ― 1 ― 1
③ ― ○ ― ― ― ○ 37 37 ― 1 ― 1 ③ ― ○ ― ○ 37 37 ― ― 2 ― 2
④ ― ○ ― ― ― ○ 5 ― ― 1 ④ ― ○ ― ○ 5 ― ― 1 ―
⑤ ― ○ ― ― ― ○ 17 ― ― 1 ⑤ ― ○ ― ○ 17 ― ― 1 ―
⑥ ― ○ ― ― ― ○ 2 ― ― 1 ⑥ ― ○ ― ○ 2 ― ― 1 ―
⑦ ― ○ ― ― ― ○ 17 ― ― 1 ⑦ ― ○ ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1
⑧ ― ○ ― ― ― ○ 17 ― ― 1 ⑧ ― ○ ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1
⑨ ― ○ ― ― ― ○ 7 ― ― 1 ⑨ ― ○ ― ○ 7 7 ― ― 1 ― 1
⑩ ― ○ ― ― ― ○ 7 ― ― 1 ⑩ ― ○ ― ○ 7 ― ― 1
⑪ ― ○ ― ― ― ○ 3 ― ― 1 ⑪ ― ○ ― ○ 3 ― ― 1
⑫ ― ○ ― ― ― ○ 7 ― ― 1 ⑫ ― ○ ― ○ 7 7 ― ― 1 ― 1
⑬ ― ○ ― ― ― ○ 8 ― ― 1 ⑬ ― ○ ― ○ 6 ― ― 1

⑭ ― ○ ― ― ― ○ 2 ― ― 1 ⑭ ― ○ ― ○ 2 ― ― 1

⑮ ― ○ ― ― ― ○ 7 ― ― 1 ⑮ ― ○ ― ○ 7 7 ― ― 1 ― 1

⑯ ― ○ ― ― ― ○ 7 ― ― 1 ⑯ ― ○ ― ○ 7 ― ― 1

⑰ ― ○ ― ― ― ○ 2 ― ― 1 ⑰ ― ○ ― ○ 2 ― ― 1

⑱ ○ ― ― ― ― ― 19 19 ― ― 1 ― 1 ⑱ ○ ― ― 19 19 ― ― 1 ― 1

16 2 1
9 1 1

34 5 1

10 1 1

8 1 1

24 2 1 24 1

34 1 1

1
2

R-4F-09A

60 1 1

7 14

2 3

R-4F-08 16 2 2 2
11 1

57 1 1

R-4F-03 61 2 2

25 1 1

45 1 1

1

48 2 1

54 3 1

13 1 1

R-4F-02A/B 10 18

59 2 1

14 1

R-M4F-12 2 3

R-M4F-14 19 1 2 2 2

6
7 1 1

30 1

3

R-M4F-09
60 5 1

2

11 1 1

R-M4F-07 20 2 2 2
13
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消防法に準拠した火災感知器の配置を示した一覧表　（対象：消防法施行規則　第23条第4項に該当する火災感知器）

（～4m） （4～8m） （8～15m）（15～20m） (0.6m>)
（0.6m<x
<1m）

（～4m） （4～8m） (0.4m>)
（0.4m<x
<1m）

梁高さ 小区画
面積

総面積
<35m2

区画
高さ

減数設置
適用

設置数 合計 備考
総面積
<75m2

総面積
(1+1)

+10m2

総面積
(1+n)

<60m2

総面積
(1+1)
+5m2

総面積(1+n)
<15m2

消防法
設置数

消防法
設置数

減数設置
適用

設置数 合計

煙感知器 熱感知器

火災区画 区画
高さ 梁高さ

小区画
面積

① ○ ― ― ― ― ○ 33 33 ― ― 1 ― 1 ① ○ ― ― ○ 33 33 ― ― 2 ― 2

② ○ ― ― ― ― ○ 31 ― ― 1 ② ○ ― ― ○ 31 31 ― ― 2 ― 2

③ ○ ― ― ― ― ○ 20 ― ― 1 ③ ○ ― ― ○ 20 20 ― ― 1 ― 1

④ ○ ― ― ― ― ○ 24 24 ― ― 1 ― 1 ④ ○ ― ― ○ 24 24 ― ― 1 ― 1

⑤ ○ ― ― ― ― ○ 22 ― ― 1 ⑤ ○ ― ― ○ 22 22 ― ― 1 ― 1

⑥ ○ ― ― ― ― ○ 14 ― ― 1 ⑥ ○ ― ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1

⑦ ○ ― ― ― ― ○ 22 ― ― 1 ⑦ ○ ― ― ○ 22 22 ― ― 1 ― 1

⑧ ○ ― ― ― ― ○ 14 ― ― 1 ⑧ ○ ― ― ○ 14 14 ― ― 1 ― 1

⑨ ○ ― ― ― ― ○ 17 ― ― 1 ⑨ ○ ― ― ○ 17 17 ― ― 1 ― 1

⑩ ○ ― ― ― ― ○ 16 ― ― 1 ⑩ ○ ― ― ○ 16 16 ― ― 1 ― 1

⑪ ○ ― ― ― ― ○ 10 ― ― 1 ⑪ ○ ― ― ○ 10 10 ― ― 1 ― 1

⑫ ○ ― ― ― ○ ― 223 223 ― ― 2 ― 2 ⑫ ○ ― ○ ― 223 223 ― ― 5 ― 5

① ― ― 〇 ― ― ― 617 ① ― 〇 ― ― 617 ― ― ― 18 ― 18
② ― ― ― ― ― ― 617 ② 〇 ― ― ― 617 ― ― ― 9 ― 9

③ ― ― 〇 ― ― ― 89 ③ 〇 ― ― ― 89 ― ― ― 2 ― 2

④ ― ― ― ― ― ― 89 ④ 〇 ― ― ― 89 ― ― ― 2 ― 2
⑤ ― ― ― ― ― ― 89 ⑤ ― 〇 ― ― 89 ― ― ― 3 ― 3

― 2

9

11 34

床面の高さに応じて
グレーチングを天井に見立て
消防法に準じて感知器を
設置

K7-PCV

617 ― ― 9 ―

89 ― ― 2

36 1 1

43 2 1

R-M4F-13 8 18

51 1 1

36 1 1

補-3-13-68
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T.M.S.L.-8200

T.M.S.L.-5100

高さ 5500

高さ 5900

高さ 5900

高さ 5900

高さ 5800

高さ 5900

高さ 5700

高さ 2750

高さ 2400

高さ 5800

高さ5700

高さ 5700

高さ 5900

高さ 3200

高さ 5900

高さ 5700

高さ5700

高さ5700

高さ4620

高さ 5700高さ 5700

高さ 5900

高さ 5700

高さ 5900

高さ 2400

高さ 5125

高さ 2200

高さ 4300高さ 2400高さ 7300
高さ 3000

高さ 2400

高さ 2800

高さ 2400

高さ 3200

高さ 3200

高さ 2900

高さ 5700

高さ 2300

高さ 2900

高さ 5700

高さ 2300

高さ 4620

高さ 10090

高さ 10090

高さ 9500

高さ 10200

高さ 9500

高さ 10090
高さ 10090

高さ 9500

高さ 10200

高さ 3550

高さ 2900

高さ 4700

高さ 5700

12000

11000 9500

9500

11000

10200

12000 9000 8500

原子炉建屋　火災感知器の配置図　地下３階平面図

図面名称

37㎡

15㎡

12㎡

12㎡

58㎡

29㎡
29㎡

43㎡

16㎡

24㎡

25㎡

19㎡

6㎡

20㎡

25㎡

45㎡

25㎡

26㎡

12㎡

8㎡

16㎡

37㎡

10㎡

26㎡

14㎡

26㎡

42㎡

45㎡

25㎡

13㎡
9㎡

13㎡

14㎡

9㎡
28㎡

42㎡

12㎡

14㎡

9㎡

9㎡

10㎡

21㎡

17㎡

8㎡

8㎡

15㎡

＊＊㎡

T.M.S.L.-4250

①
②

③
④

⑤

⑥

⑦
⑧

⑨⑩

①

②

③

④

①
②

③

④

⑤⑥

①

②

③③
②①

①

①

①

②
③④⑤

⑥

⑦

⑧

①
②

③

④

⑤ ⑥

①

②

③②①

①
②

③

①

③

②①

⑤

⑥

④
10㎡

19㎡

12㎡

30㎡

37㎡

45㎡47㎡

補-3-13-69
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1
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高さ 2800

高さ 5700

高さ 5800

高さ 5800高さ 5800

高さ 5900

高さ 6000
高さ 6000

高さ 5900

高さ 5900

高さ 5900

高さ 3100

高さ 3000

高さ 5700

原子炉建屋　火災感知器の配置図　地下２階平面図

図面名称

27㎡32㎡
17㎡

22㎡

10㎡

45㎡

34㎡

42㎡

35㎡
43㎡

37㎡

17㎡

13㎡

33㎡

21㎡

12㎡

9㎡

23㎡

＊＊㎡

①

①②

③

④⑤

⑥

⑦

⑧①

①

①
②

③

①

②

③

④
⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

　　

①

②

③

③

① ②

28㎡

15㎡

54㎡

44㎡

 6㎡

14㎡

20㎡

13㎡

33㎡ 52㎡

31㎡

35㎡

24㎡

62㎡

84㎡

15㎡
33㎡

44㎡

20㎡
21㎡

18㎡

19㎡

32㎡

28㎡

34㎡

27㎡

51㎡

31㎡
90㎡

補-3-13-70



T.M.S.L.1500

高さ 5000

高さ 3000 高さ 4300

高さ 4200

高さ 2800

11000 9500
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0

原子炉建屋　火災感知器の配置図　地下中２階平面図

図面名称

3
3

㎡

0㎡

27㎡

70㎡

1
8

㎡

23㎡

9
㎡

8
㎡

8
㎡

1
7

㎡

1
7

㎡

7㎡

＊＊㎡

T.M.S.L.1500

①

②

③

①

①

②

①

①

①

②

③

④

⑤
⑥

⑦

⑧

10㎡ 9㎡

29㎡

22㎡

補-3-13-71
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6800

T.M.S.L.4800

高さ 5000

高さ 6900
高さ 4400 高さ 4400

高さ 4300

高さ 6800

高さ 6800

高さ 5500

高さ 3100

高さ 2200 高さ 2600 高さ 2800

高さ 2700

高さ 3100高さ 3100

高さ 6800

高さ 5500

高さ 6700

高さ 7000

高さ 5500

高さ 7000

高さ 6700

高さ 4500

高さ 6800

高さ 7000

高さ 6900 高さ 5500

高さ 5000
高さ 6000 高さ 7000

高さ 7000

原子炉建屋　火災感知器の配置図　地下１階平面図

図面名称

10㎡

9
㎡

70㎡

120㎡

28㎡

35㎡

115㎡

25㎡

12㎡

110㎡

18㎡

25㎡

5㎡

9㎡

74㎡

 6㎡

33㎡

22㎡

3㎡

5㎡

4㎡

4㎡

6㎡

5㎡

10㎡

22㎡

145㎡

21㎡

23㎡

26㎡

16㎡

19㎡8㎡

20㎡

21㎡ 21㎡

2㎡

2㎡

3㎡

3㎡

2㎡

3㎡

2㎡

18㎡

16㎡

16㎡

18㎡

26㎡

9
㎡

9
㎡

9
㎡

9
㎡

9
㎡

7
㎡25㎡

23㎡

＊＊㎡

 9㎡

①

①

①

①

①
②

③
④

⑤

⑥

⑦⑧

⑨

⑩⑪

①

②

③

④

⑤

⑥
①
②

③
④
⑤

⑥
⑦

⑧

⑨

⑩
①

②

③

④⑤⑥

⑦

⑧

①

②

③

④

⑤

⑥

①

①

①

①

②

③
④⑤

⑥
⑦

⑧

⑨

④

②

③

25㎡

24㎡

21㎡
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T.M.S.L.8500

高さ 1200

高さ 1600

高さ 2600

高さ 2600

高さ 2800

高さ 6300

高さ 6300

高さ 6300

高さ 2300

高さ 2300

高さ 2300

高さ 6300

高さ 3200

高さ 3200

高さ 6300

高さ 2300

高さ 3200

高さ 3000
高さ 2600

高さ 1800

高さ 3100

高さ 3000

高さ 2600 高さ 3000

高さ 6700

高さ 5500
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原子炉建屋　火災感知器の配置図　地下中１階平面図

図面名称

13㎡

16㎡

6㎡

65㎡

6㎡

15㎡

15㎡

22㎡

30㎡

6㎡

8㎡

16㎡

13㎡

32㎡

6㎡

7㎡

6㎡

9㎡

6㎡

15㎡

9㎡

11㎡

9㎡

10㎡

5㎡

8㎡

11㎡

＊＊㎡

14㎡

13m以内

⑰

⑱

⑲

⑳

⑯

⑬
⑭
⑮

⑪⑫

⑨⑩

⑧

⑤⑥⑦

①②③④

①

②
③④

⑤
⑥⑦ ⑧

14㎡

⑤

補-3-13-73
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T.M.S.L.12300

高さ 9800

高さ 5300

高さ 5300

高さ 5300

高さ 4800

高さ 5000

高さ 5300

高さ 5280

高さ 5000

高さ 5300

高さ 5280

高さ 5280

高さ 3200

高さ 3200

高さ 2400

高さ 2300

高さ 2150
高さ 2470

高さ 5800

高さ 2300

高さ 2300高さ 2300

高さ 5030

高さ 1850

高さ 2100

高さ 2300
高さ 5000

高さ 5300

高さ 5800

高さ 4470

高さ 4150

高さ 5000

高さ 5300

高さ 5280

高さ 2080

高さ 5000

原子炉建屋　火災感知器の配置図　１階平面図

図面名称

11㎡

15㎡

5㎡

17㎡

14㎡

16㎡ 8㎡

8㎡

8㎡

13㎡

16㎡

9㎡

7㎡

17㎡

8㎡

12㎡ 9㎡

17㎡

7㎡

17㎡

108㎡
16㎡

13㎡

14㎡

10㎡

22㎡

9㎡

7㎡

13㎡

7㎡

13㎡

6㎡

6㎡

14㎡

20㎡

13㎡

12㎡

11㎡

15㎡

12㎡

11㎡

12㎡

14㎡

11㎡

8㎡

15㎡

7㎡

11㎡

6㎡ 6㎡

12㎡

＊＊㎡

①
②

③

④

⑤
⑥

⑦⑧

⑨

⑩

⑪ ⑫

⑬
⑭

⑮

⑯

①
②

③④⑤
⑥

⑦

①②③ ④
①
②

③
④

⑤

⑥

①

②

③

④

⑤

①
②

③

①
①

②

①

②

③

④

①
②

③

④

⑤

⑥

①②

③

④

⑤

⑥
⑦

①

①

① ② ③

①

②

③

④

①

③

②

④

⑤

①

14㎡

⑧

14㎡

21㎡

33㎡

9㎡

15㎡

13㎡

27㎡

28㎡

28㎡

高さ 7400

① ② ③

④

⑤

⑥

⑦

18㎡

39㎡

38㎡

34㎡

9㎡

9㎡

8㎡

① ②

③

④

⑤

⑥

⑦

12㎡

3㎡

11㎡

40㎡

9㎡
38㎡

36㎡
①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

12㎡

3㎡

11㎡

8㎡

44㎡

39㎡

32㎡
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高さ 4700 高さ 4700

高さ 4900

高さ 4000

高さ 4700

高さ 3100

高さ 3300

高さ 3100

高さ 3300高さ 3300

高さ 3100

高さ 4900

高さ 4800

高さ 4700

高さ 4900

高さ 2300

高さ 4700

原子炉建屋　火災感知器の配置図　２階平面図

図面名称

22㎡

23㎡

23㎡

13㎡13㎡

11㎡

12㎡

21㎡

45㎡

22㎡

22㎡

45㎡

33㎡

38㎡

32㎡

11㎡

14㎡

7㎡

25㎡

22㎡14㎡

48㎡

44㎡

18㎡

24㎡

42㎡

50㎡

19㎡

22㎡

1
5

㎡

＊＊㎡

⑥

⑦

⑧

⑨ ⑥

⑦

①

⑧

⑨

①

②

③
④

⑤

⑩

⑪

⑫ ⑬

①

②

③

①

②

②

③

①

① ①

②

③

④

①

②

③
①

②

③

⑤

①

④
①

②

③

②

①

①
②

③

①
④

17㎡
10㎡

73㎡

23㎡

22㎡

22㎡

48㎡

11㎡

11㎡

 9㎡ 14㎡

17㎡

15㎡

 9㎡

 8㎡

13㎡

 8㎡

 9㎡

46㎡

16㎡
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T.M.S.L.23500

高さ 3400

高さ 7700 高さ 2400

高さ 3450

高さ 3400

高さ 7700

高さ 3400

高さ 3400

高さ 2200

高さ 3450

高さ 3400

高さ 3400

高さ 3400

高さ 7700

高さ 7700

高さ 3550

原子炉建屋　火災感知器の配置図　３階平面図

図面名称

9㎡

12㎡

14㎡

17㎡

17㎡

12㎡

17㎡

13㎡

18㎡

15㎡

20㎡

16㎡

14㎡

7㎡

10㎡

10㎡

11㎡

14㎡

14㎡

7㎡

14㎡

23㎡

7㎡

8㎡

8㎡

9㎡

45㎡

12㎡

53㎡

13㎡

8㎡ 16㎡

15㎡

16㎡
8㎡

11㎡

10㎡

11㎡

11㎡

10㎡

10㎡

11㎡

24㎡

14㎡

10㎡

15㎡

8㎡

8㎡

12㎡

8㎡ 15㎡

7㎡

23㎡

16㎡

16㎡

25㎡

25㎡

28㎡

2㎡

5㎡

30㎡

5㎡

14㎡

7㎡

13㎡

14㎡

＊＊㎡

①

②

③

④

⑤

⑥

⑩

⑦

⑧

⑨

⑪

⑦ ⑧⑨

① ②

⑰⑱⑲

⑯

⑮

⑪⑫

⑬ ⑭

⑩

⑦ ⑧

⑨

③

④
⑤
⑥

①

②

③
④

⑤

⑥

⑩

⑦

⑧

⑨

⑪

⑫⑬

⑭⑮

⑯
⑰⑱

① ②

③④

⑤

⑥

①

②

③

④

⑤

⑥

⑩

⑦

⑧ ⑨

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑳

⑯

⑰

⑱

⑲

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

10㎡

10㎡

12㎡

 8㎡

12㎡

10㎡

 4㎡

10㎡

34㎡

高さ 4600

高さ 4600

高さ 4600

①

①

①

26㎡

29㎡ 26㎡

補-3-13-76



T.M.S.L.27200

高さ 3900

高さ 4200

高さ 4000

高さ 4000

高さ 4000

高さ 2250

高さ 2250

高さ 4000

高さ 2250

高さ 4000

高さ 2250高さ 2250

高さ 5000

80008000105008500 10500 8500

54000

6800

8
0

0
0

1
0

5
0

0
1

0
5

0
0

8
0

0
0

1
0

5
0

0
9

5
0

0
3

8
0

0

5
7

0
0

0

高さ 4000

高さ 4000

8500

原子炉建屋　火災感知器の配置図　中３階平面図

図面名称

21㎡

7㎡

14㎡

15㎡

21㎡

20㎡

21㎡

9㎡
6㎡ 9㎡

28㎡

35㎡

16㎡ 15㎡

18㎡

21㎡

21㎡

17㎡

27㎡

13㎡

8㎡

9㎡

18㎡

12㎡ 10㎡

12㎡

7㎡6㎡

9㎡

10㎡

41㎡

35㎡

14㎡ 14㎡

18㎡

33㎡ 31㎡ 20㎡

24㎡
22㎡

14㎡

14㎡

17㎡
16㎡

10㎡

22㎡

＊＊㎡

200㎡

223㎡

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑳

⑲

①
②

③

④ ⑤

⑥ ⑦

①

②

①
② ③

④
⑤

⑩

⑥
⑦

⑧

⑨

⑪ ⑫

⑬

① ② ③

① ② ③ ④

⑤

⑥

⑦ ⑧

①

②

①

②

⑫
③

④

① ②

⑤
⑥

⑩

⑦
⑧

⑨ ⑪

 9㎡

 8㎡

 9㎡

16㎡

18㎡

16㎡

 9㎡

10㎡

10㎡

10㎡

10㎡

10㎡

10㎡

10㎡

11㎡

17㎡

16㎡

16㎡

17㎡

10㎡ 19㎡

 8㎡

14㎡

 8㎡

 6㎡

11㎡

20㎡

 7㎡ 10㎡

15㎡

 4㎡

10㎡20㎡

 9㎡

補-3-13-77



8
0

0
0

1
0

5
0

0
1

0
5

0
0

8
0

0
0

1
0

5
0

0
9

5
0

0
3

8
0

0

80008000105008500 10500 8500

5
7

0
0

0

54000

6800

高さ 6000

高さ 6000

高さ 6000

高さ 6000

高さ 2500

高さ 3000

高さ 2415

高さ 6000
高さ 2550

原子炉建屋　火災感知器の配置図　４階平面図

図面名称

29㎡

17㎡

6㎡

19㎡

11㎡

31㎡
37㎡

17㎡

7㎡

7㎡

39㎡
20㎡ 30㎡

6㎡

10㎡

29㎡ 25㎡

25㎡

21㎡

24㎡

27㎡ 30㎡

25㎡

27㎡

9㎡

27㎡

8㎡ 10㎡

24㎡ 12㎡ 13㎡

10㎡

9㎡

9㎡

＊＊㎡

36㎡

①② ③

④

① ②

③

⑲

⑯ ⑰ ⑱

⑫⑬ ⑭ ⑮

⑩

⑪

⑧ ⑨

⑤

⑥

⑦

⑥

⑦

①

②

③

① ②
③

④

⑤

⑥

⑦ ⑧

⑩

⑪

⑫

⑬
⑭

⑨

⑮
⑯
⑰

⑱

補-3-13-78



8
0
0
0

1
0
5
0
0

1
0
5
0
0

8
0
0
0

1
0
5
0
0

9
5
0
0

3
8
0
0

80008000105008500 10500 8500

5
7
0
0
0

54000

6800

原子炉建屋　火災感知器の配置図　中４階平面図

図面名称

＊＊㎡

T.M.S.L.37000

T.M.S.L.40000

T.M.S.L.38900

T.M.S.L.37000

補-3-13-79



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

補足説明資料 3－14 

設計基準事故対処設備及び重大事故等対処施設の消火設備の 

位置的分散に応じた独立性を備えた設計について 

 



補-3-14-1 

1. 目的 

本資料は，Ｖ-1-1-8 発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.2.2(5)b.(b)項に

示す設計基準事故対処設備及び重大事故等対処施設の消火設備の位置的分散に応じた独

立性を備えた設計について示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

設計基準事故対処設備及び重大事故等対処施設の消火設備の位置的分散に応じた独立性 

を備えた設計について以下に示す。 

消火設備が専用式の場合は図 1，選択式の場合は図 2 に示す。 
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図 1 設計基準事故対処設備及び重大事故等対処施設の消火設備の位置的分散に応じた独立

性を備えた設計について（消火設備（専用式の場合）） 

 

ガス系消火設備（専用式） 

火災区画 

火災区画 

（DB と同機能を有する SA） 

 

 火災区画 
（SA と同機能を有する DB） 

火災防護対象機器（DB） 火災防護対象機器（SA） 

モーター 

b. 消火設備の系統構成 

(b)系統分離に応じた独立性の考

慮 

・重大事故等対処施設

は，重大事故に対処する

機能と設計基準事故対処

設備の安全機能が単一の

火災によって同時に機能

喪失しないよう，区分分

離や位置的分散を図る設

計とする。 

 

火災防護に関する説明書（抜粋） 

重大事故等対処施設のあ

る火災区域又は火災区画，及

び設計基準事故対処設備のあ

る火災区域又は火災区画に設

置する消火設備は上記の区分

分離や位置的分散に応じた独

立性を備えた設計とする。 

 

本内容の 

解釈 

本内容の 

解釈 

火災防護に関する説明書（抜粋） 

同機能を有する火災防護対象機器

（DB，SA）に対する消火設備につい

ても異なる火災区画等に設置し，位

置的分散を図る。 

同じ機能を有する火災防護対象機器

（DB，SA）は異なる火災区画等に設

置し，位置的分散を図る。（設置許

可 43 条要求） 

モーター 

ガス系消火設備（専用式） 

火災区画 

  



補-3-14-3 

 

 

図 2 設計基準事故対処設備及び重大事故等対処施設の消火設備の 位置的分散に応じ

た独立性を備えた設計について（消火設備（選択式の場合）） 

 

 

 

 

以上 

本内容の

解釈 

本内容の 

解釈 

火災防護対象機器（DB） 火災防護対象機器（SA） 

モーター 

火災防護に関する説明書（抜粋） 

火災防護に関する説明書（抜粋） 

モーター 

ガス系消火設備（選択式） 

同機能を有する火災防護対象機

器(DB，SA)の消火設備(選択式)

については選択弁をそれぞれ設

け，独立性を備えた設計とす

る。

火災区画 

選択弁 選択弁 

  

容器弁 

単一故障を考慮し 

設置するボンベ 

b.消火設備の系統構成 

(b)系統分離に応じた独立性

の考慮 

・重大事故等対処施設は，重

大事故に対処する機能と設

計基準事故対処設備の安全

機能が単一の火災によって

同時に機能喪失しないよ

う，区分分離や位置的分散

を図る。 

 

 動的機器である選択弁の単

一故障を想定して選択弁は多

重化する設計とする。 

 また，動的機器である容器

弁の単一故障を想定して容器

弁及びボンベも消火濃度を満

足するために必要な本数以上

のボンベを設置する。 

 

同じ機能を有する火災防護対象機器 

（DB，SA）は異なる火災区画等に設置し， 
位置的分散を図る。（設置許可 43 条要求） 

火災区画 
（SA と同機能を有する DB） 

火災区画 

（DB と同機能を有する SA） 

 

 

 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

補足説明資料 3－15 

火災感知設備の電源確保について
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8 発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 5.1.2．(3)項に示す

火災感知設備の電源確保についての詳細を示すために，補足説明資料として添付するもの

である。 

 

2. 内容 

  火災防護上重要な機器等及び緊急時対策所建屋を除く重大事故等対処施設を設置する火

災区域又は火災区画の火災感知設備は，非常用電源及び常設代替高圧電源装置から受電も

可能な設計とする。 

  火災感知設備の電源確保について以下に示す。 

 

3. 火災感知設備の電源確保 

  火災感知設備は，外部電源喪失時又は全交流動力電源喪失時においても，火災の感知を

可能とするため，ディーゼル発電機又は代替電源から電力が供給開始されるまでの容量を

有した蓄電池を内蔵する。また，火災防護上重要な機器等及び，重大事故等対処施設を設

置する火災区域又は火災区画（5 号機緊急時対策所建屋の火災区域又は火災区画を除く）

に設置する火災感知設備は，非常用電源及び常設代替高圧電源装置からの受電も可能な設

計とする。火災感知設備の電源確保の概要を図 1 に示す。 

  なお，5 号機緊急時対策所建屋の火災区域又は火災区画に設置する火災感知設備につい

ては，外部電源喪失時においても火災の感知を可能とするため，5 号機緊急時対策所用発

電機からの受電も可能な設計とする。 
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補足説明資料 3－16 

火災感知器の配置方針について
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1. 目的 

  本資料は，火災防護上重要な機器等のうち安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器を設置する火災区画に対し

て，その他の火災区画による影響を受けないようＶ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関す

る説明書 5.1.2(1)a.項に示す空気流を考慮した火災感知器の配置方針を補足説明資料として添

付するものである。 

 

2. 内容 

  火災感知器の配置方針の詳細を次頁以降に示す。 
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3. 火災防護審査基準の改正内容 

 3.1 背景及び主旨 

   2018年 1月四半期に実施された他社原子力発電所の保安検査において，火災区画として設

定されたエリアの異なる 2種類の火災感知器（煙感知器，熱感知器）のうち，熱感知器の配置

が消防法に準拠しておらず，必要数に満たない例が確認された。このような背景を踏まえ，

2019年 2月 13日に火災防護審査基準が改正され，異なる 2種類の火災感知器の配置において

は，消防法に準拠すること等が追加要求となった。（図 1） 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 異なる 2種類の火災感知器の配置 

 

4. 柏崎刈羽原子力発電所 7号機の方針との比較 

  柏崎刈羽原子力発電所 7号機の設置変更許可当時の火災区域及び火災区画の設定方針，並びに

火災感知器の配置方針は，火災防護審査基準の改正内容を踏まえても適合性に問題はないと考え

る。ただし，設置許可では，火災区域内における異なる 2種類の火災感知器を設置しない個々の

火災区画について，内包する設備名称と，異なる 2種類の火災感知器を設置しなくても良いとす

る具体的な理由を明示できていなかった。また，「その他」と分類した常用系機器のみを設置す

る火災区画の配置を明確にしていなかった。この点については，内包する設備名称とともに，以

下に示す常用系機器のみを設置する火災区画(4.1項)，又は設置変更許可申請書 添付書類八で

示す火災区画（4.2項）（4.3項）のいずれに当てはまるのかを整理した図面を別紙 1に示す。 

 4.1 常用系機器のみを設置することから消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設置する火

災区画（p） 

 

 4.2 火災感知器を設置しない火災区画 

h. 格納容器機器搬出入用ハッチ室 

i. 給気処理装置室，冷却器コイル室及び排気ルーバ室 

j. 排気管室 

k. フィルタ室 

l. 使用済燃料プール，復水貯蔵槽，使用済樹脂槽 

  

出典：原子力発電所における火災感知

器の設置要件について（平成 30年 9

月 12日原子力規制庁） 

…煙感知器の感知区域

…熱感知器の感知区域
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 4.3 消防法又は建築基準法に基づく火災感知器を設置する火災区画 

m. 不燃性材料であるコンクリート又は金属により構成された火災防護対象機器のみを設

けた火災区域又は火災区画 

n. フェイルセーフ設計の火災防護対象機器のみが設置された火災区域又は火災区画 

o. 気体廃棄物処理設備エリア排気モニタ検出器設置区画 

 

5. 常用系機器からの安全系区分Ⅱ，Ⅲへの影響評価 

  柏崎刈羽原子力発電所 7号機の火災区域及び火災区画の設定方針では，安全系区分Ⅱ，Ⅲの機

器を設置する区画と常用系機器を設置する隣接区画の境界を原則 3時間耐火相当の厚み（123mm

以上）を有する耐火壁（コンクリート壁）で構成している。（図 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 柏崎刈羽原子力発電所 7号機の設計概念 

 

  ただし，図 3に示すとおり配管，ケーブル等の貫通孔については一部隙間が存在している。こ

れらの隙間があることにより，安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器が隣接区画の常用系機器の火災影響を受

けるおそれがあるかどうかを評価する。 

 

図 3 貫通孔の隙間の例 

  

火災区画 
（ その 他常用系 ） 

火災区画 
（ 安全系区分 Ⅱ ） 

火災区画 
（ 安全系区分 Ⅲ ） 

火災区画 
（ 安全系区分 Ⅰ ） 

火災区域 
（ 安全系区分 Ⅰ ～ Ⅲ の 火災区画 のみに 
異 なる 2 種類 の 火災感知器 を 設置 。） 

3 時間耐火 
（ 第八条 ） 

障壁 
（ 第十二条 ） 

障壁 （ 第十二条 ） 

火災影響 がない 
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5.1 現設計方針に対する評価 

  (1) 隣接区画からの延焼等の火災影響 

    安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器を設置する区画と常用系機器を設置する隣接区画は，可燃物が存

在しており，等価火災時間が 1時間を超える箇所も存在する。ただし，これらの可燃物につ

いては常用系機器も含め，以下に示すとおり，火災の発生防止対策を図っているため，大規

模な火災が発生することは考えにくい。 

a. 火災の発生防止対策の例（常用系機器も含む） 

・発火性又は引火性物質に対する漏えい，拡大防止のための堰等の設置 

・水素内包設備への溶接構造，シール構造の採用 

・発火源となるおそれのある設備を金属製の筐体内へ収納 

・難燃ケーブルの使用 

     

また，常用系機器を設置する区画の火災に対しては，火災防護審査基準に定義される火災

区画（耐火壁，離隔距離等）との境界を設定することで，影響軽減を図っている。具体的な

影響軽減対策としては，安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器を設置する区画と常用系機器のみを設置す

る隣接区画の境界は，原則として 3時間耐火相当の厚み（123mm）以上を有する耐火壁（コ

ンクリート壁）で構成するとともに，ケーブルについては IEEE規格に基づく離隔距離の確

保を図っている。したがって，常用系機器の火災が安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器に影響すること

は考えにくい。 

    なお，原子炉建屋中 4階における火災区画では，一部，3時間耐火相当の厚み（123mm以

上）を有する耐火壁（コンクリート壁）ではなく，1時間耐火性能を有する耐火ボードを使

用しているが，当該火災区画には蛍光灯以外の可燃物が存在せず，1時間を超えて継続する

火災が発生するおそれはない。 

以上より，常用系機器を設置する火災区画の火災によって，安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器に延

焼等による火災影響を受けるおそれは考えにくい。 

 

  (2) 貫通孔からの煙，熱の流出入による感知性への影響 

    柏崎刈羽原子力発電所 7号機の原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋，コントロー

ル建屋は，各部屋（火災区画）を適正な室内温度に保つこと，放射性物質を拡散しないこと

等を目的として空調設備を設置しており，各部屋に給・排気口がある（図 4）。 
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図 4 各部屋（火災区画）の給・排気口を踏まえた火災感知器の設置方針 

 

    火災防護審査基準では，改正以前より，火災感知器の設置に際しては「空気流等」の環境

条件を考慮するよう要求があるため，柏崎刈羽原子力発電所 7号機の火災感知器の設置に際

しては，消防法施行規則に則り，給・排気口からは適切な離隔距離を取ることとしている。

このとき，空調設備は，各部屋の送風量と排風量が等しくなるよう設計している。空気流

は，給・排気口を介して生じるよう設計しており，配管の貫通孔等の隙間から著しいバイパ

ス流が生じるものではない。しかしながら，火災発生時には，発生区画の内圧が上昇し，エ

アバランスが崩れる可能性もあることから，以下のように検討する。 

   a. FDTsを用いた解析 

     火災発生時の煙，熱の挙動について，米国 NRCが公開している火災解析ツール FDTsを

用いて検討を行う。 

    (a) 熱の挙動解析における解析条件 

      熱の挙動が火災感知器の動作に与える影響として，貫通孔から隣接区画に熱が抜ける

影響よりも，空調設備が機械換気を行うことにより熱が拡散される影響が支配的である

と考えられる。したがって，熱の挙動解析は機械換気モデルとする（図 5）。 

      発電所内における発火源にはケーブル，制御盤，電動機，ポンプ等が考えられるが，

ポンプ，電動機については潤滑油が金属製の筐体に納められ，漏えい防止が図られてお

り，定期的なパトロールも行われることから初期に大火災が発生する可能性は考え難

い。その他のケーブル，制御盤については制御盤火災で代表するものとし，火災影響評

価ガイドから HRR（発熱速度）を 702kW※と設定する。また，火災区画の諸元について

は，一般的な 2種類の感知器（煙感知器，熱感知器）を設けた区画として表 1のとおり

設定する。 

      なお，ここで機械換気下においても，火炎プルームが天井面に急速に上昇し，天井面

に衝突しジェット流で同心円状に高温ガス層が拡散，堆積するという火災挙動が考えら

れ，これらが機械換気下で撹拌されることによる事象進展（温度上昇等）の遅れが主た

る感知性への影響と想定される。換気影響が支配的かつ，圧力上昇等により配管スリー

ブ等の貫通孔から流出する空気も初期状態では貫通孔近傍の熱，煙を含まないものが主

となり，上記の事象進展において大きな影響を及ぼさないと判断されるため，本モデル

給気口 排気口

貫通孔

部屋（火災区画）

空気流

火災感知器

離隔距離 離隔距離

給気口 排気口

部屋（火災区画）

空気流

火災感知器

離隔距離 離隔距離
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上考慮せず，その影響は煙の挙動解析にて検証する。 

注記※ ：2束以上の認定ケーブルを有するキャビネットの 98%信頼限界値 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 機械換気モデル 

 

表 1 熱の挙動解析における設定値 

諸元 設定値 設定根拠 

火災区画容積 床 20m×20m，高さ 8m 非安全系の火災区画と接する安全系を有す

る火災区画は，比較的大きい火災区画が多

いため，B系 RCWポンプ・熱交換器室を例に

想定する。 

躯体厚さ 250mm 最小躯体厚から設定 

換気風量 3m3/sec 実際の部屋と同程度の空調風量を想定。 

 

    (b) 熱の挙動解析における解析結果 

      評価対象区画の高温ガス層温度を図 6に示す。機械換気下においても，発火から 5分

程度で高温ガス層の温度が熱感知器の動作温度（60℃）に到達する結果となった。した

がって，機械換気下で熱が拡散されても，室内の熱感知器動作には影響はないと考えら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 熱の挙動解析結果  
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     なお，熱感知器の動作に関し，一例ではあるが，総務省消防庁が発行する「平成 20年

大阪市浪速区 個室ビデオ店関連関係資料集」において個室ビデオ店を想定した火災実験

が行われており，熱感知器の動作時間が 1～5分程度との実験結果がある。火災規模等に

より一概には言えないものの，今回の解析結果は，一般的な火災時の挙動と大きな差はな

く，妥当なものと考えられる。 

 

    (c) 煙の挙動解析における解析条件 

      機械換気モデルによる評価では，煙の挙動を把握することが困難であるため，自然換

気モデルによる評価を行う。解析の設定値については，表 1と同様とする。 

      貫通孔の位置及び大きさには，各火災区画を貫通する配管貫通部等の状態を想定す

る。配管貫通部は，通常，配管サポートの設置や施工スペースの確保の観点から天井面

より 50～100cm程度下がった位置より下方にあるものが主である。また，貫通部の隙間

については，特に大きいもので，600Aのスリーブに 400A程度の配管が通っているケー

スがあることから，0.15m2程度となる。これらの状況を踏まえ，貫通孔の設定値は，

0.4m×0.4mの大きさで，天井面から 0.5m下がった位置とする（図 7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 自然換気モデル（貫通孔設定） 

 

    (d) 煙の挙動解析における解析結果 

      評価対象区画の煙層高さを表 2に示す。火災発生後，貫通孔位置に煙が到達するのは

1分後という結果になっている。よって，貫通孔を介して隣接区画に煙が流出したとし

ても，隣接区画の火災感知器の動作が，火災区画の火災感知器の動作に先行するような

悪影響が生じることは考えにくい。 

      なお，一部 0.5m以上の位置に小径管のスリーブ（100A～200A程度のスリーブに 50A

程度の配管）を有するものが存在するが，これらは後述する東京消防庁監修「予防事務

審査・検査基準」に定める基準を踏まえ評価する。本モデルにおいて考慮した場合，火
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災の挙動に大きな変化はないものの隣接への流出時間が少々早まる可能性があるが，日

本建築学会「建築物の火災荷重及び設計火災性状指針（案）」に示す評価式にて試算す

ると 1～2秒で天井面にプルームが到達するという時間オーダであることを踏まえれば

当該区画の感知器の優位性は変わらないものであると判断する。 

 

表 2 煙の挙動解析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   b. 強制換気下における火災性状 

空調設備が設置された区画で火災が発生した場合を想定した火災解析が，（一財）電力

中央研究所によって行われており，その結果によると，隣接区画の温度，酸素濃度が変化

するのは，火災発生区画よりも時間的に遅れることが確認されている。解析における諸条

件は下記であり，必ずしも柏崎刈羽原子力発電所 7号機の構造と一致はしないが，物理的

な事象の傾向として差異は生じないと考える。 

     イ. （一財）電力中央研究所における火災解析条件 

・評価区画：幅 4.9m×奥行 5.9m×高さ 3.88m，3部屋 

・ドア開口：幅 0.79m×高さ 2.1m 

・火源：面積 0.5m2，高さ 0.35m 

・最大発熱速度：435kW 

・換気条件：給気側 1200m3/h，排気側 3600m3/h 

  

 
Time r g Constant (k)

Smoke Layer

Height

Smoke Layer

Height

(min) (kg/m3) (kW/m-K) z (m) z (ft)

0 1.18 0.064 8.00 26.25

1 0.75 0.101 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

2 0.72 0.105 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

3 0.70 0.108 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

4 0.69 0.110 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

5 0.68 0.112 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

10 0.64 0.118 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

15 0.62 0.122 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

20 0.61 0.125 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

25 0.60 0.127 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

30 0.59 0.129 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

35 0.58 0.130 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

40 0.58 0.132 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

45 0.57 0.133 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

50 0.56 0.135 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

55 0.56 0.136 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT

60 0.56 0.137 7.50 24.61 CAUTION: SMOKE IS EXITING OUT VENT
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    (a) BRI2002を用いた複数火源条件下の火災性状に関する研究（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   c. 消防法関連の技術基準との比較 

東京消防庁監修の「予防事務審査・検査基準」によれば，以下のとおり，隣接区画に天

井から 0.6mまでの開口部（0.2m以上×1.8m以上，すなわち 0.36m2）がある場合には，

同一の感知区域とみなされる。これに対し，柏崎刈羽原子力発電所 7号機の安全系区分

Ⅱ，Ⅲの機器を設置する区画と，常用系機器を設置する隣接区画の壁面上部（天井面から

60cm以内）の開口寸法は，0.36m2よりも十分小さくなっており，同一の感知区域とみな

されることはなく，隣接区画の火災感知器が先行して動作する可能性は非常に小さいもの

と考えられる。 

なお，調査の結果，隣接区画側の感知器は貫通部を有する境界面から 0.3m以内に存在

しないことを確認している。本評価では貫通部の合計面積で比較しているが，一箇所に大

型開口を想定している基準に比べ，小さな貫通部が点在する実際の壁面では貫通部位置ご

とに圧力や煙の濃度も異なり，基準で示した状態よりも煙が抜けにくい状態であると考え

られる。前述した煙の挙動評価における時間スケールを踏まえ，これらの高所の小径管の

貫通部も感知器の優位性に影響するものではないと判断する。 
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    (a) 予防事務審査・検査基準（東京消防庁監修）（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

    (b) さいたま市消防用設備等に関する審査基準（抜粋） 
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   d. 安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器を設置する火災区画 

安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器を設置する火災区画（異なる 2種類の火災感知器を設置する火

災区画）のうち，常用系機器を設置する火災区画と隣接する火災区画は以下のような特徴

を有している。 

(a) 原子炉建屋内の周回通路やタービン建屋の海水熱交換器エリア等，比較的広い火災区

画が多く，火災が発生したとしても急激な圧力上昇等が発生する可能性は小さいと考え

られる。このため，当該の火災区画内へ火災の影響が拡大する前に，貫通孔等を通して

隣接の火災区画に火災の影響が拡大する可能性は小さいものと考えられる。（別紙 2） 

(b) 安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器を設置する火災区画と隣接する常用系機器を設置する火災区

画の間における貫通孔については，1つ 1つの開口面積は小さく，天井面近傍（60cm以

内）に設置されているものは少ない。 

(c) 異なる 2種類の火災感知器が設置されていると共に，消防法に基づく火災感知器も設

置されており，同じ箇所に 3台の火災感知器が設置されている。このため，消防法に基

づく火災感知器のみが設置されている隣接する常用系機器を設置する火災区画よりも火

災感知性は優れていると考えられる。 

     

以上 a.項～c.項の評価結果に加え，d.項の安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器を設置する火災区画

の特徴を踏まえると，安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器を設置する火災区画で火災が発生した際に，

隣接する常用系機器を設置する火災区画の火災感知器よりも，安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器を設

置する火災区画の火災感知器の感知動作が遅れることは考えにくい。したがって，現在の火

災感知器の配置方針にて，改正後の火災防護審査基準の要求にも適合していると考える。 
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別紙 1 

異なる 2種類の火災感知器の配置方針明示図 

（抜粋資料） 

 



 

 

補-3-16-13 

 
 



 

 

補-3-16-14 

 
 



 

 

補-3-16-15 

 
 



 

 

補-3-16-16 

8 
 



 

 

補-3-16-17 

 
 



 

 

補-3-16-18 

 
 



 

 

補-3-16-19 

 
 



 

 

補-3-16-20 

 
 



 

 

補-3-16-21 

 
 



 

 

補-3-16-22 

8 
 



 

 

補-3-16-23 

 
 



 

 

補-3-16-24 



 

 

補-3-16-25 

 
 



 

 

補-3-16-26 

 
 



 

 

補-3-16-27 

 
 



 

 

補-3-16-28 

 



補-3-16-29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 2 

安全系区分Ⅱ，Ⅲの隣接区画の上部貫通孔リスト 
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補足説明資料 4－1 

火災の影響軽減のための系統分離対策について 

 



補-4-1-1 

1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 6.2項に示す系統分離対策

の方針を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

2. 内容 

  系統分離対策の方針を次頁以降に示す。 
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3. 系統分離の考え方 

  原子炉の高温停止及び低温停止を達成し,維持するために必要な安全機能を有する構築物，系

統及び機器における「その相互の系統分離」を行う際には，単一火災（任意の一つの火災区域又

は火災区画で発生する火災）の発生によって，相互に分離された安全系区分のすべての安全機能

が喪失することのないよう，原則，安全系区分ⅠとⅡの境界を火災区域の境界として 3時間以上

の耐火能力を有する耐火壁や隔壁等で分離する。すなわち，安全系区分Ⅰの機器等を設置する区

域を火災区域として 3時間以上の耐火能力を有することを確認した耐火壁又は隔壁等で囲う。

（図 1） 

 

安全系区分 区分Ⅰ 区分Ⅱ 区分Ⅲ※ 

 

高温停止 原子炉隔離時冷却系［RCIC］ 高圧炉心注水系(B)［HPCF(B)］ 高圧炉心注水系(C)［HPCF(C)］ 

低温停止 

自動減圧系(A)［SRV(ADS(A))］ 自動減圧系(B)［SRV(ADS(B))］ ― 

残留熱除去系(A)［RHR(A)］ 残留熱除去系(B)［RHR(B)］ 残留熱除去系(C)［RHR(C)］ 

原子炉補機冷却水系(A) 

［RCW(A)］ 

原子炉補機冷却水系(B) 

［RCW(B)］ 

原子炉補機冷却水系(C) 

［RCW(C)］ 

原子炉補機冷却海水系(A) 

［RSW(A)］ 

原子炉補機冷却海水系(B) 

［RSW(B)］ 

原子炉補機冷却海水系(C) 

［RSW(C)］ 

動力電源 非常用ディーゼル発電機(A) 

［DG(A)］ 

非常用ディーゼル発電機(B) 

［DG(B)］ 

非常用ディーゼル発電機(C) 

［DG(C)］ 

非常用交流電源(C)系 非常用交流電源(D)系 非常用交流電源(E)系 

非常用直流電源(A)系 非常用直流電源(B)系 非常用直流電源(C)系 

注記※：区分Ⅲ機器のうち，DG(C)の監視制御盤，RCW(C)のサージタンク水位計等，一部機器は区分Ⅰ側の火災区域に設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 3時間耐火能力を有する耐火壁又は隔壁等による系統分離の概要  

区分Ⅰ，Ⅱの境界を火災区域の境

界として 3時間以上の耐火能力を

有する耐火壁又は隔壁等で分離 

単一火災によっても区分Ⅰ，Ⅱが

同時に機能喪失することを回避

し，高温停止及び低温停止を達成 

安全系区分Ⅰ 安全系区分Ⅱ

安全系区分Ⅲ
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4. 系統分離の具体的対策 

  柏崎刈羽原子力発電所第７号機では，相互の系統分離が必要な箇所については中央制御室（中

央制御室制御盤，中央制御室床下フリーアクセスフロア及び下部中央制御室エリア），原子炉格

納容器内，ディーゼル発電設備軽油タンク及び燃料移送ポンプを除き，すべて「3時間以上の耐

火能力を有する耐火壁又は隔壁等」により分離することとしている。柏崎刈羽原子力発電所第７

号機に設置する「3時間以上の耐火能力を有する耐火壁又は隔壁等」を以下に示す。（図 2） 

  なお，以下に示す以外の耐火壁又は隔壁等についても，火災耐久試験により 3時間以上の耐火

性能が確認できたものは，「3時間以上の耐火能力を有する耐火壁又は隔壁等」として使用する

設計とする。 

  ただし，中央制御室（上部中央制御室及び下部中央制御室）の排煙設備については，建築基準

法に基づき火災発生時の煙を排気する必要があることから，火災区域を分離するための 3時間以

上の耐火性能を有する防火ダンパについては設置しない設計とする。 

  なお，排煙設備の使用材料は，火災発生時における高温の煙の排気も考慮して，換気空調機，

ダクトは耐火性及び耐熱性を有する金属を使用する設計とする。 

 

 

 

図 2 系統分離対策の全体イメージ 
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 4.1 火災区域又は火災区画を構成する耐火壁 

   火災区域は，3時間以上の耐火性能を有する耐火壁（強化石膏ボード，貫通部シール，防火

扉，防火ダンパ，天井デッキスラブ）又は隔壁等（耐火間仕切り，ケーブルトレイ等耐火ラッ

ピング）で分離する設計とする。 

   耐火壁のうち，コンクリート壁（モルタル壁含む），床，天井については，建築基準法を参

考に国内の既往の文献から確認した結果，3時間耐火に必要な最小厚さ以上の厚さが確保され

ていることを確認した。コンクリート壁以外の耐火壁又は隔壁等については，火災耐久試験に

より 3時間以上の耐火性能を確認できたものを使用する。耐火壁及び隔壁等の設置に係る現場

施工においては，火災耐久試験の試験体仕様に基づき，耐火性能を確保するために必要な施工

方法及び検査項目を定める。 

   また，屋外に設置している以下の火災防護対象機器等については，「原子力発電所の内部火

災影響評価ガイド」に基づき，火災区域又は火災区画を設定する。 

 

○ 非常用ディーゼル発電設備軽油タンク区域 

○ 非常用ディーゼル発電設備燃料移送系ポンプ区域 

 

 4.2 互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルの系統分離 

   互いに相違する系列の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルは，火災耐久試験により

3時間以上の耐火能力を確認した耐火壁又は隔壁等で系統分離する。 

 

 4.3 煙等の流入防止対策について 

   3時間以上の耐火能力を有する耐火壁により分離されている火災区域又は火災区画のファン

ネルは，煙等流入防止装置の設置によって，他の火災区域又は火災区画からの煙の流入を防止

する設計とする。 

   柏崎刈羽原子力発電所第７号機の原子炉建屋等における各火災区域には，管理区域外への放

射性液体廃棄物の流入防止等を目的として，ファンネル，配管及びサンプタンク等から構成さ

れる「建屋内排水系統」を設置している。（図 3） 
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図 3 建屋内排水系統概要 

 

   火災区域は，その位置付けを考慮すると，火災が発生した他の火災区域の煙により原子炉

の高温停止及び低温停止を達成し，維持するための安全機能を有する構築物，系統及び機器

が影響を受け，これらの機能が同時に喪失しないよう設計することが必要である。そこで，

安全機能への影響防止を目的としてファンネルに対して図 4に示す設備を設置することで，

煙の流入防止措置を実施する設計とする。 

   なお，当該設備は，内部溢水評価における排水量を満足するものを設置する。 

   また，常用系機器を設置する区画の火災に対しては，火災防護審査基準に定義される火災

区画（耐火壁，離隔距離等）との境界を設定することで，影響軽減を図っている。具体的な

影響軽減対策としては，安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器を設置する区画と常用系機器のみを設置す

る隣接区画の境界は，原則として 3時間耐火相当の厚み（140mm以上）を有する耐火壁（コ

ンクリート壁）で構成するとともに，ケーブルについては IEEE規格に基づく離隔距離の確

保を図っている。したがって，常用系機器の火災が安全系区分Ⅱ，Ⅲの機器に影響すること

は考えにくい。 
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図 4 煙流入防止対策治具（例） 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足説明資料 4－2 

中央制御室制御盤の火災の影響軽減対策について 



補-4-2-1 

1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 6.2(4)a.項に示す中央制御

室制御盤の火災の影響軽減対策を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  中央制御室制御盤の火災の影響軽減対策を次頁以降に示す。 

 

 

  



補-4-2-2 

3. 中央制御室制御盤の系統分離対策について 

 3.1 離隔距離等による分離 

   中央制御室の制御盤は，スイッチ，配線等の構成部品に単一火災を想定しても，近接する他

の構成部品に火災の影響がないことを確認した実証試験*の知見に基づく分離設計を行ってお

り，以下に確認した実証試験*の概要を示す。 

 

   注記＊：「ケーブル，制御盤および電源盤火災の実証試験」，TLR-088 
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対
象

 
盤
内
状
況

 
実
証
試
験
概
要

 

制 御 盤  

 
1
. 

目
的
 

 
 
中
央
制
御
室
に
設
置
し
て
い
る
制
御
盤
に
火
災
が
発
生
し
て
も
，
隣
接
す
る
制
御
盤
に
火
災
の
影
響
が
及
ば
な
い
こ
と
を
確
認
す

る
。
制
御
盤
は
，
ベ
ン
チ
，
直
立
盤
の

2
種
類
で
確
認
す
る
。
 

 2
. 

試
験
内
容
 

 
(
1)
 
制
御
盤
バ
ー
ナ
ー
着
火
試
験
 

 
 
 
制
御
盤
内
の
外
部
ケ
ー
ブ
ル
の
立
上
が
り
部
を
バ
ー
ナ
ー
に
よ
り
強
制
着
火
し
，
隣
接
制
御
盤
へ
の
火
災
の
影
響
を
確
認
し
た
。

隣
接
制
御
盤
へ
の
影
響
は
，
下
記
の
判
定
基
準
に
基
づ
き
確
認
し
た
。

 

 

 
(
2)
 
制
御
盤
油
点
火
試
験
管
 

 
 
 
制
御
盤
内
に
オ
イ
ル
パ
ン
を
設
置
し
，
白
灯
油

1
.5
ℓ
に
強
制
着
火
さ
せ
制
御
盤
内
の
全
面
火
災
に
よ
る
隣
接
制
御
盤
へ
の
火
災
の

影
響
を
確
認
し
た
。
隣
接
制
御
盤
へ
の
影
響
は
，
下
記
の
判
定
基
準
に
基
づ
き
確
認
し
た
。

 

  
(
3)
 
判
定
基
準
 

 
 
・
隣
接
制
御
盤
の
変
色
，
変
形
の
有
無

 

 
 
 
・
隣
接
制
御
盤
の
通
電
性
の
確
認
（
ラ
ン
プ
点
灯
に
て
確
認
）

 

 
 
 
・
火
災
鎮
火
後
の
隣
接
制
御
盤
の
操
作
性
の
確
認

 

 
 
 
・
火
災
鎮
火
後
の
隣
接
制
御
盤
の
絶
縁
抵
抗
測
定

 

            3
. 

試
験
結
果
 

 
 

3.
2m
m
以
上
の
金
属
で
覆
わ
れ
，
分
離
し
て
い
る
制
御
盤
内
に
火
災
が
発
生
し
て
も
，
火
災
の
影
響
は
火
災
源
の
制
御
盤
内
に
留
ま

る
こ
と
を
確
認
し
た
。
従
っ
て
，
隣
接
制
御
盤
へ
火
災
の
影
響
は
な
く
，
分
離
性
が
確
保
さ
れ
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

区
分
の
境
界
 

左
側
の
制
御
盤
か
ら
見
た
分
離
境
界

 

隣
接
制
御
盤
（
異
区
分
）
 

右
側
の
制
御
盤
か
ら
見
た
分
離
境
界

 

3
.2

㎜
以
上
の
鋼
板
で
分
離
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対
象

 
盤
内
状
況

 
実
証
試
験
概
要

 

盤 内 配 線 ダ ク ト  

 
1
. 

目
的
 

 
 
金
属
製
バ
リ
ア
又
は
盤
内
配
線
ダ
ク
ト
内
に
設
置
し
て
い
る
区
分
の
配
線
に
火
災
が
発
生
し
て
も
，
異
区
分
の
配
線
に
火
災
の
影
響

が
及
ば
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

 2
. 

試
験
内
容
 

 
(
1)
 
空
間
距
離
 

 
 
 
配
線
を
収
納
し
た
ダ
ク
ト
を
並
べ
，
ダ
ク
ト
の
距
離
を
自
由
に
変
え
ら
れ
る
よ
う
に
し
，
片
側
の
ダ
ク
ト
の
配
線
に
バ
ー
ナ
ー
で

着
火
し
，
も
う
一
方
の
ダ
ク
ト
へ
の
影
響
を
確
認
し
た
。

 

【
判
定
基
準
】
 

 
隣
接
す
る
盤
内
配
線
ダ
ク
ト
の
影
響
度
（
目
視
確
認
（
変
色
，
変
形
等
）
）
 

 

 
(
2)
 
電
線
管
バ
リ
ア
 

 
 
 
配
線
を
収
納
し
た
ダ
ク
ト
を
並
べ
，
ダ
ク
ト
の
距
離
を
自
由
に
変
え
ら
れ
る
よ
う
に
し
，
ダ
ク
ト
の
間
に
板
厚

3
.2
mm

の
金
属
バ

リ
ア
を
設
置
し
，
片
側
の
ダ
ク
ト
の
配
線
に
バ
ー
ナ
ー
で
着
火
し
，
金
属
バ
リ
ア
が
あ
る
場
合
の
も
う
一
方
の
ダ
ク
ト
へ
の
影
響
を

確
認
し
た
。
 

【
判
定
基
準
】
 

 
隣
接
す
る
盤
内
配
線
ダ
ク
ト
の
影
響
度
（
目
視
確
認
（
変
色
，
変
形
等
）
）
 

           3
. 

試
験
結
果
 

 
 
金
属
製
バ
リ
ア
が
な
い
場
合
は
，
垂
直
ダ
ク
ト
間
で

5
cm

以
上
，
水
平
ダ
ク
ト
間
で
は

1
0c
m
以
上
距
離
が
あ
れ
ば
，
も
う
一
方
の
ダ

ク
ト
へ
の
影
響
が
な
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

 
 

3.
2m
m
以
上
の
金
属
製
バ
リ
ア
が
あ
る
場
合
は
，

3c
m
の
距
離
で
あ
っ
て
も
，
も
う
一
方
の
ダ
ク
ト
へ
の
影
響
が
な
い
こ
と
を
確
認
し

た
。
 

 
 
な
お
，
塩
化
ビ
ニ
ル
電
線
と
難
燃
性
電
線
の
相
違
は
な
か
っ
た
。

 

 

（
 
）：

実
機
計
測
値

 

鋼
板
に
よ
る
分
離

 

金
属
製
バ
リ
ア
：

3.
2
mm

以
上

 
 
 
 
 

 
 
（
約

5
m
m
）

 
離
隔
距
離

 
 
：

3c
m
以
上

 
 
 
 
 

 
 
（
約

9
cm
）

 



 

 

補-4-2-5 

  
 

対
象

 
盤
内
状
況

 
実
証
試
験
概
要

 

操 作 ス イ ッ チ  

 
1
. 

目
的
 

 
 
鋼
板
で
覆
っ
た
操
作
ス
イ
ッ
チ
に
火
災
が
発
生
し
て
も
，
適
切
な
分
離
距
離
を
確
保
し
て
い
る
場
合
は
，
近
接
す
る
操
作
ス
イ
ッ
チ
に

火
災
の
影
響
が
及
ば
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
。

 

 2
. 

試
験
内
容
 

 
(
1)
 
過
電
流
に
よ
る
火
災
（
内
部
発
火
）

 

 
 
 
鋼
板
で
覆
わ
れ
た
分
離
型
操
作
ス
イ
ッ
チ
に
過
電
流
を
通
電
す
る

こ
と
で
，
分
離
型
操
作
ス
イ
ッ
チ
内
の
内
部
火
災
を
模
擬
し
，
隣
接

す
る
一
般
操
作
ス
イ
ッ
チ
へ
の
影
響
を
確
認
し
た
。

 

 
【
判
定
基
準
】
 

 
 
隣
接
す
る
一
般
操
作
ス
イ
ッ
チ
へ
の
延
焼
性
（
目
視
に
よ
る
確
認
）

 

 
 

 
(
2)
 
バ
ー
ナ
ー
着
火
に
よ
る
火
災
（
外
部
火
災
）

 

 
 
 
鋼
板
で
覆
わ
れ
た
分
離
型
操
作
ス
イ
ッ
チ
の
外
部
か
ら
バ
ー
ナ
ー

で
着
火
す
る
こ
と
で
，
制
御
盤
内
で
の
火
災
を
模
擬
し
，
分
離
型
操

作
ス
イ
ッ
チ
へ
の
影
響
を
確
認
し
た
。

 

 
【
判
定
基
準
】
 

 
 
 

a.
絶
縁
抵
抗
測
定
 

 
 
 

b.
通
電
確
認
（
ラ
ン
プ
点
灯
に
て
確
認
）

 

 
 
 

c.
操
作
性
の
確
認
 

 3
. 

試
験
結
果
 

 
 

1.
6m
m
以
上
の
鋼
板
で
覆
っ
た
分
離
型
操
作
ス
イ
ッ
チ
に
火
災
が
発
生
し
て
も
，
適
切
な
分
離
距
離
を
確
保
し
て
い
る
場
合
は
，
近

接
す
る
一
般
操
作
ス
イ
ッ
チ
に
火
災
の
影
響
が
及
ば
な
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

 
 
ま
た
，
制
御
盤
内
の
火
災
が
発
生
し
て
も
，

1.
6m
m
以
上
の
鋼
板
で
覆
わ
れ
た
分
離
型
操
作
ス
イ
ッ
チ
に
は
，
火
災
の
影
響
が
及
ば

な
い
こ
と
を
確
認
し
た
。
 

一
般
操
作
ス
イ
ッ
チ

 

2
0m
m
以
上

 

（
約

1
40

m
m）

 

     

15
mm

以
上

 

（
約

15
0
mm
）

 

     

（
 
）
：
実
機
計
測
値

 

操
作
ス
イ
ッ
チ
裏
面

 

1.
6
mm

の
金
属
筐
体
で
覆
っ
て
い
る

 

ス
イ
ッ
チ
分
離
距
離

 
上
下
方
向
：

20
mm

 
左
右
方
向
：

15
m
m
 

分
離
型
操
作
ス
イ
ッ
チ
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対
象

 
盤
内
状
況

 
実
証
試
験
概
要

 

金 属 外 装 ケ ー ブ ル  

 
1
.
 
目
的

 

 
 
制
御
盤
内
に
設
置
し
て
い
る
金
属
外
装
ケ
ー
ブ
ル
が
制
御
盤
内
の
火
災
に
よ
り
影
響
を
受
け
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
。

 

 2
.
 
試
験
内
容

 

(
1
) 

金
属
外
装
ケ
ー
ブ
ル

 

 
 
 
ケ
ー
ブ
ル
を
収
納
し
た
，
電
線
管
及
び
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
電
線
管
を
外
部
か
ら
バ
ー
ナ
ー
で
着
火
し
，
電
線
管
及
び
フ

レ
キ
シ
ブ
ル
電
線
管
内
の
ケ
ー
ブ
ル
へ
の
影
響
を
確
認
し
た
。

 

【
判
定
基
準
】

 

 
・
絶
縁
抵
抗
測
定

 

 
・
絶
縁
被
覆
の
形
状
（
溶
融
等
の
有
無
）

 

 3
.
 
試
験
結
果

 

 
 
電
線
管
に
お
い
て
，
塩
化
ビ
ニ
ル
電
線
の
被
覆
は
，

一
部
表
面
が
溶
着
す
る
が
，
難
燃
性
電
線
に
は
変
化
は

見
ら
れ
な
か
っ
た
。

 

 
 
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
電
線
管
も
塩
化
ビ
ニ
ル
電
線
の
被
覆
は
，

一
部
表
面
が
溶
着
す
る
が
，
難
燃
性
電
線
に
は
変
化
は
見
ら

れ
な
か
っ
た
。

 

 
 
電
線
管
及
び
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
電
線
管
の
塩
化
ビ
ニ
ル
電
線
，
難
燃
性
電
線
の
絶
縁
抵
抗
は
，
試
験
前
後
に
変
化
は
な
く
，

電
線
管
及
び
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
電
線
管
に
収
納
す
る
こ
と
で
分
離
機
能
を
有
す
る
こ
と
が
確
認
で
き
た
。

 

電
線
管
内
部
に
塩
化
ビ
ニ
ル
電
線
，
難
燃
性
電
線
配
線
を
布
設
 

電
線
管
の
種
類
 

・
厚
綱
電
線
管
 

・
フ
レ
キ
ブ
ル
電
線
管
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対
象

 
盤
内
状
況

 
実
証
試
験
概
要

 

盤 内 絶 縁 電 線  

 
1
. 

目
的
 

 
 
中
央
制
御
室
の
制
御
盤
内
に
設
置
し
て
い
る
絶
縁
電
線
が
短
絡
事
故
等
を
想
定
し
た
過
電
流
に
よ
り
発
火
せ
ず
，
同
一
制
御
盤
内
の

他
の
機
器
に
火
災
の
影
響
が
及
ば
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
。

 

 2
. 

試
験
内
容
 

 
(
1)
 
空
中
一
条
布
設
過
電
流
試
験
 

 
 
 
盤
内
絶
縁
電
線
に
許
容
電
流
の

4～
5
倍
の
過
電
流
を
通
電
し
，
発
火
有
無
の
状
態
を
確
認
し
た
。
 

 
 
 
絶
縁
電
線
の
種
類
は
，
下
記
の

4
種
類
と
し
た
。
 

 
●

60
0V
 N

C-
HI
V，

2
mm

2 ：
低
塩
酸
ビ
ニ
ル
電
線
（
耐
熱
性
）

 

 
●

60
0V
 H
IV
，

2m
m2
：
耐
熱
ビ
ニ
ル
電
線

 

 
●

60
0V
 I
V，

2
mm

2 ：
ビ
ニ
ル
電
線

 

 
●

60
0V
 F
H，

2
mm

2 ：
テ
フ
ゼ
ル
電
線
（
難
燃
仕
様
）
 

  

【
判
定
基
準
】
 

 
過
電
流
に
よ
っ
て
発
火
し
な
い
こ
と
。

 

           

空
中
一
条
布
設
過
電
流
試
験
の
装
置
 

 3
. 

試
験
結
果
 

 
 
盤
内
絶
縁
電
線
は

4
種
類
と
も
過
電
流
に
よ
っ
て
発
火
す
る
前
に
導
体
が
溶
断
し
，
発
火
し
な
い
こ
と
を
確
認
し
た
。
し
た
が
っ

て
，
同
一
制
御
盤
内
の
他
機
器
へ
火
災
の
影
響
は
な
く
，
分
離
性
が
確
保
さ
れ
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

 

盤
内
絶
縁
電
線

A

約
 1

.5
m

電
源

電
流
計

絶
縁
電
線
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 3.2 中央制御室制御盤の火災感知設備及び消火設備 

   中央制御室内には，異なる 2種類の火災感知器を設置する設計とするとともに，火災発生時

には常駐する運転員による早期の消火活動によって，異区分への影響を軽減する設計とする。

特に，一つの制御盤内に複数の安全系区分の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルを設

置しているものについては，これに加えて盤内へ高感度煙検出設備を設置する設計とする。 

 

 3.2.1 火災感知設備 

中央制御室制御盤内 

 

複数の区分の安全系機能を有

する制御盤内でのケーブル延

焼火災に対する早期消火活動

を行うことを考慮 

 

煙感知器（感度：煙濃度 0.1～5％） 

盤内のケーブル延焼火災の初期段階を検知するため，制御装置や電

源盤用に開発された，小型の高感度煙検出設備を設置※1 

 
※1動作感度を一般エリアの煙濃度 10％に対し煙濃度 0.1～5％と設定するこ

とにより，高感度感知を可能としている。 

なお，動作感度は，誤作動の可能性を考慮し，盤内の設置環境に応じて

適切に設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 高感度煙検出設備 概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 高感度煙検出設備と従来品の比較 

 

なお，操作員の目前の制御盤は，盤面にガラリがあるため，煙発生等の

火災を操作員が早期に発見できることから設置しない。 

  

煙の動線構造を垂直にし，電子部品の発熱
による気流の煙突効果を促すことにより，
異常時に生じた煙をより早く確実に捉え
る。 

高感度煙
検出設備 従来品 
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  3.2.1.1 模擬盤による感知性能の確認試験 

      中央制御室制御盤内に設置する高感度の煙感知器について，模擬盤を用いて感知性能

確認試験を実施した。模擬盤（高さ約 2m，床面積約 0.3m2の）の天井部に高感度の煙感

知器 A（設定）と，これと感度の相違する感知器 Bを相互が干渉せず，かつ同じ条件で

煙を感知できるよう設置し，盤内床面に敷設したケーブルに過電流を印加し，その際に

発生する煙を感知するまでの時間を確認した。 

      試験の結果，中央制御室制御盤内で発生する火災に対して，高感度の煙感知器 Aの方

が感知器 Bよりも相対的に早期に煙濃度の上昇をとらえられることを確認した。 

 

図 3 模擬盤天井面への感知器設置状況 

 

感知器Aの
発報点

感知器Bの
発報点

感知器Bの
測定濃度

感知器Aの
測定濃度

 

 

図 4 高感度の煙感知器に関する性能確認結果 
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 3.2.2 消火設備 

 中央制御室制御盤内に自動消火設備は設置しないが，中央制御室制御盤内に火災が発生

しても，高感度煙検出設備や中央制御室の火災感知器からの感知信号により，常駐する運

転員が中央制御室に設置する消火器で早期に消火活動を行うことで，相違する系列の火災

防護対象機器及び火災防護対象ケーブルへの火災の影響を防止できる設計とする。 

 消火設備は，通常の粉末消火器に加え，電気機器へ悪影響を与えない二酸化炭素消火器

を使用する設計とし，常駐する運転員による中央制御室内の火災の早期感知及び消火を図

るために，消火活動の手順を定めて，訓練を実施する。 

 中央制御室のエリア概要を図 5に示す。また，運転員による中央制御室制御盤内の火災

に対する二酸化炭素消火器による消火の概要を第 6図に示す。さらに，火災の発生箇所の

特定が困難な場合も想定し，サーモグラフィカメラを配備する。 

 

 

 

図 5 中央制御室のエリア概要 
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 火災が発生した場合，運転員は受信機盤により，火災が発生している区画を特定する。

消火活動は 2名で行い，1名は，直ちに至近の二酸化炭素消火器を準備し，火災発生個所

に対して，消火活動を行う。もう 1名は，予備の二酸化炭素消火器の準備等を行う。 

 中央制御室制御盤内での消火活動を行う場合は，セルフエアマスクを装着して消火活動

を行う。 

 なお，中央制御室主盤・大型表示盤エリア及び中央制御室裏盤エリアへの移動は，距離

が短いことから，短時間で移動して，速やかに消火活動を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 運転員による制御盤内の火災に対する消火の概要 

 

 二酸化炭素消火器を閉鎖された空間で使用する場合は，二酸化炭素濃度が上昇すると共

に酸素濃度が低下するおそれがある。したがって，運転員に対して二酸化炭素消火器の取

扱いに関する教育並びに訓練を行うとともに，制御盤内で消火活動を行う場合は，セルフ

エアマスクを装着する等消火手順を定める。 

 

①運転状況監視 
①火災警報発報及び発生場所の確認 

セルフエアマスク 

（制御盤内で消火活動を 

行う場合，装着） 

③初期消火開始 

②二酸化炭素消火器の準備 

火 災 発 生 
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中央制御室床下フリーアクセスフロアの火災の影響軽減対策について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 6.2(4)b.項に示す，中央制

御室床下フリーアクセスフロアの火災の影響軽減対策について，補足説明資料として添付するも

のである。 

 

2. 内容 

  中央制御室床下フリーアクセスフロアの火災の影響軽減対策を次頁以降に示す。 
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3. 中央制御室床下フリーアクセスフロアの分離対策 

  中央制御室床下フリーアクセスフロアの火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルは，運転

員の操作性及び視認性向上を目的として近接して設置することから，互いに相違する系列の水平

距離を 6m以上確保することや互いに相違する系列を 3時間以上の耐火能力を有する隔壁等で分

離することが困難である。 

  このため，中央制御室床下フリーアクセスフロアの火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブ

ルは，以下に示すとおり，1時間以上の耐火能力を有する分離板又は障壁による分離対策，固有

の信号を発する異なる 2種類の火災感知器の設置による早期の火災感知及び固定式ガス消火設備

による早期の消火を行う設計とする。 

 

 3.1 分離板等による分離 

   中央制御室床下フリーアクセスフロアに敷設する互いに相違する系列の火災防護対象ケーブ

ルについては，非安全系ケーブルも含めて 1時間以上の耐火能力を有する分離板又は障壁で分

離する設計とする（図 1）。また，ある区分の火災防護対象ケーブルが敷設されている箇所に

別区分の火災防護対象ケーブルを敷設する場合は，1時間以上の耐火能力を有する耐火材で覆

った電線管又はトレイに敷設する設計とする。 

 

 3.2 火災感知設備 

   中央制御室床下フリーアクセスフロアには，アナログ式の固有の信号を発する異なる種類の

煙感知器と熱感知器を組み合わせて設置し，誤作動防止対策を実施する設計とする。これらの

感知設備は，外部電源喪失時においても火災の感知が可能となるよう，非常用電源から受電す

るとともに，火災受信機盤は中央制御室に設置し常時監視できる設計とする。受信機盤は，作

動した火災感知器を 1つずつ特定できる機能を有するよう設計する。 

   また，火災の発生個所の特定が困難な場合も想定し，中央制御室に配備したサーモグラフィ

カメラにより火災の発生箇所を特定できる設計とする。 

 

 3.3 消火設備 

   中央制御室床下フリーアクセスフロアは，中央制御室からの手動操作により早期の起動が可

能な固定式ガス消火設備（消火剤はハロン 1301）を設置する設計とする。この消火設備は，

故障警報及び作動前の警報を中央制御室に吹鳴する設計とする。また，外部電源喪失時におい

ても消火が可能となるよう，非常用電源から受電する設計とする。  
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   中央制御室床下フリーアクセスフロアの固定式消火設備については，消火後に発生する有毒

なガス（フッ化水素等）が中央制御室の空間容積が大きいため拡散による濃度低下が想定され

るものの，中央制御室に運転員が常駐していることを踏まえ，人体への影響を考慮して，運用

面においては自動起動とはせず手動操作による起動とする。ただし，中央制御室床下フリーア

クセスフロアにアナログ式の異なる 2種の火災感知器を設置すること，中央制御室内には運転

員が常駐することを踏まえると，中央制御室床下フリーアクセスフロアの固定式ガス消火設備

は，手動操作による起動であっても自動起動と同等に早期の消火が可能な設計である。さら

に，火災の早期感知消火を図るために，中央制御室床下フリーアクセスフロアの消火活動の手

順を定めて，訓練を実施する。 

   なお，火災発生時，火災発生場所を火災感知設備により確認し，中央制御室床下フリーアク

セスフロアの床板を外して，中央制御室に設置する二酸化炭素消火器を用いた消火活動を行う

ことも可能である。中央制御室床下フリーアクセスフロアの床板は，治具を用いて容易に取り

外すことが可能であるが，早期消火の観点から中央制御室床下フリーアクセスフロアの消火活

動の手順の中に床板の取り外し方法も定めて，訓練を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 中央制御室床下フリーアクセスフロアの概要 
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補足説明資料 4－4 

火災を起因とした「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」 

発生時の単一故障を考慮した原子炉停止について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 7.1項に示す火災を起因と

した運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の単一故障を考慮した評価の結果を示すために，

補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  火災を起因とした「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」の単一故障を考慮した評

価の結果を次頁以降に示す。 
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3. はじめに 

  単一の内部火災を想定した場合，原子炉に外乱が及び，かつ，安全保護系，原子炉停止系の作

動を要求される「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」が発生する可能性があり，

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」（以下「安全評価審査指針」という。）

に基づき，「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」に対処するための機器に単一故障

を想定しても，事象が収束して原子炉が支障なく低温停止に移行できることを確認する。 

 

4. 要求事項 

  安全評価審査指針では，「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」について解析し，

評価を行うことが要求されている。また，解析に当たっては，想定された事象に加えて「設計基

準事故」に対処するために必要な系統，機器について単一故障を想定し，事象が収束して原子炉

が支障なく低温停止に移行できることを確認する要求がある。 

 

5. 評価の前提条件 

  次の事項を前提とし，評価を行うこととする。 

   (1) 電動弁は，遮断器に接続される制御ケーブルが，火災の影響による誤信号で，当該系統

の機能を考慮し，厳しい方向に動作するものとする。 

   (2) 空気作動弁は，電磁弁に接続される制御ケーブルが，火災の影響による誤信号で，当該

系統の機能を考慮し，厳しい方向に動作するものとする。 

   (3) 電動補機は，遮断器に接続される制御ケーブルが，火災の影響による誤信号で，当該系

統の機能を考慮し，厳しい方向に起動又は停止するものとする。 
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6. 火災により想定される事象の抽出 

  安全評価審査指針にて評価すべき具体的な事象とされる「運転時の異常な過渡変化」及び「設

計基準事故」が，単一の内部火災により発生し得るかを分析した。火災により想定される事象の

抽出に当たっては，全ての火災区域を対象に分析を実施し，評価対象事象を選定した。 

  また，内部火災影響評価において，全ての火災区域を対象に，火災による影響を考慮しても，

多重化されたそれぞれの系統が同時に機能を失うことなく，原子炉の安全停止（高温停止及び低

温停止）が可能であることを確認している。 

  そこで，本評価では，原子炉の制御に重要な役割を担う中央制御室における火災を起因とし

て，「運転時の異常な過渡変化」及び「設計基準事故」が発生した場合の評価を実施することと

した（図 1）。 

  なお，現場に敷設されているケーブルが火災の影響を受けて損傷することにより「運転時の異

常な過渡変化」及び「設計基準事故」が発生することを想定した場合でも，中央制御室における

火災と同様に，安全評価審査指針に基づき単一故障を想定しても原子炉の高温停止及び低温停止

が達成できる。 
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 6.1 火災を起因とした運転時の異常な過渡変化の発生 

   安全評価審査指針にて評価すべき具体的な事象とされる「運転時の異常な過渡変化」を表 1

に示す。 

   このうち，「原子炉起動時における制御棒の異常な引き抜き」及び「出力運転中の制御棒の

異常な引き抜き」については，制御棒駆動系が火災の影響を受けた場合，制御棒の常駆動系が

動作不能となり制御棒が引き抜かれることはないため，単一の内部火災によって発生しない事

象と整理した。また，「原子炉冷却材流量の部分喪失」については，単一の内部火災により発

生する可能性はあるが，原子炉スクラムには至らない事象であるため，単一の内部火災によっ

て発生しない事象と整理した。 

   したがって，単一の内部火災を想定した場合に発生しうる「運転時の異常な過渡変化」は上

記以外の事象である。 
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表 1 火災を起因とした運転時の異常な過渡変化 

運転時の異常な過渡変化 火災の影響 

(1) 炉心内の反応度又は出力分布の異常な変化 

① 原子炉起動時における制御棒

の異常な引き抜き 
― 

制御棒駆動系が火災の影響を受けた場合，制御棒の常

駆動系が動作不能となる。 

② 出力運転中の制御棒の異常な

引き抜き 
― 

制御棒駆動系が火災の影響を受けた場合，制御棒の常

駆動系が動作不能となる。 

(2) 炉心内の熱発生又は熱除去の異常な変化 

③ 原子炉冷却材流量の部分喪失 
― 

火災の影響による再循環ポンプの３台停止。ただし，原

子炉スクラムには至らない事象。 

④ 外部電源喪失 
○ 

火災の影響による送電系，所内電源系の喪失。本事象は

「⑦負荷の喪失」の評価に含まれる。 

⑤ 給水加熱喪失 ○ 火災の影響による抽気逆止弁の誤閉。 

⑥ 原子炉冷却材流量制御系の誤

動作 
○ 

火災の影響による流量制御器の誤動作。 

(3) 原子炉冷却材圧力又は原子炉冷却材保有量の異常な変化 

⑦ 負荷の喪失 ○ 火災の影響による蒸気加減弁の誤動作。 

⑧ 主蒸気隔離弁の誤閉止 ○ 火災の影響による主蒸気隔離弁の誤閉止。 

⑨ 給水制御系の故障 ○ 火災の影響による原子炉給水制御系の誤動作。 

⑩ 原子炉圧力制御系の故障 ○ 火災の影響による原子炉圧力制御系の誤動作。 

⑪ 給水流量の全喪失 ○ 火災の影響による原子炉給水ポンプの機能喪失。 

○：評価対象とする事象，－：評価対象外とする事象 
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 6.2 火災を起因とした設計基準事故の発生 

   安全評価審査指針にて評価すべき具体的な事象とされる「設計基準事故」を表 2に示す。 

   このうち，「原子炉冷却材ポンプの軸固着」，「制御棒落下」，「放射性気体廃棄物処理施設の

破損」，「主蒸気管破断」及び「燃料集合体の落下」については，機械的な損傷に伴い発生する

事象であるため，原子炉施設の火災を想定しても発生する可能性はない。 

   また，「原子炉冷却材喪失」については，単一の内部火災により原子炉冷却材圧力バウンダ

リを構成する格納容器内側・外側隔離弁が同時に開となる可能性はないこと，及び単一の内部

火災により逃がし安全弁が誤開する可能性はあるが中央制御室に常駐している運転員が誤開し

た逃がし安全弁を速やかに閉止することが可能であることから，単一の内部火災によって発生

しない事象と整理した。 

   したがって，単一の内部火災を想定した場合に発生しうる「設計基準事故」は「原子炉冷却

材流量の喪失」のみである。 
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表 2 火災を起因とした設計基準事故 

設計基準事故 火災の影響 

（１）原子炉冷却材の喪失又は炉心冷却状態の著しい変化 

① 原子炉冷却材喪失 ― 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する格納容器内

側・外側隔離弁が火災の影響により同時に開となる可

能性はない。また，逃がし安全弁が火災の影響により

誤開する可能性があるが，中央制御室に常駐している

運転員が誤開した逃がし安全弁を速やかに閉止する

ことが可能である。そのため，本事象は火災により発

生しない。 

② 原子炉冷却材流量の喪失 ○ 火災による再循環ポンプトリップ回路の誤動作。 

③ 原子炉冷却材ポンプの軸固着 ― 再循環ポンプの回転軸は火災の影響により機械的に

固着しないため，本事象は発生しない。 

（２）反応度の異常な投入又は原子炉出力の急激な変化 

④ 制御棒落下 ― 制御棒駆動機構は火災の影響により機械的に損傷し

ないため，本事象は発生しない。 

（３）環境への放射性物質の異常な放出 

⑤ 放射性気体廃棄物処理施設の

破損 

― 気体廃棄物処理施設は火災の影響により機械的に損

傷しないため，本事象は発生しない。 

⑥ 主蒸気管破断 ― 主蒸気管は火災の影響により機械的に損傷しないた

め，本事象は発生しない。 

⑦ 燃料集合体の落下 ― 燃料取扱い装置は火災の影響により機械的に損傷し

ないため，本事象は発生しない。 

⑧ 原子炉冷却材喪失 ― ①と同じ。 

⑨ 制御棒落下 ― ④と同じ。 

（４）原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化 

⑩ 原子炉冷却材喪失 ― ①と同じ。 

⑪ 可燃性ガスの発生 ― ①と同じ。 

○：評価対象とする事象，－：評価対象外とする事象 
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7. 抽出された事象の単一故障評価 

  6.項で抽出された事象に加えて，事象収束に必要な系統，機器（以下「対処系」という。）につ

いて，安全評価指針に基づく評価と同様に，解析の結果を最も厳しくする単一故障を想定する。 

 

 7.1 火災を起因とした「運転時の異常な過渡変化」における単一故障評価 

  7.1.1 給水加熱喪失 

   (1) 事象の概要 

     「給水加熱喪失」は，原子炉の出力運転中に給水加熱器への蒸気流量が喪失して，給水

温度が徐々に低下し，炉心入口サブクーリングが増加して原子炉出力が上昇する事象であ

る（図 2）。 

   (2) 事象発生に至る火災想定 

     本事象は，抽気逆止弁に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災による影響を

受けると発生する可能性がある。 

     本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を受ける

ことでインターロックが誤動作し，抽気逆止弁の自動閉となることを想定する。 

     ・H11-P687 タービン系計装制御盤（中央制御室上部） 

 

   (3) 単一故障を想定した事象の収束 

     本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳しくする

のは安全保護系（中性子束高スクラム（熱流束相当））の単一故障である。 

     このことを踏まえ，本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至るタービン

系計装制御盤と，安全保護系盤及び安全保護系補助盤は分離して設置されており（図 3），

火災の影響を受けないことから，安全保護系の単一故障を考慮しても，他の安全保護系に

て原子炉は自動停止する。また，高温停止及び低温停止に必要な対処系の制御盤は火災の

影響を受けないことから，原子炉は低温停止状態に移行することができる。 
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図 2 「給水加熱喪失」の事象過程 

給水加熱喪失 

給水温度低下 

（55℃低下と仮定） 

炉心入口サブクーリング増加 

炉心内ボイド減少 

原子炉スクラム 

（中性子束高（熱流束相当）） 

 

 

低温停止状態 

中性子束増加 

減圧・降温操作 

表面熱流束増加 

事 象 収 束 

火災発生 

解析対象 

解析対象外 
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  7.1.2 原子炉冷却材流量制御系の誤動作 

   (1) 事象の概要 

     「原子炉冷却材流量制御系の誤動作」は，原子炉の出力運転中に，原子炉冷却材の再循

環流量制御系の故障により，炉心流量が増加し，原子炉出力が上昇する事象である（図

4）。 

 

   (2) 事象発生に至る火災想定 

     本事象は，原子炉再循環流量制御系に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災

による影響を受けると発生する可能性がある。 

     本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を受ける

ことで制御系の故障により，炉心流量が増加することを想定する。 

     ・H11-P612-2 原子炉再循環流量制御系盤（中央制御室上部） 

 

   (3) 単一故障を想定した事象の収束 

     本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳しくする

のは安全保護系（中性子束高スクラム）の単一故障である。 

     このことを踏まえ，本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至る原子炉再

循環流量制御系盤と，安全保護系盤及び安全保護系補助盤は分離して設置されており（図

5），火災の影響を受けないことから，安全保護系の単一故障を考慮しても，他の安全保護

系にて原子炉は自動停止する。また，高温停止及び低温停止に必要な対処系の制御盤は火

災の影響を受けないことから，原子炉は低温停止状態に移行することができる。 
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図 4 「原子炉冷却材流量制御系の誤動作」の事象過程 

 

主制御器等の誤動作により

全再循環ポンプに最大増加

要求信号発生 

炉心流量急増 

原子炉スクラム（中性子束高） 

 

 

低温停止状態 

炉心内ボイド減少 

減圧・降温操作 

中性子束増加 

事 象 収 束 

火災発生 

解析対象 

解析対象外 
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  7.1.3 負荷の喪失 

   (1) 事象の概要 

     「負荷の喪失」は，原子炉の出力運転中に，送電系統の故障等により，発電機負荷遮断

が生じ，蒸気加減弁が急速に閉止し，原子炉出力が上昇する事象である（図 6図）。 

 

   (2) 事象発生に至る火災想定 

     本事象は，タービン制御系に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災による影

響を受けると発生する可能性がある。 

     本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を受ける

ことでインターロックが誤動作し，蒸気加減弁が急速に閉止することを想定する。 

     ・H12-P685 主タービンＥＨＣ盤（中央制御室下部） 

      

 

   (3) 単一故障を想定した事象の収束 

     本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳しくする

単一故障の想定は安全保護系（蒸気加減弁急速閉スクラム）の単一故障である。 

     このことを踏まえ。本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至る主タービ

ンＥＨＣ盤と，安全保護系盤及び安全保護系補助盤は分離して設置されており（図 7－

1，図 7－2），火災の影響を受けないことから，安全保護系の単一故障を考慮しても，他

の安全保護系にて原子炉は自動停止する。また，高温停止及び低温停止に必要な対処系の

制御盤は火災の影響を受けないことから，原子炉は低温停止状態に移行することができ

る。 
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図 6 負荷の喪失（蒸気加減弁急速閉止）の事象過程 

 

タービン蒸気加減弁急速閉止 

再循環ポンプ 

4台トリップ 

原子炉スクラム 

（タービン蒸気加減弁急速閉） 

原子炉圧力上昇 タービンバイパス

弁急速開放 

主蒸気逃がし 

安全弁作動 

減圧・降温操作 

事 象 収 束 

低温停止状態 

炉心内ボイド増加 

中性子束抑制 

炉心流量減少 

炉心内ボイド減少 

中性子束低下 

中性子束上昇 

火災発生 

解析対象 

解析対象外 
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  7.1.4 主蒸気隔離弁の誤閉止 

   (1) 事象の概要 

     「主蒸気隔離弁の誤閉止」は，「原子炉の出力運転中に，原子炉水位異常低下等の誤信

号により主蒸気隔離弁が閉止し，原子炉出力が上昇する事象である（図 8）。 

 

   (2) 事象発生に至る火災想定 

     本事象は，主蒸気隔離弁に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災による影響

を受けると発生する可能性がある。 

     本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を受ける

ことでインターロックが誤動作し，主蒸気隔離弁が閉止することを想定する。 

     ・H11-P831-1 ＭＳＩＶ ＬＤ盤（外側Ａ・Ｂ）（中央制御室上部） 

     ・H11-P831-2 ＭＳＩＶ ＬＤ盤（外側Ｃ・Ｄ）（中央制御室上部） 

     ・H11-P831-3 ＭＳＩＶ ＬＤ盤（内側Ａ・Ｂ）（中央制御室上部） 

     ・H11-P831-4 ＭＳＩＶ ＬＤ盤（内側Ｃ・Ｄ）（中央制御室上部） 

 

   (3) 単一故障を想定した事象の収束 

     本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳しくする

のは安全保護系（主蒸気隔離弁閉スクラム）の単一故障である。 

     このことを踏まえ，本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至るＭＳＩＶ 

ＬＤ盤と安全保護系盤及び安全保護系補助盤は分離されており（図 9），火災の影響を受

けないことから，安全保護系の単一故障を考慮しても，他の安全保護系にて原子炉は自動

停止する。また，高温停止及び低温停止に必要な対処系の制御盤は火災の影響を受けない

ことから，原子炉は低温停止状態に移行することができる。 
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図 8 「主蒸気隔離弁の誤閉止」の事象過程 

 

  

主蒸気隔離弁閉止 

再循環ポンプ４台 

トリップ 

原子炉スクラム 
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原子炉圧力上昇 
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全弁作動 

減圧・降温操作 

事 象 収 束 

低温停止状態 

タービン駆動原子炉給

水ポンプ回転数低下 

給水流量減少 

炉心流量減少 

中性子束低下 

再循環ポンプ６台 

トリップ 

主蒸気流量遮断 

原子炉水位低下 

原子炉水位低

（レベル３） 

原子炉水位回復 

原子炉水位低

（レベル２） 

原子炉隔離時冷却系

（補給水機能）起動 

火災発生 

解析対象 

解析対象外 
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  7.1.5 給水制御系の故障 

   (1) 事象の概要 

     「給水制御系の故障」は，原子炉の出力運転中に，給水制御系の誤動作により給水流量

が急激に増加し，炉心入口サブクーリングが増加して，原子炉出力が上昇する事象である

（図 10）。 

 

   (2) 事象発生に至る火災想定 

     本事象は，原子炉給水制御系に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災による

影響を受けると発生する可能性がある。 

     本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を受ける

ことで制御系の故障により，給水流量が急激に増加することを想定する。 

     ・H11-P612-1 原子炉給水制御盤（中央制御室上部） 

     ・H11-P612-3 RFP-T制御盤（中央制御室下部） 

 

   (3) 単一故障を想定した事象の収束 

     本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳しくする

単一故障の想定は安全保護系（主蒸気止め弁閉スクラム）の単一故障である。 

     このことを踏まえ，本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至る原子炉給

水制御盤及び RFP-T制御盤と，安全保護系盤及び安全保護系補助盤は分離して設置されて

おり（図 11－1，図 11－2），火災の影響を受けないことから，安全保護系の単一故障を考

慮しても，他の安全保護系にて原子炉は自動停止する。また，高温停止及び低温停止に必

要な対処系の制御盤は火災の影響を受けないことから，原子炉は低温停止状態に移行する

ことができる。 
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図 10 「給水制御系の故障」の事象過程 
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  7.1.6 圧力制御系の故障 

   (1) 事象の概要 

     「圧力制御系の故障」は，原子炉の出力運転中に，圧力制御系の誤動作により主蒸気流

量が変化する事象である（図 12）。 

 

   (2) 事象発生に至る火災想定 

     本事象は，圧力制御系に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災により影響を

受けると発生する可能性がある。 

     本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を受ける

ことで制御系の故障により，主蒸気流量が増加することを想定する。 

     ・H12-P685 主タービンＥＨＣ盤（中央制御室下部） 

 

   (3) 単一故障を想定した事象の収束 

     本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳しくする

のは安全保護系（主蒸気隔離弁閉スクラム）の単一故障である。 

     このことを踏まえ，本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至る主タービ

ンＥＨＣ盤と，安全保護系盤及び安全保護系補助盤は分離して設置されており（図 13－

1，図 13－2），火災の影響を受けないことから，安全保護系の単一故障を考慮しても，他

の安全保護系にて原子炉は自動停止する。また，高温停止及び低温停止に必要な対処系の

制御盤は火災の影響を受けないことから，原子炉は低温停止状態に移行することができ

る。 
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図 12 「圧力制御系の故障」の事象過程
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  7.1.7 給水流量の全喪失 

   (1) 事象の概要 

     「給水流量の全喪失」は，原子炉の出力運転中に，給水制御器の故障又は給水ポンプの

トリップにより，部分的な給水流量の減少又は全給水流量の喪失が起こり原子炉水位が低

下する事象である（図 14）。 

 

   (2) 事象発生に至る火災想定 

     本事象は，給水制御系に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火災による影響を

受けると発生する可能性がある。 

     本評価では，中央制御室に設置されている次の制御盤が単一の内部火災により影響を受

けることで制御系の故障により，全給水ポンプがトリップすることを想定する。 

     ・H11-P612-1 原子炉給水制御盤（中央制御室上部） 

     ・H11-P612-3 RFP-T制御盤（中央制御室下部） 

 

   (3) 単一故障を想定した事象の収束 

     本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳しくする

のは安全保護系（原子炉水位低（レベル 3）スクラム）の単一故障である。 

     このことを踏まえ，本事象の収束について確認した結果，本事象の発生に至る原子炉給

水制御盤及び RFP-T制御盤と，安全保護系盤及び安全保護系補助盤は分離して設置されて

おり（図 15－1，図 15－2），火災の影響を受けないことから，安全保護系の単一故障を考

慮しても，他の安全保護系にて原子炉は自動停止する。また，高温停止及び低温停止に必

要な対処系の制御盤は火災の影響を受けないことから，原子炉は低温停止状態に移行する

ことができる。 
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図 14 「給水流量の全喪失」の事象過程 
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 7.2 火災を起因とした「設計基準事故」における単一故障評価 

  7.2.1 原子炉冷却材流量の全喪失 

   (1) 事象の概要 

     「原子炉冷却材流量の全喪失」は，原子炉の出力運転中に，再循環ポンプ全台が何らか

の原因でトリップすることにより，炉心流量が定格出力時の流量から自然循環流量にまで

大幅に低下して，炉心の冷却能力が低下する事象である（図 16）。 

 

   (2) 事象発生に至る火災想定 

     本事象は，再循環ポンプトリップ回路に関する制御盤，制御ケーブル等が単一の内部火

災による影響を受けると発生する可能性がある。 

     本評価では，中央制御室に設置されている次の盤が単一の内部火災により影響を受ける

ことでインターロックが誤動作し，再循環ポンプ全台がトリップすることを想定する。 

     ・H11-P612-2 原子炉再循環流量制御系盤（中央制御室上部） 

     ・H11-P654 ATWS/RPT盤（中央制御室上部） 

 

   (3) 単一故障を想定した事象の収束 

     本事象発生時に対処するために必要な系統，機器のうち，解析の結果を最も厳しくする

単一故障の想定は安全保護系（炉心流量急減スクラム）の単一故障である。 

     このことを踏まえ，本事象の収束について確認した。その結果，本事象の発生に至る原

子炉再循環流量制御系盤及び ATWS/RPT盤と，安全保護系盤及び安全保護系補助盤は分離

して設置されている（図 17）ため，安全保護系の単一故障を考慮しても，他の安全保護

系にて原子炉は自動停止する。また，高温停止及び低温停止に必要な対処系の制御盤は火

災の影響を受けないことから，原子炉は低温停止状態に移行することができる。 
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図 16 「原子炉冷却材流量の喪失」の事象過程 

 

  

再循環ポンプ全台トリップ 

炉心流量急減 

炉心内ボイド増加 

原子炉水位上昇 

原子炉水位レベル 8到達 

タービントリップ 

（タービン主蒸気止め弁閉止） 

主蒸気逃がし安全弁作動 

原子炉圧力上昇 

原子炉スクラム 

（炉心流量急減） 

中性子束減少 

事象収束 

減圧・降温操作 

低温停止状態 

火災発生 

中性子束減少 

解析対象 

解析対象外 



 

 

補-4-4-36 

                     

図
17
 
７
号
機
中
央
制
御
室
(上

部
) 

 
 



 

補-4-4-37 

8. まとめ 

  安全評価審査指針に基づき，単一の内部火災に起因して発生する可能性ある「運転時の異常な

過渡変化」及び「設計基準事故」について，単一故障を想定しても，原子炉を支障なく低温停止

に移行できることを確認した。（表 3） 
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表
3 

単
一
故
障
を
考
慮
し
た
原
子
炉
停
止
の
評
価
結
果
の
概
要
 

事
象
名
 

火
災
影
響
 

想
定
す
る
単
一
故
障
 

故
障
を
想
定
し
た
事
象
の
対
処
 

給
水
加
熱
喪
失
 

抽
気
逆
止
弁
の
誤
閉
に
よ
り
給
水
加
熱
器
へ
の

蒸
気
流
量
が
喪
失
し
て
，
給
水
温
度
が
徐
々
に
低

下
し
，
原
子
炉
出
力
が
上
昇
す
る
。
 

安
全
保
護
系
 

（
中
性
子
束
高
ス
ク
ラ
ム
（
熱
流
束
相
当
））

 

他
の
安
全
保
護
系
に
よ
り
原
子
炉
は
自
動

停
止
。
そ
の
後
，
高
温
停
止
状
態
へ
移
行

し
，
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
（
R
C
IC
），

残

留
熱
除
去
系
（
R
H
R）

等
に
よ
り
原
子
炉
は

低
温
停
止
状
態
に
移
行
可
能
。

 

原
子

炉
冷

却
材

流
量

制

御
系
の
誤
動
作
 

再
循
環
流
量
制
御
系
の
誤
動
作
に
よ
り

炉
心
流

量
が
増
加
し
，
原
子
炉
出
力
が
上
昇
す
る
。
 

安
全
保
護
系
 

（
中
性
子
束
高
ス
ク
ラ
ム
）
 

同
上
 

負
荷
の
喪
失
 

発
電
機
負
荷
遮
断
に
よ
り
蒸
気
加
減
弁
の
急
速

閉
が
生
じ
，
原
子
炉
出
力
が
上
昇
す
る
。
 

安
全
保
護
系
 

（
蒸
気
加
減
弁
急
速
閉
ス
ク
ラ
ム
）
 

同
上
 

主
蒸

気
隔

離
弁

の
誤

閉

止
 

主
蒸
気
隔
離
弁
が
誤
閉
止
し
，
原
子
炉
圧
力
が
上

昇
す
る
。
 

安
全
保
護
系
 

（
主
蒸
気
隔
離
弁
閉
ス
ク
ラ
ム
）
 

同
上
 

給
水
制
御
系
の
故
障
 

給
水
制
御
系
の
誤
動
作
に
よ
り
給
水
流
量
が
急

激
に
増
加
し
，
炉
心
入
口
サ
ブ
ク
ー
リ
ン
グ
が
増

加
し
て
原
子
炉
出
力
が
上
昇
す
る
。
 

安
全
保
護
系
 

（
主
蒸
気
止
め
弁
閉
ス
ク
ラ
ム
）
 

同
上
 

原
子

炉
圧

力
制

御
系

の

故
障
 

圧
力
制
御
系
の
誤
動
作
に
よ
り
主
蒸
気
流
量
が

増
加
し
，
原
子
炉
圧
力
が
減
少
す
る
。
 

安
全
保
護
系
 

（
主
蒸
気
隔
離
弁
閉
ス
ク
ラ
ム
）
 

同
上
 

給
水
流
量
の
全
喪
失
 

給
水
ポ
ン
プ
の
ト
リ
ッ
プ
に
よ
り
全
給
水
流
量

の
喪
失
が
起
こ
り
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
す
る
。
 

安
全
保
護
系
 

（
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル

3）
ス
ク
ラ
ム
）
 

同
上
 

原
子

炉
冷

却
材

流
量

の

喪
失
 

再
循
環
ポ
ン
プ
が
全
台
ト
リ
ッ
プ
す
る
こ
と
に

よ
り
，
炉
心
の
冷
却
能
力
が
低
下
す
る
。
 

安
全
保
護
系
 

（
炉
心
流
量
急
減
ス
ク
ラ
ム
）
 

同
上
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中央制御室制御盤の火災を想定した場合の対応について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 6.2(5)a.項に示す，中央制

御室内の一つの制御盤の機能が火災により機能がすべて喪失した場合にも，原子炉を安全停止す

ることが可能である評価の結果を示すために，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  中央制御室内の一つの制御盤の機能が火災により機能がすべて喪失した場合にも，原子炉を安

全停止することが可能である評価の結果を次頁以降に示す。 
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3. 中央制御室の制御盤の配置 

  中央制御室には，図１及び図 2のとおり制御盤を配置しており，区分ごと又は系統ごとに分離

した設計とする。 
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4. 中央制御室の制御盤の火災による影響の想定 

  中央制御室には運転員が常駐していることから火災の早期感知・消火が可能であるため，制御

盤にて火災が発生した場合であっても火災による影響は限定的である。しかしながら，ここでは

中央制御室の制御盤で発生する火災とその影響を以下のとおり想定する。 

 (1) 保守的に当該制御盤に関連する機能は火災により全て機能喪失する。 

 (2) 隣接する制御盤とは金属の筐体により分離されていること,早期感知・消火が可能であるこ

とから隣接盤へ延焼する可能性は低い。 

 (3) 異区分が同居する制御盤については，制御盤内部の影響軽減対策を行っていることから同居

する区分の機能が火災により同時に喪失する可能性は低いが,保守的に全て機能喪失する。 

 (4) 制御盤に接続するケーブルは，難燃ケーブルを使用する設計とし，床下には感知・自動消火

設備があることから，中央制御室床下には延焼する可能性は低い。 

 

 

5. 中央制御室の制御盤の火災発生に対する評価結果 

  中央制御室の制御盤の火災により，制御盤 1面の機能が全て機能喪失した場合を想定した評価

について，結果を表 1に示す。 

  例えば，非常用所内電源補助盤のように，安全系区分ごとに分離・独立している制御盤では，

区分Ⅰの制御盤の火災による機能喪失を想定しても，ほかの安全系区分の制御盤と分離・独立し

ていることから，多重化された安全機能が同時に喪失することはない。よって，原子炉の高温停

止及び低温停止を達成し,維持することは可能である。 

  一方，中央運転監視盤，運転監視補助盤のように，複数の安全系区分の機器・ケーブル等が一

つの盤内に設置されている制御盤については，複数の安全系区分の安全機能が同時に喪失する可

能性がある。しかしながら，これらの制御盤については，運転員の目の前に設置されること，大

型表示盤については盤内に高感度煙検出設備を設置する設計としており火災の早期感知と運転員

による早期消火が可能なことから，複数区分の監視機能が同時に喪失することはない。よって，

原子炉の高温停止及び低温停止を達成し,維持することは可能である。 

  なお，万一，複数の安全系区分の機器・ケーブル等が設置されている制御盤の機能が全て喪失

しても，                     原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し,維持することが可能である設計とする。 
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表
１

 
7
号
機
中
央
制
御
室
の
制
御
盤
に
お
け
る
火
災
影
響
で
喪
失
す
る
機
能

 

位
置
 

盤
番
号
 

盤
名
称
 

安
全
機
能
 
（
〇
：
機
能
有
）
 

評
価
 

原
子
炉
の

緊
急
停
止

機
能

 

原
子
炉
冷

却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ

リ
機
能

 

炉
心
冷

却
 

機
能

 

原
子
炉
停

止
後
の
除

熱
機
能

 

安
全
上
特

に
重
要
な

関
連
機
能

 

1 
H
11
-
P6
0
0 

放
射
線
モ
ニ
タ
記
録
計
盤
 

 
 

 
 

 
 

2 
 

 

○
 

 
 

 

○
 

当
該
盤
に
お
い
て
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅰ
，
Ⅲ
の

ス
ク
ラ
ム
機
能
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
区
分
Ⅱ
，

Ⅳ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重

化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。

よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

3 
 

 

○
 

 
 

 

○
 

当
該
盤
に
お
い
て
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅱ
，
Ⅳ
の

ス
ク
ラ
ム
機
能
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
区
分
Ⅰ
，

Ⅲ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重

化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。

よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

4 
 

 
 

 
 

 
 

 

5 
 

 
 

 
 

 
 

 

6 
 

 
 

○
 

○
 

○
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅰ
の
非
常
用
炉

心
冷
却
系
の
機
能
を

FD
で
操
作
不
可
能
と
な
る
お
そ
れ
が

あ
る
が
，
同
機
能
を
有
す
る
区
分
Ⅱ
，
Ⅲ
の
盤
と
は
独
立
し

分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能

が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安

全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

7 
 

 
 

○
 

○
 

○
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅱ
の
非
常
用
炉

心
冷
却
系
の
機
能
を

FD
で
操
作
不
可
能
と
な
る
お
そ
れ
が

あ
る
が
，
同
機
能
を
有
す
る
区
分
Ⅰ
，
Ⅲ
の
盤
と
は
独
立
し

分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能

が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安

全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
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○
 

当
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火
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区
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Ⅲ
の
非
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却
系
の
機
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で
操
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不
可
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と
な
る
お
そ
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あ
る
が
，
同
機
能
を
有
す
る
区
分
Ⅰ
，
Ⅱ
の
盤
と
は
独
立
し

分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能

が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安

全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
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1
3 

H
11
-
P6
0
9-
2 

事
故
時
放
射
線
モ
ニ
タ
盤
（
２
）
 

 
 

 
 

 
 



 

 

 

補-4-5-7 

位
置
 

盤
番
号
 

盤
名
称
 

安
全
機
能
 
（
〇
：
機
能
有
）
 

評
価
 

原
子
炉
の

緊
急
停
止

機
能

 

原
子
炉
冷

却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ

リ
機
能

 

炉
心
冷

却
 

機
能

 

原
子
炉
停

止
後
の
除

熱
機
能

 

安
全
上
特

に
重
要
な

関
連
機
能

 

1
4 

 
  

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
、

RP
S 

Gr
1～

4
の
ス
ク

ラ
ム

機
能

が
操

作
不

可
能

と
な

る
恐

れ
が

あ
る

が
、

RP
S 

LD
盤
よ
り
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

1
5 

H
11
-
P6
1
2-
1 

原
子
炉
給
水
制
御
盤
 

 
 

 
 

 
 

1
6 

H
11
-
P6
1
2-
2 

原
子
炉
再
循
環
流
量
制
御
系
盤
 

 
 

 
 

 
 

1
7 

H
11
-
P6
1
3 

逃
が
し
安
全
弁
計
装
盤
 

 
 

 
 

 
 

1
8 

H
11
-
P6
1
4 

原
子
炉
系
記
録
計
盤
 

 
 

 
 

 
 

1
9 

H
11
-
P6
1
5-
1 

制
御
棒
操
作
監
視
制
御
盤
（
１
）
 

 
 

 
 

 
 

2
0 

H
11
-
P6
1
5-
2 

制
御
棒
操
作
監
視
制
御
盤
（
２
）
 

 
 

 
 

 
 

2
1 

H
11
-
P6
1
6-
1 

常
用
所
内
電
源
補
助
盤
 

 
 

 
 

 
 

2
2 

 
 

 

 
 

 
○
 

当
該
盤
に
お
い
て
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅰ
の
非

常
用
電
源
系
が
機
能
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
区
分

Ⅱ
，
Ⅲ
の
非
常
用
電
源
系
と
は
盤
が
独
立
し
分
離
さ
れ
て

い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪

失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達

成
可
能
で
あ
る
。
 

 

2
3 

 
 

 

 
 

 
○
 

当
該
盤
に
お
い
て
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅱ
の
非

常
用
電
源
系
が
機
能
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
区
分

Ⅰ
，
Ⅲ
の
非
常
用
電
源
系
と
は
盤
が
独
立
し
分
離
さ
れ
て

い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪

失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達

成
可
能
で
あ
る
。
 

 

2
4 

 
 

 

 
 

 
○
 

当
該
盤
に
お
い
て
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅲ
の
非

常
用
電
源
系
が
機
能
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
区
分

Ⅰ
，
Ⅱ
の
非
常
用
電
源
系
と
は
盤
が
独
立
し
分
離
さ
れ
て

い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪

失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達

成
可
能
で
あ
る
。
 

 

2
5 

H
11
-
P6
1
7 

原
子
炉
系
制
御
盤
 

 
 

 
 

 
 

2
6 

H
11
-
P6
2
0 

原
子
炉
系
伝
送
盤
 

 
 

 
 

 
 

2
7 

H
11
-
P6
2
1-
1 

原
子
炉
系
伝
送
盤
 
区
分
Ⅰ
 

 
 

 
 

 
 

2
8 

H
11
-
P6
2
1-
2 

原
子
炉
系
伝
送
盤
 
区
分
Ⅱ
 

 
 

 
 

 
 

2
9 

H
11
-
P6
2
1-
3 

原
子
炉
系
伝
送
盤
 
区
分
Ⅲ
 

 
 

 
 

 
 

3
0 

H
11
-
P6
2
1-
4 

原
子
炉
系

I/
F
盤

 
区
分
Ⅰ
 

 
 

 
 

 
 

3
1 

H
11
-
P6
2
1-
5 

原
子
炉
系

I/
F
盤

 
区
分
Ⅱ
 

 
 

 
 

 
 

3
2 

H
11
-
P6
2
1-
6 

原
子
炉
系

I/
F
盤

 
区
分
Ⅲ
 

 
 

 
 

 
 



 

 

 

補-4-5-8 

位
置
 

盤
番
号
 

盤
名
称
 

安
全
機
能
 
（
〇
：
機
能
有
）
 

評
価
 

原
子
炉
の

緊
急
停
止

機
能

 

原
子
炉
冷

却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ

リ
機
能

 

炉
心
冷

却
 

機
能

 

原
子
炉
停

止
後
の
除

熱
機
能

 

安
全
上
特

に
重
要
な

関
連
機
能

 

3
3 

 
 

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
に
お
い
て
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅰ
の

起

動
領
域
モ
ニ
タ
な
ど
の
監
視
機
能
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が

あ
る
が
，
同
機
能
を
有
す
る
区
分
Ⅱ
，
Ⅲ
，
Ⅳ
の
盤
と
は
独

立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全

機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉

の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

3
4 

 
 

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
に
お
い
て
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅱ
の

起

動
領
域
モ
ニ
タ
な
ど
の
監
視
機
能
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が

あ
る
が
，
同
機
能
を
有
す
る
区
分
Ⅰ
，
Ⅲ
，
Ⅳ
の
盤
と
は
独

立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全

機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉

の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

3
5 

 
 

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
に
お
い
て
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅲ
の

起

動
領
域
モ
ニ
タ
な
ど
の
監
視
機
能
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が

あ
る
が
，
同
機
能
を
有
す
る
区
分
Ⅰ
，
Ⅱ
，
Ⅳ
の
盤
と
は
独

立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全

機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉

の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

3
6 

 
 

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
に
お
い
て
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅳ
の

起

動
領
域
モ
ニ
タ
な
ど
の
監
視
機
能
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が

あ
る
が
，
同
機
能
を
有
す
る
区
分
Ⅰ
，
Ⅱ
，
Ⅲ
の
盤
と
は
独

立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全

機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉

の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

3
7 

H
12
-
P6
3
7 

格
納
容
器
内
水
素
モ
ニ
タ
盤
 

 
 

 
 

 
 

3
8 

H
11
-
P6
3
8-
1 

格
納
容
器
内
雰
囲
気
モ
ニ
タ
盤

 
区
分
Ⅰ

 
 

 
 

 
 

 

3
9 

H
11
-
P6
3
8-
2 

格
納
容
器
内
雰
囲
気
モ
ニ
タ
盤

 
区
分
Ⅱ

 
 

 
 

 
 

 

4
0 

H
11
-
P6
3
9 

Ｍ
Ｒ
Ｂ
Ｍ
盤
 

 
 

 
 

 
 

4
1 

H
11
-
P6
4
0 

Ｓ
Ｆ
Ｐ
（
広
域
）
水
位
計
盤
 

 
 

 
 

 
 

4
2 

H
11
-
P6
5
0 

７
号
機

 
Ｈ
Ｐ
Ａ
Ｃ
制
御
盤
 

 
 

 
 

 
 

4
3 

H
11
-
P6
5
1 

原
子
炉
系
警
報
補
助
盤
 

 
 

 
 

 
 

4
4 

 
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
安
全
保
護
系
や
原
子

炉
保
護
系
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
，
高
圧
炉
心
注
水
系
サ
プ

レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
，
原
子
炉
建
屋
差
圧
計
装
隔
離

弁
等
の
操
作
不
能
，
誤
動
作
の
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
区
分

Ⅱ
，
Ⅳ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多

重
化

さ
れ

た
安

全
機

能
が

同
時

に
喪

失
す

る
こ

と
は

な

い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。 



 

 

 

補-4-5-9 

位
置
 

盤
番
号
 

盤
名
称
 

安
全
機
能
 
（
〇
：
機
能
有
）
 

評
価
 

原
子
炉
の

緊
急
停
止

機
能

 

原
子
炉
冷

却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ

リ
機
能

 

炉
心
冷

却
 

機
能

 

原
子
炉
停

止
後
の
除

熱
機
能

 

安
全
上
特

に
重
要
な

関
連
機
能

 

4
5 

 
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
安
全
保
護
系
や
原
子

炉
保
護
系
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
，
高
圧
炉
心
注
水
系
サ
プ

レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
，
原
子
炉
建
屋
差
圧
計
装
隔
離

弁
等
の
操
作
不
能
，
誤
動
作
の
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
区
分

Ⅰ
，
Ⅲ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多

重
化

さ
れ

た
安

全
機

能
が

同
時

に
喪

失
す

る
こ

と
は

な

い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。 

4
6 

H
11
-
P6
5
4 

Ａ
Ｔ
Ｗ
Ｓ
／
Ｒ
Ｐ
Ｔ
盤
 

 
 

 
 

 
 

4
7 

H
11
-
P6
5
5-
1 

原
子
炉
系
回
転
体
振
動
監
視
盤
 

 
 

 
 

 
 

4
8 

H
11
-
P6
5
5-
2 

タ
ー
ビ
ン
系
回
転
体
振
動
監
視
盤
 

 
 

 
 

 
 

4
9 

H
11
-
P6
5
6 

Ｒ
Ｉ
Ｐ
冷
却
水
温
度
計
装
盤
 

 
 

 
 

 
 

5
0 

 
  

 
 

○
 

○
 

 
当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
原
子
炉
隔
離
時
冷
却

系
蒸
気
ラ
イ
ン
，
高
圧
炉
心
注
水
系
注
入
隔
離
弁
な
ど
の

操
作
不
能
，
誤
動
作
の
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
安
全
保
護
系

盤
，

ES
F
盤
に
よ
り
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

 

5
1 

H
11
-
P6
5
9 

Ｆ
Ｃ
Ｖ
Ｓ
制
御
盤
 

 
 

 
 

 
 

5
2 

H
11
-
P6
6
0 

ス
ク
ラ
ム
タ
イ
ミ
ン
グ
レ
コ
ー
ダ
盤
 

 
 

 
 

 
 

5
3 

H
11
-
P6
6
1-
1 

安
全
保
護
系
盤

 
区
分
Ⅰ
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
安
全
保
護
系
の
論
理

回
路
区
分
Ⅰ
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
他
区
分
Ⅱ
，

Ⅲ
，
Ⅳ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多

重
化

さ
れ

た
安

全
機

能
が

同
時

に
喪

失
す

る
こ

と
は

な

い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。 

5
4 

H
11
-
P6
6
1-
2 

安
全
保
護
系
盤

 
区
分
Ⅱ
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
安
全
保
護
系
の
論
理

回
路
区
分
Ⅱ
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
他
区
分
Ⅰ
，

Ⅲ
，
Ⅳ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多

重
化

さ
れ

た
安

全
機

能
が

同
時

に
喪

失
す

る
こ

と
は

な

い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。 

5
5 

H
11
-
P6
6
1-
3 

安
全
保
護
系
盤

 
区
分
Ⅲ
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
安
全
保
護
系
の
論
理

回
路
区
分
Ⅲ
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
他
区
分
Ⅰ
，

Ⅱ
，
Ⅳ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多

重
化

さ
れ

た
安

全
機

能
が

同
時

に
喪

失
す

る
こ

と
は

な

い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。 

5
6 

H
11
-
P6
6
1-
4 

安
全
保
護
系
盤

 
区
分
Ⅳ
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
安
全
保
護
系
の
論
理

回
路
区
分
Ⅳ
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
他
区
分
Ⅰ
，

Ⅱ
，
Ⅲ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多

重
化

さ
れ

た
安

全
機

能
が

同
時

に
喪

失
す

る
こ

と
は

な

い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。 



 

 

 

補-4-5-10 

位
置
 

盤
番
号
 

盤
名
称
 

安
全
機
能
 
（
〇
：
機
能
有
）
 

評
価
 

原
子
炉
の

緊
急
停
止

機
能

 

原
子
炉
冷

却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ

リ
機
能

 

炉
心
冷

却
 

機
能

 

原
子
炉
停

止
後
の
除

熱
機
能

 

安
全
上
特

に
重
要
な

関
連
機
能

 

5
7 

 
 

 
○

 
○

 
○

 
○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅰ
の
非
常
用
炉

心
冷
却
系
が
機
能
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
同
機
能

を
有
す
る
区
分
Ⅱ
，
Ⅲ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い

る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失

す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成

可
能
で
あ
る
。
 

5
8 

 
 

 
○

 
○

 
○

 
○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅱ
の
非
常
用
炉

心
冷
却
系
が
機
能
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
同
機
能

を
有
す
る
区
分
Ⅰ
，
Ⅲ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い

る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失

す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成

可
能
で
あ
る
。
 

5
9 

 
 

 
○

 
○

 
○

 
○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅲ
の
非
常
用
炉

心
冷
却
系
が
機
能
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
同
機
能

を
有
す
る
区
分
Ⅰ
，
Ⅱ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い

る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失

す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成

可
能
で
あ
る
。
 

6
0 

H
11
-
P6
6
3-
1 

安
全
保
護
系
補
助
盤

 
区
分
Ⅰ
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
安
全
保
護
系
の
論
理

回
路
区
分
Ⅰ
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
他
区
分
Ⅱ
，

Ⅲ
，
Ⅳ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多

重
化

さ
れ

た
安

全
機

能
が

同
時

に
喪

失
す

る
こ

と
は

な

い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。 

6
1 

H
11
-
P6
6
3-
2 

安
全
保
護
系
補
助
盤

 
区
分
Ⅱ
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
安
全
保
護
系
の
論
理

回
路
区
分
Ⅱ
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
他
区
分
Ⅰ
，

Ⅲ
，
Ⅳ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多

重
化

さ
れ

た
安

全
機

能
が

同
時

に
喪

失
す

る
こ

と
は

な

い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。 

6
2 

H
11
-
P6
6
3-
3 

安
全
保
護
系
補
助
盤

 
区
分
Ⅲ
 

○
 

○
 

○
 

○
 

 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
安
全
保
護
系
の
論
理

回
路
区
分
Ⅲ
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
他
区
分
Ⅰ
，

Ⅱ
，
Ⅳ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多

重
化

さ
れ

た
安

全
機

能
が

同
時

に
喪

失
す

る
こ

と
は

な

い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。 

6
3 

H
11
-
P6
6
3-
4 

安
全
保
護
系
補
助
盤

 
区
分
Ⅳ
 

 
 

 
 

 
 

6
4 

H
11
-
P6
7
0 

復
水
ろ
過
脱
塩
装
置
制
御
盤
 

 
 

 
 

 
 

6
5 

H
11
-
P6
7
3 

タ
ー
ビ
ン
系
補
助
盤
 

 
 

 
 

 
 

6
6 

H
11
-
P6
7
4 

タ
ー
ビ
ン
系
記
録
計
盤
 

 
 

 
 

 
 

6
7 

H
11
-
P6
7
5-
1 

発
電
機
保
護
継
電
器
盤
 

 
 

 
 

 
 



 

 

 

補-4-5-11 

位
置
 

盤
番
号
 

盤
名
称
 

安
全
機
能
 
（
〇
：
機
能
有
）
 

評
価
 

原
子
炉
の

緊
急
停
止

機
能

 

原
子
炉
冷

却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ

リ
機
能

 

炉
心
冷

却
 

機
能

 

原
子
炉
停

止
後
の
除

熱
機
能

 

安
全
上
特

に
重
要
な

関
連
機
能

 

6
8 

H
11
-
P6
7
5-
2 

所
変
保
護
継
電
器
盤
 

 
 

 
 

 
 

6
9 

H
11
-
P6
7
8-
1 

常
用
換
気
空
調
系
盤
 

 
 

 
 

 
 

7
0 

H
11
-
P6
7
9 

タ
ー
ビ
ン
発
電
機
記
録
監
視
計
器
盤
 

 
 

 
 

 
 

7
1 

H
11
-
P6
8
0 

湿
分
分
離
器
加
熱
器
制
御
盤
 

 
 

 
 

 
 

7
2 

H
11
-
P6
8
7 

タ
ー
ビ
ン
系
計
装
制
御
盤
 

 
 

 
 

 
 

7
3 

H
11
-
P6
9
9-
1 

原
子
炉
系
Ｒ
Ｗ
取
合
盤
 

 
 

 
 

 
 

7
4 

H
11
-
P6
9
9-
2 

タ
ー
ビ
ン
系
Ｒ
Ｗ
取
合
盤
 

 
 

 
 

 
 

7
5 

H
11
-
P7
0
0 

中
央
運
転
監
視
盤
 
１
 

 
○

 
○

 
○

 
○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
運
転
員
の
目
の
前
で

あ
る
こ
と
，
大
型
表
示
盤
に
つ
い
て
は
盤
内
に
感
知
設
備

を
設
置
す
る
こ
と
か
ら
早
期
の
感
知
・
消
火
が
可
能
で
あ

り
，
複
数
区
分
が
同
時
に
機
能
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ

っ
て
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

7
6 

H
11
-
P7
0
1 

中
央
運
転
監
視
盤
 
２
 

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
運
転
員
の
目
の
前
で

あ
る
こ
と
，
大
型
表
示
盤
に
つ
い
て
は
盤
内
に
感
知
設
備

を
設
置
す
る
こ
と
か
ら
早
期
の
感
知
・
消
火
が
可
能
で
あ

り
，
複
数
区
分
が
同
時
に
機
能
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ

っ
て
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

7
7 

H
11
-
P7
0
2 

中
央
運
転
監
視
盤
 
３
 

 
 

 
 

 
 

7
8 

H
11
-
P7
0
3 

運
転
監
視
補
助
盤
 
１
（
警
報
表
示
盤
）

 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
運
転
員
の
目
の
前
で

あ
る
こ
と
，
大
型
表
示
盤
に
つ
い
て
は
盤
内
に
感
知
設
備

を
設
置
す
る
こ
と
か
ら
早
期
の
感
知
・
消
火
が
可
能
で
あ

り
，
複
数
区
分
が
同
時
に
機
能
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ

っ
て
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

7
9 

H
11
-
P7
0
4 

運
転
監
視
補
助
盤
 
２
（
系
統
表
示
盤
）

 
 

 
 

 
 

 

8
0 

 
 

 
 

 
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設

備
に
関
わ
る
同
期
検
定
が
機
能
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る

が
，
運
転
員
の
目
の
前
で
あ
る
こ
と
，
大
型
表
示
盤
に
つ
い

て
は
盤
内
に
感
知
設
備
を
設
置
す
る
こ
と
か
ら
早
期
の
感

知
・
消
火
が
可
能
で
あ
る
こ
と
，
区
分
Ⅰ
，
Ⅱ
，
Ⅲ
の
機
能

を
分
離

BO
X
に
よ
り
分
離
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化

さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。

よ

っ
て
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

8
1 

H
11
-
P7
0
8-
1 

当
直
長
机
 

 
 

 
 

 
 

8
2 

H
11
-
P7
0
8-
2 

当
直
副
長
机
 

 
 

 
 

 
 

8
3 

H
11
-
P7
0
8-
3 

オ
ペ
レ
ー
タ
机
 

 
 

 
 

 
 

8
4 

H
11
-
P7
1
0 

自
動
出
力
調
整
系
制
御
盤
 

 
 

 
 

 
 

8
5 

H
11
-
P7
2
2 

計
算
機
ト
ラ
ン
ス
デ
ュ
ー
サ
盤
 

 
 

 
 

 
 



 

 

 

補-4-5-12 

位
置
 

盤
番
号
 

盤
名
称
 

安
全
機
能
 
（
〇
：
機
能
有
）
 

評
価
 

原
子
炉
の

緊
急
停
止

機
能

 

原
子
炉
冷

却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ

リ
機
能

 

炉
心
冷

却
 

機
能

 

原
子
炉
停

止
後
の
除

熱
機
能

 

安
全
上
特

に
重
要
な

関
連
機
能

 

8
6 

H
11
-
P7
3
6 

Ｐ
Ｓ
Ｖ
Ｒ
盤
 

 
 

 
 

 
 

8
7 

H
11
-
P7
3
7 

発
電
機
逆
相
過
電
流
保
護
継
電
器
盤
 

 
 

 
 

 
 

8
8 

C
98
-
P1
0
2-
1 

定
検
時
パ
ラ
メ
ー
タ
監
視
操
作
卓
１
 

 
 

 
 

 
 

8
9 

C
98
-
P1
0
2-
2 

定
検
時
パ
ラ
メ
ー
タ
監
視
プ
リ
ン
タ
机
 

 
 

 
 

 
 

9
0 

 
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅰ
の
非
常
用
炉

心
冷
却
系
の
重
要
設
備
が
機
能
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る

が
，
同
機
能
を
有
す
る
区
分
Ⅱ
，
Ⅲ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離

し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時

に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止

は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

9
1 

 
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅱ
の
非
常
用
炉

心
冷
却
系
の
重
要
設
備
が
機
能
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る

が
，
同
機
能
を
有
す
る
区
分
Ⅰ
，
Ⅲ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離

し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時

に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止

は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

9
2 

 
 

○
 

 
○

 
○

 
○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅲ
の
非
常
用
炉

心
冷
却
系
の
重
要
設
備
が
機
能
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る

が
，
同
機
能
を
有
す
る
区
分
Ⅰ
，
Ⅱ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離

し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時

に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止

は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

9
3 

H
11
-
P8
0
4 

中
央
制
御
室
端
子
盤
 

○
 

 
○

 
○

 
○
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅳ
の

RP
S
等
の

重
要
設
備
が
機
能
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
同
機
能

を
有
す
る
区
分
Ⅰ
，
Ⅱ
，
Ⅲ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
し
て
い

る
こ
と
か
ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失

す
る
こ
と
は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成

可
能
で
あ
る
。
 

9
4 

H
11
-
P8
3
0-
1 

Ｒ
Ｐ
Ｓ

 
Ｌ
Ｄ
盤
（
Ｒ
Ｐ
Ｓ

-Ｇ
１
）
 

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
原
子
炉
停
止
系
の
論

理
回
路
区
分
Ⅰ
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
他
区
分

Ⅱ
，
Ⅲ
，
Ⅳ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か

ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と

は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ

る
。
 



 

 

 

補-4-5-13 

位
置
 

盤
番
号
 

盤
名
称
 

安
全
機
能
 
（
〇
：
機
能
有
）
 

評
価
 

原
子
炉
の

緊
急
停
止

機
能

 

原
子
炉
冷

却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ

リ
機
能

 

炉
心
冷

却
 

機
能

 

原
子
炉
停

止
後
の
除

熱
機
能

 

安
全
上
特

に
重
要
な

関
連
機
能

 

9
5 

H
11
-
P8
3
0-
2 

Ｒ
Ｐ
Ｓ

 
Ｌ
Ｄ
盤
（
Ｒ
Ｐ
Ｓ

-Ｇ
２
）
 

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
原
子
炉
停
止
系
の
論

理
回
路
区
分
Ⅱ
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
他
区
分

Ⅰ
，
Ⅲ
，
Ⅳ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か

ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と

は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ

る
。
 

9
6 

H
11
-
P8
3
0-
3 

Ｒ
Ｐ
Ｓ

 
Ｌ
Ｄ
盤
（
Ｒ
Ｐ
Ｓ

-Ｇ
３
）
 

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
原
子
炉
停
止
系
の
論

理
回
路
区
分
Ⅲ
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
他
区
分

Ⅰ
，
Ⅱ
，
Ⅳ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か

ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と

は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ

る
。
 

9
7 

H
11
-
P8
3
0-
4 

Ｒ
Ｐ
Ｓ

 
Ｌ
Ｄ
盤
（
Ｒ
Ｐ
Ｓ

-Ｇ
４
）
 

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
で
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
原
子
炉
停
止
系
の
論

理
回
路
区
分
Ⅳ
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
他
区
分

Ⅰ
，
Ⅱ
，
Ⅲ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か

ら
，
多
重
化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と

は
な
い
。
よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ

る
。
 

9
8 

 
 

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
に
お
い
て
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅰ
，
Ⅱ
の

ス
ク
ラ
ム
信
号
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
区
分
Ⅲ
，

Ⅳ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重

化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。

よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

9
9 

 
 

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
に
お
い
て
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅲ
，
Ⅳ
の

ス
ク
ラ
ム
信
号
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
区
分
Ⅰ
，

Ⅱ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重

化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。

よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

1
00
 

 
 

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
に
お
い
て
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅰ
，
Ⅱ
の

ス
ク
ラ
ム
機
能
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
区
分
Ⅲ
，

Ⅳ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重

化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。

よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 

1
01
 

 
 

○
 

 
 

 
 

当
該
盤
に
お
い
て
火
災
を
想
定
し
た
場
合
，
区
分
Ⅲ
，
Ⅳ
の

ス
ク
ラ
ム
機
能
が
喪
失
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
が
，
区
分
Ⅰ
，

Ⅱ
の
盤
と
は
独
立
し
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
多
重

化
さ
れ
た
安
全
機
能
が
同
時
に
喪
失
す
る
こ
と
は
な
い
。

よ
っ
て
，
原
子
炉
の
安
全
停
止
は
達
成
可
能
で
あ
る
。
 



 

 

 

補-4-5-14 

位
置
 

盤
番
号
 

盤
名
称
 

安
全
機
能
 
（
〇
：
機
能
有
）
 

評
価
 

原
子
炉
の

緊
急
停
止

機
能

 

原
子
炉
冷

却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ

リ
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補足説明資料 4－6 

火災区域（区画）特性表について 
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1. 目的 

 本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書の 7.2項に示す火災区域

（区画）特性表について，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

 柏崎刈羽原子力発電所第７号機の火災区域（区画）特性表を次頁以降に示す。また，柏崎刈羽

原子力発電所７号機の火災区域（区画）の配置図については，補足説明資料 1－2に示す。 
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

0.58

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 145

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 75,872

火災荷重(MJ/㎡) 524 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1
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火災区域特性表Ⅱ 

 

 

 

1/1

① ② ③ ④

145 75,872 524 0.58

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：建屋を跨いで隣接する火災区域を示す。本火災区域はRX-B3F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

0.65

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 391

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 227,761

火災荷重(MJ/㎡) 583 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

391 227,761 583 0.65

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はRX-B3F-2と同一火災区域であり伝播の可能性がある。
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項
*1：フェールセーフ設計によりスクラム動作すると考えられるが、保守的にスクラム機能喪失を想定。
*2：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情)」と記載。
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項
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火災区域特性表Ⅰ 

 

 

 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

1.19

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 93

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 99,753

火災荷重(MJ/㎡) 1,073 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照
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火災区域特性表Ⅱ 

 

 

 

1/1

① ② ③ ④

93 99,753 1,073 1.19

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅲ 

 

 

  

1/1

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項
*1：フェールセーフ設計によりスクラムすると考えるが、保守的にスクラム機能喪失を想定

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

0.32

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 196

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 56,044

火災荷重(MJ/㎡) 286 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

196 56,044 286 0.32

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はRX-B2F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

1.76

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 3,010

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 4,789,823

火災荷重(MJ/㎡) 1,592 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/2

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

2/2

① ② ③ ④

3,010 4,789,823 1,592 1.76

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/3

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はRX-B1F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

2/3

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はRX-B1F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

3/3火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：建屋を跨いで隣接する火災区域を示す。本火災区域はRX-B1F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/3

特記事項

*1：インターロックに関わる計器だが、区分Ⅰ信号だけではインターロックが動作しない。
*2：影響を受ける緩和系については、ケーブルリストより評価する。
*3：系統バウンダリ弁であり、機能喪失（閉状態維持）しても緩和系への影響なし。
*4：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情)」と記載。

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

2/3

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

3/3

特記事項

*1：インターロックに関わる計器だが、区分Ⅲ信号だけではインターロックが動作しない。
*2：サージタンク水位3L＋4Lでポンプトリップするが、計器設置場所はフロアが相違するため同時にサージタンク水位3Lと4Lに関わるインターロック計器
が誤作動する可能性は低いと判断する。
*3：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情)」と記載。

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

  

特記事項

(1)RX-B1F-1内にはRHRポンプ(B)室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち3区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しない
ことから同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
(2)RX-B1F-1内にはRHRポンプ(C)室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち3区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しない
ことから同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。

　火災により影響を受けるケーブル 1/2
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

(1)RX-B1F-1内にはRHRポンプ(B)室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち3区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しない
ことから同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
(2)RX-B1F-1内にはRHRポンプ(C)室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち3区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しない
ことから同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。

　火災により影響を受けるケーブル 2/2
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

2.92

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 24

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 63,528

火災荷重(MJ/㎡) 2,647 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照
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火災区域特性表Ⅱ 

  

  

1/1

① ② ③ ④

24 63,528 2,647 2.92

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項

*1：LPFL(A),RHR(A),D/G(A),RCW(A),RSW(A)
*2：LPFL(B),RHR(B),D/G(B),RCW(B),RSW(B)
*3：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情)」と記載。

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

0.24

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 14

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 2,960

火災荷重(MJ/㎡) 212 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

14 2,960 212 0.24

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項
*1：インターロックに関わる計器だが、区分Ⅲ信号だけではインターロックは動作しないため緩和系への影響は無い。
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

0.17

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 17

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 2,597

火災荷重(MJ/㎡) 153 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

17 2,597 153 0.17

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項
*1：インターロックに関わる計器だが、区分Ⅳ信号だけではインターロックが動作せず、緩和系への影響は無い。

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

2.41

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 131

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 285,792

火災荷重(MJ/㎡) 2,182 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

131 285,792 2,182 2.41

火災区域内の火災源及び防火設備+A2:P66

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅳ 

 

 

1/1

特記事項
*1：影響を受ける緩和系については、ケーブルリストにより確認する。

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

2.44

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 199

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 439,102

火災荷重(MJ/㎡) 2,207 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

199 439,102 2,207 2.44

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備+A2:P66

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅳ 

  

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項
*1：影響を受ける緩和系については、ケーブルリストにより確認する。
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火災区域特性表Ⅴ 

  

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

0.24

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 15

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 3,201

火災荷重(MJ/㎡) 214 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

15 3,201 214 0.24

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅲ 

  

  

1/1

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路



補-4-6-243 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項

火災により影響を受ける設備



補-4-6-244 

火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

*1：ケーブルリスト上は、RCIC蒸気ライン外側隔離弁に関わるケーブルトレイがあるが、ケーブルとしては当該の部屋までは敷設されていないた
め、当該の部屋の火災を想定してもRCIC蒸気ライン外側隔離弁への影響は無い。

　火災により影響を受けるケーブル 1/1



 

補-4-6-245 

 



補-4-6-246 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

1.30

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 23

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 26,956

火災荷重(MJ/㎡) 1,172 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

23 26,956 1,172 1.30

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はRX-2F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

0.56

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 136

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 68,226

火災荷重(MJ/㎡) 502 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照



補-4-6-253 

火災区域特性表Ⅱ 

  

  

1/1

① ② ③ ④

136 68,226 502 0.56

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-254 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路



補-4-6-255 

火災区域特性表Ⅳ 

  

  

1/1

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1



 

補-4-6-257 

 



補-4-6-258 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

0.05

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 12

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 465

火災荷重(MJ/㎡) 39 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1



補-4-6-259 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

12 465 39 0.05

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h
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火災区域特性表Ⅲ 

  

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

0.87

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 12,762

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 9,978,287

火災荷重(MJ/㎡) 782 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照



補-4-6-265 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/5

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備
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火災区域特性表Ⅱ 

 

 

 

2/5

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備



補-4-6-267 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

3/5

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*3：火災区域の変更により火災区域内の当該部屋でもあり隣接部屋でもある。

火災区域内の火災源及び防火設備
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

4/5

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備
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火災区域特性表Ⅱ 

 

 

 

5/5

① ② ③ ④

12,762 9,978,287 782 0.87

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：煙感知器，熱感知器，炎感知器

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h



補-4-6-270 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/3

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路



補-4-6-271 

火災区域特性表Ⅲ 

 

 

  

2/3

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：建屋を跨いで隣接する火災区域を示す。本火災区域はRX-ALLと同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅲ 

 

 

 

3/3火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：建屋を跨いで隣接する火災区域を示す。本火災区域はRX-ALLと同一火災区域であり伝播の可能性がある。



補-4-6-273 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/10

特記事項
*1：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情）」と記載。

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

2/10

特記事項

*1当該盤が損傷した場合、フェイルセーフ動作によりスクラム信号が入るため緩和系への影響は無い。
*2：当該弁については防護対策済

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

3/10

特記事項
*1：インターロックに関わる計器だが、区分Ⅱ信号のみではインターロックは動作しない。
*2：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情）」と記載。

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

 

 

4/10

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

5/10

特記事項

*1：RCWポンプトリップのインターロックは「水位3L+4L」の条件で動作するため、水位4Lのみではポンプトリップ条件成立せず。
*2：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情）」と記載。

火災により影響を受ける設備



補-4-6-278 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

6/10

特記事項

*1：LPFL(A),LPFL(C),RHR(A),RHR(C),D/G(A),RCW(A),RSW(A)　の誤起動の可能性があるが、緩和系が作動するものであり高温停止、低温停止に影響
は無いと判断
*2：HPCF(B),HPCF(C),LPFL(B),RHR(B),D/G(B),D/G(C),RCW(B),RCW(C),RSW(B),RSW(Ｃ)の誤起動の可能性があるが、緩和系が作動するものであり高
温停止、低温停止に影響は無いと判断

火災により影響を受ける設備



補-4-6-279 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

7/10

特記事項

*1：「SLC(A)」が該当するが、当該操作盤の機能が喪失した場合においても、中央制御室からの操作が可能であることから、高温停止、低温停止に影
響は無いと判断
*2：「SLC(B)」が該当するが、当該操作盤の機能が喪失した場合においても、中央制御室からの操作が可能であることから、高温停止、低温停止に影
響は無いと判断
*3：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情）」と記載。

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

8/10

特記事項
*1：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情）」と記載。

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

 

 

9/10

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

10/10

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

特記事項

1)RX-ALL内にはRHRポンプ(A)室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち3区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しないこと
から同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
2)RX-ALL内にはRCIC配管室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち2区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しないことから
同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
3)RX-ALL内にはRCIC蒸気管差圧・RCIC蒸気圧力に関わる4区分の信号のうち2区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しな
いことから同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。

　火災により影響を受けるケーブル 1/6



補-4-6-284 

火災区域特性表Ⅴ 

 

特記事項

1)RX-ALL内にはRHRポンプ(A)室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち3区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しないこと
から同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
2)RX-ALL内にはRCIC配管室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち2区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しないことから
同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
3)RX-ALL内にはRCIC蒸気管差圧・RCIC蒸気圧力に関わる4区分の信号のうち2区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しな
いことから同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。

　火災により影響を受けるケーブル 2/6
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火災区域特性表Ⅴ 

 

  

特記事項

1)RX-ALL内にはRHRポンプ(A)室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち3区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しないこと
から同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
2)RX-ALL内にはRCIC配管室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち2区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しないことから
同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
3)RX-ALL内にはRCIC蒸気管差圧・RCIC蒸気圧力に関わる4区分の信号のうち2区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しな
いことから同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。

*1：ケーブルリスト上は、RCIC蒸気ライン外側隔離弁に関わるケーブルトレイがあるが、ケーブルとしては当該の部屋までは敷設されていないた
め、当該の部屋の火災を想定してもRCIC蒸気ライン外側隔離弁への影響は無い。

　火災により影響を受けるケーブル 3/6
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火災区域特性表Ⅴ 

 

  

特記事項

1)RX-ALL内にはRHRポンプ(A)室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち3区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しないこと
から同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
2)RX-ALL内にはRCIC配管室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち2区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しないことから
同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
3)RX-ALL内にはRCIC蒸気管差圧・RCIC蒸気圧力に関わる4区分の信号のうち2区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しな
いことから同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。

　火災により影響を受けるケーブル 4/6
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火災区域特性表Ⅴ 

 

  

特記事項

1)RX-ALL内にはRHRポンプ(A)室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち3区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しないこと
から同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
2)RX-ALL内にはRCIC配管室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち2区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しないことから
同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
3)RX-ALL内にはRCIC蒸気管差圧・RCIC蒸気圧力に関わる4区分の信号のうち2区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しな
いことから同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。

　火災により影響を受けるケーブル 5/6
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火災区域特性表Ⅴ 

 

　火災により影響を受けるケーブル 6/6

特記事項

1)RX-ALL内にはRHRポンプ(A)室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち3区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しないこと
から同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
2)RX-ALL内にはRCIC配管室漏えい検出に関わる4区分の信号のうち2区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しないことから
同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
3)RX-ALL内にはRCIC蒸気管差圧・RCIC蒸気圧力に関わる4区分の信号のうち2区分に関わるケーブルがあるが、同一の部屋内には存在しな
いことから同時にインターロック計器の誤作動の可能性は低いと判断する。
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

0.79

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 23,249

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 16,595,817

火災荷重(MJ/㎡) 714 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/5

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

2/5

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

3/5

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

4/5

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

5/5

① ② ③ ④

23,249 16,595,817 714 0.79

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/2

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：建屋を跨いで隣接する火災区域を示す。本火災区域はTB-ALLと同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

2/2

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：建屋を跨いで隣接する火災区域を示す。本火災区域はTB-ALLと同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/4

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

2/4

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

3/4

特記事項
*1：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-（情）」と記載。

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

4/4

特記事項
*1：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-（情）」と記載。

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

  

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/5
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火災区域特性表Ⅴ 

 

  

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 2/5
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火災区域特性表Ⅴ 

 

  

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 3/5
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火災区域特性表Ⅴ 

 

  

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 4/5
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 5/5
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

0.31

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 635

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 176,929

火災荷重(MJ/㎡) 279 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

635 176,929 279 0.31

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：建屋を跨いで隣接する火災区域を示す。本火災区域はTB-B2F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。
*3：本火災区域はTB-B2F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

0.40

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 475

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 168,563

火災荷重(MJ/㎡) 355 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照



補-4-6-423 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

475 168,563 355 0.40

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-424 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はTB-B1F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路



補-4-6-425 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項
*1：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-（情）」と記載。

火災により影響を受ける設備



補-4-6-426 

火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1



 

補-4-6-427 

 
 



 

補-4-6-428 

 
 



 

補-4-6-429 

 
 



 

補-4-6-430 

   



補-4-6-431 

火災区域特性表Ⅰ 

  

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

1.22

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 82

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 90,629

火災荷重(MJ/㎡) 1,106 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照



補-4-6-432 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

82 90,629 1,106 1.22

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：煙感知器、熱感知器、炎感知器



補-4-6-433 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はTB-1F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路



補-4-6-434 

火災区域特性表Ⅳ 

  

  

1/1

特記事項

火災により影響を受ける設備



補-4-6-435 

火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1



 

補-4-6-436 

 
 



 

補-4-6-437 

 
 



 

補-4-6-438 

   



補-4-6-439 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

0.01

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 110

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 350

火災荷重(MJ/㎡) 4 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照



補-4-6-440 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

110 350 4 0.01

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-441 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はTB-2F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路



補-4-6-442 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項

火災により影響を受ける設備



補-4-6-443 

火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1



 

補-4-6-444 

   



補-4-6-445 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

1.48

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 1,012

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 1,358,347

火災荷重(MJ/㎡) 1,343 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照



補-4-6-446 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

1,012 1,358,347 1,343 1.48

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-447 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はCB-B2F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路



補-4-6-448 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/2

特記事項

火災により影響を受ける設備



補-4-6-449 

火災区域特性表Ⅳ 

  

  

2/2

特記事項

火災により影響を受ける設備



補-4-6-450 

火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1



 

補-4-6-451 

 
 



 

補-4-6-452 

   



補-4-6-453 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

0.41

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 278

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 102,864

火災荷重(MJ/㎡) 371 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照



補-4-6-454 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

278 102,864 371 0.41

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h



補-4-6-455 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：火災区域の変更により火災区域内の当該部屋でもあり隣接部屋でもある。
*3：本火災区域はCB-B2F-2と同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路



補-4-6-456 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項

火災により影響を受ける設備



補-4-6-457 

火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1



 

補-4-6-458 

 
 



 

補-4-6-459 

   



補-4-6-460 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

1.89

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 66

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 112,781

火災荷重(MJ/㎡) 1,709 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照



補-4-6-461 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

66 112,781 1,709 1.89

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h



補-4-6-462 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-463 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項



補-4-6-464 

火災区域特性表Ⅴ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項



補-4-6-465 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

2.48

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 120

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 269,385

火災荷重(MJ/㎡) 2,245 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1



補-4-6-466 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

120 269,385 2,245 2.48

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-467 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はCB-B2F-4と同一火災区域であり伝播の可能性がある。



補-4-6-468 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項



補-4-6-469 

火災区域特性表Ⅴ 

  

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項



 

補-4-6-470 

 
 



 

補-4-6-471 

   



補-4-6-472 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

1.56

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 974

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 1,375,424

火災荷重(MJ/㎡) 1,413 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1



補-4-6-473 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

974 1,375,424 1,413 1.56

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-474 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はCB-B2F-5と同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路



補-4-6-475 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1
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補-4-6-483 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

1.53

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 183

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 253,449

火災荷重(MJ/㎡) 1,385 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照



補-4-6-484 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

183 253,449 1,385 1.53

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-485 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：建屋を跨いで隣接する火災区域を示す。本火災区域はCB-B1F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。
*3：本火災区域はCB-B1F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路



補-4-6-486 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

*1：ケーブルリスト上C/B非常用HVAC(Ｃ)（区分Ⅲ）に関わる電線管が当該の部屋にあるが、埋設されているため対策不要。

　火災により影響を受けるケーブル 1/1
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補-4-6-502 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

1.06

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 204

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 196,236

火災荷重(MJ/㎡) 962 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照



補-4-6-503 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

204 196,236 962 1.06

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-504 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路



補-4-6-505 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項

火災により影響を受ける設備



補-4-6-506 

火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1
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補-4-6-510 

 
 



 

補-4-6-511 

 
 



 

補-4-6-512 
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

1.12

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 237

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 240,115

火災荷重(MJ/㎡) 1,014 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1



補-4-6-516 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

237 240,115 1,014 1.12

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h



補-4-6-517 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

0.97

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 141

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 123,374

火災荷重(MJ/㎡) 875 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1



補-4-6-529 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

141 123,374 875 0.97

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h



補-4-6-530 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-531 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項



補-4-6-532 

火災区域特性表Ⅴ 

 

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項



 

補-4-6-533 

 
 



 

補-4-6-534 

 



補-4-6-535 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

0.37

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 69

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 22,739

火災荷重(MJ/㎡) 330 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照



補-4-6-536 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

69 22,739 330 0.37

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-537 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：建屋を跨いで隣接する火災区域を示す。本火災区域はCB-B1F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。
*3：本火災区域はCB-B1F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項
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補-4-6-551 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

0.36

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 143

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 45,417

火災荷重(MJ/㎡) 318 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1



補-4-6-552 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

143 45,417 318 0.36

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-553 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はCB-B2F-4と同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路



補-4-6-554 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項

火災により影響を受ける設備



補-4-6-555 

火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1
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補-4-6-564 

 
 



 

補-4-6-565 

 
 



 

補-4-6-566 

 
 



 

補-4-6-567 

 
 



 

補-4-6-568 

 
 



 

補-4-6-569 

 
 



 

補-4-6-570 

 
 



 

補-4-6-571 

 
 



 

補-4-6-572 

  



補-4-6-573 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

2.07

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 674

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 1,264,566

火災荷重(MJ/㎡) 1,877 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1



補-4-6-574 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

674 1,264,566 1,877 2.07

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：防護対象機器はないが、中央制御室への影響を考慮し火災感知器を設置する。

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h



補-4-6-575 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はCB-1F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。



補-4-6-576 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項
*1：影響を受ける緩和系については、ケーブルリストにより確認する。



補-4-6-577 

火災区域特性表Ⅴ 

 

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項
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補-4-6-607 

 
 



 

補-4-6-608 

 
 



 

補-4-6-609 

 
 



 

補-4-6-610 

 
 



 

補-4-6-611 

 
 



 

補-4-6-612 

 
 



 

補-4-6-613 

 
 



 

補-4-6-614 

 
 



 

補-4-6-615 

  



補-4-6-616 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

0.19

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 111

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 19,025

火災荷重(MJ/㎡) 172 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1



補-4-6-617 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

111 19,025 172 0.19

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h



補-4-6-618 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はCB-1F-2と同一火災区域であり伝播の可能性がある。



補-4-6-619 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項
*1:MCR-HVAC(A),MCR-HVAC(B)



補-4-6-620 

火災区域特性表Ⅴ 

 

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項



 

補-4-6-621 

  



補-4-6-622 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

1.00

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 1,698

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 1,533,072

火災荷重(MJ/㎡) 903 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1



補-4-6-623 

火災区域特性表Ⅱ 

 

 

1/1

① ② ③ ④

1,698 1,533,072 903 1.00

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h



補-4-6-624 

火災区域特性表Ⅲ 

 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はCB-2F-1と同一火災区域であり伝播の可能性がある。



補-4-6-625 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/9火災により影響を受ける設備

特記事項
*1：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情）」と記載



補-4-6-626 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

2/9火災により影響を受ける設備

特記事項

*1：LPFL(A),LPFL(B),LPFL(C),RHR(A),RHR(B),RHR(C)
*2：HPCF(B),HPCF(C),D/G(B),D/G(C),RCW(B),RCW(C),RSW(B),RSW(C)
*3：LPFL(A),LPFL(C),RHR(A),RHR(C),D/G(A),RCW(A),RSW(A)
*4：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情）」と記載



補-4-6-627 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

3/9

特記事項

*1：LPFL(A),LPFL(B),LPFL(C),RHR(A),RHR(B),RHR(C)
*2：LPFL(A),LPFL(B),LPFL(C),RHR(A),RHR(B),RHR(C),D/G(A),RCW(A),RSW(A)
*3：HPCF(B),HPCF(C),LPFL(B),RHR(B),D/G(B),D/G(C),RCW(B),RCW(C),RSW(B),RSW(C)
*4：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情）」と記載

火災により影響を受ける設備



補-4-6-628 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

4/9火災により影響を受ける設備

特記事項



補-4-6-629 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

5/9火災により影響を受ける設備

特記事項
*1：影響を受ける緩和系については、ケーブルリストで確認する。
*2：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情）」と記載



補-4-6-630 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

6/9火災により影響を受ける設備

特記事項
*1：影響を受ける緩和系については、ケーブルリストで確認する。
*2：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情）」と記載



補-4-6-631 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

7/9火災により影響を受ける設備

特記事項

*1：影響を受ける緩和系については、ケーブルリストで確認する。
*2：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情）」と記載



補-4-6-632 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

8/9火災により影響を受ける設備

特記事項
*1：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情）」と記載



補-4-6-633 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

9/9火災により影響を受ける設備

特記事項



補-4-6-634 

火災区域特性表Ⅴ 

 

 

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項
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補-4-6-688 
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補-4-6-694 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

0.03

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 268

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 5,889

火災荷重(MJ/㎡) 22 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照



補-4-6-695 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

268 5,889 22 0.03

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-696 

火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：本火災区域はCB-2F-2と同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路



補-4-6-697 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項

火災により影響を受ける設備



補-4-6-698 

火災区域特性表Ⅴ 

 

 

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1



 

補-4-6-699 

  



補-4-6-700 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

1.54

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 18

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 25,109

火災荷重(MJ/㎡) 1,395 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

18 25,109 1,395 1.54

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。



補-4-6-703 

火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1火災により影響を受ける設備

特記事項
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火災区域特性表Ⅴ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 1/1

特記事項
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火災区域特性表Ⅰ 

 

  

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

0.00

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 25

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 0

火災荷重(MJ/㎡) 0 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

火災区域特性表のまとめ 1/1
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/1

① ② ③ ④

25 0 0 0.00

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/1

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/1

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

  

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1



補-4-6-710 

火災区域特性表Ⅰ 

 

  

火災区域特性表のまとめ 1/1

0.38

　火災区域内の火災源及び防火設備 　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 8,835

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 3,008,804

火災荷重(MJ/㎡) 341 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h)

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

1/4

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

2/4

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備



補-4-6-713 

火災区域特性表Ⅱ 

 

  

3/4

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域内の火災源及び防火設備
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火災区域特性表Ⅱ 

 

  

4/4

① ② ③ ④

8,835 3,008,804 341 0.38

火災区域内の火災源及び防火設備

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

1/2

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：建屋を跨いで隣接する火災区域を示す。本火災区域はRWB-ALLと同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅲ 

 

  

2/2

特記事項

*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
*2：建屋を跨いで隣接する火災区域を示す。本火災区域はRWB-ALLと同一火災区域であり伝播の可能性がある。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

1/3

特記事項
*1：安全機能の動作に影響しない情報伝達系のみ喪失する場合は「-(情）」と記載。

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

2/3

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

  

3/3

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

  

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/4
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火災区域特性表Ⅴ 

 

  

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 2/4
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火災区域特性表Ⅴ 

 

  

特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 3/4
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火災区域特性表Ⅴ 

 
特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 4/4



 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足説明資料 4－7 

原子炉格納容器内火災を想定した場合の対応について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 6.2(7)項に示す，原子炉格

納容器内火災を想定した場合の対応について，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  原子炉格納容器内火災を想定しても，原子炉格納容器内の系統分離対策及び運転員の操作によ

り，原子炉の安全停止は可能である評価の結果を次頁以降に示す。 
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3. はじめに 

  原子炉起動中の窒素ガス置換（原子炉格納容器内酸素濃度 1％以下）が完了していない時期に

おいて，原子炉格納容器内で発生する火災により，保守的に原子炉の安全機能が全喪失した場合

に，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し維持することが可能であることを確認する。 

 

4. 原子炉格納容器内火災による影響の想定 

  起動時の原子炉格納容器内の火災による影響を以下の通り想定する。 

 (1) 火災発生は，原子炉起動中において窒素ガス置換されていない期間である「制御棒引き

抜き」から「原子炉格納容器内点検終了」（以下「起動～原子炉格納容器内点検終了」とい

う。）及び「点検終了後」から「窒素ガス置換完了」（以下「原子炉格納容器内点検終了～

窒素ガス置換完了」という。）までの期間に発生すると想定する。 

 (2) 火災源は，油内包機器である再循環ポンプ取扱装置，制御棒駆動機構取扱装置及び主蒸

気内側隔離弁 4台のうち，いずれかの弁の単一火災を想定する。 

 (3) 油内包機器である原子炉圧力容器下部作業用機器（再循環ポンプ取扱装置及び制御棒駆

動機構取扱装置）については，原子炉起動を含め使用していないときは電源を遮断する。 

 (4) 主蒸気内側隔離弁の内包する潤滑油火災は，主蒸気内側隔離弁駆動部及び駆動部から漏

えいした潤滑油が溜る堰の双方で発生するものとする。 

 (5) 原子炉格納容器内に設置している逃がし安全弁などの主要な材料は金属製であること，

及び原子炉格納容器内に敷設しているケーブルは実証試験により自己消火性，耐延焼性を

確認した難燃ケーブルを使用していることから，火災が進展する可能性は小さい。ただ

し，火災の進展は時間の経過とともに，徐々に原子炉格納容器内全域に及ぶものとする。 

 (6) 空気作動弁は，電磁弁に接続される制御ケーブルが火災により断線，フェイル動作する

ものとする。 

 (7) 電動弁は，火災影響により接続するケーブルが断線し，作動させることが出来ないが，

火災発生時の開度を維持するものとする。 

 (8) 原子炉格納容器内の監視計器は，「同一パラメータを監視する複数の計器が配置上分離さ

れて設置されていること」，及び「火災が時間経過とともに進展すること」を考慮し，火災

発生直後は全監視計器が同時に機能喪失するとは想定しないが，火災の進展に伴い監視計

器が全て機能喪失するものとする。 
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5. 原子炉の高温停止及び低温停止の達成，維持について 

 5.1 起動～原子炉格納容器点検終了 

  (1) 高温停止の達成  

    原子炉起動中において窒素ガス置換されていない期間である「起動～原子炉格納容器内点

検終了」までの期間（約 18時間）については，主蒸気内側隔離弁は”開”状態（図 1）と

なっているが，主蒸気内側隔離弁の火災により主蒸気内側隔離弁の閉止が想定されることか

ら，原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能））による緊急停止操作が要求

される。このうち，制御棒駆動機構は金属等の不燃性材料で構成する機械品であるため，火

災による機能喪失は考えにくく，火災によって原子炉の緊急停止機能に影響が及ぶおそれは

ない。 

    スクラム機能が要求される制御棒駆動水圧系水圧制御ユニットについては，当該ユニット

のアキュムレータ，窒素ガス容器，スクラム弁・スクラムパイロット弁は，原子炉格納容器

とは別の火災区域に設置されているため，主蒸気内側隔離弁の火災の影響はない。当該ユニ

ットの原子炉格納容器内の配管は金属等の不燃性材料で構成する機械品であるため，火災に

よる機能喪失は考えにくい。（図 2） 

    以上より，主蒸気内側隔離弁の火災を想定しても原子炉の高温停止を達成することは可能

である。 

 (2) 低温停止の達成，維持 

    低温停止の達成，維持については，原子炉停止後の除熱機能に該当する系統として，残留

熱除去系（原子炉停止時冷却モード）（図 3），高圧炉心注水系（図 4），原子炉隔離時冷却系

（図 5），逃がし安全弁（手動逃がし機能），自動減圧系（手動逃がし機能）（図 1）が必要と

なる。これらの系統のうち，ポンプについては，電源ケーブルを含め原子炉格納容器とは別

の火災区域に設置されているため，主蒸気内側隔離弁の火災の影響はないが，原子炉格納容

器内に設置されている電動弁，電磁弁については，電源ケーブル，制御ケーブルが火災の進

展により機能喪失すると電動弁，電磁弁等も機能喪失することとなる。 

    しかしながら，起動～原子炉格納容器点検終了までの間は，原子炉格納容器内には窒素ガ

スが封入されていないことから，火災発生を確認した時点で緊急停止操作を行うとともに初

期消火要員が原子炉格納容器所員用エアロック室に急行（10分以内）し，火災影響が及ん

でいない起動領域モニタ(SRNM)で未臨界状態を確認した後に，所員用エアロックを開放（10

分以内）し，原子炉格納容器内に入り消火活動を行うことは可能である。 

    よって，原子炉格納容器内の電動弁及び電磁弁について，主蒸気内側隔離弁の火災影響に

より全て機能喪失したとしても，原子炉格納容器内に設置された残留熱除去系停止時冷却内

側隔離弁（E11-MO-F010A,B,C：通常閉）にアクセスして手動開操作を行うことが可能である

ことから，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉の低温停止の達成，維持

は可能である。 
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 5.2 原子炉格納容器内点検終了～窒素ガス置換完了 

  (1) 高温停止の達成 

    原子炉起動中かつ窒素ガス置換を行っている期間（原子炉格納容器内の酸素濃度 1％まで

約 2時間）である「原子炉格納容器内点検終了～窒素ガス置換完了」についても，主蒸気内

側隔離弁は”開”状態となっており，主蒸気内側隔離弁の火災により閉止することが想定さ

れることから，原子炉停止系（制御棒及び制御棒駆動系（スクラム機能））による緊急停止

操作が要求される。 

    5.1(1)項に示すとおり，制御棒駆動機構及び制御棒駆動水圧系水圧制御ユニットは，火災

によって影響が及ぶおそれはないことから原子炉の高温停止を達成することは可能である。 

  (2) 低温停止の達成，維持 

    低温停止の達成，維持については，原子炉停止後の除熱機能に該当する系統として，残留

熱除去系（原子炉停止時冷却モード）（図 3），高圧炉心注水系（図 4），原子炉隔離時冷却系

（図 5），逃がし安全弁（手動逃がし機能），自動減圧系（手動逃がし機能）（図 1）が必要と

なる。これらの系統のうち，ポンプについては，電源ケーブルを含め原子炉格納容器とは別

の火災区域に設置されているため，主蒸気内側隔離弁の火災の影響はないが，原子炉格納容

器内に設置されている電動弁，電磁弁については，電源ケーブル，制御ケーブルが火災の進

展により機能喪失すると電動弁，電磁弁等も機能喪失することとなる。 

    原子炉の起動工程において窒素ガス置換を優先し，原子炉格納容器内点検時からのプラン

ト停止状態を維持する。 

    この状態で，主蒸気内側隔離弁で火災が発生した場合には，原子炉格納容器の窒素ガス封

入作業については，原子炉格納容器内酸素濃度１％になる時点まで継続し，その後窒素ガス

排出作業を行い，原子炉格納容器の開放及び内部での消火活動を行うこととなる。 

    原子炉の低温停止の達成，維持は，5.1(2)項に示すとおり，原子炉格納容器内に設置され

た残留熱除去系停止時冷却内側隔離弁（E11-MO-F010A,B,C：通常閉）にアクセスして手動開

操作を行うことで可能である。 

 

6. 内部火災影響評価 

  火災の影響軽減のための対策を前提とし，設備等の設置状況を踏まえた可燃性物質の量等を基

に想定される原子炉格納容器内の火災による影響を考慮しても，多重化されたそれぞれの系統が

同時に機能を失うことなく，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持できることを「原子

力発電所の内部火災影響評価ガイド」（平成 25 年 10 月）（以下，「評価ガイド」という。）に基

づき確認する。 

  (1) 特性表の作成 

原子炉格納容器内に設置される機器等の情報を特性表に示す。 

（別紙 1） 
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  (2) 火災の伝播評価 

    原子炉格納容器に火災を想定した場合の隣接火災区域への影響を評価した結果，隣接火災

区域への火災伝播の可能性がないことを確認した。 

（別紙 1 特性表Ⅲ） 

  (3) 火災影響評価 

    火災影響評価においては，評価ガイドに示される火災力学ツールＦＤＴｓ（Ｆｉｒｅ Ｄ

ｙｎａｍｉｃｓ Ｔｏｏｌｓ）により油内包機器となる火災源の火炎の高さ，輻射，プルー

ムの範囲内に火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルが存在しないことを確認した。こ

のため，原子炉格納容器内の火災を想定しても，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，

維持するために必要な方策が少なくとも一つ確保される。 

（別紙 2） 

 

7. まとめ 

  5.項及び 6.項に示すとおり，起動中の原子炉格納容器内の火災発生により，原子炉の安全機

能が全喪失したと想定しても，運転操作，現場操作により原子炉の高温停止及び低温停止を達成

し,維持することが可能である。なお，原子炉の状態に応じた原子炉格納容器内の火災感知器及

び消火設備の状態を別紙 3に示す。 
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別紙１ 

 

原子炉格納容器 特性表 
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火災区域特性表Ⅰ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

　火災区域特性表Ⅱ　　火災区域内の火災源及び防火設備参照

　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路 　火災区域特性表Ⅲ　　火災区域に隣接する火災区域（部屋）と伝播経路参照

火災区域特性表のまとめ 1/1

　火災により影響を受けるケーブル 　火災区域特性表Ⅴ　　火災により影響を受けるケーブル参照

　火災により影響を受ける設備 　火災区域特性表Ⅳ　　火災により影響を受ける設備参照

床面積合計(m
2
) 571

火災シナリオの
説明

１）スクリーニングの火災シナリオ
　火災源は特定せず、最も過酷な単一火災を想定する。火災区域ごとに、全可燃
性物質の燃焼、全機器の機能喪失を想定する。発熱量合計(MJ) 1,131,244

火災荷重(MJ/㎡) 1,982 ２）火災伝播評価の火災シナリオ
　スクリーニングで除外されない火災区域を対象に、個別の可燃性物質の発火、
他の可燃性物質の発火の可能性を想定する。等価時間(h) 2.19

　火災区域内の火災源及び防火設備
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火災区域特性表Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1/1

① ② ③ ④

571 1,131,244 1,982 2.19

特記事項 *1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域全体のまとめ
　①＝合計値、②＝合計値

　③＝②／①、④＝③／燃焼率：908.095MJ/m2/h

火災区域内の火災源及び防火設備
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火災区域特性表Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1/2

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。

火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路
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火災区域特性表Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2/2火災区域に隣接する火災区域(部屋)と伝播経路

特記事項
*1：他の火災区域との境界の耐火時間を示す。
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火災区域特性表Ⅳ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1/3

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2/3

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅳ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3/3

特記事項

火災により影響を受ける設備
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火災区域特性表Ⅴ 

 

 

 

 

 

  
特記事項

　火災により影響を受けるケーブル 1/1
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別紙 2 

原子炉格納容器 火災影響評価 
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1. 火災影響評価 

  原子炉格納容器内の火災を想定しても，原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するた

めに必要な方策が少なくとも一つ確保されることを以下の通り確認した。 

 

  (1) ＦＤＴｓによる評価 

   a. 評価準備 

    (a) 火災源の特定 

      補足説明資料 4－7 4.項のとおり，原子炉格納容器内に設置されている油内包機器

は，再循環ポンプ取扱装置，制御棒駆動機構取扱装置び主蒸気内側隔離弁 4台である。 

      油内包機器である原子炉圧力容器下部作業用機器（再循環ポンプ取扱装置及び制御棒

駆動機構取扱装置）については，原子炉起動を含め使用していないときは電源を遮断す

ることから，主蒸気内側隔離弁を火災源とする。油内包機器の配置図を図 1に示す。 

      油の燃焼は，主蒸気隔離弁のうち，油を内包しているオイルシリンダで燃焼する場合

と，オイルシリンダから漏えいし，上部ドライウェル床面で燃焼する場合の 2ケースと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 原子炉格納容器内における油内包機器の配置 

 

  

MSIV内側隔離弁（潤滑油） 

（火災源） 

TMSL 18100 

(C) (D) (A) (B) 
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    (b) 火災源の発熱速度及び燃焼時間及び燃焼時間の特定 

      「(a)火災源の特定」にて特定した潤滑油等の漏えい火災は，評価ガイドに基づき，

ＮＵＲＥＧ/ＣＲ－６８５０の考え方に則り，燃焼する油量を内包油量の 10％と仮定

し，この油量 Vに対応する発熱速度Qを，表１に示す入力条件を基に，以下の式に基づ

き算出する。なお，雰囲気温度は保守的に運転時の最高温度を考慮し，65℃とする。ま

た，重力加速度は 9.81m/s2とする。 

 

Q = m"∆𝐻𝑐,𝑒𝑓𝑓(1 − 𝑒−𝑘𝛽𝐷)𝐴𝑑𝑖𝑘𝑒 

 

表１ 評価における入力条件 

条件 油量 燃焼速度 燃焼熱 密度 経験的定数 燃焼面積 
プール火

災の直径 

記号 
V 

[m3] 

𝑚" 

[kg/m2･sec] 

∆𝐻𝑐,𝑒𝑓𝑓 

[kJ/kg] 

𝜌 

[kg/m3] 

𝑘𝛽 

[m-1] 

𝐴𝑑𝑖𝑘𝑒 

[m2] 

𝐷 

[m] 

潤滑油 0.0008 0.039 46,000 760 0.7 1.12 1.20 

 

      上記の結果から，潤滑油の発熱速度𝑄は 1138.31kWとなる。 

      燃焼時間は，以下の式に基づき算出し，13.92秒となる。 

              𝑡＝4𝑉/πD2𝑚"𝜌 

 

   b. 火災源の影響評価 

 火災源の影響評価方法を以下の(a)項～(d)項に示す。入力は表１の条件とする。 

     また，火災源の影響評価結果を表２に示す。 

    (a) 火炎の高さ 

      火炎の高さ𝐻𝑓 は以下の式に基づき算出する。 

𝐻𝑓 = 42𝐷(𝑚"/𝜌𝑎√(𝑔𝐷))
0.61 

      ここで，雰囲気温度 65℃における空気密度は以下の通り。 

𝜌𝑎 = 353/(65 + 273) ≒ 1.04 ㎏/m3 

 

    (b) 火炎プルームの影響範囲 

      火炎プルームの影響範囲 𝐻𝑝 は以下の式に基づき，火炎プルーム中心線温度 

𝑇𝑝(𝑐𝑒𝑛𝑡𝑒𝑟𝑙𝑖𝑛𝑒) が熱可塑性ケーブルの損傷温度 205℃に達する高さを算出する。 

𝑇𝑝(𝑐𝑒𝑛𝑡𝑒𝑟𝑙𝑖𝑛𝑒) − 𝑇𝑎 = 9.1(𝑇𝑎/𝑔𝑐𝑎
2𝜌𝑎

2)1/3𝑄𝑐
2/3

(𝑧 − 𝑧0)
−5/3 
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      ここで， 

      𝑇𝑎：周辺温度（338K） 

      𝑐𝑎：空気の比熱（1.00kJ/kg･K） 

      𝑄𝑐：発熱速度の対流部（𝑄𝐶 = 𝑥𝑐𝑄） 

      𝑥𝑐：対流熱放出率（0.70） 

      z ：火災の仮想の原点から火炎プルームの影響範囲 

      𝑧0：火災の仮想の原点 (𝑧0/𝐷 = −1.02 + 0.083(𝑄2/5/𝐷)) 

 

    (c) 火炎による輻射の影響範囲 

      火炎による輻射の影響範囲は以下の式に基づき，輻射熱𝑞" が熱可塑性ケーブルの損

傷基準である 6kW/m2に達する距離を算出する。 

𝑞" = 𝐸𝐹1→2 

      ここで， 

       𝐸 ：プール火炎の輻射発散度(kW/m2) 

      𝐹1→2：ターゲットと炎の間の形態係数 

 

    (d) 火炎による高温ガス層の影響評価範囲 

     イ. 計算モデル 

       評価にあたっては，「閉鎖区画対象モデル」を使用する。 

 

     ロ. 評価の前提条件 

       高温ガスによる影響評価の前提条件は以下の通り。 

     (イ) ライニング材料は，評価対象となる火災区域及び火災区画を構成する構造物の材

料である「コンクリート」とする。 

     (ロ) 高温ガス層の温度は，火炎が燃焼時間である 13.92秒間継続し続けるものとして

13.92秒後の温度とする。 

 

     ハ. 入力値の考え方 

     (イ) 火災区域及び火災区画の幅𝑤𝐶，長さ𝑙𝑐 

        原子炉格納容器は，床面形状が評価ガイドの評価式で前提としている正方形又は

長方形ではないこと及び高さによって変化することから，実際の火災区域及び火災

区画の幅及び長さの平均から正方形に置き換え，「火災区域及び火災区画の幅，長

さ」とする。 

        なお，火災区域及び火災区画の形状は，総面積が小さいほど構造物（コンクリー

ト）による吸熱（熱損失）が小さくなり保守的な結果となる。 
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     (ロ) 火災区域及び火災区画の高さℎ𝐶 

        評価対象となる火災区域及び火災区画の「床面」から「天井高さ」とする。 

 

     ニ. 高温ガス層の温度の評価 

       高温ガス層の温度𝑇𝑔 は，以下の式により算出する。 

∆𝑇𝑔 = (2𝐾2/𝐾1
2)(𝐾1√𝑡 − 1 + 𝑒(−𝐾1√𝑡)) 

𝑇𝑔 = 𝑇𝑎 + ∆𝑇𝑔 

       ここで， 

       ∆𝑇𝑔：上層ガスの温度上昇（K） 

       𝑇𝑎：雰囲気温度（338K） 

       𝐾1：𝐾1 = 2(0.4√𝑘𝜌𝑐)𝐴𝑇/𝑚𝑐𝑎 

       𝐾2：𝐾2 = 𝑄/𝑚𝑐𝑎 

       𝑘𝜌𝑐：熱慣性（コンクリート：2.9(kW/m2･K)2･sec） 

       𝑚 ：区画内のガスの質量(𝑚 = 𝑉𝜌𝑎) 

       𝑉 ：区画の体積（m3） 

       𝐴𝑇：区画を囲んでいる境界面の総面積（m2） 

       𝜌𝑎：空気密度 

       𝑐𝑎：空気の比熱（1.00kJ/kg･K） 

       𝑐𝑝：ライニング材の比熱（コンクリート：0.75kJ/kg･K） 

       𝑄 ：発熱速度（1138.31kW） 

       t ：燃焼時間（13.92s） 

       𝑤𝑐：区画の幅（23m） 

       𝑙𝑐：区画の長さ（23m） 

       ℎ𝑐：区画の高さ（9m） 

 

表 2 原子炉格納容器の火災源ごとのＦＤＴs算出結果 

火災の条件 FDTs算出結果 

火災源 

火災源の 

油保有量 

火炎の高さ 
プルーム

高さ*１ 
輻射*2 高温ガス*3 

𝐻𝑓 𝐻𝑝 𝑅 𝑇𝑔 

L/台 m m m ℃ 

主蒸気内側隔離弁（4台） 8 3.19 5.77 2.71 66.84 

 注記＊1 ：熱可塑性ケーブルが損傷する温度 205℃に達する高さを示す。 

   ＊2 ：熱可塑性ケーブルが損傷する輻射 6kW/m2に達する半径を示す。 

   ＊3 ：原子炉格納容器内の温度を示す。 
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   c. 火災防護対象機器への影響 

     前項で算出した火炎，プルーム，輻射範囲（図 2）に火災防護対象機器及び火災防護対

象ケーブルが設置されているか確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 火災影響範囲モデル 

  

Hf  ：火炎の高さ 

𝐻𝑝 ：プルームの損傷範囲の高さ 

𝑅   ：輻射の損傷範囲の高さ 

𝐷   ：火炎の直径 
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  (2) 火災影響評価結果 

    (1)項の評価により原子炉の高温停止及び低温停止を達成し，維持するために必要な方策

が少なくとも一つ確保されることを確認した。 

    主蒸気内側隔離弁，ドライウェル冷却機，ドライウェルサンプポンプ，再循環ポンプ取扱

装置及び制御棒駆動機構取扱装置の上部に火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルが設

置されていないことをそれぞれ図 3～図 8に示す。 

    評価結果を表 3に示す。 
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   発火源上部に火災防護対象機器等が設置されていないことを確認 

 

図 3 主蒸気内側隔離弁上部 

 

 

  

   発火源下部に火災防護対象機器等が設置されていないことを確認 

 

図 4 主蒸気内側隔離弁下部  

1.5ｍ 

0ｍ 
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   発火源上部に火災防護対象機器等が設置されていないことを確認 

 

図 5 ドライウェル冷却機  

1.5ｍ 

0ｍ 
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発火源上部に火災防護対象機器等が設置されていないことを確認 

図 6 ドライウェルサンプポンプ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発火源上部に火災防護対象機器等が設置されていないことを確認 

図 7 再循環ポンプ取扱装置及び制御棒駆動機構取扱装置 

1.5ｍ 

0ｍ 

1.5ｍ 
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格納容器上部に火災防護対象機器等が設置されていないことを確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器上部に火災防護対象機器等が設置されていないことを確認 

 

第７図 原子炉格納容器上部 

 格納容器上部に火災防護対象機器等が設置されていないことを確認 

              

図 8 原子炉格納容器上
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別紙 3 

原子炉の状態における原子炉格納容器内の感知及び消火について 
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補足説明資料 4－8 

影響軽減対策における火災耐久試験結果の詳細について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8火災防護に関する説明書 6.1(2)項及び 6.2(4)項に示す，影響軽減対策に

おける火災耐久試験結果の詳細を示すために，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  影響軽減対策における火災耐久試験結果の詳細を次頁以降に示す。 
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3. 影響軽減対策における火災耐久試験結果の詳細 

 3.1 強化石膏ボード 

   試験結果は，いずれの試験体においても非加熱面側への発炎，火炎の噴出，火炎が通る亀裂

等の損傷がなく，建築基準法に基づく防火設備性能試験の判定基準を満足している。したがっ

て，強化石膏ボードは 3時間の耐火性能を有している。試験前後の写真等を表 1に示す。 

 

表 1 強化石膏ボードの試験結果 

時間 
試験状況写真 

強化石膏ボードによる壁 

開始前 

 

3時間後 

（試験終了時） 

 

判
定
基
準 

火炎が通る亀裂等の損傷及

び隙間が生じないこと 
良 

非加熱面側で 10 秒を超え

て継続する発炎がないこと 
良 

非加熱面側へ 10 秒を超え

て継続する火炎の噴出がな

いこと 

良 

試験結果 合格 
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 3.2 配管貫通部 

   試験結果は，いずれの試験体においても非加熱面側への発炎，火炎の噴出，火炎が通る亀裂

等の損傷がなく，建築基準法に基づく防火設備性能試験の判定基準を満足している。したがっ

て，配管貫通部シールは 3時間の耐火性能を有している。試験前後の写真等を表 2に示す。 

 

表 2 配管貫通部の試験結果 

時間 
試験状況写真 

断熱材取付け モルタル充填 

開始前 

  

3時間後 

（試験終了時） 

  

判
定
基
準 

火炎が通る亀裂

等の損傷及び隙

間が生じないこ

と 

良 良 

非加熱面側で 10

秒を超えて継続

する発炎がない

こと 

良 良 

非加熱面側へ 10

秒を超えて継続

する火炎の噴出

がないこと 

良 良 

試験結果 合格 合格 
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 3.3 ケーブルトレイ及び電線管貫通部 

   試験結果は，いずれの試験体においても非加熱面側への発炎，火炎の噴出，火炎が通る亀裂

等の損傷がなく，建築基準法に基づく防火設備性能試験の判定基準を満足している。したがっ

て，ケーブルトレイ及び電線管貫通部は 3時間の耐火性能を有している。試験前後の写真等を

表 3に示す。 

 

表 3 ケーブルトレイ及び電線管貫通部の試験結果 

時間 
試験状況写真 

ケーブルトレイ 電線管 

開始前 

  

3時間後 

（試験終了時） 

  

判
定
基
準 

火炎が通る亀

裂等の損傷及

び隙間が生じ

ないこと 

良 良 

非加熱面側で

10 秒を超えて

継続する発炎

がないこと 

良 良 

非加熱面側へ

10 秒を超えて

継続する火炎

の噴出がない

こと 

良 良 

試験結果 合格 合格 
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 3.4 防火扉 

   試験結果は，いずれの試験体においても非加熱面側への発炎，火炎の噴出，火炎が通る亀裂

等の損傷がなく，建築基準法に基づく防火設備性能試験の判定基準を満足している。したがっ

て，防火扉は 3時間の耐火性能を有している。試験前後の写真等を表 4に示す。 

 

表 4 防火扉の試験結果 

時間 
試験状況写真 

一般鋼製扉 水密扉※2 

開始前 

  

3時間後 

（試験終了時） 

  

判
定
基
準 

火炎が通る亀

裂等の損傷及

び隙間が生じ

ないこと 

良 良 

非加熱面側で

10 秒を超えて

継続する発炎

がないこと 

良※1 良 

非加熱面側へ

10 秒を超えて

継続する火炎

の噴出がない

こと 

良 良 

試験結果 合格 合格 

※1：ドアクローザー部除く。ドアクローザーは，アメリカ保険業者安全試験所（UL）によって性

能が確認され 3時間耐火の認証を受けている米国 LCN社製のドアクローザーに取替を実施。 

※2：ゴムパッキンを使用する扉は水密扉の試験に代表させる。  
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 3.5 防火ダンパ 

   試験結果は，いずれの試験体においても非加熱面側への発炎，火炎の噴出，火炎が通る亀裂

等の損傷がなく，建築基準法に基づく防火設備性能試験の判定基準を満足している。したがっ

て，防火ダンパは 3時間の耐火性能を有している。試験前後の写真等を表 5に示す。 

 

表 5 防火ダンパの試験結果 

時間 
試験状況写真 

７号機角型① ７号機角型② 

開始前 

 
 

3時間後 

（試験終了時） 

 
 

判
定
基
準 

火炎が通る亀裂等の

損傷及び隙間が生じ

ないこと 

良 良 

非加熱面側で 10 秒を

超えて継続する発炎

がないこと 

良 良 

非加熱面側へ 10 秒を

超えて継続する火炎

の噴出がないこと 

良 良 

試験結果 合格 合格 

 

 

 

  



補-4-8-7 

 3.6 天井デッキスラブ 

   試験結果は，いずれの試験体においても非加熱面側への発炎，火炎の噴出，火炎が通る亀裂

等の損傷がなく，建築基準法に基づく防火設備性能試験の判定基準を満足している。また，最

大たわみ量，最大たわみ速度についても表 6－1に示す判定基準を満足している。したがっ

て，ケーブルトレイ及び電線管貫通部は 3時間の耐火性能を有している。試験前後の写真等を

表 6－2に示す。 

    

表 6－1 非損傷性の判定基準 

試験項目 非損傷性の確認 

判定基準 

最大たわみ量及び最大たわみ速度が次の値以下であるこ

と。ただし，最大たわみ速度は，たわみ量がL/30を超えるま

で適用しない。  

・最大たわみ量(mm)：L2/400ｄ  

・最大たわみ速度(mm/分)：L2/9000ｄ  

   ここで，L：試験体の支点間距離(mm) 

       d：試験体の構造断面の圧縮縁から 

         引張り縁までの距離(mm) 
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表 6－2 天井デッキスラブの試験結果 

時間 
試験状況写真 

天井デッキスラブ（1） 天井デッキスラブ（2） 

開始前 

  

3時間後 

（試験終了時） 

  

判
定
基
準(
遮
炎
性) 

火炎が通る亀裂等

の損傷及び隙間が

生じないこと 

良 良 

非加熱面側で10秒

を超えて継続する

発炎がないこと 

良 良 

非加熱面側へ10秒

を超えて継続する

火炎の噴出がない

こと 

良 良 

判
定
基
準(

非
損
傷
性)

 

最 大 た わ み 量

(mm)：L2/400d以下

であること 

良 良 

最大たわみ速度

(mm/分)：L2/9000d

以下であること※1 

良 良 

試験結果 合格 合格 

※1： 最大たわみ速度は，たわみ量が L/30を超えるまで適用しない。 

注： なお，床等の水平部材が上面から強く加熱されることは少なく，下階から加熱の方が部

材にとっては厳しいので，耐火性能検証法では下面（下階の室）での火災に対して検証

することとし，上面からの検証を省略している。  
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 3.7 耐火間仕切り 

   試験結果は，いずれの試験体においても非加熱面側への発炎，火炎の噴出，火炎が通る亀裂

等の損傷がなく，建築基準法に基づく防火設備性能試験の判定基準を満足している。したがっ

て，耐火間仕切りは 3時間の耐火性能を有している。試験前後の写真等を表 7に示す。 

 

表 7 耐火間仕切りの試験結果 

時間 
試験状況写真 

耐火間仕切り（1） 耐火間仕切り（2） 

開始前 

  

3時間後 

（試験終了時） 

  

判
定
基
準 

火炎が通る亀

裂等の損傷及

び隙間が生じ

ないこと 

良 良 

非加熱面側で

10 秒を超えて

継続する発炎

がないこと 

良※1 良※1 

非加熱面側へ

10 秒を超えて

継続する火炎

の噴出がない

こと 

良※1 良※1 

試験結果 合格 合格 

※1： 耐火間仕切りの試験体においては，試験後の耐火間仕切り内部の損傷状態，煤等の付着が

ないことを確認し試験結果良と判定した。  
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 3.8 耐火ラッピング 

   試験結果は，ケーブルトレイ及び電線管のいずれの試験体においても REGULATORY 

GUIDE1.189Rev.2:Appendix Cの規定に基づき表 8－1に示す判定基準を満足している。したが

って，耐火ラッピングは 3時間の耐火性能を有している。試験前後の写真等を表 8－2に示

す。 

   なお，柏崎刈羽原子力発電所第 7号機において，米国試験結果で示された耐火ラッピングを

適用することの妥当性については，別紙 1に示す。 

 

表 8－1 耐火ラッピングの判定基準 

試験項目 耐火性の確認 

判定基準 

① 耐火ラッピングの非加熱面側の温度上昇値が平均で 139K， 

最大で 181Kを超えないこと。 

② 火災耐久試験及び放水試験においてケーブルトレイ等が見える貫

通口が生じないこと。 
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表 8－2 耐火ラッピングの試験結果 

時間 電線管 ケーブルトレイ 

開始前 

 

 

3時間後 

 

 

放水試験 

 

 

試験終了時 

  

判
定
基
準 

非加熱面の温度上
昇が平均で 139K，
最大で 181K を越
えないこと 

良 良 

貫通口が生じない
こと 

良 良 

試験結果 合格 合格 
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別紙 1 

米国原子力規制委員会報告書（NUREG1924）で示された耐火ラッピングを

適用可能と判断することの妥当性について 
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1. はじめに 

  柏崎刈羽原子力発電所第 7号機における安全機能を有する機器の系統分離として，ケーブルト

レイ等に施工する 3時間耐火性能を有する耐火ラッピングは，米国原子力規制委員会の報告書

（NUREG1924）に示された火災耐久試験に合格していることから，適用可能と判断している。以

下では，米国における火災耐久試験結果から適用可能と判断することの妥当性を示す。 

 

2. 火災耐久試験の試験条件について 

  米国における耐火ラッピングの火災耐久試験では，REGULATORY GUIDE1.189Rev.2:Appendix C 

に基づき，ASTM E-119に規定される耐火壁等の試験条件で試験を実施している。一方，日本国

内における耐火壁等の火災耐久試験では，建築基準法（防耐火性能試験・評価業務方法書）に基

づき，ISO834に規定される試験条件で試験を実施している。ASTM E-119と ISO834に基づく火災

耐久試験の試験条件の比較を表 1に示す。 

 

表 1 火災耐久試験条件の比較 

比較項目 ASTM E-119 ISO834 

 

 

加熱温度 

 

10分経過時 704℃ 678℃ 

30分経過時 843℃ 842℃ 

1時間経過時 927℃ 945℃ 

2時間経過時 1010℃ 1049℃ 

3時間経過時 1052℃ 1110℃ 

 

温度上昇に係る判定基準 

非加熱面側の温度上昇が

平均で 139K，最大で

181Kを超えないこと。 

非加熱面の温度上昇値が

平均で 140K，最大で

180Kを超えないこと。 

 

ASTM E-119と ISO834に基づく火災耐久試験の加熱温度を比較すると，相対差は最大でも 3時

間経過時点で 5%であり，同程度である。また，ASTM E-119と ISO834の温度上昇に係る判定基

準についても優劣がなく同程度である。従って，耐火ラッピングの火災耐久試験の判定基準と

しては，ASTM E-119に規定される試験条件で 3時間耐火性能を有することとする。 

なお，参考までに以下に示すとおり，柏崎刈羽原子力発電所第 7号機に使用する耐火ラッピ

ングは ASTM E-119に基づく 3時間 30分の火災耐久試験にも合格していること，試験体の寸法

は柏崎刈羽原子力発電所第 7号機の耐火ラッピング対象のケーブルトレイ及び電線管を包絡す

ること，耐火ラッピングの材料及び施工方法について品質を確保していることから，十分な耐

火性能を有している。 
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3. ASTM E-119に基づく 3時間 30分の火災耐久試験について 

  柏崎刈羽原子力発電所第 7号機に使用する耐火ラッピングは，ASTM E-119に基づく 3時間 30

分の火災耐久試験を実施し，図 1に示すとおり，温度上昇の判定基準を満足している。7号機に

使用する耐火ラッピングの火災耐久試験時の温度上昇特性は，ラッピング材（水酸化アルミニウ

ム）の吸熱効果により，一時的に温度上昇が抑制されるが，3時間経過以後は吸熱効果が喪失し

て線形な特性となる。このため，3時間以上の火災耐久試験では経過時間に比例して厳しい条件

となる。 

 

図 1 7号機に使用する耐火ラッピングの火災耐久試験時の内部温度上昇特性 

（出典：FIRE ENDURANCE TEST OF 3M INTERAM MAT FIRE PROTECTIVE ENVELOPES 

（6in. wide and 24 in. by 4 in. Deep Steel Ladder-Back Cable Trays Project 

No.14540-99417）） 
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  次に，ASTMの 3 時間 30分火災耐久試験と ISO834の 3時間火災耐久試験について，試験体に

入力される供給熱量の比較を行った。（図 2） 

  耐火炉の熱容量を C[J/K]とすると，単位時間Δt[s]あたりの供給熱量ΔP[J]は加熱温度Δ

T[K]に対して下記の式で算出できる。 

][JtTCP   

  また，試験体に供給される総供給熱量は，上記の式の試験時間の総和をとる。 

][JtTCP   

ASTM加熱曲線での 3時間 30分経過時点の総供給熱量を PASTM, ISO 加熱曲線での 3時間経過時

点の総供給熱量 PISOとすると，下記に示すとおり PASTMの方が PISOよりも大きい。 

][101.12 6 JCPASTM   

][105.10 6 JCPISO   

ISOASTM PP   

 

図 2 ASTM加熱曲線と ISO加熱曲線の総供給熱量の比較 

 

以上より，柏崎刈羽原子力発電所第 7号機に使用する耐火ラッピングは，ASTM E-119又は

ISO834に基づく加熱曲線のいずれを用いた 3時間火災耐久試験に対しても，十分な耐火性能を

有していると考えられる。 
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4. 火災耐久試験に用いた試験体の寸法について 

  米国試験結果で示されている（3時間耐火）火災耐久試験で試験されたケーブルトレイ及び電

線管のサイズ，及び柏崎刈羽原子力発電所第 7号機で耐火ラッピング施工を適用するケーブルトレ

イ及び電線管のサイズを表 2示す。 

表 2のとおり，柏崎刈羽原子力発電所第 7号機において，耐火ラッピング施工を適用するケ

ーブルトレイ及び電線管のサイズは，米国において実証されたサイズに包含される。 

 

表 2 ケーブルトレイ・電線管サイズの比較 

種別 米国の火災耐久試験体 
柏崎刈羽原子力発電所 

第 7号機 

ケーブルトレイ W152～W610mm W300～W600mm 

電線管 φ27～φ128mm φ28～φ106mm 

 

5. 米国試験結果の認証範囲について 

  米国試験結果で 3時間耐火性能を認証している範囲は，耐火ラッピングの材料に加え，施工方

法（耐火ラッピングの施工厚さや重ね巻き幅等）も認証範囲として規定されている。 

  柏崎刈羽原子力発電所第 7号機では，米国試験結果で認証された耐火ラッピング材料と同様の

材料を使用する。また，施工については国内企業が施工するが，米国ラッピングメーカの認定を

受けた作業者が施工しており，さらに施工時には，米国からラッピングメーカ技術者を派遣し，

米国で認証された施工と同等の施工となるよう，施工品質を確保している。 

 

  以上より，柏崎刈羽原子力発電所第 7号機において，米国試験結果で示された耐火ラッピング

を適用することは，妥当であると判断した。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足説明資料 4－9 

下部中央制御室エリアの影響軽減対策について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8火災防護に関する説明書 6.2(4)c.項に示す，下部中央制御室エリアの火

災の影響軽減対策について，補足資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  下部中央制御室エリアの火災の影響軽減対策を次頁以降に示す。 
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3. 下部中央制御室エリアの分離対策 

  下部中央制御室エリア（下部中央制御室,プロセス計算機室，無停電電源装置室，ケーブル処

理室）は，上部中央制御室に存在するような安全系区分Ⅰ，Ⅱが混在する制御盤，フリーアクセ

スフロアは存在せず，ケーブルトレイ等については，火災防護対象となる安全系区分Ⅰ，Ⅱのケ

ーブルが混在しない設計とする。 

  このため，下部中央制御室エリアは，他の火災区域との境界を 3時間以上の耐火性能を有する

耐火壁で構成する設計とする。 

  また，下部中央制御室エリア内の火災防護対象機器及び火災防護対象ケーブルは，以下に示す

とおり，1時間以上の耐火能力を有する耐火壁による分離対策，固有の信号を発する異なる 2種

の火災感知器の設置による早期の火災感知及び固定式ガス消火設備による早期の消火を行う設計

とする。 

 

 3.1 中央制御室としての他の火災区域（RSS）との影響軽減について 

   下部中央制御室エリアは，上部中央制御室と構造は同様であり，下部中央制御室も含めて中

央制御室として分離を図っている。図 1の赤枠に示したとおり上部中央制御室と合わせて 3時

間耐火バウンダリが形成され，他区域（RSS）と分離が図られている。 

 

 3.2 下部中央制御室エリア内の影響軽減対策 

  (1) 系統分離対策 

    1時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，1時間の耐火性能に必要なコンクリート壁

等で安全系区分Ⅰと安全系区分Ⅱの火災区画の境界を分離する設計とする。 

   

  (2) 火災感知設備 

    下部中央制御室エリアには，アナログ式の固有の信号を発する異なる種類の煙感知器と熱

感知器を組み合わせて設置し，誤作動防止対策を実施する設計とする。 

 

  (3) 消火設備 

    下部中央制御室エリアは，自動又は中央制御室からの自動と同等の遠隔手動操作により早

期の起動が可能な小空間固定式消火設備を設置する設計とする。 
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図 1 下部中央制御室の火災防護対策 

 

 
新設固定式消火設備 

3h 耐火バウンダリ 

（RSS との分離） 

1h 耐火バウンダリ 

固定式消火設備 

設置区域 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足説明資料 5－1 

火災防護に関する説明書に記載する火災防護計画書に定め 

管理する事項について 
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1. 目的 

  本資料は，Ｖ-1-1-8発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書において，火災防護計画書

に定め管理する事項を整理するため，補足説明資料として添付するものである。 

 

2. 内容 

  火災防護に関する説明書の 1項～7項において，火災防護計画書に定め管理する事項を次頁以

降の表に整理するとともに，火災防護に関する説明書の「8.火災防護計画」の該当項目を整理し

た。
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表
1 

火
災
防
護
に
関
す
る
説
明
書
に
お
け
る
「
火
災
防
護
計
画
」
に
て
管
理
す
る
事
項
に
つ
い
て
(
1
/
3)
 

火
災
防
護
に
関
す
る

説
明
書
の
記
載
頁
 

「
8.
 
火
災
防
護
計
画
」
に
記
載
す
る
事
項
の
詳
細
内
容
 

「
8.
 
火
災
防
護

計
画
」
の
該
当
項
 

6 
 
ま
た
，
火
災
防
護
上
重
要
な
機
器
等
は
，
火
災
の
発
生
防
止
，
火
災
の
早
期
感
知
及
び
消
火
並
び
に
火
災
の
影
響
軽
減
の

3
つ
の
深
層
防
護
の
概
念
に
基
づ
き
，
必

要
な
火
災
防
護
対
策
を
講
じ
る
こ
と
を
「

8.
 
火
災
防
護
計
画
」
に
定
め
る
。
 

8
.2
(
1)
 

8 
 
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
重
大
事
故
等
対
処
施
設
は
，
火
災
の
発
生
防
止
，
火
災
の
早
期
感
知
及
び
消
火
に
必
要
な
火
災
防
護
対
策
を
講
じ
る
こ
と
を
「

8.
 
火
災
防

護
計
画
」
に
定
め
る
。
 

8
.2
(
1)
 

8 
 
可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
に
対
す
る
火
災
防
護
対
策
に
つ
い
て
も
「

8.
 
火
災
防
護
計
画
」
に
定
め
る
。
 

8
.3
 

9 
 
屋
外
の
火
災
区
域
の
設
定
に
当
た
っ
て
は
，
火
災
区
域
外
へ
の
延
焼
防
止
を
考
慮
し
，
資
機
材
管
理
，
火
気
作
業
管
理
，
危
険
物
管
理
，
可
燃
物
管
理
及
び
巡
視
を
行

う
。
上
記
に
つ
い
て
は
，
火
災
防
護
計
画
に
定
め
て
，
管
理
す
る
。
 

8
.2
(
2)
 

3
9 

イ
. 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備
軽
油
タ
ン
ク
は
，

1
基
あ
た
り
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機

2
台
を

7
日
間
連
続
運
転
す
る
た
め
に
必
要
な
量
（
約

52
9
m
3 ）

を

考
慮
し
，
貯
蔵
量
は
約

56
5m

3
以
下
と
す
る
。
 

8
.2
(
3)
 

3
9 

ロ
. 

燃
料
デ
イ
タ
ン
ク
は
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
を

8
時
間
連
続
運
転
す
る
た
め
に
必
要
な
量
（
約

12
m
3 ）

を
考
慮
し
，
貯
蔵
量
は
約

14
.
7m

3
以
下
と
す
る
。
 

8
.2
(
3)
 

3
9 

ハ
. 

第
一
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
燃
料
タ
ン
ク
は
，
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
を

12
時
間
以
上
連
続
運
転
す
る
た
め
に
必
要
な
量
（
約

18
m
3 ）

を
考
慮
し
，
貯
蔵

量
は
約

45
m
3
以
下
と
す
る
。
 

8
.2
(
3)
 

3
9 

 
水
素
ガ
ス
ボ
ン
ベ
は
，
ボ
ン
ベ
使
用
時
に
職
員
が
ボ
ン
ベ
元
弁
を
開
と
し
，
通
常
時
は
元
弁
を
閉
と
す
る
運
用
又
は
，
ボ
ン
ベ
使
用
時
の
み
必
要
量
を
建
屋
に
持
ち

込
む
運
用
に
つ
い
て
火
災
防
護
計
画
に
定
め
管
理
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
素
ガ
ス
の
漏
え
い
及
び
拡
大
防
止
対
策
を
講
じ
る
。
 

8
.2
(
4)
 

3
9 

 
格
納
容
器
内
雰
囲
気
モ
ニ
タ
校
正
用
水
素
ガ
ス
ボ
ン
ベ
は
，
ボ
ン
ベ
使
用
時
を
除
き
ボ
ン
ベ
元
弁
を
閉
と
す
る
運
用
に
つ
い
て
火
災
防
護
計
画
に
定
め
管
理
す
る
こ

と
に
よ
り
，
水
素
ガ
ス
の
漏
え
い
及
び
拡
大
防
止
対
策
を
講
じ
る
。
 

8
.2
(
5)
 

3
9 

 
気
体
廃
棄
物
処
理
設
備
用
水
素
ガ
ス
ボ
ン
ベ
及
び
フ
ィ
ル
タ
装
置
水
素
濃
度
校
正
用
水
素
ガ
ス
ボ
ン
ベ
は
常
時
，
建
屋
外
に
保
管
し
，
ボ
ン
ベ
使
用
時
の
み
必
要
量

を
建
屋
に
持
ち
込
む
運
用
に
つ
い
て
火
災
防
護
計
画
に
定
め
管
理
す
る
こ
と
に
よ
り
，
水
素
ガ
ス
の
漏
え
い
及
び
拡
大
防
止
対
策
を
講
じ
る
。
 

8
.2
(
6)
 

4
1 

 
万
一
，
上
記
の
送
風
機
及
び
排
風
機
が
異
常
に
よ
り
停
止
し
た
場
合
は
，
中
央
制
御
室
に
警
報
を
発
報
す
る
設
計
と
し
，
送
風
機
及
び
排
風
機
が
復
帰
す
る
ま
で
の

間
は
，
水
素
ガ
ス
蓄
積
を
防
止
す
る
運
用
又
は
水
素
ガ
ス
の
蓄
積
が
確
認
さ
れ
た
場
合
は
蓄
電
池
受
電
遮
断
器
を
開
放
す
る
運
用
と
す
る
。
 

8
.2
(
7)
 

4
2 

 
水
素
ガ
ス
を
貯
蔵
す
る
水
素
ガ
ス
ボ
ン
ベ
は
，
運
転
に
必
要
な
量
に
と
ど
め
る
た
め
に
，
必
要
な
本
数
の
み
を
貯
蔵
す
る
こ
と
を
火
災
防
護
計
画
に
定
め
て
，
管
理

す
る
。
 

8
.2
(
8)
 

4
2 

 
こ
の
た
め
，
引
火
点
が
室
内
温
度
及
び
機
器
運
転
時
の
温
度
よ
り
も
高
い
潤
滑
油
又
は
燃
料
油
を
使
用
す
る
こ
と
並
び
に
火
災
区
域
又
は
火
災
区
画
に
お
け
る
有
機

溶
剤
を
使
用
す
る
場
合
の
滞
留
防
止
対
策
に
つ
い
て
，
火
災
防
護
計
画
に
定
め
て
，
管
理
す
る
。
 

8
.2
(
9)
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表
1 

火
災
防
護
に
関
す
る
説
明
書
に
お
け
る
「
火
災
防
護
計
画
」
に
て
管
理
す
る
事
項
に
つ
い
て
(
2
/
3)
 

火
災
防
護
に
関
す
る

説
明
書
の
記
載
頁
 

「
8.
 
火
災
防
護
計
画
」
に
記
載
す
る
事
項
の
詳
細
内
容
 

「
8.
 
火
災
防
護

計
画
」
の
該
当
項
 

4
2 

 
「
工
場
電
気
設
備
防
爆
指
針
」
に
記
載
さ
れ
る
可
燃
性
の
微
粉
が
発
生
す
る
設
備
及
び
静
電
気
が
溜
ま
る
お
そ
れ
が
あ
る
設
備
を
設
置
し
な
い
こ
と
を
火
災
防
護
計

画
に
定
め
て
，
管
理
す
る
。
 

8
.2
(
10
) 

4
3 

 
放
射
性
物
質
を
含
ん
だ
使
用
済
イ
オ
ン
交
換
樹
脂
及
び
濃
縮
廃
液
は
，
固
体
廃
棄
物
と
し
て
処
理
を
行
う
ま
で
の
間
，
密
閉
さ
れ
た
金
属
製
の
槽
・
タ
ン
ク
で
保
管

す
る
設
計
と
す
る
。
 

8
.2
(
11
) 

4
3 

 
放
射
性
物
質
を
含
ん
だ
チ
ャ
コ
ー
ル
フ
ィ
ル
タ
は
，
固
体
廃
棄
物
と
し
て
処
理
を
行
う
ま
で
の
間
，
ド
ラ
ム
缶
に
収
納
し
保
管
す
る
設
計
と
す
る
。
 

8
.2
(
12
) 

4
3 

 
放
射
性
物
質
を
含
ん
だ

HE
PA

フ
ィ
ル
タ
は
固
体
廃
棄
物
と
し
て
処
理
を
行
う
ま
で
の
間
，
金
属
容
器
や
不
燃
シ
ー
ト
で
養
生
し
保
管
す
る
設
計
と
す
る
。
 

8
.2
(
13
) 

4
7 

 
な
お
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
に
設
置
す
る
原
子
炉
の
安
全
停
止
に
必
要
な
機
器
等
及
び
重
大
事
故
等
対
処
施
設
は
，
不
燃
性
又
は
難
燃
性
の
材
料
を
使
用
し
周
辺
に

は
可
燃
物
が
な
い
こ
と
を
火
災
防
護
計
画
に
定
め
て
，
管
理
す
る
。
 

8
.2
(
14
) 

6
3 

 
そ
の
た
め
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
に
設
置
す
る
火
災
感
知
器
は
，
起
動
時
の
窒
素
封
入
後
に
作
動
信
号
を
除
外
す
る
運
用
と
す
る
。
 

8
.2
(
15
) 

8
3 

ホ
．

 
気
体
廃
棄
物
処
理
設
備
を
設
置
す
る
火
災
区
域
又
は
火
災
区
画
（
気
体
廃
棄
物
処
理
設
備
エ
リ
ア
排
気
モ
ニ
タ
検
出
器
を
含
む
。
）
 

 
加
え
て
，
消
火
活
動
の
妨
げ
と
な
ら
な
い
よ
う
可
燃
物
管
理
を
行
う
こ
と
に
よ
り
区
画
内
の
火
災
荷
重
を
低
く
管
理
す
る
こ
と
で
，
煙
の
発
生
を
抑
え
る
設
計
と
す

る
。
 

8
.2
(
16
) 

8
3 

ヘ
. 

液
体
廃
棄
物
処
理
設
備
を
設
置
す
る
火
災
区
域
又
は
火
災
区
画
 

 
加
え
て
，
消
火
活
動
の
妨
げ
と
な
ら
な
い
よ
う
可
燃
物
管
理
を
行
う
こ
と
に
よ
り
区
画
内
の
火
災
荷
重
を
低
く
管
理
す
る
こ
と
で
，
煙
の
発
生
を
抑
え
る
設
計
と
す

る
。
 

8
.2
(
16
) 

8
3 

ト
. 

圧
力
抑
制
室
プ
ー
ル
水
排
水
設
備
設
を
設
置
す
る
火
災
区
域
又
は
火
災
区
画
 

 
加
え
て
，
消
火
活
動
の
妨
げ
と
な
ら
な
い
よ
う
可
燃
物
管
理
を
行
う
こ
と
に
よ
り
区
画
内
の
火
災
荷
重
を
低
く
管
理
す
る
こ
と
で
，
煙
の
発
生
を
抑
え
る
設
計
と
す

る
。
 

8
.2
(
16
) 

8
3 

チ
. 

新
燃
料
貯
蔵
設
備
 

 
加
え
て
，
消
火
活
動
の
妨
げ
と
な
ら
な
い
よ
う
可
燃
物
管
理
を
行
う
こ
と
に
よ
り
庫
内
の
火
災
荷
重
を
低
く
管
理
す
る
こ
と
で
，
煙
の
発
生
を
抑
え
る
設
計
と
す

る
。
 

8
.2
(
16
) 

  



  

補-5-1-4 

表
1 

火
災
防
護
に
関
す
る
説
明
書
に
お
け
る
「
火
災
防
護
計
画
」
に
て
管
理
す
る
事
項
に
つ
い
て
(
3/
3)
 

火
災
防
護
に
関
す
る

説
明
書
の
記
載
頁
 

「
8.
 
火
災
防
護
計
画
」
に
記
載
す
る
事
項
の
詳
細
内
容
 

「
8.
 
火
災
防
護

計
画
」
の
該
当
項
 

8
3 

リ
. 

使
用
済
燃
料
輸
送
容
器
保
管
建
屋

 

 
加
え
て
，
消
火
活
動
の
妨
げ
と
な
ら
な
い
よ
う
可
燃
物
管
理
を
行
う
こ
と
に
よ
り
建
屋
内
の
火
災
荷
重
を
低
く
管
理
す
る
こ
と
で
，
煙
の
発
生
を
抑
え
る
設
計
と
す

る
。
 

8
.2
(
16
) 

8
4 

ヌ
. 

固
体
廃
棄
物
貯
蔵
庫
 

 
加
え
て
，
消
火
活
動
の
妨
げ
と
な
ら
な
い
よ
う
可
燃
物
管
理
を
行
う
こ
と
に
よ
り
庫
内
の
火
災
荷
重
を
低
く
管
理
す
る
こ
と
で
，
煙
の
発
生
を
抑
え
る
設
計
と
す

る
。
 

8
.2
(
16
) 

8
4 

ル
. 

焼
却
炉
建
屋
 

 
加
え
て
，
消
火
活
動
の
妨
げ
と
な
ら
な
い
よ
う
可
燃
物
管
理
を
行
う
こ
と
に
よ
り
建
屋
内
の
火
災
荷
重
を
低
く
管
理
す
る
こ
と
で
，
煙
の
発
生
を
抑
え
る
設
計
と
す

る
。
 

8
.2
(
16
) 

8
4 

ヲ
. 

可
燃
物
が
少
な
く
，
火
災
が
発
生
し
て
も
煙
が
充
満
し
な
い
火
災
区
域
又
は
火
災
区
画
 

 
可
燃
物
が
少
な
く
，
火
災
が
発
生
し
て
も
煙
が
充
満
し
な
い
火
災
区
域
又
は
火
災
区
画
は
，
消
火
活
動
の
妨
げ
と
な
ら
な
い
よ
う
可
燃
物
管
理
を
行
う
こ
と
に
よ
り

区
画
内
の
火
災
荷
重
を
低
く
管
理
す
る
こ
と
で
，
煙
の
発
生
を
抑
え
る
設
計
と
す
る
。
 

8
.2
(
16
) 

1
30

 
 
火
災
に
よ
り
中
央
制
御
室
制
御
盤

1
面
の
安
全
機
能
が
喪
失
し
て
も
，
原
子
炉
を
安
全
に
停
止
す
る
た
め
に
必
要
な
運
転
操
作
に
必
要
な
手
順
を
管
理
す
る
。

 
8
.2
(
17
) 

1
33

 
な
お
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
で
の
作
業
に
伴
う
持
込
み
可
燃
物
に
つ
い
て
は
，
持
込
み
期
間
，
可
燃
物
量
，
持
込
み
場
所
等
，
運
用
に
つ
い
て
火
災
防
護
計
画
に
定

め
て
，
管
理
す
る
。
 

8
.2
(
14
) 

1
33
 

 
ま
た
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
油
内
包
機
器
，
分
電
盤
等
に
つ
い
て
は
，
金
属
製
の
筐
体
や
ケ
ー
シ
ン
グ
で
構
成
す
る
こ
と
，
油
を
内
包
す
る
点
検
用
機
器
は
通
常

電
源
を
切
る
運
用
と
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
，
火
災
発
生
時
に
お
い
て
も
火
災
防
護
対
象
機
器
等
へ
の
火
災
の
影
響
の
低
減
を
図
る
設
計
と
す
る
。
 

8
.2
(
18
) 

1
34
 

 
ま
た
，
上
記
に
示
す
原
子
炉
格
納
容
器
内
で
の
消
火
活
動
の
手
順
に
つ
い
て
は
，
火
災
防
護
計
画
に
定
め
て
，
管
理
す
る
。
 

8
.2
(
19
) 

1
79
 

 
火
災
影
響
評
価
の
評
価
方
法
及
び
再
評
価
に
つ
い
て
は
，
火
災
防
護
計
画
に
定
め
て
，
管
理
す
る
。
 

8
.2
(
20
) 

1
79
 

 
火
災
区
域
（
区
画
）
特
性
表
の
作
成
及
び
更
新
に
つ
い
て
は
，
火
災
防
護
計
画
に
て
定
め
て
，
管
理
す
る
。
 

8
.2
(
21
) 

  


